

警察白書の刊行に当たって
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少子高齢化が急速に進んでいます。我が国は、これまで世界が経験したことのない高齢社会の入り口に立っています。高齢化に伴って生じる社会的課題といえば、医療、社会保障等が真っ先に思い当たりますが、治安と安心安全を守る警察もまた、高齢化に伴う様々な課題に立ち向かっています。

例えば、「オレオレ詐欺」をはじめとする特殊詐欺の被害は深刻で、被害額は年300億円を超えていますが、その被害者の実に7、8割が高齢者という状況が続いています。高齢者が被害に遭いやすい犯罪や交通事故等から高齢者を守るための取組の必要性が高まっています。一方で、近年、高齢運転者による痛ましい交通死亡事故が相次いで発生していますし、高齢者による万引き等の犯罪の対策も求められています。今後、急速に高齢化が進展していく中で、警察としても様々な課題と向き合い、全ての人が安心安全な生活を送ることのできる環境づくりを進めていくことが重要です。

そこで、本年は、第1部（特集・トピックス）で「高齢化の進展と警察活動」と題する特集を組み、高齢者を犯罪・事故から守るための警察の取組や高齢者による犯罪・事故への対応と防止に向けた取組について紹介しています。

また、特に国民の皆様にお伝えしたい事項をトピックスとして取り上げて解説しています。本年は、新型コロナウイルス感染症をめぐる情勢を踏まえ、「新型コロナウイルス感染症に対する警察の取組」という項目を設け、空港、医療施設等における警戒警備や関連事犯の取締りの徹底等の取組について言及しています。

第2部（本編）では、最新の治安情勢や警察活動の現況等を分野ごとに紹介しています。

このほか、「警察活動の最前線」として、現場で活躍する警察職員が仕事上の苦労ややりがい等についての率直な心情をつづった手記等を掲載しています。

私も、昨年9月に国家公安委員会委員長に就任して以来、様々な機会を通じて現場の警察職員と接し、その活動を間近に見てまいりました。警察白書は、そうした第一線における活動も含め、我が国の警察活動全体の現況を広く国民の皆様に理解していただくために毎年作成しているものです。この白書が、警察行政に対する国民の皆様の御理解を一層深めることに役立ちますとともに、今後の警察活動に対して多くの御支援、御協力を賜りますことを心から願うものであります。






凡例




本書における用語等の意義は、次のとおりである。

1（1）　刑法犯………特に断りのない限り、道路上の交通事故に係る危険運転致死傷（改正前の刑法第208条の2の危険運転致死傷をいう。以下同じ。）、業務上（重）過失致死傷及び自動車運転過失致死傷（改正前の刑法第211条第2項の自動車運転過失致死傷をいう。以下同じ。）を除いた「刑法」に規定する罪並びに「爆発物取締罰則」、「決闘罪ニ関スル件」、「暴力行為等処罰ニ関スル法律」、「盗犯等ノ防止及処分ニ関スル法律」、「航空機の強取等の処罰に関する法律」、「火炎びんの使用等の処罰に関する法律」、「航空の危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律」、「人質による強要行為等の処罰に関する法律」、「流通食品への毒物の混入等の防止等に関する特別措置法」、「サリン等による人身被害の防止に関する法律」、「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」、「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」及び「公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金等の提供等の処罰に関する法律」に規定する罪をいう。

（2）　特別法犯………上記（1）の「刑法犯」以外の罪をいう。ただし、特に断りのない限り、道路上の交通事故に係る危険運転致死傷、業務上（重）過失致死傷、自動車運転過失致死傷及び「自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律」に規定する罪並びに「道路交通法」、「道路運送法」、「道路運送車両法」、「道路法」、「自動車損害賠償保障法」、「高速自動車国道法」、「駐車場法」、「自動車の保管場所の確保等に関する法律」、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」、「タクシー業務適正化特別措置法」、「貨物利用運送事業法」、「貨物自動車運送事業法」、「スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律」及び「自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律」に規定する罪を除く。

（3）　凶悪犯………殺人、強盗、放火及び強制性交等をいう。

ア　強制性交等………強姦（かん）並びに刑法第177条の強制性交等、同法第178条第2項の準強制性交等、同法第179条第2項の監護者性交等及び同法第181条第2項の強制性交等致死傷をいう。

イ　強姦………改正前の刑法第177条の強姦、同法第178条第2項の準強姦、同法第178条の2の集団強姦及び集団準強姦、同法第181条第2項の強姦致死傷並びに同法第181条第3項の集団強姦致死傷をいう。

（4）　粗暴犯………暴行、傷害、脅迫、恐喝及び凶器準備集合をいう。

（5）　窃盗犯………窃盗をいう。

（6）　知能犯………詐欺、横領（占有離脱物横領を除く。）、偽造、汚職、背任及び「公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律」に規定する罪をいう。

（7）　風俗犯………賭博及びわいせつをいう。

（8）　その他の刑法犯………公務執行妨害、住居侵入、逮捕監禁、器物損壊等上記に掲げるもの以外の刑法犯をいう。

2（1）　非行少年………犯罪少年、触法少年、ぐ犯少年をいう。

ア　犯罪少年………犯罪行為をした14歳以上20歳未満の者（少年法第3条第1項第1号）

　・　刑法犯少年………犯罪少年のうち刑法犯で警察に検挙された者

イ　触法少年………刑罰法令に触れる行為をした14歳未満の者（少年法第3条第1項第2号）

ウ　ぐ犯少年………刑罰法令に該当しないぐ犯事由があって、将来、罪を犯し、又は刑罰法令に触れる行為をするおそれのある20歳未満の者（少年法第3条第1項第3号）

（2）　不良行為少年………非行少年には該当しないが、飲酒、喫煙、家出等を行って警察に補導された20歳未満の者をいう。

3　　　交通事故………道路交通法第2条第1項第1号に規定する道路において、車両等及び列車の交通によって起こされた事故で、人の死亡又は負傷を伴うもの（人身事故）をいう。

4（1）　認知件数………警察において発生を認知した事件の数をいう。

（2）　検挙件数………警察において検挙した事件の数をいい、特に断りのない限り、解決事件の件数を含む。

（3）　検挙率………認知件数に対する検挙件数の割合を次のとおり計算して百分比で表したものをいう。

（　検挙件数（当該年の前年以前の認知事件の検挙を含む。）　/　当該年の認知件数　）　×　100

　　　なお、検挙件数には、当該年の前年以前の認知事件の検挙が含まれることから、検挙率が100％を超える場合がある。

（4）　未遂罪及び予備罪は、それぞれの既遂の罪に含めている。

（5）　昭和47年以前の各種数値については、特に断りのない限り、昭和47年5月14日以前の沖縄県該当分の数を含んでいない。

（6）　統計、図表その他の計数資料は、特に断りのない限り、警察庁の調査等に基づくものである。

（7）　統計図表中の構成比等は、四捨五入してあるため総計が必ずしも100.0にならない場合がある。

（8）　平成元年の各種数値については、特に断りのない限り、昭和64年1月1日から1月7日までの数を含む。

（9）　令和元年の各種数値については、特に断りのない限り、平成31年1月1日から4月30日までの数を含む。

（10）　統計、図表その他の計数資料における平成28年以前の「強制性交等」は、強姦の数値である。

（11）　被疑者等の国籍等において、「中国」は「中国（香港等）」及び「台湾」を含まず、「中国（香港等）」は中国の国籍を有する者のうち、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区の政府が発行した旅券又は中国、香港特別行政区若しくはマカオ特別行政区以外の政府（シンガポール、マレーシア等）が発行した身分証明書等を所持する者等を、「台湾」は中国の国籍を有する者のうち、台湾に本籍又は生活の本拠を有し、在タイ王国日本大使館による査証シールが貼付されている台湾の権限ある機関が発行した旅券を所持する者等をいう。

※　本書に記載した地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではありません。

※　警察庁ウェブサイト（https://www.npa.go.jp/hakusyo/r02/data.html）に、本書に掲載している統計以外の各種統計を掲載しています。






第1部　特集·トピックス
高齢化の進展と警察活動

特集に当たって

本年の警察白書の特集テーマは、「高齢化の進展と警察活動」です。

我が国の高齢化率（総人口に占める65歳以上人口の割合）は、令和元年（2019年）10月1日現在で28.4％と過去最高となり、他の先進諸国と比較しても最も高い水準にあります。今後、総人口が減少する中で65歳以上人口が増加することにより、我が国の高齢化は更に進展していくものと推定されています。この特集では、このような状況を踏まえ、「高齢者を犯罪・事故から守るための警察の取組」と「高齢者による犯罪・事故への対応と防止に向けた取組」という二つのテーマに沿って近年の治安情勢と警察活動の状況を取りまとめました。

令和元年の刑法犯認知件数の総数は74万8,559件と、前年に引き続き戦後最小を更新したものの、刑法犯認知件数に占める高齢者の被害件数の割合は、平成21年（2009年）以降一貫して増加しています。特に、特殊詐欺の被害者は、高齢者が約8割を占め、今後更に高齢化が進展していく中で、その被害防止は喫緊の課題となっています。

警察では、犯罪・事故から高齢者を守るため、高齢者を狙った特殊詐欺や悪質商法の被害防止のための取組のほか、高齢歩行者の交通事故防止、行方不明となった認知症高齢者の発見活動等の各種取組を推進しています。

その一方で、刑法犯検挙人員に占める高齢者の割合は近年増加傾向にあり、高齢者の犯罪防止のための取組や高齢被留置者への適切な処遇が大きな課題となっています。

また、高齢運転者による交通事故防止対策の推進も急務となっています。警察では、自動車等の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証を自主返納等しやすい環境の整備に向けた取組を進めているほか、高齢運転者による痛ましい交通事故の発生等を受け、今後の高齢運転者の運転免許制度の在り方に関する検討を進めています。

高齢社会に対応した警察活動の必要性・重要性は今後もますます高まっていきます。この特集が、高齢社会における警察の取組についての国民の理解を深めるとともに、社会全体の治安確保に向けた対策の在り方について考えていただく一助となれば幸いです。






第1節　高齢者を犯罪・事故から守るための警察の取組

1　高齢者の犯罪被害の現状と対策

（1）高齢者の犯罪被害の現状

刑法犯認知件数のうち、高齢者（注）が被害者となった件数（以下「高齢者の被害件数」という。）は、平成14年（2002年）のピーク時には、約22万5,000件となった。その後、刑法犯認知件数全体の減少とともに、高齢者の被害件数も減少し、令和元年（2019年）中は約9万2,000件となった。一方、刑法犯認知件数に占める高齢者の被害件数の割合（以下「高齢者の被害割合」という。）については、平成21年以降一貫して増加しており、令和元年中は、12.3％となっている。


注：特に断りのない限り、この特集において「高齢者」とは65歳以上の者を指す。



　図表特1-1　刑法犯認知件数及び高齢者の被害割合等（平成12～令和元年）
[image: 図表特1-1　刑法犯認知件数及び高齢者の被害割合等（平成12～令和元年）]

包括罪種別にみても、全ての罪種において高齢者の被害割合が増加している。特に、詐欺等の知能犯について増加が顕著であり、令和元年中は33.9％と、20年前と比較して25.0ポイント上昇している。次いで、暴行・傷害等の粗暴犯が増加しており、令和元年中は9.8％と、20年前と比較して7.0ポイント上昇している。

　図表特1-2　包括罪種別高齢者の被害割合（平成12～令和元年）
[image: 図表特1-2　包括罪種別高齢者の被害割合（平成12～令和元年）]

主な罪種別の高齢者の被害割合をみると、令和元年中は、詐欺の37.6％、殺人の28.3％、窃盗の11.1％、傷害の10.2％、暴行の9.8％の順に高くなっている。

　図表特1-3　主な罪種別高齢者の被害割合（平成12～令和元年）
[image: 図表特1-3　主な罪種別高齢者の被害割合（平成12～令和元年）]

（2）高齢者を狙った特殊詐欺の現状と対策

①　現状

ア　特殊詐欺の情勢等

特殊詐欺（注1）には、オレオレ詐欺（注2）、架空請求詐欺（注3）、還付金等詐欺（注4）等の手口があり、令和元年中の認知件数と被害額はいずれも前年より減少したものの、高齢者を中心に多額の被害が生じており、依然として高い水準にある。


注1：被害者に電話をかけるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への振込みその他の方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪（現金等を脅し取る恐喝及びキャッシュカード詐欺盗を含む。）の総称

注2：親族等を装って電話をかけ、会社における横領金の補填金等の様々な名目で現金が至急必要であるかのように信じ込ませ、指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注3：架空の事実を口実に金品を請求する文書を送付して、指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口による詐欺

注4：市区町村の職員等を装い、医療費の還付等に必要な手続を装って現金自動預払機（ATM）を操作させて口座間送金により振り込ませる手口による電子計算機使用詐欺



　図表特1-4　特殊詐欺の認知件数・被害額の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表特1-4　特殊詐欺の認知件数・被害額の推移（平成22～令和元年）]

イ　高齢者の被害状況

特殊詐欺の被害者に占める高齢者の割合（以下「高齢者率」という。）は、引き続き高い水準で推移しており、令和元年中の高齢者率は83.7％に上っている。特に、70歳以上の女性の被害が多く、全体の60.3％を占めている。

また、手口別にみると、オレオレ詐欺は97.5％、キャッシュカード詐欺盗は94.0％、還付金等詐欺は78.7％と、高齢者率が極めて高い。

　図表特1-5　特殊詐欺被害者の高齢者率の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表特1-5　特殊詐欺被害者の高齢者率の推移（平成27～令和元年）]

　図表特1-6　特殊詐欺被害者の内訳（令和元年）
[image: 図表特1-6　特殊詐欺被害者の内訳（令和元年）]

ウ　主な手口別の認知状況

オレオレ詐欺については、令和元年中の認知件数は6,725件（前年比2,420件（26.5％）減少）、被害額は約117.6億円（前年比約71.3億円（37.7％）減少）といずれも減少したものの、オレオレ詐欺と同視し得るキャッシュカード詐欺盗が、令和元年中の認知件数は3,777件（前年比で2,429件（180.2％）増加）、被害額は約59.1億円（前年比で40.2億円（212.2％）増加）といずれも大幅に増加しており、オレオレ詐欺とキャッシュカード詐欺盗を合わせると、特殊詐欺の認知件数全体の62.3％を占めている。また、平成30年に大幅に減少した還付金等詐欺については、令和元年中の認知件数は2,375件と前年比で471件（24.7％）増加し、被害額も約30.1億円と前年比で約7.6億円（33.7％）増加した。

一方、架空請求詐欺については、令和元年中の認知件数は3,533件と前年比で1,311件（27.1％）減少し、被害額も約98.6億円と前年比で約39.8億円（28.8％）減少した。

　図表特1-7　主な手口別認知件数・被害額の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表特1-7　主な手口別認知件数・被害額の推移（平成22～令和元年）]


MEMO　「キャッシュカード詐欺盗」の増加

平成30年以降、電話でだまされた被害者の自宅を訪れた「受け子」が、隙を見て被害者のキャッシュカードを別のカードにすり替えて窃取する手口の事件が増加している。これは、法律上の罪名は窃盗であるが、実質的にはキャッシュカード手交型（注）のオレオレ詐欺と同視し得るものである。そこで、特殊詐欺の被害の実態をより正確に把握するため、平成30年の統計から、この手口の窃盗を「キャッシュカード詐欺盗」として特殊詐欺の内数に計上することとした。

具体的な手口は、警察官や銀行協会、大手百貨店等の職員を装って被害者に電話をかけ、「キャッシュカードが不正に利用されている」などと言い被害者の自宅を訪れ、持参した封筒にキャッシュカードを入れさせた上、隙を見て、別のカードが入った同種の封筒とすり替えるなどして、同キャッシュカードを窃取するものである。


注：キャッシュカードを自宅等に受け取りに来た犯人（受け子）に直接手渡させるなどの交付形態



　[image: すり替えられた封筒及びカード類（茨城）]
すり替えられた封筒及びカード類（茨城）



②　高齢者の被害防止に向けた取組

特殊詐欺の被害者は、高齢者が約8割を占め、今後ますます高齢者人口の割合が増えていく中、特殊詐欺等の被害防止は、喫緊の課題である。

このような情勢を踏まえ、令和元年6月25日に開催された犯罪対策閣僚会議において、特殊詐欺等から高齢者を守るための総合対策として「オレオレ詐欺等対策プラン」が決定された。これに基づき、国民、各地方公共団体、各種団体、民間事業者等の協力を得ながら、被害防止対策、犯行ツール対策、効果的な取締り等を推進している。

ア　被害防止対策の推進

被害を防止するためには、犯人からの電話等の内容の不自然さに気付くことができるようにし、少しでも不審に感じたときには家族に確認や相談をしやすくするため、平素から家族間でコミュニケーションをとることが極めて重要である。

そのため、特殊詐欺の被害に遭いやすい高齢者だけでなく、その子供・孫世代への働き掛けも強化すべく、幅広い世代に対して高い発信力を有する著名な方々により、平成30年9月に結成された「ストップ・オレオレ詐欺47～家族の絆作戦～」プロジェクトチーム（略称：SOS47）と共に、全府省庁において、公的機関、各種団体、民間事業者等の幅広い協力を得ながら、特殊詐欺被害防止のための広報啓発イベントの実施、SNS（注）やウェブサイト等による情報発信等を通じて、特殊詐欺被害の実態、被害防止対策等を幅広い世代に対して分かりやすく伝えるための広報啓発活動を展開している。

金融機関との関係では、高額の払戻し等を申し込んだ高齢の顧客に対する声掛けに加え、警察への通報を呼び掛けている。また、一定年数以上にわたってATMでの振込実績がない高齢者のATM振込限度額をゼロ円又は極めて少額とする取組（ATM振込制限）や、高齢者のATM引出限度額を少額とする取組（ATM引出制限）等を推進している。

このほか、コンビニエンスストアや宅配事業者等と連携し、実態に即した事業者ごとの被害防止対策を推進している。


注：Social Networking Serviceの略



　[image: SOS47]
SOS47

　[image: 広報啓発用動画]
広報啓発用動画

　[image: 金融機関における声掛け訓練の状況（山形）]
金融機関における声掛け訓練の状況（山形）


CASE

令和元年9月、80歳代の女性は、市役所職員を名のる男から「医療費の還付金があるので、ATMで手続をしてほしい」との電話を受けたことから、金融機関の無人ATMコーナーにおいてATMの操作を試みたところ、実際には、振込み操作をさせられていた。しかし、当該金融機関では、還付金等詐欺対策として一定の基準によるATM振込制限を導入しており、同女はその対象であったことから、振込み操作が止められた。その場で同女から相談を受けた金融機関職員が詐欺被害を看破し、警察へ通報するなどして、被害を未然に防止した（千葉）。



イ　犯行ツール対策の推進

携帯電話等へのこれまでの対策（注1）に加えて、特殊詐欺の犯行では、電話転送の仕組み（注2）を悪用して、犯行グループの携帯電話等から相手方に固定電話番号を表示させて架電したり、官公署を装った電話番号への架電を求める文面のはがき等を送り付けたりする手法が多用されていることから、電話転送サービスを介した固定電話番号の悪用への対策も推進している。


注1：82頁参照

注2：電話転送サービス事業者が電気通信事業者から提供を受けた固定電話番号を顧客に貸し出し、その電話番号に係る通話を顧客やその通話相手の電話番号等に自動的に転送する仕組み




MEMO　特殊詐欺に利用された固定電話番号の利用停止等

犯行に利用された固定電話番号を、警察の要請に基づき、固定電話番号を提供する電気通信事業者が利用停止するほか、複数回利用停止要請の対象となった固定電話番号の契約者に対しては、電気通信事業者が連携して新たな電話番号の提供を一定期間行わないなどの対策を、令和元年9月27日に開始した。

令和2年3月までに、警察の利用停止要請に基づき、1,765件の利用停止が実施されている。

　図表特1-8　特殊詐欺に利用された固定電話番号の利用停止等の仕組み
[image: 図表特1-8　特殊詐欺に利用された固定電話番号の利用停止等の仕組み]



ウ　効果的な取締り等の推進

警察では、特殊詐欺事件の背後にいるとみられる暴力団、準暴力団（注）等の犯罪者グループ等を弱体化し、特殊詐欺の抑止を図るため、各部門において多角的な取締りを推進するとともに、積極的な情報収集を行うなどして、その活動実態や特殊詐欺への関与状況等の解明を推進している。

また、預貯金口座や携帯電話の不正売買といった特殊詐欺を助長する犯罪の検挙や悪質な犯行ツール提供事業者に対する取締りを推進している。


注：30、31頁（トピックスIII　準暴力団の動向と警察の取組）参照




CASE

電話転送サービス事業者の代表取締役（37）らは、平成30年2月頃から同年9月頃にかけて、特殊詐欺の犯行に使用されることを知りながら、特殊詐欺の犯行グループに電話転送サービスを提供し、特殊詐欺の犯行を容易にしてこれを幇助した。平成31年1月までに、同代表取締役ら3人を詐欺幇助罪等で逮捕した（広島）。



（3）高齢者を狙った悪質商法の現状と対策

①　利殖勧誘事犯（注）

令和元年中に警察に寄せられた利殖勧誘事犯に係る相談のうち、高齢者からの相談件数は367件と、全体の約4分の1を占めている。

利殖勧誘事犯では、被害者が被害に遭ってから気付くまでに時間を要する場合が多いことから、警察では、同事犯の被害拡大防止のため、早期の事件化を図るとともに、犯罪に利用された預貯金口座の金融機関への情報提供等を推進しており、令和元年中は同事犯に関する情報提供件数が251件あった。


注：出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（以下「出資法」という。）、金融商品取引法、無限連鎖講の防止に関する法律等の違反に係る事犯



　図表特1-9　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表特1-9　利殖勧誘事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）]

　図表特1-10　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（令和元年）
[image: 図表特1-10　利殖勧誘事犯の類型別検挙状況（令和元年）]


CASE

投資コンサルティング会社の実質的経営者（41）らは、同社に対する投資名目で金銭をだまし取ろうと考え、平成25年7月から29年9月までの間、同社へ投資した会員組織の上位会員らに投資セミナー等を開催させるなどし、海外事業に成功している同社へ出資すれば月利2～4％の配当及び1年後の元本保証を約束する旨のうそを言って、全国の約1万3,000人から約459億円をだまし取るなどした。

令和元年5月までに、同経営者ら10人を詐欺罪で、上位会員ら14人を出資法違反（預り金の禁止）で検挙した（愛知、岡山）。



②　特定商取引等事犯（注）

令和元年中に警察に寄せられた特定商取引等事犯に係る相談のうち、高齢者からの相談件数は3,149件と、全体の約半数を占めている。

特定商取引等事犯では、被害者が被害に遭っていることに気付いても、被害者自身で解決しようとして警察への届出までに時間を要する場合もみられることから、警察では、ウェブサイト等を通じて早期の相談を呼び掛けている。


注：訪問販売、電話勧誘販売等で事実と異なることを告げるなどして商品の販売や役務の提供を行う悪質商法。具体的には、訪問販売等の特定商取引を規制する特定商取引に関する法律違反及び特定商取引に関連する詐欺、恐喝等に係る事犯



　図表特1-11　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表特1-11　特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）]

　図表特1-12　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（令和元年）
[image: 図表特1-12　特定商取引等事犯の類型別検挙状況（令和元年）]


CASE

訪問購入業者の男（26）らは、貴金属を不当な低価格で買い取って転売益を得ようと考え、平成29年11月から30年11月までの間、訪問先で貴金属等を買い取る際に、貴金属の装飾品であるのに模造品である旨のうそを言い、又は買取りをする貴金属の重量を実際よりも極端に軽く表示するように計量器を操作してうその重量を表示するなどし、不当に低い買取額を対価に貴金属を交付させ、6県の約7,300人から時価総額約1億3,400万円の貴金属をだまし取った。平成31年3月までに、同人ら6人を詐欺罪で逮捕した（宮城）。



（4）高齢者を狙ったひったくり等

窃盗犯について高齢者の被害割合は増加傾向にあり、手口別にみると、令和元年中は、ひったくりが30.1％、すりが10.4％となっている。

令和元年中のひったくりの時間帯別被害割合をみると、65歳未満では、日没後となる20時から4時までの被害割合が66.3％を占めているが、高齢者では、12時から20時までの被害割合が61.2％を占めている。「犯罪に対する不安感等に関する調査研究」（注）によれば、図表特1-15のとおり、年代が高くなるにつれ、犯罪の被害に遭わないために何らか行動をしていることが認められるが、被害実態や高齢化の進展等を踏まえ、警察では、一層の注意喚起等が必要であるとの考えの下、高齢者を対象としたひったくり等を防止するための防犯教室や広報啓発活動を継続して実施している。


注：公益財団法人日工組社会安全研究財団の調査で、平成30年に実施されたもの



　図表特1-13　ひったくりの時間帯別被害割合（65歳未満）
[image: 図表特1-13　ひったくりの時間帯別被害割合（65歳未満）]

　図表特1-14　ひったくりの時間帯別被害割合（高齢者）
[image: 図表特1-14　ひったくりの時間帯別被害割合（高齢者）]

　図表特1-15　年代別の防犯意識
[image: 図表特1-15　年代別の防犯意識]

（5）高齢者に対する暴力的事案の現状と対策

①　高齢者が被害者となった殺人・暴行・傷害

令和元年中の殺人・暴行・傷害における高齢者の被害件数は、殺人が269件、暴行が2,955件、傷害が2,158件となっている。

これを発生場所別にみると、住宅で被害に遭った割合が高く、殺人では78.8％、暴行では48.1％、傷害では52.9％となっている。

また、高齢者が被害者となった罪種別検挙件数について、被疑者と被害者の関係別にみると、殺人は76.4％、暴行は43.9％、傷害は46.7％が、配偶者等親族で発生している。

②　高齢者虐待

ア　現状

厚生労働省の調査（注1）によると、平成30年度に市町村及び都道府県で受け付けた高齢者虐待に関する相談・通報件数は、養護者（注2）によるものが3万2,231件（うち虐待と判断された件数は1万7,249件）、養介護施設従事者等（注3）によるものが2,187件（同621件）となっている。養護者による虐待の種別（複数回答）は、身体的虐待が67.8％で最も多く、次いで心理的虐待（39.5％）、介護等放棄（19.9％）となっている。


注1：「平成30年度高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査」をいう。

注2：高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等

注3：介護老人福祉施設等養介護施設又は居宅サービス事業等養介護事業の業務に従事する者



　図表特1-16　養護者による高齢者虐待の相談・通報件数等（平成25～30年度）
[image: 図表特1-16　養護者による高齢者虐待の相談・通報件数等（平成25～30年度）]

　図表特1-17　養護者による高齢者虐待の種別・割合（平成30年度）
[image: 図表特1-17　養護者による高齢者虐待の種別・割合（平成30年度）]

イ　対策

警察では、相談等の各種警察活動に際し、高齢者虐待事案を認知した場合には、速やかに市町村へ通報することはもとより、事案に応じて加害者に指導・警告したり、事件化を図ったりするなど高齢者虐待事案への適切な対応を図っている。


CASE

令和元年8月、無職の男（68）から「母親を殴ってしまいました」との通報を受け、同男から事情聴取を行ったところ、同居する母親（91）と口論となり、同女の顔面等を殴打して、頭部挫創等の怪我を負わせたことが判明したため、同男を傷害罪で逮捕するとともに、村に高齢者虐待事案として通報した（熊本）。








2　高齢者の交通安全の確保

（1）高齢者が関係する交通事故の特徴

令和元年中の高齢者の交通事故による死者数は1,782人と、死者数全体の55.4％を占める。これを状態別にみると、歩行中が46.0％、自動車乗車中が31.0％、自転車乗用中が16.8％を占めている。また、歩行中死者数については、高齢者が全体の約7割を占めており、高齢者はおおむね年齢層が高いほど人口10万人当たり歩行中死者数が多い傾向にある。

また、平成27年から令和元年までの期間において、人口10万人当たりの歩行中死者数を年齢別にみると、86歳が最も多い。

　図表特1-18　歩行中死者数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表特1-18　歩行中死者数の推移（平成22～令和元年）]

　図表特1-19　年齢層別人口10万人当たり歩行中死者数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表特1-19　年齢層別人口10万人当たり歩行中死者数の推移（平成22～令和元年）]

　図表特1-20　年齢別人口10万人当たり歩行中死者数（平成27～令和元年平均）
[image: 図表特1-20　年齢別人口10万人当たり歩行中死者数（平成27～令和元年平均）]

（2）高齢者の交通事故防止対策

警察では、運転免許を保有していない高齢者を含め、高齢者が加齢に伴う身体機能の変化が行動に及ぼす影響等を理解し、自ら納得して安全な交通行動を実践できるよう、関係機関・団体等と連携し、シミュレーター等の各種教育機材を積極的に活用した参加・体験・実践型の交通安全教育を実施している。

特に、最近では、自動車と高齢歩行者との死亡事故の大半が歩行者の横断中に発生していることを踏まえ、横断歩道以外の場所や走行車両の直前直後等を横断することの危険性について広報啓発等を強化している。

また、関係機関・団体等と連携し、交通安全教育を受ける機会の少ない高齢者に対する地域ぐるみの交通安全指導を促進するなど、きめ細かな対策を推進している。

　[image: 参加・体験・実践型の交通安全教育]
参加・体験・実践型の交通安全教育






3　認知症高齢者・要支援者対策

（1）認知症に係る行方不明者等への対策

令和元年中の認知症に係る行方不明者届の受理件数は1万7,479件であり、統計をとり始めた平成24年以降、増加を続けている。

令和元年6月18日に開催された認知症施策推進関係閣僚会議において取りまとめられた「認知症施策推進大綱」等を踏まえ、警察では、地域における認知症高齢者等の見守りネットワークの活用や、関係機関・団体等と緊密に連携した行方不明者発見活動を推進しているほか、認知症サポーター養成講座等の部外有識者による講習会や捜索訓練等を通じて、認知症の特性や認知症に係る行方不明者を発見した場合の対応要領等について、職員の理解を深める取組を行っている。

　[image: 捜索訓練]
捜索訓練

　[image: 認知症サポーター養成講座]
認知症サポーター養成講座

　図表特1-21　認知症に係る行方不明届の受理件数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表特1-21　認知症に係る行方不明届の受理件数の推移（平成27～令和元年）]

（2）高齢者等に係る災害対応

警察では、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、自ら避難することが困難な高齢者等を含む地域住民の避難誘導や救出救助等に取り組んでいる。


CASE

令和元年10月、長野県警察は、長野県長野市内において、令和元年東日本台風（注）に伴う大雨の影響により浸水した地域を中心に、関係機関と連携して、市が把握していた特に支援を要する者について、その居宅を重点的に巡回するなど、取り残されている者がいないか確認に当たった。


注：185頁参照



　[image: 居宅への巡回状況]
居宅への巡回状況








第2節　高齢者による犯罪・事故への対応と防止に向けた取組

1　高齢者による犯罪

（1）犯罪情勢

近年、刑法犯の検挙人員が減少している中、高齢者人口及び総人口に占める高齢者人口の割合の増加もあり、高齢者の刑法犯検挙人員は、平成10年代に大幅に増加し、その後も高い水準を維持している。また、検挙人員総数に占める高齢者の割合は、平成元年（1989年）から令和元年（2019年）にかけて2.1％から22.0％に上昇した。

　図表特2-1　高齢者の刑法犯検挙人員及び高齢者の割合の推移（平成元～令和元年）
[image: 図表特2-1　高齢者の刑法犯検挙人員及び高齢者の割合の推移（平成元～令和元年）]

高齢者による犯罪の主なものは、万引き、占有離脱物横領、暴行及び傷害で、これらの犯罪の検挙人員で高齢者の刑法犯検挙人員の約7割を占める。これらの犯罪の検挙人員の推移について年齢層別に比較すると、万引きについては、他の年齢層と比べて高い水準を維持しているほか、暴行については、高い増加率を示している。

　図表特2-2　年齢層別検挙人員の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表特2-2　年齢層別検挙人員の推移（平成22～令和元年）]

また、初犯者・再犯者別に高齢者の検挙人員の推移をみると、万引きについては、初犯者は減少傾向にあるのに対し、再犯者は依然として高い水準にあり、平成24年以降、再犯者が初犯者を上回っているほか、暴行については、初犯者・再犯者とも増加傾向にある。

　図表特2-3　初犯者・再犯者別検挙人員の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表特2-3　初犯者・再犯者別検挙人員の推移（平成22～令和元年）]

（2）高齢被留置者の処遇

警察の留置施設における被留置者の留置期間は比較的短期間であるものの、図表特2-4のとおり、刑法犯及び特別法犯の全逮捕人員に占める高齢者の割合は増加傾向にあることなどから、日常生活に支援を要する高齢被留置者にも適切な処遇を行うための備えが必要となる。

警察では、このような被留置者に対し、かゆ食等を提供したり、浴槽の形状に配慮したりするなどの措置を講じている。また、一部の府県警察において、留置担当官等に対し、介護の専門家による介助研修を実施し、必要な知識・技能を習得させるための取組を行っている例もある。

　図表特2-4　刑法犯及び特別法犯の全逮捕人員に占める高齢者の割合の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表特2-4　刑法犯及び特別法犯の全逮捕人員に占める高齢者の割合の推移（平成22～令和元年）]

　[image: 介助研修の状況（京都）]
介助研修の状況（京都）

（3）犯罪を防止するための取組

令和元年中の刑法犯検挙件数全体に占める高齢者による刑法犯の検挙件数の割合は17.0％で、そのうち万引きの割合は48.7％と約半数を占めている。高齢者による万引きに関しては、背景として、血縁、地縁、その他のコミュニティとの関係が希薄になっていることなどがうかがわれることを踏まえ、警察では、高齢者の社会との絆の強化を目的とした取組を推進している。


MEMO　高齢者による犯罪を防止するための取組

万引きの背景には、身近に話し相手がいない寂しさや生活困窮があるとみられたことから、和歌山県警察では、万引きで検挙した高齢者について、最寄りの警察署の警察官が巡回連絡の一環として自宅を訪ね、困りごとの相談にのって生活上のアドバイスを行っている。また、万引きの背景として、孤立や困窮といった要因があり、万引きの再犯防止のため行政機関による支援が必要であると認められる場合には、高齢者やその家族等に対し、地域包括支援センター等関係機関に引き継ぐ取組を実施している。








2　高齢運転者の交通事故防止対策の推進

（1）高齢運転者対策の歩み

これまで、累次にわたり道路交通法の改正が行われ、加齢に伴う身体機能や認知機能の低下を踏まえた高齢運転者対策が強化されてきた。

　図表特2-5　高齢運転者対策に係る道路交通法改正の主な経緯
[image: 図表特2-5　高齢運転者対策に係る道路交通法改正の主な経緯]

①　平成9年改正

ア　高齢運転者標識の導入

高齢運転者は、身体機能の低下により、危険を避けるためのとっさの行動が困難になったり、危険の回避が遅れたりする傾向にある。このような高齢運転者の保護等を図るため、身体機能の低下が自動車の運転に影響を及ぼすおそれがある75歳以上の者は、高齢運転者標識を表示して普通自動車を運転するよう努めることとし、周囲の運転者については、標識を表示した自動車に幅寄せや割込みをしてはならないこととされた。

イ　運転免許証の自主返納制度の導入

高齢運転者の中には、身体機能の低下等を自覚し、自らの安全と道路交通に与える影響を考慮して、運転免許の取消しを求める者がいることを踏まえ、運転免許証の自主返納制度が導入され、運転免許を受けた者がその取消しを申請したときは、都道府県公安委員会はその者の運転免許を取り消すことができることとされた。

ウ　高齢者講習制度の導入

高齢運転者による交通事故が急増するとともに、高齢になるほど死亡事故を起こしやすい傾向がみられたことに加え、一般的に自動車等の運転に関する身体機能は、加齢に伴い低下する傾向にあることを踏まえ、更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者が運転免許証の更新を受けようとするときは、加齢に伴う身体機能の低下が自動車等の運転に影響を及ぼすおそれがあることを理解するため、高齢者講習を受けなければならないこととされた。

②　平成13年改正

ア　高齢者講習及び高齢運転者標識の対象年齢の拡大

平成12年中の70歳から74歳までの運転者による死亡事故件数は、319件と、平成3年中と比較して約2倍となっており、同年齢層の運転免許人口1万人当たり死亡事故件数は、1.4件と、全年齢層の1.1件と比較して高いなどの状況がみられた。こうした状況等を踏まえ、高齢者講習の受講対象者は、更新期間が満了する日における年齢が70歳以上の者とされた。また、高齢運転者標識を表示して普通自動車を運転するよう努めなければならない者についても、身体機能の低下が自動車の運転に影響を及ぼすおそれがある70歳以上の者とされた。

イ　運転経歴証明書制度の導入

運転免許証を自主返納した者の中には、運転免許証に代わる身分証明書としての機能を有するものの交付を求める者がいることを踏まえ、都道府県公安委員会は、運転免許証を自主返納した者に対して、その者の自動車等の運転に関する経歴を表示する書面として、運転経歴証明書を交付することができることとされた。

③　平成19年改正

ア　認知機能検査制度の導入

高齢運転者による交通事故に関し、運転に必要な記憶力、判断力等の認知機能の低下が原因の一つとみられる事故等の割合が高いという特徴がみられたことを踏まえ、高齢運転者が自己の認知機能の状況を自覚し、安全運転を継続できるよう支援するため、更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者が運転免許証の更新を受けようとするときは、認知機能検査を受検し、その結果に基づく高齢者講習を受けなければならないこととされた。

イ　臨時適性検査制度の導入

認知機能検査により、認知症のおそれがある（第1分類）と判定された者が、その後一定期間内に認知機能が低下した場合に行われやすい一定の違反行為をしたときは、都道府県公安委員会は、その者が認知症であるかどうかについて、臨時に適性検査（医師の診断）を行うこととされた。

④　平成27年改正

ア　臨時認知機能検査制度及び臨時高齢者講習制度の導入

認知機能検査は、3年ごとの運転免許証の更新の際に行われるものであったが、認知機能は3年を待たずして低下するおそれがあることから、認知機能が低下した場合に行われやすい一定の違反行為をした75歳以上の運転者に対しては、次回の更新の機会を待つことなく臨時に認知機能検査を行うとともに、その結果等により認知機能の低下が自動車等の運転に影響を及ぼすおそれがあると認められる場合には、最新の認知機能の状況に応じた臨時の高齢者講習を行うこととされた。

イ　認知症に係る医師の診断を受けることを義務付ける者の範囲の拡大

認知機能検査により、認知症のおそれがある（第1分類）と判定された者は、その後認知機能が低下した場合に行われやすい一定の違反行為が行われたかどうかにかかわらず、認知症であるかどうかについて、医師の診断を受けることが義務付けられた。

（2）高齢運転者に対する教育等の現状

更新期間が満了する日における年齢が70歳以上の者は、運転免許証を更新する際、高齢者講習の受講が義務付けられている。また、更新期間が満了する日における年齢が75歳以上の者は、満了する日より前の6月以内に、認知機能検査を受けることが義務付けられており、同検査の結果に応じた高齢者講習を受講することとされている。

具体的には、認知機能検査により認知症のおそれがある（第1分類）と判定された者及び認知機能が低下しているおそれがある（第2分類）と判定された者に対しては、実車指導の状況をドライブレコーダーにより撮影した映像を活用した個別指導を含め、3時間の講習を行っている。

また、認知機能が低下しているおそれがない（第3分類）と判定された者及び75歳未満の者に対しては、個別指導を除いた2時間の講習を行っている。

警察では、認知機能検査及び高齢者講習の円滑な実施に向け、受検・受講枠の拡大や円滑な予約の促進、運用の効率化等の取組を推進している。

　図表特2-6　運転免許証の更新時における認知機能検査及び高齢者講習の流れ
[image: 図表特2-6　運転免許証の更新時における認知機能検査及び高齢者講習の流れ]

　図表特2-7　更新時の認知機能検査及び臨時認知機能検査の実施状況（令和元年）
[image: 図表特2-7　更新時の認知機能検査及び臨時認知機能検査の実施状況（令和元年）]

　図表特2-8　高齢者講習及び臨時高齢者講習の実施状況（令和元年）
[image: 図表特2-8　高齢者講習及び臨時高齢者講習の実施状況（令和元年）]

（3）運転免許証の自主返納（申請による運転免許の取消し）等

身体機能の低下等を理由に自動車等の運転をやめる際には、申請により運転免許証を返納することができるが、その場合には、返納後5年以内に申請すれば、運転経歴証明書の交付を受けることができる。また、令和元年12月1日からは、運転免許証の更新を受けずに失効した場合でも、失効後5年以内に申請すれば、運転経歴証明書の交付を受けることができることとなった。

この運転経歴証明書は、金融機関の窓口等で犯罪収益移転防止法（注1）の本人確認書類として使用することができる。

警察では、自主返納及び運転経歴証明書制度の周知を図るとともに、自主返納者等への支援について、関係機関・団体等に働き掛けを行い、自動車等の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証を自主返納等しやすい環境の整備に向けた取組を進めている（注2）。


注1：犯罪による収益の移転防止に関する法律

注2：一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会のウェブサイト（http://www.zensiren.or.jp/kourei/）において、運転免許証を自主返納した者等を対象とした各種支援施策について紹介している都道府県警察等のウェブページを集約し、高齢者等への情報提供に取り組んでいる。



　[image: 運転経歴証明書の様式]
運転経歴証明書の様式

　[image: 運転免許証の自主返納に関する広報ポスター]
運転免許証の自主返納に関する広報ポスター

　図表特2-9　申請による運転免許の取消し件数及び運転経歴証明書の交付件数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表特2-9　申請による運転免許の取消し件数及び運転経歴証明書の交付件数の推移（平成27～令和元年）]

（4）高齢運転者に係る安全運転相談の充実・強化

警察では、これまでも自動車等の安全な運転に不安のある運転者及びその家族等からの相談に対応するため、運転適性相談を実施してきたところである（注1）が、近年は、特に高齢運転者及びその家族等から積極的に相談を受け付け、加齢に伴う身体機能の低下を踏まえた安全運転の継続に必要な助言・指導や、自主返納制度及び自主返納者等に対する各種支援施策の教示を行うなど、運転適性に関する相談対応以外の役割も求められるようになっている。

このため、運転適性相談の名称をより親しみやすい「安全運転相談」に改めるとともに、令和元年11月22日からは、全国統一の専用相談ダイヤル「＃8080（シャープハレバレ）」（注2）を導入し、安全運転相談の認知度及び利便性の向上を図った。


注1：150頁参照

注2：安全運転相談ダイヤルに電話すると、都道府県警察の安全運転相談窓口に直接つながるようになっている。



　[image: 安全運転相談に関する広報ポスター]
安全運転相談に関する広報ポスター


MEMO　安全運転サポート車（セーフティ・サポートカーS（サポカーS））の普及啓発

衝突被害軽減ブレーキ及びペダル踏み間違い時加速抑制装置を搭載した安全運転サポート車は、高齢運転者による交通事故の被害軽減に有効である一方で、これらの先進安全技術は事故を完全に防ぐものではないことにも留意する必要がある。

警察では、運転免許センター等の警察施設を試乗会の場所として提供しているほか、自動車教習所や自動車メーカーをはじめとする関係機関・団体等との連携を強化しながら、更なる普及啓発を進めている。

他方で、普及啓発に当たっては、高齢運転者による交通事故の特徴等を周知するとともに、安全運転サポート車の機能の限界や使用上の注意点を正しく理解し、同機能を過信せずに責任を持って安全運転を行わなければならない旨についても、周知を図っている。

　[image: 関係機関・団体と連携した安全運転サポート車の試乗会]
関係機関・団体と連携した安全運転サポート車の試乗会



（5）更なる高齢運転者対策

①　政府決定等

平成29年7月、高齢運転者による痛ましい交通事故の発生等を受け、中央交通安全対策会議交通対策本部において、「高齢運転者による交通事故防止対策について」が決定され、今後の方策として、80歳以上の運転リスクが特に高い者への実車試験の導入や「安全運転サポート車」限定免許の導入といった運転免許制度の更なる見直しについて検討することとされた。また、令和元年6月に開催された「昨今の事故情勢を踏まえた交通安全対策に関する関係閣僚会議」においては、「未就学児等及び高齢運転者の交通安全緊急対策」が決定され、安全運転支援機能を有する自動車を前提として高齢者が運転できる運転免許制度の創設に向け、令和元年度内に結論を得ることとされた。

②　調査研究

これらの政府決定等を踏まえ、警察庁では、平成29年度から有識者による調査研究を実施しており、令和元年度には「高齢運転者交通事故防止対策に関する調査研究」分科会を開催し、今後の高齢運転者の運転免許制度の在り方に関する検討を進めてきた。その結果、令和元年度末に取りまとめられた同分科会の最終報告において、次のような考え方が示された。

ア　運転技能検査の導入

昨今の高齢運転者による死亡事故の情勢をみると、認知機能検査で認知機能が低下しているおそれがない（第3分類）と判定された者によるものが約半数を占めており、認知機能以外の身体機能の低下が関わる運転技能についての検査を導入することが必要であるとされた。そこで、一定の要件に該当する者に対して運転技能検査を行うこととし、その結果、運転技能が特に不十分な場合には運転免許証の更新を認めないことが適当であるとされた。

なお、一定の要件として、例えば、事故歴や事故につながりやすい特定の違反歴を確認するなどの方法により、運転技能検査の対象者を、将来交通事故を発生させるリスクがより高い者に絞り込むことが考えられるとされた。

イ　限定条件付免許の導入

運転免許証を返納すると一切の運転ができなくなることから、自己の運転能力の低下を自覚した高齢者等が、自主的な申請によって、限定条件の付与を受けたり、新規に限定条件付免許を取得したりできる限定条件付免許制度を設けることが、高齢者等の安全運転やモビリティの確保に資するとされた。

限定条件付免許の内容としては、運転することができる自動車等の種類を衝突被害軽減ブレーキ等の先進安全技術を搭載した安全運転サポート車に限定する制度を設けることが考えられる一方で、現在普及している安全運転サポート車の先進安全技術では事故防止効果が限定的であることに留意する必要があり、今後の技術の実用化の動向を踏まえた限定条件等を設けることもあり得るとされた。

ウ　その他

認知機能検査については、高齢運転者や実施機関の負担が少ない態様に見直すことについて、更なる検討を進める必要があるとされた。また、高齢者講習の実車指導においても、安全運転指導を行うにとどまらず、運転技能についての客観的指標を用いた評価を行うべきであるとされた。さらに、認知機能検査の結果にかかわらず高齢者講習の指導時間を統一し、検査・講習を一連の手続として行いやすい態様とするなど、増加する高齢運転者に対応できる仕組みを構築することが考えられるとされた。

③　令和2年道路交通法改正

これらを踏まえ、令和2年6月、第201回国会において、高齢運転者対策の充実・強化を図るための規定の整備等を内容とする道路交通法の一部を改正する法律が成立した。今回の改正では、75歳以上の者で一定の要件に該当するものは、運転免許証を更新する際、運転技能検査（注）を受けていなければならないこととされるとともに、都道府県公安委員会は、運転技能検査の結果により運転免許証の更新をしないことができることとされた。また、運転免許を受けた者は、都道府県公安委員会に、運転することができる自動車を一定の機能を有する自動車に限定するなどの条件を、その者の運転免許に付することを申請することができることとされた。


注：普通自動車等の運転について必要な技能の検査



　図表特2-10　令和2年道路交通法改正による手続変更のイメージ図
[image: 図表特2-10　令和2年道路交通法改正による手続変更のイメージ図]






警察活動の最前線


特殊詐欺の撲滅のために




山形県警察本部生活安全部生活安全企画課

犯罪抑止対策係

（現　山形県寒河江警察署地域課長）

荒井　厚詞（あらい　あつし）

　[image: カモンくん]




山形県における特殊詐欺被害者の多くは高齢者となっており、このうちの約7割が、自宅の固定電話にかかってきた犯人からの電話に出たことでだまされています。

山形県警察では、なぜ特殊詐欺の被害に遭ったのかを分析するため、被害者へのアンケートを実施しました。その結果、多くの被害者が特殊詐欺の手口を知っているにもかかわらず、「自分はだまされない」とのバイアスから、何ら対策を講じないままに電話に出てだまされているという実態が明らかになりました。

このことから、山形県警察では、平成30年12月から、「犯人からの電話に出ない」ための対策として「在宅時も常時留守番電話設定とすること」が有効と捉え、一般的な広報に加えて、巡回連絡時の一人一人への呼び掛けを行っております。

令和元年には、全高齢者世帯約21万世帯への働き掛けや留守番電話未設定世帯への再度の呼び掛けを実施した結果、高齢者世帯の約7割が留守番電話に設定し、固定電話に起因する被害が減少、留守番電話機能を適切に設定していた世帯で被害に遭った人はいないという成果につながりました。

また、県民のディフェンス力向上を図るため、アポ電の発生や脅威情報等の最新情報をリアルタイムにメールで配信するシステム「やまがた110ネットワーク」のメール会員の登録拡大も進めております。

特殊詐欺は、人の不安や弱みに付け込み、人生までも狂わせる卑劣な犯罪です。特殊詐欺の根絶に向け、被害防止に邁進していきたいと思います。

　[image: 山形県警察本部生活安全部生活安全企画課犯罪抑止対策係（現　山形県寒河江警察署地域課長）　荒井　厚詞]




必ず被害者の無念を晴らす




兵庫県警察本部交通部交通捜査課交通鑑識係

松田　敏昭（まつだ　としあき）

　[image: こうへいくん・まもりちゃん]




交通鑑識係の業務は、主にひき逃げ事件現場に残された塗膜片や部品等から容疑車両を特定し、被疑者の検挙につなげることです。また、その他重大事故においては、現場に残された痕跡や車両の損傷状況、車両の電子データの解析、物理的現象等から、速度鑑定や事故に至った真実の解明に尽力しています。

「行ってきます」と元気に出かけていった大切な家族が、数時間後には、言葉を交わすこともなくお別れをしなければならない。それが交通事故です。

残念ながら、私たちの活動で被害者の尊い命を取り戻すことはできませんが、早期に被疑者を検挙することで、被害者やその御遺族の無念を少しでも晴らすことができると信じ、いついかなる時でも、即座に対応できるように備えています。

近年、高齢運転者による暴走事故や、子供等の交通弱者が被害に遭う事故等、社会的反響が大きく悲惨な事故が多発傾向にあることから、私たちの役割も大きくなりつつあります。

また、自動運転車両や運転支援システムの開発等、交通社会は日々進歩しており、新たな時代に突入しています。私たちも技術の進歩に後れを取らないよう進化していくとともに、これまで先輩方から脈々と伝承されてきた確かな技術と捜査手法を確実に伝承し、新たな時代を担う後継者の育成に努めてまいります。

　[image: 兵庫県警察本部交通部交通捜査課交通鑑識係　松田　敏昭]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






トピックスI　新型コロナウイルス感染症に対する警察の取組

（1）新型コロナウイルス感染症への対処体制

①　政府の対処体制

令和元年（2019年）12月31日、世界保健機関（以下この項において「WHO」という。）から、中国湖北省武漢市において原因不明の肺炎が発生している旨の発表がなされ、その後、当該肺炎が新型コロナウイルス感染症によるものである旨の発表がなされた。令和2年（2020年）1月31日（日本時間）には、感染拡大を受け、WHOが「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態（PHEIC（注1））」を宣言した。

我が国においては、同月15日に初の感染者が確認され、同月29日からは、政府が派遣したチャーター機により中国湖北省に在留する邦人等が帰国した。また、感染が拡大している状況に鑑み、政府としての対策を総合的かつ強力に推進するため、同月30日に内閣総理大臣を本部長とし、全ての国務大臣を構成員とする「新型コロナウイルス感染症対策本部」が設置された。

同年2月1日には、政府において、入国拒否対象地域の指定等の水際対策が実施されたほか、新型コロナウイルス感染症が感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第6条第8項の指定感染症として定められた。同月25日には、「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」が決定され、また、同年3月13日には、新型コロナウイルス感染症を新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下この項において「特措法」という。）に規定する新型インフルエンザ等とみなすことなどを内容とする新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を改正する法律が成立・公布された（同月14日施行）。

さらに、同年4月19日に予定されていた立皇嗣の礼や、同年7月24日から開催が予定されていた2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（注2）については、それぞれ延期されることが発表された。

　図表I-1　特措法に基づく措置の状況
[image: 図表I-1　特措法に基づく措置の状況]


注1：Public Health Emergency of International Concernの略

注2：令和2年（2020年）3月30日、国際オリンピック委員会において、東京オリンピック競技大会は令和3年7月23日から同年8月8日にかけて、東京パラリンピック競技大会は同年8月24日から同年9月5日にかけて開催されることが決定された。

注3：埼玉、千葉、東京、神奈川、大阪、兵庫及び福岡

注4：北海道、埼玉、千葉、東京、神奈川、京都、大阪及び兵庫



②　警察庁の対処体制

警察庁では、令和2年1月26日、警備局長を長とする「新型コロナウイルスに関連した感染症に関する対策本部」を設置し、同月30日、次長を長とする「新型コロナウイルス感染症対策本部」に改組した。同年3月26日には、政府に特措法に基づく「新型コロナウイルス感染症対策本部」が設置されたことを受け、警察庁長官を長とする「新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置した。警察では、「国家公安委員会・警察庁新型インフルエンザ等対策行動計画」（平成25年（2013年）10月作成、平成31年4月改正）に基づき、新型コロナウイルス感染症対策に万全を期すこととしている。

（2）新型コロナウイルス感染症をめぐる警察の取組

①　空港、医療機関等における警戒警備

警察では、令和2年1月29日以降、政府チャーター機により中国から帰国した在外邦人等の入国に伴う混乱の防止を図るため、空港、医療機関等における警戒警備を実施したほか、同年2月3日以降、神奈川県横浜市の横浜港に到着したクルーズ船における大規模な検疫の実施に伴い、同港周辺等における警戒活動や患者等の搬送支援を実施した。

また、新型コロナウイルス感染症に係る検疫の強化により、空港において検疫法に基づく検査の対象となる帰国者等が増加することとなったことから、警察庁では、厚生労働省をはじめとする関係機関との情報共有や協力を緊密に行うとともに、関係都府県警察では、検疫所長や空港管理者との連携を強化し、円滑な検疫の実施に協力しつつ、トラブルや不測の事態の防止を図るため、空港その他の検疫所長が指定した施設等（検査を受けた者が結果が判明するまで待機する場所）における警戒警備等を実施した。

　[image: 空港における警戒状況]
空港における警戒状況


MEMO　横浜港に到着したクルーズ船における検疫の実施に伴う警戒警備等

令和2年2月3日に横浜港に到着したクルーズ船「ダイヤモンド・プリンセス」では、延べ4,000人を超える乗員・乗客に対して新型コロナウイルスに関する検査が実施され、このうち約700人について陽性が確認された。警察では、これら感染者の医療機関への搬送等に際し、警察車両による先導等の警戒を実施するなど、混乱の防止を図るための警戒警備等を実施した。

　[image: 警察車両による警戒状況]
警察車両による警戒状況



②　関連する犯罪の取締り・防犯情報の提供

警察では、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」等に基づき、関係機関との連携を図るなどして、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う混乱等に乗じた犯罪に関する情報の入手に努めるとともに、取締りを徹底している。

また、こうした犯罪を防止するため、地域の犯罪の発生状況等に応じてウェブサイト、電子メール、SNS、チラシ等の各種広報媒体や巡回車両によるスピーカー広報等を通じて防犯情報の提供や注意喚起に努めるとともに、各種犯罪の発生状況を踏まえたパトロール等の警戒活動を強化している。

　[image: 愛知県警察による注意喚起]
愛知県警察による注意喚起


CASE

アルバイトの男（49）は、ドラッグストアにおいて、従業員に対し、「俺コロナなんだけど」、「俺陽性」などと言って咳をするなどし、店内の消毒作業を余儀なくさせ、正常な業務の遂行を妨げた。令和2年3月、同男を威力業務妨害罪で逮捕した（愛知）。




CASE

職業不詳の男（25）らは、令和2年4月、県庁職員等を名のり、70歳代男性に対し、電話で、「コロナ対策の給付金として10万円が支給される。給付金については、口座に振り込む。通帳等を準備して封筒に入れておいてほしい」などと告げた。その後、同男が同男性の自宅を訪問し、通帳等の交付を受けようとしたことから、同男性の通報により同男性の自宅付近を警戒していた警察署員が、同男を詐欺未遂罪で逮捕した（栃木）。



③　都道府県知事による住民に対する外出・移動の自粛要請に伴う警察の対応

警察では、都道府県知事による住民に対する外出の自粛要請に伴い、繁華街でのトラブル等の発生を防止するため、地域警察官によるパトロールを強化するなどの所要の措置を講じている。

また、都道府県知事からの要請等を踏まえ、こうした活動を通じて、状況に応じ、国民に対し、外出の自粛要請が行われている旨の一般的な声掛けを行うなどの協力を行っているほか、道路管理者等と連携し、交通情報板等を活用して移動の自粛要請が行われている旨を周知するなどの協力を行っている。

　[image: 繁華街における警戒活動]
繁華街における警戒活動

④　警察関係行政手続の臨時措置等

警察では、新型コロナウイルス感染症への感染防止の観点から、運転免許証の有効期間の末日までに更新できない可能性がある者について、運転免許センター及び警察署等に対する事前の申出があれば、運転免許証の裏面備考欄への記載により運転及び更新可能期間を延長する措置を講じた。当該申出については、全ての都道府県警察において、代理人や郵送によるものも可能とした。

また、特措法に基づく緊急事態宣言が発出される中、自動車教習所や運転免許センター等の業務が休止されたことを受け、事前に定められた教習期間を弾力的に運用することを可能にするとともに、事前の申出があれば、卒業証明書等により運転免許試験の技能試験が免除される期間を延長することなどにより、運転免許保有者等が被る不利益を可能な限り減らす措置を講じた。

このほか、警察では、新型コロナウイルス感染症への感染やそのおそれを理由に、警察関係法令に基づく許可手続等ができない方について、とり得る措置を教示するなどして、国民の権利利益の保全を図っており、都道府県警察本部（注）及び警察署において、許可手続等に係る相談に対応している。


注：東京都においては警視庁



　図表I-2　運転免許証裏面にシールを貼付した場合の例
[image: 図表I-2　運転免許証裏面にシールを貼付した場合の例]

⑤　感染拡大防止のための取組

警察では、警察職員の新型コロナウイルス感染症への感染防止の観点から、全職員に対し、手洗い、アルコール消毒液による手指消毒のほか、「咳エチケット」の励行を徹底させるとともに、職員間の感染拡大により警察業務の継続に支障が生じないよう、集団感染のリスクを高めるとされる3つの条件（換気の悪い密閉空間、多数が集まる密集場所、間近で会話や発声をする密接場面）を可能な限り避けるための勤務環境の改善にも取り組んでいる。

また、警察職員と接する一般の方等にも感染を拡大させないという観点から、例えば、窓口業務等において対面でのやり取りが必要な場面では、透明ビニールカーテン等の遮蔽物を設置するなどの取組を行っている。

　[image: 職員同士の密集・密接を避けるため大会議室に設置した執務室]
職員同士の密集・密接を避けるため大会議室に設置した執務室


CASE

埼玉県警察は、来庁者の飛沫感染防止のため、警察署や交番の窓口に透明ビニールカーテンを設置するなどの取組を行っている。

　[image: 警察署交通課窓口]
警察署交通課窓口

　[image: 交番のカウンター]
交番のカウンター








トピックスII　科学捜査を支える取組
～科学警察研究所における取組

（1）科学警察研究所における取組

科学警察研究所では、警察活動を最新の科学技術に基づいて支えるため、科学技術を犯罪捜査や犯罪予防に役立てるための研究、その研究成果を活用した鑑定・検査及び都道府県警察の鑑定技術職員に対する技術指導を行うための研修等を行っている。

①　犯罪捜査のための最新の研究等

ア　mRNA（注）を指標とした体液の識別検査

犯罪現場には、その事案に応じて、様々な種類の体液資料が遺留され、その種類の識別は、犯人性や犯罪事実を立証する上で重要である。そこで、各種体液に特徴的に発現するmRNAに着目し、それらを指標としたより精緻な識別検査法の開発・検証を行っている。


注：messenger ribonucleic acidの略。体内の臓器や組織を構成するタンパク質の合成に必要な遺伝情報をDNAから写し取って合成される分子



　[image: mRNAの検出に利用するリアルタイムPCR装置]
mRNAの検出に利用するリアルタイムPCR装置（注）


注：PCR（Polymerase Chain Reaction（ポリメラーゼ連鎖反応（遺伝子の特定の配列を増幅する技術））の略）による遺伝子の増幅をリアルタイムでモニターし、解析・定量する装置



イ　散布ガソリンに対して有効な燃焼抑制剤の開発に関する研究

ガソリンは、引火性や燃焼性に加え、揮発性が非常に高く、散布されたガソリン液面からは、大量の可燃性ガソリン蒸気が発生することから、着火時に爆発的な火災を引き起こすリスクが極めて高い。ガソリンを使用した事件等の発生時における安全確保のため、従来の泡消火剤にガソリン蒸気の吸収能力を付加した新規の燃焼抑制剤の研究開発に取り組んでいる。

　図表II-1　散布ガソリンの燃焼抑制実験
[image: 図表II-1　散布ガソリンの燃焼抑制実験]

ウ　化学兵器用剤の分析

化学物質を使用したテロに対処するため、各種現場検知資機材の新規開発や性能評価のほか、化学兵器用剤が使用されたことを証明するための分析を行っている。最近では、尿に排泄されるサリン等の神経剤の加水分解物について、最新の分析技術を用いた高感度分析法を開発した。これらの分析技能により、令和元年（2019年）、化学兵器禁止機関（OPCW）（注）が実施した技能試験において最高位の評価を得た。


注：Organization for the Prohibition of Chemical Weaponsの略



　[image: 尿中の神経剤分解物の分析に用いる装置（液体クロマトグラフ－質量分析計）]
尿中の神経剤分解物の分析に用いる装置（液体クロマトグラフ－質量分析計）

エ　ポリグラフ検査に関わる心理学的メカニズムの解明

ポリグラフ検査では、被検査者に対し、犯行手段・方法等の事件に関する特定の質問を行い、そのときに生じる生理反応に着目することで、事件に関する事実についての被検査者の認識の有無を調べることができる。これまでは、主に個々の質問ごとに生じる生理反応に着目してきたが、ポリグラフ検査の更なる信頼性の向上を図るため、複数の質問にわたる、より長い間隔の生理反応にも注目し、新たなデータ解析法の開発や、ポリグラフ検査に関わる心理学的メカニズムの解明に向けた研究開発に取り組んでいる。

オ　被害児童の特性に配意した聴取技法に関する研究

犯罪等により被害を受けた児童に対する聴取では、児童の特性に配意しつつ、事件等に関する正確な記憶をより多く引き出すことが求められる。幼稚園の年長相当及び小学2年生の児童を対象とした調査では、面接の初めに児童の自発的な語りを求める質問（誘いかけ質問）を行うことにより、当該面接において児童から得られる正確な情報量が増大することが明らかになった。

また、初対面で緊張しやすいといった児童の特性と児童の誘導されやすさ（被誘導性）との関係を検討し、児童の特性に応じた聴取の在り方についても研究を行っている。

　[image: 児童に対する調査状況]
児童に対する調査状況

カ　EDR（注1）等の記録情報を活用した鑑定

EDRの記録情報を活用した交通事故鑑定を行っている。例えば、車両が60キロメートル毎時で走行し、EDRが0.5秒ごとのデータを記録するものであれば、記録間隔に約8.3メートル移動することとなるが、旋回性能等の自動車工学に基づく研究の知見を用いて補完しつつ、走行軌跡等の鑑定を行っている。また、ペダルの踏み間違いもEDRの記録から鑑定している。

そのほか、車載式故障診断装置（注2）を用いて、事故と車両故障との因果関係の検証も行っている。


注1：Event Data Recorderの略。エアバッグの作動等の特別な出来事（イベント）が発生した際に、車速、ペダル操作、衝撃の大きさ等に関するデータを記録する装置。メーカー、車種等により記録情報が異なり、交通事故鑑定における活用方法も多岐にわたる。

注2：エンジン等の内部に搭載された故障診断機能



　[image: 旋回からスリップする状況を再現する実験]
旋回からスリップする状況を再現する実験

②　法科学研修所における研修

科学警察研究所に置かれている法科学研修所では、主に都道府県警察の科学捜査研究所及び鑑識部門で勤務する職員を対象として、鑑定・検査及び鑑識活動に必要となる専門的な知識・技能等に関する研修を行っている。また、国内外の大学、研究機関等に研修生をおおむね3か月から6か月の期間にわたって派遣し、専門性を高めるための研究に従事させることによって、新たな鑑定手法の開発等に役立てている。






トピックスII　科学捜査を支える取組～サイバー空間における捜査力強化のための取組

（2）サイバーセキュリティ対策研究・研修センターにおける取組

①　犯罪取締りのための情報技術解析に関する研究

サイバーセキュリティ対策研究・研修センター解析研究室では、ハードウェア及びソフトウェアに関する知識や技術を駆使して、サイバー犯罪等に悪用され得る最先端の情報通信技術に関する研究、各種電子機器に記録されたデータの抽出・可視化に関する研究を行っている。

　[image: 電子機器の解析に関する研究状況]
電子機器の解析に関する研究状況

ア　暗号資産に関する研究

暗号資産は、利用者の匿名性が高く、取引の追跡を困難にさせる技術が開発されており、マネー・ローンダリング等の犯罪への悪用が指摘されていることから、平成29年（2017年）度から暗号資産に関する研究を開始した。令和元年度は、ブロックチェーン等の暗号資産に係る要素技術等について研究を行った。

イ　自動運転システムの解析に関する研究

SAEレベル3（注）の自動運転システムを備えた自動車の市場化が目前に迫っている。交通事故等が発生した場合、同システムに事故原因の究明等に必要な情報が記録されている可能性があることから、令和元年度から自動運転システムの解析に関する研究を開始し、車載ネットワーク及び自動運転ソフトウェアからのデータの抽出・可視化に関する研究を中心に行った。


注：159頁参照



　[image: 自動運転システムの解析に関する研究状況]
自動運転システムの解析に関する研究状況

②　サイバーレンジ（注）を活用した実践的な研修

サイバーセキュリティ対策研究・研修センター捜査研修室では、都道府県警察の捜査員や解析担当者を対象とした高度な実践的研修を実施している。平成30年度からは、新たにサイバーレンジを導入し、仮想環境下において実際の犯行手口や被害状況を再現することにより、最新の手口により行われるサイバー犯罪に対する実践的な捜査演習や大規模なサイバー攻撃の被害事案を想定した訓練等を実施している。


注：サイバー攻撃等に対する実践的な訓練を行うためのサイバー演習環境



　[image: サイバーレンジを活用した研修状況]
サイバーレンジを活用した研修状況

（3）情報通信技術の知識及び技能をいかして活躍するサイバー犯罪捜査官等

都道府県警察では、情報工学を専攻した者、情報通信技術に関する高度な資格や民間企業のシステム開発部門での勤務経験を有する者等が、サイバー犯罪捜査官等として採用されており、その知識及び技能をいかして、事件捜査、捜査支援ツールの作成等に従事し、捜査の第一線で活躍している。

採用に当たっては、大学生、専門学校生等を対象としたインターンシップを開催し、サイバー犯罪捜査を模擬体験する機会を設けたり、サイバー犯罪捜査に従事する職員との交流会を実施したりして、人材の確保に努めている。

　[image: インターンシップにおけるサイバー犯罪捜査模擬体験]
インターンシップにおけるサイバー犯罪捜査模擬体験


サイバー犯罪捜査官の声①

－民間企業出身のサイバー犯罪捜査官として－

警視庁生活安全部サイバー犯罪対策課
警部　秋吉　祐司

私は、エンジニアとして民間企業で金融機関のシステム開発に従事していましたが、この技術を犯罪捜査に役立て、困っている人々を助けたいと思い、警視庁のサイバー犯罪捜査官という未知の世界へと飛び込みました。

暴力団事務所等に対する捜索差押えでは、押収したパソコンの解析作業で、自分の経験をいかして事件検挙に貢献でき、その達成感を今でも忘れられません。また、一般財団法人日本サイバー犯罪対策センター（JC3（注））では、民間の方々と仕事をし、フィッシングサイト対策等で成果を上げることができました。

現在は、海外の捜査機関と協力しながら捜査しているほか、被害防止に役立つ情報を民間企業等に提供するなどしています。「被害を未然防止できました。ありがとうございます」との反響も寄せられ、仕事のやりがいを感じています。サイバー犯罪捜査官としての誇りを胸に、安全で安心なサイバー空間の実現に向け貢献してまいりたいと思います。


（注）117頁参照



　[image: サイバー犯罪捜査官の声①]




サイバー犯罪捜査官の声②

－任期付き警察官として－

埼玉県警察本部
生活安全部サイバー犯罪対策課指導係
警部補　爲我井　大

私は民間の大手IT企業でシステム開発を担当していましたが、自分のITに関する知識や技術を治安維持に役立ててみたいという思いがあり、埼玉県警察のサイバー犯罪捜査官（任期付き採用）の採用試験を受験しました。

県民等を対象とした被害防止セミナーでは、サイバー攻撃被害を体験するための環境の整備や講師等を担当し、捜査では、押収物の解析、捜索差押え現場での検証、捜査を効率化するツールの作成等を担当しました。

犯罪被害に遭う人が一人でも少なくなるようにという私の想いをセミナーで伝えることができたときや、解析したデータの中から犯罪の痕跡を発見して犯人検挙の一翼を担うことができたときは、警察官であることを実感し、とてもやりがいを感じました。

任期付き採用制度は、限られた期間ではありますが、安全で安心な社会の実現のために自身のITに関する知識や技術を役立てたり、民間企業では得られない経験をすることができますので、興味を持たれたIT技術者の方は受験してみてはいかがでしょうか。

　[image: サイバー犯罪捜査官の声②]








トピックスIII　準暴力団の動向と警察の取組

（1）準暴力団の動向

①　準暴力団の台頭

近年、暴走族の元構成員等を中心とする集団に属する者が、繁華街・歓楽街等において、集団的又は常習的に暴行、傷害等の暴力的不法行為等を敢行している例がみられるほか、特殊詐欺や組織窃盗等の違法な資金獲得活動を活発化させている。こうした集団の中には、暴力団のような明確な組織構造は有しないが、犯罪組織との密接な関係がうかがわれるものも存在しており、警察では、こうした集団を暴力団に準ずる集団として「準暴力団」と位置付けている。

②　準暴力団の特徴

準暴力団は、犯罪ごとにメンバーが離合集散を繰り返すなど、そのつながりが流動的である点で、明確な組織構造を特徴とする暴力団と異なる。準暴力団には、暴走族の元構成員や地下格闘技団体の元選手等を中核とするものがみられるほか、暴力団構成員や元暴力団構成員がメンバーとなっている場合もある。

準暴力団の中には、特殊詐欺や組織窃盗等の違法な資金獲得活動によって蓄えた資金を、更なる違法活動や自らの風俗営業等の事業資金に充てるなど、活発な資金獲得活動を行っていることがうかがわれる集団が数多くみられる。また、資金の一部を暴力団に上納するなど、暴力団と関係を持つ実態も認められるほか、暴力団構成員が準暴力団と共謀して犯罪を行っている事例もあり、このような準暴力団の中には、暴力団と準暴力団との結節点の役割を果たす者が存在するとみられる。

　[image: 準暴力団]


MEMO　暴力団の組織構造

暴力団の組織は、一般に、その起源である博徒（注1）や的屋（注2）の習慣であった盃事（さかずきごと）といわれる儀式を通じ、構成員同士で擬制的血縁関係を結び、首領を親分、配下を子分、先輩を兄貴分等と位置付けている。それぞれの暴力団で名称の違いはあるものの、各団体では、首領たる「組長」の統制の下に、幹部やその他の組員が、その地位の上下に応じて階層的な組織を構成している。


注1：縄張内で非合法な賭博場を開き、そこから利益（寺銭）を上げることを稼業としている者の集団

注2：縁日、祭礼等に際し、境内や街頭で営業を行う露天商や大道芸人等の集団のうち、縄張を有しているもので、暴力的不法行為等を行い、又は行うおそれのあるもの



　[image: 暴力団]



（2）警察の取組

警察では、繁華街・歓楽街等における準暴力団による暴行、傷害等の犯罪の続発や準暴力団のメンバーと暴力団の密接な関係に着目し、これまでも、準暴力団に係る実態解明及び取締りの強化を図ってきたところである。準暴力団が、暴力的不法行為以外に、特殊詐欺やみかじめ料の徴収等の違法な資金獲得活動を行っている実態がみられるほか、暴力団との関係を深め、犯罪行為の態様を悪質化・巧妙化している状況がうかがえることなどを踏まえ、部門・所属の垣根を越えた実態解明の徹底に加え、あらゆる法令を駆使した取締りの強化に努めている。

　[image: 繁華街パトロールの実施状況]
繁華街パトロールの実施状況


MEMO　都道府県警察における取組

（1）大阪府警察

大阪府警察では、活動が活発化している準暴力団に対する取締りを強化しており、平成31年（2019年）2月までに、法外な料金を請求するガールズバーを営業する準暴力団の男（20）らを、他のバーの経営者らを襲撃する目的で金属バットを持って集まり催涙スプレーを噴射したなどとして、凶器準備結集罪等で逮捕した。また、令和2年（2020年）1月までに、上記準暴力団関与店舗の従業員に対する強要罪等で、対立する準暴力団の男（32）らを逮捕した。

両集団については、関係者を含め、平成30年中には約130人、令和元年中には約170人を検挙した。

令和元年9月には、準暴力団や不良集団に対する取締りを強化するための対策会議を開き、様々な犯罪に関わっているとみられる集団について、捜査部門だけでなく生活安全・交通部門等の部門の垣根を越えて情報共有し、実態解明を進めている。

　[image: 取締り強化のための対策会議の実施状況]
取締り強化のための対策会議の実施状況

（2）愛知県警察

愛知県警察では、名古屋市中心部の繁華街である栄地区を中心に、強引な客引きやぼったくり等を行っている準暴力団の情報を入手し、実態解明を推進している。解明された組織実態に基づく取締りを強化した結果、令和元年11月までに、傷害罪、恐喝罪、風営適正化法（注）違反（無許可営業）等で同準暴力団の関係者約40人を逮捕して同準暴力団を解散させるとともに、同準暴力団の関与する風俗営業店を全て廃業に追い込んだ。


注：風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律






CASE

関東連合OBグループ関係者の男（30）らは、平成29年2月から30年10月にかけて、不動産関連会社の従業員を装い、土地所有者に虚偽の買収話を持ち掛け、土地の売買契約に係る諸費用等の名目で、現金合計904万円をだまし取った。平成31年3月、同男らを詐欺罪で逮捕した（警視庁）。








トピックスIV　いわゆる「あおり運転」（妨害運転）に対する警察の取組

（1）悪質・危険な運転行為の現状

平成29年（2017年）6月、神奈川県内の東名高速道路上に停止中の普通乗用自動車が大型貨物自動車に追突され、普通乗用自動車の運転者等6人が死傷する事故が発生し、その後の警察の捜査により、普通乗用自動車が停止する直前に、建設作業員の男（25）が普通乗用自動車の通行を妨害する目的で自車を運転していたことが明らかとなった。同年10月、神奈川県警察は、自動車を運転し、被害者が乗車する普通乗用自動車を追い越した後、進路を塞ぐように車線変更及び減速を繰り返すなどして本線車道上に停止させ、大型貨物自動車を追突させたとして、過失運転致死傷罪等で同男を逮捕した（同月、より罰則の重い危険運転致死傷罪等で起訴）。この事故の発生以降も、同様の悪質・危険な運転行為の発生が相次いで報告されており、いわゆる「あおり運転」として重大な社会問題となっている。

　[image: 「あおり運転」の事例]
「あおり運転」の事例


CASE

警備員の男（40）は、平成30年7月、自らが運転する普通乗用自動車の前方に進入した大型自動二輪車に対し、同車を執ように追跡した上、同車に著しく接近して自車を追突させ、同車を運転していた被害者を死亡させた。同月、同男を殺人罪等で逮捕した（大阪）。




CASE

会社役員の男（43）は、令和元年（2019年）8月、常磐自動車道上で、幅寄せや割込み等を繰り返して被害者が運転する普通乗用自動車の進路を妨害した上、同車の前方に自車を停止させて同普通乗用自動車を同自動車道上で停止させた。同年9月、同男を強要罪で逮捕した（茨城）。



（2）警察の取組

①　厳正な取締り等の推進

「あおり運転」は、意図的に危険を生じさせる極めて悪質な行為である。

警察庁では、平成30年1月、その抑止を図るため、都道府県警察に対して通達を発出し、あらゆる刑罰法令を適用した厳正な捜査の徹底、迅速かつ積極的な行政処分の実施等の諸対策を推進するよう指示した。

こうした取組の結果、平成30年以降は、平成29年に比べて車間距離不保持の取締り件数や危険性帯有による行政処分（注）件数が大幅に増加している。


注：「自動車等を運転することが著しく道路における交通の危険を生じさせるおそれがあると認められる」者に対して行う運転免許の停止処分



　図表IV-1　「いわゆる「あおり運転」等の悪質・危険な運転に対する厳正な対処について」（通達）の概要
[image: 図表IV-1　「いわゆる「あおり運転」等の悪質・危険な運転に対する厳正な対処について」（通達）の概要]

　図表IV-2　車間距離不保持の取締り件数等の推移（平成29～令和元年）
[image: 図表IV-2　車間距離不保持の取締り件数等の推移（平成29～令和元年）]

　図表IV-3　「あおり運転」への刑法等適用件数の推移（平成29～令和元年）
[image: 図表IV-3　「あおり運転」への刑法等適用件数の推移（平成29～令和元年）]

②　道路交通法の改正

警察では、「あおり運転」に対して、あらゆる刑罰法令を適用するなどして厳正に対処してきたが、「あおり運転」は後を絶たず、依然として重大な社会問題となっていた。また、これまでの道路交通法には、「あおり運転」そのものを取り締まるための規定がなく、法定刑や行政処分が十分なものにはなっていないのではないかとの指摘もみられた。

このような状況を踏まえ、警察庁において、「あおり運転」を効果的に抑止するための規定の在り方について検討を進めた結果、令和2年6月、第201回国会において、妨害運転（「あおり運転」）に対する罰則の創設等を内容とする道路交通法の一部を改正する法律が成立し、同月30日から施行された。また、本改正と併せて、道路交通法施行令の一部が改正され、妨害運転に関する基礎点数等が整備された。

これらの改正により、他の車両等の通行を妨害する目的で、急ブレーキ禁止違反や車間距離不保持等の一定の違反をした者について、最大で5年の懲役に処するとともに、運転免許の取消処分を課し、悪質・危険な運転者をより効果的に道路交通の場から排除することが可能となった。警察では、新設された罰則等も活用しながら、引き続き、妨害運転に対する厳正な取締りを推進することとしている。また、妨害運転の抑止を図るため、改正規定の内容や「思いやり・譲り合い」の気持ちを持った運転の必要性、ドライブレコーダーの有用性等について、運転免許の取得・更新時の教習・講習や、ウェブサイト、SNS、リーフレット等を活用しながら、教育や広報啓発に努めていくこととしている。

　図表IV-4　妨害運転に対する罰則等の概要
[image: 図表IV-4　妨害運転に対する罰則等の概要]






トピックスV　皇宮警察本部の活動

（1）皇宮警察本部の任務

警察庁に附置されている皇宮警察本部は、天皇陛下及び上皇陛下並びに皇族方の護衛、皇居、赤坂御所等の警備等を行っている。

①　天皇及び上皇並びに皇族の護衛

天皇陛下及び上皇陛下並びに皇族方の安全を確保するため、皇宮護衛官のうち、側衛官が、皇居、赤坂御所等はもとより、国内外において御身辺の直近で護衛に当たっている。

令和元年（2019年）中は、秋篠宮皇嗣同妃両殿下及び悠仁親王殿下がブータン王国を御訪問になった際等に、海外に側衛官を派遣し、御身辺の安全を確保した。

②　皇居、赤坂御所等の警備

皇居、赤坂御用地、各御用邸、京都御所、正倉院等の安全を確保するため、主に6都府県（注）において警戒警備活動を行っている。令和元年中は、高輪皇族邸の区域における安全を確保するため、派出所を設置するなど、警戒警備体制を構築し、上皇上皇后両陛下の御移居に備えた。


注：栃木、東京、神奈川、静岡、京都及び奈良



③　国賓等の護衛

国賓として来日した外国要人の皇居参内や、信任状等の捧呈に伴う特命全権大使の皇居参内に際して、騎馬、サイドカー（注）等で護衛に当たっている。


注：側車付大型自動二輪車



　図表V-1　皇宮警察本部の活動地
[image: 図表V-1　皇宮警察本部の活動地]

　[image: 騎馬による護衛活動]
騎馬による護衛活動


MEMO　警防勤務

皇宮警察本部における特色ある活動として、警防勤務がある。これは、同本部の管内に御所や宮殿等の国家的・歴史的に極めて重要な建物が多数あることから、平素から火災予防に重点を置きつつ、万一の火災発生時には消火活動に当たる勤務である。各護衛署には、警防車が配備され、管内における火災発生を想定した消火訓練を実施している。

　[image: 警防車を使用した消火訓練]
警防車を使用した消火訓練



（2）天皇陛下の御即位に伴う儀式等への対応

天皇の退位等に関する皇室典範特例法に基づき、平成31年（2019年）4月30日に天皇陛下（現上皇陛下）が御退位され、令和元年5月1日に皇太子殿下（現天皇陛下）が御即位されたことに伴い、様々な儀式等が挙行された。皇宮警察本部では、これらの儀式等に係る護衛警備措置の万全を期するため、平成30年10月、本部長を長とする「天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う護衛警備対策委員会」を設置して体制を確立し、総力を挙げて護衛警備を実施した。

①　御即位一般参賀

皇居の宮殿東庭において御即位一般参賀が行われ、約14万人の参賀者が訪れた。皇宮警察本部では、関係機関との連携を強化しつつ、所要の体制を確立し、不法事案及び雑踏事故の未然防止に万全を期した。

　図表V-2　護衛警備を実施した主な儀式等（平成31年・令和元年）
[image: 図表V-2　護衛警備を実施した主な儀式等（平成31年・令和元年）]

②　即位礼正殿の儀・祝賀御列の儀

即位礼正殿の儀においては、多くの国内外要人が参列したことから、皇居内の整理誘導等の警備を実施したほか、儀式において皇宮護衛官が衛門（注）を務めた。

また、祝賀御列の儀においては、天皇皇后両陛下御乗車のオープンカー及び直近のサイドカー等に乗車し、御身辺の安全を確保した。


注：皇居諸門の警備に当たる者



③　大嘗祭

皇居東御苑に大嘗祭を行うための大嘗宮が設営されたことに伴い、不法事案や火災等による損失を防止するための警備体制を強化した。

また、大嘗祭の中心的儀式である大嘗宮の儀において、皇宮護衛官等が衛門を務めた。

④　大嘗宮一般参観

大嘗宮の儀終了後、大嘗宮が一般に公開され、18日間で約79万人（秋季皇居乾通り一般公開参入者数を含む。）の参入者が訪れた。皇宮警察本部では、不法事案及び雑踏事故の未然防止に万全を期した。

　[image: 祝賀御列の儀におけるサイドカーによる護衛活動]
祝賀御列の儀におけるサイドカーによる護衛活動

　[image: 大嘗宮一般参観等に伴う警備実施]
大嘗宮一般参観等に伴う警備実施






警察活動の最前線


縁の下の力持ちと言われる鑑定人になれるように




千葉県警察本部刑事部科学捜査研究所化学科

野島　裕香（のじま　ひろか）

　[image: シーポック]




化学鑑定における工業製品鑑定とは、油類・塗料・繊維・毒劇物・プラスチック等の成分特定や犯罪現場に遺留された微細物資料の異同識別を行うものです。そのうち、私は、油類鑑定に長く携わっています。油類鑑定は、主に火災現場から採取された資料から、それらに付着している油種の特定を行う鑑定で、火災による熱や消火活動による影響等を受けている資料の中から油種の特定を行うため、難しい鑑定の一つです。

油類鑑定を一人で行うようになった当初は、鑑定作業の要領も悪く、常に緊張の連続でした。そのようなとき、県内で殺人・放火事件が発生し、私が油類鑑定を担当することになりました。捜査本部が設置されたこの事件では、現場から採取された多量の資料を鑑定していく中で、鑑定結果の判断が困難な資料もありましたが、先輩の助けを借りながら鑑定業務を遂行することができました。

鑑定結果は、直接被疑者を特定するものではありませんが、鑑定結果に基づき捜査を進めることで、火災の要因を特定し、どのようにして事件が起こったのかや被疑者の供述と事件現場の状況に矛盾がないかなど、捜査の地盤を強固にするものだということを肌で感じ、鑑定業務のやりがいや重要性を改めて認識しました。

油類鑑定に限らず、様々なものを資料として扱う化学鑑定は、ただ単に与えられた資料と向き合うだけでは正確で適正な鑑定結果を得ることはできません。日頃からの研究、情報収集等を積極的に行い、学会等の場を通じて様々な知見を共有するなど、知識を深める必要があります。私は、他県の有志と共に勉強会を立ち上げ、全国60人以上のメンバーと情報・意見交換等を行うことで油類鑑定の技術の向上に努めています。

また、時には現場に臨場し、現場の捜査、鑑識活動を直接見ることで自分が鑑定している資料がどこでどのように採取されているのかを確認し、鑑定人の立場から適切な資料の扱い方の教養をしています。

鑑定業務は、資料や機材に向き合っている時間が大半で、決して華やかな仕事ではありませんが、私はこの仕事に誇りを持っています。

事実を明らかにし、少しでも迅速かつ正確な鑑定ができるような鑑定人になれるようにこれからも日々精進していきたいと思います。縁の下の力持ちの鑑定人と言われるように。

　[image: 千葉県警察本部刑事部科学捜査研究所化学科　野島　裕香（のじま　ひろか）1]

　[image: 千葉県警察本部刑事部科学捜査研究所化学科　野島　裕香（のじま　ひろか）2]

　[image: 千葉県警察本部刑事部科学捜査研究所化学科　野島　裕香（のじま　ひろか）3]



注：掲載されているキャラクターは、都道府県警察のマスコットキャラクターです。






第2部　本編

第1章　警察の組織と公安委員会制度

第1節　警察の組織

（1）公安委員会制度

公安委員会は、警察行政の民主的運営、政治的中立性の確保の目的で導入された合議制の行政委員会であり、国に国家公安委員会を置いて警察庁を管理し、都道府県に都道府県公安委員会を置いて都道府県警察を管理している。国家公安委員会委員長には、治安に対する内閣の行政責任の明確化を図るため、国務大臣が充てられている。

（2）国の警察組織

執行事務を一元的に担う都道府県警察に対し、国の機関である警察庁は、警察制度の企画立案のほか、国の公安に係る事案についての警察運営、警察活動の基盤である教育訓練、通信、鑑識等に関する事務、警察行政に関する調整等を行う役割を担っている。警察庁長官は、国家公安委員会の管理の下、これらの警察庁の所掌事務について、都道府県警察を指揮監督している。

　図表1-1　国の警察組織（令和2年（2020年）度）
[image: 図表1-1　国の警察組織（令和2年（2020年）度）]

（3）都道府県の警察組織

令和2年4月1日現在、47の都道府県警察に、警察本部や警察学校等のほか、1,153の警察署が置かれている。

　図表1-2　都道府県の警察組織
[image: 図表1-2　都道府県の警察組織]






第2節　公安委員会の活動

（1）国家公安委員会

①　組織

国家公安委員会は、国務大臣たる委員長及び5人の委員によって組織されている。委員は内閣総理大臣が両議院の同意を得て任命する。

　図表1-3　国家公安委員会の構成（令和2年（2020年）6月1日現在）
[image: 図表1-3　国家公安委員会の構成（令和2年（2020年）6月1日現在）]

②　活動

国家公安委員会では、国家公安委員会規則の制定、警察庁長官や地方警務官（注1）の任命、監察の指示、交通安全業務計画や防災業務計画の策定等、警察法やその他の法律に基づきその権限に属させられた事務を行うほか、警察庁が担う警察制度の企画立案や予算、国の公安に関する事案、警察官の教育、警察行政に関する調整等の事務について警察運営の大綱方針を示し、警察庁を管理している。

国家公安委員会は、通常、毎週1回定例会議を開催するものとしている。また、委員相互の意見交換や警察庁からの報告の聴取、都道府県公安委員会委員との意見交換や警察活動の現場の視察を行うことなどにより、治安情勢と警察運営の把握に努めている。このような活動の状況については、ウェブサイト（注2）で紹介している。


注1：都道府県警察の警視正以上の階級にある警察官

注2：https://www.npsc.go.jp/



　[image: 国家公安委員会の定例会議]
国家公安委員会の定例会議


CASE

令和元年12月、国家公安委員会委員長は、特殊詐欺被害防止に関するイベントに出席し、挨拶した。

　[image: イベントで挨拶する国家公安委員会委員長]
イベントで挨拶する国家公安委員会委員長




CASE

令和元年6月、国家公安委員会委員は、群馬県を訪れ、外国人向けスーパーマーケット、外国人雇用企業等を視察した。

　[image: 外国人雇用企業を視察する国家公安委員会委員]
外国人雇用企業を視察する国家公安委員会委員




CASE

令和元年7月、国家公安委員会委員は、岐阜県を訪れ、岐阜県警察本部総合指揮室、通信指令室、警察航空隊等を視察した。


　[image: 警察航空隊を視察する国家公安委員会委員]
警察航空隊を視察する国家公安委員会委員



（2）都道府県公安委員会

①　組織

都道府県公安委員会及び方面公安委員会は、都、道、府及び指定県では5人、それ以外の県及び北海道の各方面では3人の非常勤の委員によって組織されており、委員は都道府県知事が都道府県議会の同意を得て任命する。ただし、道、府及び指定県の場合は、委員のうち2人の任命は当該道、府及び県が包括する指定市の市長がその市議会の同意を得て推薦した者について行う。

　図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（令和元年末現在）
[image: 図表1-4　都道府県公安委員会委員の構成（令和元年末現在）]

②　活動

都道府県公安委員会は、運転免許、交通規制、犯罪被害者等給付金の裁定、古物営業等の各種営業の監督等、国民生活に関わりのある数多くの行政事務を処理するとともに、管内における事件、事故及び災害の発生状況等を踏まえた警察の取組、組織や人事管理の状況等について、定例会議の場等で、警察本部長等から報告を受け、これを指導することにより、都道府県警察を管理している。

都道府県公安委員会は、おおむね月3回ないし4回の定例会議を開催するほか、警察署協議会への参加、教育委員会等の関係機関との協議、警察活動の現場の視察等により、治安情勢と警察運営の把握に努めている。また、このような活動の状況について、ウェブサイトで紹介している。

　[image: 北海道公安委員会のウェブサイト]
北海道公安委員会のウェブサイト


CASE

令和元年5月、鹿児島県公安委員会委員は、同県教育委員会と通学路の安全対策について意見交換を行い、「登下校時の子供の安全確保に関する共同メッセージ」を発信した。

　[image: 鹿児島県教育委員会と意見交換する鹿児島県公安委員会委員]
鹿児島県教育委員会と意見交換する鹿児島県公安委員会委員




CASE

令和元年6月、青森県公安委員会委員は、第14回金融・世界経済に関する首脳会合（以下「G20大阪サミット」という。）等警備に向けて実施された警備訓練を視察した。

　[image: 警備訓練を視察する青森県公安委員会委員]
警備訓練を視察する青森県公安委員会委員



（3）苦情処理及び監察の指示

警察法には苦情申出制度が設けられており、都道府県警察の職員の職務執行について苦情がある者は、都道府県公安委員会に対し文書により苦情の申出をすることができ、都道府県公安委員会は、原則として処理の結果を文書により申出者に通知している。令和元年中は、全国の都道府県公安委員会において888件の苦情を受理した。

なお、警察本部長や警察署長に対して申出があったものなど、都道府県警察の職員の職務執行についての苦情でこの制度によらない申出についても、処理の結果を申出者に通知するなどの対応を行っている。

また、警察法の規定により、国家公安委員会は警察庁に対して、都道府県公安委員会は都道府県警察に対して、監察について必要があると認めるときは、具体的又は個別的な監察の指示をすることができる。

　図表1-5　苦情申出制度の概要
[image: 図表1-5　苦情申出制度の概要]

（4）公安委員会相互間の連絡

国家公安委員会と各都道府県公安委員会は、相互に独立した機関であるが、その職務の性質から、常に緊密な連携を保つため、各種の連絡会議を開催している。令和元年中は、国家公安委員会と全国の都道府県公安委員会との連絡会議を2回開催し、「公正な職務執行と人権」、「犯罪の防止につながる各種機能の効果的連携」、「サイバー空間の安全の確保」等をテーマに意見交換を行った。

また、各管区及び北海道において、管内の府県公安委員会相互、道公安委員会と方面公安委員会相互の連絡会議が合計9回開催され、国家公安委員会委員も出席し、各道府県の治安情勢やそれぞれの取組についての報告や意見交換が行われた。さらに、都道府県公安委員会相互間の意見交換が行われるとともに、都、道、府及び指定県の公安委員会相互の連絡会議が開催された。

　[image: 全国公安委員会連絡会議]
全国公安委員会連絡会議


CASE

令和元年10月、広島市において、中国四国管区内公安委員会連絡会議が開催され、中国四国管区内各県の公安委員会委員、国家公安委員会委員等が出席した。同会議では、高齢者の交通事故防止対策等の各県の取組について報告をし、意見交換を行った。

　[image: 中国四国管区内公安委員会連絡会議]
中国四国管区内公安委員会連絡会議








公安委員の声


公安委員となって見えてきたこと




奈良県公安委員会委員

島本　太香子




委員就任　　平成30年10月23日




1　はじめに気付いた共通点

平成30年秋に公安委員にとのお話をいただきました時、私がそれまで歩いてきたのとは全く違う世界と出会うことに、期待とともに非常に強い緊張を覚えました。私は産婦人科医師です。病院での診療や府県の保健医療行政の仕事を通じて、警察関係者の方々と接する経験はありましたが、警察組織は私にとって、一般人が警察に抱くであろうイメージと同じ「堅くて近寄り難い」未知の世界でした。

ところが、初めて公安委員会に出席して、これまで私が生きてきた世界と警察の共通点に気が付きました。それはどちらも「人のいのちを守ること」を目的としているということでした。実際に一緒に仕事をして警察関係者の揺るぎない人間への親愛と信念に触れて、「堅くて近寄り難い」イメージは、実は人のいのちを守るための「厳しさ」と「強さ」を示しているのだと私は理解しました。そしてその堅実さに、私たち県民の日常が犯罪や事故から守られていることを再認識しました。

さらに気付いた共通点は、科学的、予防的な視点です。医療には科学的根拠が求められ、また疾病の発生要因の研究が進み、発病後の対症療法に対して、疾病を予防する「予防医学」の考え方が重要となっています。それに対して、警察について私は、理屈抜きの何よりも精神論を重んじる傾向があるものと勝手なイメージを持っていたのです。しかし、犯罪や事故について、実情の把握のためのデータ収集は綿密にかつ体系的に行われ、人間工学に基づいた科学的な分析と考察から事故防止や犯罪抑止の方策が決定されていることを知り、私は警察の取組姿勢にとても共感を覚え、これまでの自分の思考パターンをいかしてお役に立てるのではないか、と考え公安委員会の仕事に臨み始めました。

2　奈良という地の独自性を再認識

大学や仕事のため他府県で過ごすこともありましたが、奈良は私の生まれた場所であり、生活の基盤の土地です。ですから奈良についてはよく知っているつもりであったのに、公安委員となってから、新しく認識することが多くあることに驚いています。

その一つは、奈良の多様性です。奈良は1,300年の歴史があり文化財等の保護されるべき過去の時間と、現在ここに生きている県民の日常、さらには国内及び外国からの観光客の非日常が混在しています（世界遺産の寺社、県警本部や県庁のある奈良公園周辺は野生動物である鹿の生活圏でもあります。）。このように様々な次元での「多様性」が共存する場所で、安全と安心を確保するには、非常に細やかで、かつ多角的な目線が必要とされるということを、改めて認識しています。

もう一つは、奈良の地勢への再認識です。先日、県警ヘリコプター「あすか」から県内全域を視察する機会がありました。平成23年に発生した紀伊半島大水害の現場をこの目で確認して、私は規模の大きさに衝撃を受けただけでなく、これまで県の半分以上を占める南部の山間部を訪れる機会がなかった自分の奈良県全体の地勢に対する認識不足を痛感しました。私たちは自分の目で見えるものしか実感を持って認識できないものだ、と思い知りました。また、車ならば数時間を要する地域に十数分で移動できるヘリコプターの有用性・機動性を知りました。災害時等において現地の状況を迅速に把握し、カメラで対策本部と共有し方策を立てるために欠かせない存在で、人が容易に近づけない場所に素早く到達できることから、山岳事故等の山間部での緊急対応で重要な役割を実質的に担うと知りました。私は奈良県全体の課題を議論する際には、この経験を常に胸に持っていようと思います。

3　奈良県の安全と安心の確保のために

奈良県警察運営指針は「日本一安全で安心して暮らせる奈良の実現」であり、目指すのは「県民の期待と信頼に応える強くしなやかな警察」です。「しなやかさ」とは、先に述べた多様性や社会の動きに敏感に対応し自ら改革していく柔軟性で、それに対して「強さ」は変わらずに貫くべき警察の本来の力を発揮するということでしょう。変わっていくべき面と変えてはいけない面という二つの相対する姿勢を的確に両立させる警察のプロ意識を頼もしく思っています。令和へと元号が変わることに伴う警衛等、奈良ならではの行事が、緻密さと一体感のある警察活動に支えられていることにも感銘を受けました。今後はこれらの県民を守る警察活動を、世代に応じた方法で見えるようにすることで、安心をより実感できる奈良が実現するのではと感じています。私の認識の変化のように、「堅くて近寄り難い」イメージを払拭し、「強くて科学的で頼れる」警察の実像が地域でさらに理解されるようになることを望みます。

また、県と警察が一体となって平成29年4月に策定した「安全・安心の確保のための奈良県基本計画」の実現のためにも積極的に、特に子供や女性に関わる関係機関との相互理解と連携を図っていただくことを望みます。

奈良県では女性として初めて公安委員となりました。私に与えられた役割とは何なのか、これからも一生懸命考えていこうと思います。警察の「強さ」に守られる側の視点、そして私がこれまでの仕事や生活で出会った女性や子供、その他あらゆる方々の思いを、私を通してお伝えしていくことで、「しなやかな」警察活動の一助となれればと考えています。

女性の活躍推進の面からは、警察の女性職員の方との意見交換会を通じて、健康で働きやすい職場づくりへの共通認識を進めたいと考えています。女性にとって働きやすい職場は男性にとっても働きやすい職場でありましょうし、誰もがその特性をいかして心身ともに健やかに活躍できる警察組織とはどのようなものか、これから一緒に考えていきたいと思っています。

　[image: 奈良県公安委員会委員　島本　太香子]








第2章　生活安全の確保と犯罪捜査活動

第1節　犯罪情勢とその対策

我が国の犯罪情勢を測る指標のうち、刑法犯認知件数の総数については、令和元年（2019年）は74万8,559件となり、前年に引き続き戦後最少を更新した（刑法犯検挙件数の総数は29万4,206件となり、引き続き減少しているものの、検挙率については39.3％と前年比で1.4ポイント上昇した。）。

認知件数減少の内訳をみると、官民一体となった総合的な犯罪対策の推進や防犯機器の普及、その他の様々な社会情勢の変化を背景に、総数に占める割合の大きい街頭犯罪及び侵入犯罪については、平成15年（2003年）以降一貫して減少している（刑法犯認知件数が戦後最多となった平成14年からの減少率は82.8％となっている。）。また、罪種でみると、総数に占める割合の大きい窃盗犯及び器物損壊等については、平成15年以降一貫して減少している（平成14年からの減少率は76.5％となっている。）。

刑法犯認知件数の総数が減少する一方で、特殊詐欺については、高い発信力を有する著名な方々と連携した広報啓発の展開をはじめとする諸対策の推進により、前年比では減少したものの、依然として高い水準にある。また、平成30年以降、キャッシュカード詐欺盗（注1）が増加するなど、その犯行手口の多様化・巧妙化もみられ、さらに令和元年には、高齢者から電話で資産状況を聞き出した上で犯行に及ぶ手口の強盗被害が発生するなど厳しい状況が続いている。

刑法犯認知件数以外の指標についてみると、サイバー犯罪の検挙件数が高い水準で推移するとともに、警察庁が検知したサイバー空間における探索行為等とみられるアクセスの件数が増加傾向（注2）にある。また、インターネットバンキングに係る不正送金事犯については、平成28年以降、金融機関のセキュリティ対策の強化等により発生件数・被害額ともに減少傾向が続いていたが、令和元年9月から急増（注3）しており、その被害の多くは金融機関を装ったフィッシングによるものとみられている。このほか、SNSに起因する事犯の被害児童数が増加（注4）するなど、サイバー空間を通じて他人と知り合うことなどを契機として犯罪被害に遭う事例もみられる。

これらの指標をもって事案の発生状況を正確に把握することは難しいものの、近年、国内外で様々なサイバー攻撃が発生していることも踏まえると、サイバー空間における脅威は深刻な情勢が続いている。

ストーカー事案については、前年比では減少したものの、引き続き、相談等件数及び検挙件数が高い水準で推移（注5）している。また、配偶者からの暴力事案等及び児童虐待については、配偶者からの暴力事案等の相談等件数及び児童虐待の通告児童数が増加傾向にあり、その検挙件数もそれぞれ増加傾向（注6）にある。これらの指標をもって事案の発生状況を正確に把握することは難しいものの、ストーカー事案、配偶者からの暴力事案等及び児童虐待の情勢について引き続き留意すべきものといえる。

以上のとおり、様々な社会情勢を背景として、近年の犯罪情勢は、総数に占める割合の大きい罪種・手口を中心に刑法犯認知件数の総数が継続的に減少しているものの、必ずしも当該指標では捉えられない情勢もあり、依然として予断を許さない状況にある。


注1：4頁参照

注2：114頁参照

注3：110頁参照

注4：61頁参照

注5：52頁参照

注6：52、53頁参照



1　刑法犯

（1）刑法犯の認知・検挙状況

刑法犯の認知・検挙状況の推移は、図表2-1のとおりである。

　図表2-1　刑法犯の認知・検挙状況の推移（昭和23年（1948年）～令和元年）
[image: 図表2-1　刑法犯の認知・検挙状況の推移（昭和23年（1948年）～令和元年）]

（2）刑法犯による身体的被害の状況

刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移は、図表2-2のとおりである。平成15年以降、いずれの数も減少傾向にある。

　図表2-2　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-2　刑法犯により死亡し、又は傷害を受けた者の数の推移（平成22～令和元年）]

（3）重要犯罪（注）の認知・検挙状況

重要犯罪の認知・検挙状況の推移は、図表2-3のとおりである。令和元年中の重要犯罪の認知件数は、ピーク時である平成15年の2万3,971件と比べ1万4,072件（58.7％）減少した。検挙率は、平成25年以降は上昇傾向にあり、令和元年は85.9％であった。


注：殺人、強盗、強制性交等、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買



　図表2-3　重要犯罪の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-3　重要犯罪の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

①　殺人

殺人の認知・検挙状況の推移は、図表2-4のとおりである。

　図表2-4　殺人の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-4　殺人の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

　図表2-5　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（令和元年）
[image: 図表2-5　殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（令和元年）]

　図表2-6　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（令和元年）
[image: 図表2-6　親族間の殺人の被疑者と被害者の関係別検挙状況（令和元年）]

②　強盗

強盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-7のとおりである。

　図表2-7　強盗の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-7　強盗の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

　図表2-8　強盗の手口別認知状況（令和元年）
[image: 図表2-8　強盗の手口別認知状況（令和元年）]

　図表2-9　侵入強盗の手口別認知状況（令和元年）
[image: 図表2-9　侵入強盗の手口別認知状況（令和元年）]

③　強制性交等・強制わいせつ

強制性交等の認知・検挙状況の推移は、図表2-10のとおりである。

また、強制わいせつの認知・検挙状況の推移は、図表2-11のとおりである。

　図表2-10　強制性交等の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-10　強制性交等の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

　図表2-11　強制わいせつの認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-11　強制わいせつの認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

④　放火

放火の認知・検挙状況の推移は、図表2-12のとおりである。

　図表2-12　放火の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-12　放火の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

⑤　略取誘拐・人身売買

略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移は、図表2-13のとおりである。略取誘拐・人身売買の認知件数を被害者の男女別でみると、女性が被害者である割合は、令和元年は83.6％であった。

　図表2-13　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-13　略取誘拐・人身売買の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]






2　人身安全関連事案の現状と対策

（1）現状

ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等（注1）の相談等件数及び対応状況の推移は図表2-14から図表2-16までのとおりである。ストーカー事案の相談等件数は高水準で推移しており、また、令和元年中の配偶者からの暴力事案等の相談等件数は、配偶者暴力防止法（注2）の施行以降、最多となった。


注1：平成25年6月に成立した配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴い、平成26年1月3日以降、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手方からの暴力事案についても計上している。

注2：配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律



　図表2-14　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-14　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移（平成22～令和元年）]

　図表2-15　ストーカー事案への対応状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-15　ストーカー事案への対応状況の推移（平成27～令和元年）]

　図表2-16　配偶者からの暴力事案等事案への対応状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-16　配偶者からの暴力事案等事案への対応状況の推移（平成27～令和元年）]

児童虐待事件については、令和元年中の検挙件数は1,972件、検挙人員は2,024人と、統計をとり始めた平成11年以降、過去最多となった。また、態様別検挙件数をみると、身体的虐待が全体の約8割を占めている。

また、児童虐待又はその疑いがあるとして警察から児童相談所に通告した児童数は年々増加しており、令和元年中は過去最多の9万8,222人となった。態様別では、特に心理的虐待の増加が著しく、令和元年中は7万721人と全体の約7割を占めている。

　図表2-17　児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-17　児童虐待事件の態様別検挙件数の推移（平成27～令和元年）]

　図表2-18　警察から児童相談所に通告した児童数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-18　警察から児童相談所に通告した児童数の推移（平成27～令和元年）]

（2）ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等への対策

①　迅速かつ的確な対応の徹底

ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等は、恋愛感情のもつれ等の私的な人間関係に起因する事案であり、情報技術の進展等を背景としたコミュニケーション手段の変化や対人関係の多様化等により、被害の実態がつかみづらく、潜在化しやすい事案である一方で、加害者の被害者に対する執着心や支配意識が非常に強いものが多く、加害者が、被害者等に対して強い危害意思を有している場合には、検挙されることを顧みず大胆な犯行に及ぶこともあるなど、事態が急展開して重大事件に発展するおそれが大きいものである。

警察では、平成26年4月までに、都道府県警察本部において、事案の認知の段階から対処に至るまで、警察署への指導・助言・支援を一元的に行う生活安全部門と刑事部門を総合した体制を構築し、被害者等の安全の確保を最優先に、ストーカー規制法、配偶者暴力防止法等の関係法令を駆使した加害者の検挙等による加害行為の防止、被害者等の保護措置等、組織的な対応を推進している。また、被害者等からの相談に適切に対応できるよう、平成25年から、被害者の意思決定支援手続及び危険性判断チェック票（注1）を導入している。さらに、平成27年度から、緊急・一時的に被害者等を避難させる必要がある場合に、ホテル等の宿泊施設を利用するための費用を公費で負担することとしている（注2）。


注1：ストーカー事案や配偶者からの暴力事案等について相談をした被害者から、被害者本人や加害者の性格、日常行動等に関する項目についてアンケート方式で聴取し、殺人等の重大事案に発展する危険性・切迫性を判断する上での参考資料とするための票

注2：193頁参照



　図表2-19　体制の確立
[image: 図表2-19　体制の確立]

　図表2-20　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等に関する手続の流れ
[image: 図表2-20　ストーカー事案・配偶者からの暴力事案等に関する手続の流れ]


CASE

会社員の男（25）は、禁止命令を受けたにもかかわらず、平成30年12月から31年1月にかけて、探偵業者と共謀の上、元交際相手の女性の自宅を見張り、ストーカー行為をした。同月、同男をストーカー規制法違反で逮捕し、同年3月、同探偵業者を同法違反で検挙した（滋賀）。



②　関係機関・団体と連携したストーカー対策

ストーカー事案に対し実効性のある対策を行うためには、社会全体での取組が必要であることから、警察庁では、平成27年3月にストーカー総合対策関係省庁会議が策定した「ストーカー総合対策」、同年12月に閣議決定された「第4次男女共同参画基本計画」等に基づき、関係機関・団体と連携して、被害防止のための広報啓発、加害者に関する取組等を推進している。

警察においては、平成28年度から、警察が加害者への対応方法やカウンセリング・治療の必要性について地域精神科医等の助言を受け、加害者に受診を勧めるなど、地域精神科医療機関等との連携を推進している。

③　リベンジポルノ等への対策

インターネットやスマートフォンの普及に伴い、画像情報等の不特定多数の者への拡散が容易になったことから、交際中に撮影した元交際相手の性的画像等を撮影対象者の同意なくインターネット等を通じて公表する行為（リベンジポルノ等）により、被害者が長期にわたり回復し難い精神的苦痛を受ける事案が発生している。

令和元年中の私事性的画像（注1）に関する相談等の件数（注2）は1,479件であった。このうち、被害者と加害者の関係については、交際相手（元交際相手を含む。）が61.7％、インターネット上のみの関係にある知人・友人が12.3％を占めており、また、被害者の年齢については、20歳代が43.1％、19歳以下が25.4％を占めている。さらに、私事性的画像被害防止法の適用による検挙件数は34件、脅迫、児童買春・児童ポルノ禁止法（注3）違反等の他法令による検挙は227件であった。


注1：私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律（以下「私事性的画像被害防止法」という。）第2条第1項に定める性交又は性交類似行為に係る人の姿態等が撮影された画像をいう。

注2：私事性的画像記録又は私事性的画像記録物に関する相談のうち、私事性的画像被害防止法やその他の刑罰法令に抵触しないものを含む。

注3：児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律



　図表2-21　私事性的画像に係る相談等の状況（令和元年）
[image: 図表2-21　私事性的画像に係る相談等の状況（令和元年）]

警察では、このような事案について、被害者の要望を踏まえつつ、違法行為に対して厳正な取締りを行うとともに、プロバイダ等の事業者と連携し、公表された私事性的画像記録の流通・閲覧防止のための措置等の迅速な対応を講じている。また、広報啓発活動等を通じて、被害の未然防止を図っている。


CASE

平成31年4月、女性から、「SNSを通じて知り合った男性から、連絡をしてこなければ裸の画像をさらすと脅された」との相談を受理した。SNS上に同女性を特定することができる方法で同画像が投稿されているのを発見したことから、同年6月、知人の男（37）を私事性的画像被害防止法違反（私事性的画像記録物公然陳列）等で逮捕した（三重）。



（3）　児童虐待防止対策

児童虐待は、児童が自ら助けを求めることが困難である、被害を受けていること自体を認識できないなどの理由により、被害が潜在化・長期化し、深刻な被害に至る可能性が高いという特徴を有している。

近年も重大な児童虐待事件が発生している状況を踏まえ、児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議（以下この項において「関係閣僚会議」という。）において、平成30年7月に「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」が、平成31年2月及び3月に「「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」の更なる徹底・強化について」及び「児童虐待防止対策の抜本的強化について」がそれぞれ決定されたほか、同年6月には、児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律が成立するなど、政府一丸となって児童虐待防止対策が進められている。

①　児童の安全確保を最優先とした対応の徹底

警察では、児童虐待が疑われる事案を認知した段階では、事案の危険性・緊急性を正確に把握することが困難である一方、事態が急展開して重大事件に発展するおそれがあることから、認知の段階から警察本部が確実に関与するため、110番通報や相談、関係機関からの情報提供によるほか各種警察活動を通じて当該事案を認知した際には、警察署長及び本部対処体制（注）に速報することとしている。本部対処体制においては、児童の安全確保を最優先とした必要な措置が迅速に行われるよう、警察署に対する指導・助言、要員の派遣等の支援を行っている。

児童の安全の直接確認を徹底するため、警察では、早期の現場臨場、付近住民への聞き込み、警察が保有する各種情報の照会等を行うとともに、児童相談所に対しても、立入調査や一時保護等の対応をとるよう求めている。また、虐待を受けたと思われる児童については、児童相談所に対して確実に通告を実施し、通告に至らない場合であっても、情報提供を実施し、児童の身体の状況や保護者の対応等を客観的かつ具体的に伝えることとしている。

通告等の後も、児童相談所から、対応状況等の児童に関する情報の提供を受けるとともに、警察が保有する関連情報を提供している。


注：53頁参照



②　迅速かつ的確な捜査の遂行

児童相談所への通告と並行して、事案に応じて厳正な捜査を行い、事件化する場合には、必要な捜査をできる限り速やかに行い、捜査を契機とした児童の安全確保を図っている。

③　児童の安全確保に向けた関係機関との連携の強化

ア　児童相談所との連携

「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」において、警察と児童相談所との間で共有することとされた情報（注1）については、事案の危険性・緊急性に応じた措置を迅速かつ的確に講じている。

また、児童相談所からの援助要請（注2）に基づいて、児童相談所職員による児童の安全確認、一時保護、立入調査等に警察官が同行して、児童の安全確保及び保護に努めている。

さらに、児童相談所と合同で、児童相談所職員が行う具体的な事例を設定したロールプレイング方式による実践的な訓練等を内容とする研修を実施しているほか、児童相談所を設置する自治体からの要請に応じ、児童相談所における警察OB等の配置への協力を実施している（注3）。


注1：①虐待による外傷、ネグレクト、性的虐待があると考えられる事案等に関する情報
②通告受理後、子どもと面会ができず、48時間以内に児童相談所や関係機関において安全確認ができない事案に関する情報
③①の児童虐待に起因した一時保護や施設入所等の措置をしている事案であって、当該措置を解除し、家庭復帰するものに関する情報

注2：児童虐待の防止等に関する法律第10条において、児童相談所長は、児童の安全確認、一時保護を行う場合において、必要に応じて警察署長に援助を求めることができるとされている。

注3：平成31年4月1日現在、警察職員44人、警察OB216人が児童相談所へ配置されている。



　[image: 児童相談所との合同研修]
児童相談所との合同研修

イ　学校・教育委員会との連携

累次の関係閣僚会議決定を踏まえ、警察では、虐待通告等の対応に関して保護者から威圧的な要求や暴力の行使が予想される場合等において、学校・教育委員会等と連携して対応している。

ウ　要保護児童対策地域協議会を活用した関係機関との連携

警察では、自治体からの要請に基づいて、要保護児童対策地域協議会（注）に構成員として参画し、関係機関との間で児童虐待事案の情報共有等を行っている。


注：児童福祉法第25条の2において、地方公共団体は、単独で又は共同して、要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連する職務に従事する者その他の関係者により構成される要保護児童対策地域協議会を置くように努めなければならないとされている。




CASE

平成31年3月、父親から虐待を受けている女子児童（17）に係る通告がなされ、同児童とその妹及び弟を一時保護したと児童相談所から警察署に通報があった。学校及び同所と連携の上、同児童らから事情聴取を行ったところ、父親（45）がしつけと称して同児童らに対し、日常的にスタンガンを押し付け、電流を流す虐待を行っていたことが判明し、同年5月、同父親を暴行罪及び傷害罪で逮捕した（福岡）。



④　被害児童に対する配意及び支援

児童虐待が疑われる事案における、被害児童からの聴取については、関係機関の代表者による聴取が児童の負担軽減及び児童の供述の信用性の担保の双方に資する有効な聴取方法であるとの認識の下、児童の心情や特性に配意するとともに、関係機関と緊密な連携を図りながら対応している。

⑤　警察における対応力の強化

警察では、児童虐待の早期発見等に資する教育訓練を徹底するとともに、都道府県警察本部に、児童相談所等関係機関との連携や警察職員に対する児童虐待事案対応時の専門的対応に関する指導等の業務を担う「児童虐待対策官」を設置するなど、警察における児童虐待への対応力の強化を図るための取組を推進している。






3　子供の安全を守るための取組

（1）子供を犯罪から守るための取組

①　子供が被害者となる犯罪

13歳未満の子供が被害者となった刑法犯の認知件数（以下「子供の被害件数」という。）は、図表2-22のとおりであり、減少傾向にある。同図表に掲げる罪種のうち、認知件数に占める子供の被害件数の割合が最も高い罪種は略取誘拐であり、令和元年中は38.9％（認知件数293件のうち114件）であった。

　図表2-22　子供（13歳未満）の被害件数及び罪種別被害状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-22　子供（13歳未満）の被害件数及び罪種別被害状況の推移（平成22～令和元年）]

②　子供の生活空間における安全対策

ア　学校や通学路の安全対策

「登下校防犯プラン」（平成30年6月登下校時の子供の安全確保に関する関係閣僚会議決定）等に基づき、警察では、子供が被害者となる犯罪を未然に防止し、子供が安心して登下校することなどができるよう、教育委員会・学校、自治体、保護者、見守りに関わる地域住民等と連携し、通学路や登下校時の集合場所等の点検を実施するとともに、こうした場所への重点的な警戒・パトロールを実施しているほか、退職した警察官等をスクールサポーターとして委嘱し学校へ派遣している。また、防犯ボランティア団体、事業者等の多様な担い手と連携した子供の見守り活動を行うなど、学校や通学路等における子供の安全確保に係る各種の取組を推進している。

イ　被害防止教育の推進

警察では、子供に犯罪被害を回避する能力等を身に付けさせるため、小学校、学習塾等において、学年や理解度に応じ、紙芝居、演劇、ロールプレイング方式等により、危険な事案への対応要領等について子供が考えながら参加・体験できる防犯教室、地域安全マップ作成会等を関係機関・団体と連携して開催している。また、教職員に対しては、不審者が学校に侵入した場合の対応要領の指導等を行っている。

ウ　情報発信活動の推進

警察では、子供が被害に遭った事案等の発生に関する情報を子供や保護者に対して迅速に提供できるよう、警察署と教育委員会、小学校等との間で情報共有体制を整備するとともに、都道府県警察のウェブサイトや電子メール等を活用した情報発信を行うなど、地域住民に対する情報提供を実施している。

エ　ボランティアに対する支援

警察では、「子供110番の家」として危険に遭遇した子供の一時的な保護と警察への通報等を行うボランティアに対し、ステッカーや対応マニュアル等を配布するなどの支援を行っているほか、防犯ボランティア団体に対する見守り体制の確認・指導や合同パトロールを実施するなど、自主防犯活動を支援している。

③　子供女性安全対策班による活動の推進

警察では、平成21年以降、都道府県警察本部に設置された子供女性安全対策班（JWAT（注））が、子供や女性を対象とする性犯罪等の前兆とみられる声掛け、つきまとい等の事案に関する情報収集、分析等により行為者を特定し、検挙又は指導・警告措置を講じている。検挙活動等に加え、これらの先制・予防的活動を積極的に推進していくことによって、子供や女性を被害者とする性犯罪等の未然防止に努めている。


注：Juvenile and Woman Aegis Teamの略




CASE

令和元年5月、下校中の女児（7）が、見知らぬ男から自宅マンション内までつきまとわれるという事案が発生した。子供女性安全対策班が、現場付近に設置されている防犯カメラ画像を収集・解析するなどして、会社員の男（44）の犯行であることを突き止め、同年6月、同男を住居侵入罪で逮捕した（兵庫）。



④　子供対象・暴力的性犯罪出所者の再犯防止措置制度の運用

警察では、13歳未満の子供を被害者とした強制わいせつ等の暴力的性犯罪で服役して出所した者について、法務省から情報提供を受け、各都道府県警察において、その所在確認を実施しているほか、必要に応じて当該出所者の同意を得て面談を行うなど、再犯防止に向けた措置を講じている。

（2）いじめ事案への対応

近年のいじめ（注）に起因する事件数及び検挙・補導状況は図表2-23のとおりである。また、令和元年中の検挙・補導人員（266人）のうち、その約5割を中学生が占めている。

警察では、いじめ防止対策推進法の趣旨に基づき、少年相談活動やスクールサポーターの学校への訪問活動等により、いじめ事案の早期把握に努めるとともに、把握したいじめ事案の重大性及び緊急性、いじめを受けた児童生徒（以下「被害児童等」という。）及びその保護者の意向、学校等の対応状況等を踏まえ、学校等と緊密に連携しながら、必要な対応を推進している。


注：いじめの定義は、平成25年6月に制定されたいじめ防止対策推進法第2条に定める「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの」としている。



　図表2-23　いじめに起因する事件数と検挙・補導状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-23　いじめに起因する事件数と検挙・補導状況の推移（平成27～令和元年）]

　図表2-24　警察によるいじめ事案への対応
[image: 図表2-24　警察によるいじめ事案への対応]

（3）少年（注1）の福祉を害する犯罪への対策と有害環境対策

警察では、福祉犯（注2）の取締り、被害少年の発見・保護、インターネット上の違法情報・有害情報の取締り等少年を取り巻く有害環境対策を推進している。このうち、児童買春、児童ポルノの製造等の子供の性被害（注3）に係る対策については、国家公安委員会が政府内における同対策の企画・立案及び関係機関との総合調整の業務を行っており、平成29年4月に犯罪対策閣僚会議において策定された「子供の性被害防止プラン」（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）に基づき、政府全体の取組を推進している。


注1：20歳未満の者

注2：少年の心身に有害な影響を与え、少年の福祉を害する犯罪をいう。例えば、児童買春・児童ポルノ禁止法違反、児童福祉法違反（児童に淫行をさせる行為等）、労働基準法違反（年少者の危険有害業務等）等が挙げられる。

注3：児童に対する性的搾取（児童に対し、自己の性的好奇心を満たす目的又は自己若しくは第三者の利益を図る目的で、児童買春、児童ポルノの製造その他の児童に性的な被害を与える犯罪行為をすること及び児童の性に着目した形態の営業を行うことにより児童福祉法第60条に該当する行為をすること並びにこれらに類する行為をすることをいう。）及びその助長行為（児童買春の周旋、児童買春等目的の人身売買、児童の性に着目した形態の営業のための場所の提供及び児童ポルノの提供を目的としたウェブサイトの開設等をいう。）をいう。



①　少年の福祉を害する犯罪への対策

福祉犯の被害少年数は図表2-25のとおりであり、令和元年中は前年より増加した。検挙件数は平成28年以降増加傾向にあったが、令和元年は前年より減少した。

被害少年を早期に発見・保護するとともに、新たな被害を発生させないため、警察では、積極的な取締り等の取組を推進している。また、国民からの情報提供、インターネット・ホットラインセンター（IHC）（注）からの通報、街頭補導活動、サイバーパトロール等による端緒情報の把握に努めるとともに、情報の分析、積極的な取締り等を推進している。


注：111頁参照



　図表2-25　福祉犯の検挙件数等の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-25　福祉犯の検挙件数等の推移（平成27～令和元年）]


CASE

児童養護施設の元児童指導員の男（43）は、平成31年3月、自らの立場を利用し、施設に入所する男子中学生（13）に対し、ホテルにおいてわいせつな行為を行った。同年6月、同男を児童福祉法違反（児童に淫行させる行為）で逮捕した（福岡）。



ア　児童ポルノ

児童ポルノ事犯は近年増加傾向にあり、令和元年中の検挙件数は3,059件、検挙人員は2,116人と、前年より減少したが、引き続き高い水準にある。令和元年中の被害児童数（注）は過去最多の1,559人となった。被害態様別でみると、児童が自らを撮影した画像に伴う被害が約4割を占め、被害児童数は平成24年以降7年連続で増加している。

警察では、このような情勢を踏まえ、関係機関・団体と緊密な連携を図りながら、低年齢児童を狙ったグループや児童ポルノ販売グループによる悪質な事犯等に対する取締りの強化、国内サイト管理者等に対する児童ポルノ画像の削除依頼、被害児童に対する支援等を推進している。


注：児童ポルノ事犯の検挙を通じて、新たに特定された被害児童数



　図表2-26　児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-26　児童ポルノ事犯の検挙状況等の推移（平成27～令和元年）]


CASE

無職の男（40）は、平成29年12月から30年2月までの間、自身が立ち上げていた低年齢児童を性的好奇心の対象とする者らから成るグループの会員らに児童ポルノ画像を販売した。平成31年1月、同男を児童買春・児童ポルノ禁止法違反（児童ポルノ提供）等で検挙した（大阪）。



イ　SNSに起因する事犯

SNSは、インターネットの匿名性や不特定多数の者に対して瞬時に連絡を取ることができる特性から、児童買春等の違法行為の「場」となっている状況がうかがえる。また、令和元年中、SNSに起因して犯罪被害に遭った児童の数は、2,082人と増加傾向にある。フィルタリング（注）の利用の有無が判明した被害児童のうち約9割が被害時にフィルタリングを利用していなかったことも明らかになった。

このような状況を踏まえ、警察では、関係機関・団体等と連携し、保護者に対する啓発活動、児童に対する情報モラル教育、スマートフォンを中心としたフィルタリングの普及促進等の取組を推進している。また、SNS事業者に対し検挙事例等に関する情報を提供するなど、事業者による自発的な被害防止対策の実施を促進している。


注：インターネット上のウェブサイト等を一定の基準に基づき選別し、青少年に有害な情報を閲覧できなくするプログラムやサービス



　図表2-27　SNSに起因する事犯の被害児童数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-27　SNSに起因する事犯の被害児童数の推移（平成22～令和元年）]


MEMO　児童が自らを撮影した画像に伴う被害の実態と対策

「児童が自らを撮影した画像に伴う被害」とは、だまされたり、脅されたりして児童が自分の裸体を撮影させられた上、メール等で送らされる被害をいう。

令和元年は、児童ポルノ事犯全体の約4割を占める584人がこの被害に遭っており、被害児童数は平成24年（207人）から毎年増加している。

警察では、児童ポルノ事犯に対する取締りを推進するとともに、学生による性被害防止啓発活動を支援し、子供たち自らが性被害について考える取組を行うなど、広報啓発を推進している。

　[image: 高校生の演劇による性被害防止活動の状況]
高校生の演劇による性被害防止活動の状況




MEMO　SNSに起因する子供の性被害防止のための広報啓発活動

警察では、SNSに起因する子供の性被害を防止するため、子供の性被害につながるおそれのある不適切な書き込みをサイバーパトロールにより発見し、注意喚起のためのメッセージを投稿する取組を推進している。

　[image: 児童と思料される者に向けたメッセージ（イメージ）]
児童と思料される者に向けたメッセージ（イメージ）

　[image: 児童の性被害を誘引していると思料される者に向けたメッセージ（イメージ）]
児童の性被害を誘引していると思料される者に向けたメッセージ（イメージ）



②　少年を取り巻く有害環境への対策

近年、繁華街等において児童の性に着目した新たな形態の営業として、JKビジネスと呼ばれる営業が出現しているなど、少年を取り巻く社会環境は変容している。警察では、少年の保護と健全育成の観点から、あらゆる警察活動を通じて、各地域の実態の把握に努めるとともに、これらの営業において稼働している児童等に対する補導、立ち直り支援等の取組を推進している。

また、少年に有害な商品等を取り扱う店等に対して、少年の健全育成のための自主的措置が促進されるよう指導・要請を行うなど、有害環境対策を推進している。

（4）少年の犯罪被害への対応

警察では、犯罪の被害に遭った少年に対し、警察本部に設置された少年サポートセンター等に所属する少年補導職員（注）を中心としてカウンセリング等の継続的な支援を行うとともに、大学の研究者、精神科医、臨床心理士等の専門家を被害少年カウンセリングアドバイザーとして委嘱し、支援を担当する職員が専門的な助言を受けることができるようにしている。


注：特に専門的な知識及び技能を必要とする活動を行わせるため、その活動に必要な知識と技能を有する警察職員（警察官を除く。）のうちから警視総監又は道府県警察本部長が命じた者で、少年の非行防止や立ち直り支援等の活動において、重要な役割を果たしている。令和2年4月1日現在、全国に約900人の少年補導職員が配置されている。



　図表2-28　被害少年の支援
[image: 図表2-28　被害少年の支援]






4　国民の財産を狙う事犯への対策

（1）財産犯の被害額の罪種別状況

財産犯（注）の被害額の推移は、図表2-29のとおりであり、その被害総額は平成14年以降、減少傾向にある。

令和元年の財産犯の被害額の罪種別状況は、図表2-30のとおりである


注：強盗、恐喝、窃盗、詐欺、横領及び占有離脱物横領



　図表2-29　財産犯の被害額の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-29　財産犯の被害額の推移（平成22～令和元年）]

　図表2-30　財産犯の被害額の罪種別被害状況（令和元年）
[image: 図表2-30　財産犯の被害額の罪種別被害状況（令和元年）]

（2）侵入窃盗対策

侵入窃盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-31のとおりである。侵入窃盗の認知件数は、ピーク時である平成14年（33万8,294件）以降減少傾向にあり、同年から令和元年にかけて、28万486件（82.9％）減少した。

警察庁、経済産業省、国土交通省及び建物部品関連の民間団体から構成される「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」では、平成16年4月から、侵入までに5分以上の時間を要するなど一定の防犯性能があると評価した建物部品（CP部品）を掲載した「防犯性能の高い建物部品目録」をウェブサイトで公表するなどして、CP部品の普及に努めており、目録には令和2年3月末現在で17種類3,416品目が掲載されている。また、警察庁のウェブサイトに「住まいる防犯110番」（注）を開設し、侵入犯罪対策の広報啓発を推進している。


注：http://www.npa.go.jp/safetylife/seianki26/index.html



　[image: CPマーク　CP部品だけが表示できる共通標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字を図案化したもの]
CPマーク
CP部品だけが表示できる共通標章でCrime Prevention（防犯）の頭文字を図案化したもの

　図表2-31　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-31　侵入窃盗の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

（3）侵入強盗対策

侵入強盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-32のとおりである。侵入強盗の認知件数は、ピーク時である平成15年（2,865件）以降減少傾向にあり、同年から令和元年にかけて、2,404件（83.9％）減少した。

警察では、コンビニエンスストアや金融機関等を対象とした強盗対策として、防犯体制、現金管理の方法、店舗等の構造、防犯設備等について基準を定め、警察官の巡回や機会を捉えた防犯訓練等を実施している。

　図表2-32　侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-32　侵入強盗の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

（4）自動車盗対策

自動車盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-33のとおりである。

警察庁、財務省、経済産業省、国土交通省及び民間19団体から構成される「自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクトチーム」では、「自動車盗難等防止行動計画」（平成14年1月策定、令和元年12月改定）に基づき、イモビライザ（注）等の盗難防止装置やナンバープレート盗難防止ネジ等の普及促進、自動車の使用者に対する防犯指導、広報啓発等を推進している。

こうした取組もあり、ピーク時である平成15年（6万4,223件）以降、自動車盗の認知件数は減少傾向にある。


注：エンジンキーに埋め込まれた送信機から発するIDコードと、車両本体の電子制御装置にあらかじめ登録されたIDコードが一致しなければ、エンジンが始動しない電子式盗難防止装置



　[image: 自動車盗難防止の広報ポスター]
自動車盗難防止の広報ポスター

　図表2-33　自動車盗の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-33　自動車盗の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

（5）自転車盗対策

自転車盗の認知・検挙状況の推移は、図表2-34のとおりである。

警察庁の要請を踏まえ、平成12年以降、業界団体において、不正開錠に強い錠の普及が促進されたことなどから、平成14年以降自転車盗の認知件数は減少傾向にある。

警察では、引き続き関係機関・団体等と連携し、自転車の利用者に対して施錠の励行や防犯登録の呼び掛けを行うなど、自転車の盗難防止及び被害回復に向けた取組を推進している。

　図表2-34　自転車盗の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-34　自転車盗の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

（6）万引き対策

万引きの認知・検挙状況の推移は、図表2-35のとおりである。万引きの認知件数は平成22年以降減少傾向にあるものの、刑法犯認知件数に占める万引きの認知件数の割合は上昇傾向にあり、令和元年中は12.5％に達している。また、万引きの検挙人員全体に占める65歳以上の高齢者の割合は上昇傾向にあり、令和元年中は40.2％であった（注）。

警察では、万引きを許さない社会気運の醸成や規範意識の向上を図るため、関係機関・団体等と連携した広報啓発を行うなど、社会を挙げた万引き防止に向けた取組を推進している。


注：12頁参照



　図表2-35　万引きの認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-35　万引きの認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

（7）ひったくり対策

ひったくりの認知・検挙状況の推移は、図表2-36のとおりである。

ひったくりの認知件数は、平成14年（5万2,919件）をピークに17年連続で減少しており、令和元年中は1,553件と、ピーク時の34分の1以下にまで減少した。

また、平成14年中ひったくりの検挙人員全体の69.3％を占めていた14歳から19歳までの検挙人員の割合は、その後大きく減少しており、令和元年中は27.0％であった（ひったくりの検挙人員全体の減少数への寄与率（注1）は、74.9％）。

一方で、身近な場所で発生する犯罪であるひったくりは、依然として国民に不安を与えている（注2）ことから、警察では、ひったくり事件の発生状況や手口を分析して、ひったくりの被害防止に効果のあるかばんの携行方法や通行方法等について広報啓発を行っているほか、関係機関・団体等と協力し、自転車用のひったくり防止カバー等の普及を促進するなどしている。


注1：データ全体の変化を100とした場合に、構成要素となるデータの変化の割合を示す指標

注2：内閣府が平成29年に実施した「治安に関する世論調査」（https://survey.gov-online.go.jp/tokubetu/h29/h29-chian.pdf）によれば、「あなたが、自分や身近な人が被害に遭うかもしれないと不安になる犯罪は何ですか」との問い（複数回答）に対して、「すり、ひったくりなどの携行品を盗む犯罪」と答えた者は45.4％であり、ひったくりに不安を覚えている国民が少なくないことが分かる。



　図表2-36　ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-36　ひったくりの認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

（8）通貨偽造犯罪対策

①　発見状況

偽造日本銀行券の発見枚数（注）の推移は図表2-37のとおりであり、令和元年中は、前年より増加した。


注：届出等により警察が押収した枚数



　図表2-37　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-37　偽造日本銀行券の発見枚数の推移（平成22～令和元年）]

②　特徴的傾向と対策

近年は、高性能のプリンタ等で印刷された偽造日本銀行券が多数発見されているほか、精巧に偽造された日本銀行券が海外から日本国内へ大量に持ち込まれる事案が発生している。

警察庁では、財務省、日本銀行等と連携して、ポスターやウェブサイトで偽造日本銀行券が行使された事例や偽造通貨を見破る方法を紹介するなどして、国民の注意を喚起している。


CASE

会社員の女（36）は、平成31年3月、徳島県内に所在する同女の自宅において、カラープリンタを使用して一万円券を偽造した上、同年5月、同県内のスーパー等において、商品購入代金の支払として偽造一万円券を手渡し、行使した。同年6月、同女を偽造通貨行使罪で逮捕（同年8月、通貨偽造・同行使罪に訴因変更）した（徳島）。



（9）カード犯罪（注）対策

カード犯罪の認知・検挙状況の推移は図表2-38のとおりである。

警察では、早期検挙のため捜査を徹底するほか、口座名義人からキャッシュカード等の盗難・紛失等の届出があった場合にカードの利用停止を促すなど、被害の拡大防止に努めている。


注：クレジットカード、キャッシュカード、プリペイドカード及び消費者金融カードを悪用した犯罪



　図表2-38　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-38　カード犯罪の認知・検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

（10）ヤミ金融事犯対策

ヤミ金融事犯の検挙状況の推移は、図表2-39のとおりであり、無登録・高金利事犯（注1）の検挙事件数及び検挙人員は減少傾向にある。また、貸金業に関連した犯罪収益移転防止法、詐欺、携帯電話不正利用防止法（注2）違反等に係る事犯（ヤミ金融関連事犯）についても前年より減少している。

なお、無登録・高金利事犯のうち、携帯電話や預貯金口座を利用して非面接で敢行される090金融事犯については、令和元年中は、検挙事件数の16.9％、検挙人員の27.7％を占めている。また、令和元年中に検挙した無登録・高金利事犯に占める暴力団が関与した事犯の割合は、28.0％であった。

警察では、ヤミ金融に利用された預貯金口座の金融機関への情報提供、レンタル携帯電話等の解約に関する事業者への要請等の総合的な対策を行っており、令和元年中の金融機関への情報提供件数は1万1,390件、レンタル携帯電話事業者への解約要請件数は1,039件であった。


注1：貸金業法違反（無登録営業）及び出資法違反（高金利等）に係る事犯

注2：携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律



　図表2-39　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-39　ヤミ金融事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）]


CASE

無登録で貸金業を営む男（39）らは、平成30年1月から同年7月にかけて、インターネット広告により顧客を勧誘し、融資を申し込んできた顧客約2,000人に対し、法定金利の約15倍から約292倍で金銭を貸し付け、約3億円の元利金を他人名義の口座に振込送金させて受領した。平成31年2月までに、同男ら12人を貸金業法違反（無登録営業）等で検挙した。
　また、令和元年7月までに、虚偽の免許申請書を東京都に提出し、不正に東京都知事から宅地建物取引業の免許の更新を受けた上、同男らに事務所等の仲介をしていた不動産業者（34）ら1法人2人を宅地建物取引法違反（免許の不正取得）で検挙するとともに、携帯電話不正利用防止法によって義務付けられた本人確認をしないまま、同男らにSIMカードを交付したレンタル携帯電話事業者役員の男（45）を同法違反（貸与時本人確認義務違反）で検挙した（神奈川、岐阜）。




CASE

無登録で貸金業を営む男（50）らは、平成29年1月頃から31年4月頃にかけて、ファックス等で全国の中小企業を勧誘して、「ファクタリング」と称して顧客が保有する売掛債権の売買契約を装い、顧客約680社に対し、法定金利の約14倍から約50倍で金銭を貸し付け、約37億円の元利金を他人名義の口座に振込送金させて受領した。令和元年10月までに、同男ら11人を貸金業法違反（無登録営業）等で検挙した（千葉、岩手）。



（11）知的財産権侵害事犯対策

①　商標権侵害事犯（注1）及び著作権侵害事犯（注2）

知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移は、図表2-40のとおりである。偽ブランド事犯等の商標権侵害事犯、海賊版事犯等の著作権侵害事犯においては、インターネットを利用して侵害行為が行われる場合が多いことから、警察では、サイバーパトロール等による端緒情報の把握に努めている。

また、不正商品対策協議会（注3）の活動への参加をはじめ、権利者等と連携した知的財産権の保護及び不正商品の排除に向けた広報啓発活動を推進している。


注1：商標法違反に係る事犯

注2：著作権法違反に係る事犯

注3：不正商品の排除及び知的財産権の保護を目的として、知的財産権侵害に悩む各種業界団体により設立された任意団体。警察庁等の関係機関と連携し、シンポジウムの主催や各種催物への参加を通じて、広報啓発活動、海外における不正商品販売の実態調査、海外の捜査機関や税関等に対する働き掛け等を行っている。



　図表2-40　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-40　知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）]

　図表2-41　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-41　押収した偽ブランド品のうち、仕出国・地域が判明したものの国・地域別押収状況の推移（平成22～令和元年）]

②　営業秘密侵害事犯（注）

営業秘密侵害事犯については、令和元年中、21事件27人を検挙した。

警察では、各都道府県警察で指定された営業秘密保護対策官が、警察署における営業秘密侵害事犯の相談対応について指導を行うなどにより捜査能力の一層の向上を図っているほか、被害の早期届出の必要性についての企業に対する啓発等を推進している。


注：不正競争防止法第21条第1項及び第3項に係る事犯




CASE

超硬工具製造販売等会社の従業員の男（31）は、不正の利益を得る目的で、平成31年1月、同社の営業秘密である設計に関する情報を自己所有のUSBメモリに複製して領得した。同年2月、同男を不正競争防止法違反（営業秘密の領得）で逮捕した（愛知）。








5　構造的な不正事案への対策

（1）政治・行政をめぐる不正事案

国又は地方公共団体の幹部職員等による贈収賄事件、入札談合等関与行為防止法（注）違反事件、公契約関係競売等妨害事件、買収等の公職選挙法違反事件等の政治・行政をめぐる不正は依然として後を絶たない。

しかし、このような事案は、直接の被害者がおらず、金品の受渡し等は密室で行われることが多いことから、被害申告や目撃者の証言等が通常は期待できず、端緒情報の把握や犯罪事実の立証は容易ではない。

警察では、このような事案に対し、端緒情報の把握に努めるとともに、不正の実態に応じて様々な刑罰法令を適用するなどして、事案の解明を進めている。

第19回統一地方選挙（平成31年4月7日及び同月21日施行）における選挙期日後90日現在（令和元年7月6日及び同月20日現在）の公職選挙法違反の検挙件数は143件、検挙人員は280人（うち逮捕者47人）であった。第25回参議院議員通常選挙（令和元年7月21日施行）における選挙期日後90日現在（令和元年10月19日現在）の公職選挙法違反の検挙件数は47件、検挙人員59人（うち逮捕者13人）であった。


注：入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律



　図表2-42　政治・行政をめぐる不正事案の検挙事件数（注1）の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-42　政治・行政をめぐる不正事案の検挙事件数の推移（平成22～令和元年）]


CASE

海上自衛隊横須賀地方隊横須賀造修補給所に所属する自衛官（47）は、平成28年12月から30年5月にかけて食料品の製造及び卸販売等を行う会社の代表取締役から、同社が同横須賀造修補給所に納入する生糧品に関し、品目及び数量等の確認を実施せず、規格外納品であることを黙認するなど、有利かつ便宜な取り計らいをしたことに対する謝礼等として、複数回にわたり、合計約111万円相当の飲食代金等を負担せず、同金額相当の財産上の利益の供与を受けた。令和元年9月、同自衛官を収賄罪で逮捕した（神奈川）。




CASE

青森県議会議員（61）らは、平成31年2月頃から同年4月頃にかけて、選挙運動員数人に対し、同人のための投票及び選挙運動の報酬として、現金合計45万円を供与した。令和元年6月までに、同県議会議員ら6人を公職選挙法違反（買収）で逮捕した（青森）。




CASE

不在者投票管理者を務める特別養護老人ホームの施設長（71）らは、令和元年7月、同特別養護老人ホームに入所している有権者らが投票に関する意思表示をすることができないにもかかわらず、同有権者らの投票用紙に候補者の氏名を記載するなどして選挙管理委員会に送致し、投票日当日に、同有権者らが属する投票区の投票管理者（注）をして、同投票用紙を投票箱に投入させ、投票を偽造した。同年8月、同施設長ら4人を公職選挙法違反（投票偽造）で逮捕した（鹿児島）。


注：公職選挙法第37条に基づき、選挙ごとに置かれ、投票に関する事務を担任する者





（2）経済をめぐる不正事案

企業の役職員らが組織の内部統制を逸脱したことによる背任、詐欺、横領等の違法事犯のほか、金融機関からの各種融資をめぐる詐欺事犯、国及び地方公共団体の補助金の不正受給事犯が後を絶たない状況にある。また、弁護士、税理士といった社会的地位を有する者による詐欺、横領等の犯罪も発生している。

警察では、これらの金融・不良債権関連事犯、企業の経営等に係る違法事犯、証券取引事犯、財政侵害事犯及びその他国民の経済活動の健全性又は信頼性に重大な影響を及ぼすおそれのある犯罪の取締りを推進している。また、様々な投資名目で消費者等が被害に遭う詐欺事件等においては、被害者が多数・広域に及ぶ場合があることから、関係する都道府県警察が連携を図っている。

このような事案に対しては、対象となる企業等の財務実態の解明が不可欠であることから、都道府県警察においては、公認会計士や税理士等の専門的な知識を有する者を財務捜査官として採用し、その高度な技能を活用して事案の早期解明を図っている。

　図表2-43　経済をめぐる不正事犯の検挙事件数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-43　経済をめぐる不正事犯の検挙事件数の推移（平成27～令和元年）]


CASE

保険会社の代表取締役（69）らは、株式会社整理回収機構の申立てにより預金債権の差押えを受けるおそれがあったことから、同債権を隠匿し、強制執行を妨害する目的で、平成28年12月、6回にわたり、同社の口座から合計約820万円を払い戻した。平成31年1月、同社長ら2人を強制執行妨害目的財産損壊等罪で検挙した（警視庁）。




CASE

飲食店経営者（50）らは、平成29年8月頃から30年4月頃にかけて、土地の売買代金名目で現金をだまし取ろうと考え、「土地を購入すれば賃料収入が受けられる」などと虚偽の内容の話を持ち掛け、さらに、土地についての真正な全部事項証明書を加工し、所有権が被害者らに移転したかのように偽造してこれを行使し、売買代金等を支払うことで土地の所有権を取得できるものと誤信させ、合計1億2,136万円をだまし取った。平成31年2月、同経営者ら4人を有印公文書偽造・同行使罪及び詐欺罪で逮捕した（山形）。




CASE

ケーブルテレビ放送会社の代表取締役（79）は、同人が経営する別会社の用途に費消する目的で、平成25年4月から30年1月にかけて、156回にわたり、同社のため預かり保管中の現金を別会社名義の預金口座に入金させ、合計約3億4,900万円を横領した。平成31年3月、同社長を業務上横領罪で逮捕した（山口）。








6　国民の健康を害する事犯への対策

（1）保健衛生事犯（注）対策

保健衛生事犯の検挙状況の推移は、図表2-44のとおりである。

警察では、厚生労働大臣の承認を得ていない医薬品（以下「無承認医薬品」という。）を広告・販売するなどの医薬品医療機器等法違反、無資格で美容施術を行う美容師法違反等の国民の健康被害に直結する保健衛生事犯の取締りを行っている。

無承認医薬品の広告・販売事犯については、近年、国外を仕出地とするものが全体の半数前後を占めている上、インターネットを利用して広告・販売を行っているものも多いことから、外国捜査機関等に対し情報を提供し、ウェブサイトの削除を要請するなどしている。


注：薬事関係事犯（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下「医薬品医療機器等法」という。）違反、薬剤師法違反等）、医事関係事犯（医師法違反、歯科医師法違反等）及び公衆衛生関係事犯（食品衛生法違反、狂犬病予防法違反等）



　図表2-44　保健衛生事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-44　保健衛生事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）]


CASE

医薬品卸売販売会社役員の男（50）らは、中国人を中心とした密売組織を構築し、平成30年5月から同年9月までの間に、個人への医薬品販売業の許可を受けた者等でないのに、医薬品を販売の目的で貯蔵し、販売した。合計約19万点の医薬品を押収し、平成31年2月までに、同男ら17人を医薬品医療機器等法違反（医薬品の無許可販売、販売目的貯蔵）で逮捕した（大阪）。



（2）食の安全に係る事犯（注）対策

食の安全に係る事犯の検挙状況の推移は、図表2-45のとおりであり、令和元年中は、外国産ごまを混ぜて製造した商品を国産原材料のみ使用と表記して納品するなど、原産地を偽装した事犯等がみられた。

警察では、食の安全に係る事犯の取締りを推進するとともに、関係機関との連携の強化に努めている。


注：食品衛生関係事犯（食品衛生法違反等）及び食品の産地等偽装表示事犯（不正競争防止法違反等）



　図表2-45　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-45　食の安全に係る事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）]






7　良好な生活環境の保持

（1）風俗営業等の状況

①　風俗営業の状況

警察では、風営適正化法に基づき、風俗営業等に対して必要な規制を加えるとともに、風俗営業者等の自主的な健全化のための活動を支援し、業務の適正化を図っている。

　図表2-46　風俗営業の営業所数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-46　風俗営業の営業所数の推移（平成27～令和元年）]

②　性風俗関連特殊営業の状況

性風俗関連特殊営業の状況についてみると、近年、無店舗型性風俗特殊営業の届出数が増加している一方で、店舗型性風俗特殊営業及び電話異性紹介営業の届出数は減少傾向にある。

　図表2-47　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-47　性風俗関連特殊営業の届出数の推移（平成27～令和元年）]

③　深夜酒類提供飲食店営業の状況

深夜酒類提供飲食店の営業所数は、近年減少傾向にある。

　図表2-48　深夜酒類提供飲食店の営業所数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-48　深夜酒類提供飲食店の営業所数の推移（平成27～令和元年）]

④　特定遊興飲食店営業の状況

平成28年に風営適正化法の一部を改正する法律が全面施行されたことにより、深夜に客に遊興と飲酒をさせる特定遊興飲食店営業が、営業所設置許容地域において許可制の下で営業可能になった。令和元年末現在、特定遊興飲食店営業の許可を受けた営業所数は、404軒である。

（2）売春事犯及び風俗関係事犯の現状

①　売春事犯

売春事犯の検挙件数及び検挙人員は近年減少傾向にある。最近では、出会い系サイト（注）を利用して、売春の周旋をする目的で、人を売春の相手方となるように誘引する事犯や、マッサージ店を仮装して、不特定多数の男性客を相手に売春をさせる事犯がみられる。


注：面識のない異性との交際（以下「異性交際」という。）を希望する者（以下「異性交際希望者」という。）の求めに応じ、その異性交際に関する情報をインターネットを利用して公衆が閲覧することができる状態に置いてこれを伝達し、かつ、当該情報の伝達を受けた異性交際希望者が電子メールその他の電気通信を利用して当該情報に係る異性交際希望者と相互に連絡することができるようにする役務を提供するウェブサイト等



　図表2-49　売春防止法違反の検挙状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-49　売春防止法違反の検挙状況の推移（平成27～令和元年）]


CASE

売春組織の統括責任者の男（32）らは、平成30年10月、大阪市内の路上において、女性に対し、同男らが出会い系サイトを利用して誘引した不特定の男性客を売春の相手方として紹介した。平成31年1月及び2月、同男ら2人を売春防止法違反（周旋）で逮捕した（大阪）。



②　風俗関係事犯

風営適正化法による検挙件数及び検挙人員は、近年減少傾向にある。最近では、繁華街・歓楽街において組織的に客引きを行う事犯がみられる。

また、わいせつ事犯に関しては、近年、インターネットを利用して、わいせつな行為をしている映像を配信する事犯やわいせつな画像情報が記録されたDVD等を販売する事犯がみられる。

さらに、賭博事犯に関しては、ウェブサイトを利用した賭博事犯がみられるほか、店舗の内外に複数の監視カメラを設置する、見張り役の従業員を常時配置する、身分確認を行って常連客以外の客を排除するなど、警察の取締りから逃れるための対策が巧妙化している。

　図表2-50　風営適正化法違反の検挙状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-50　風営適正化法違反の検挙状況の推移（平成27～令和元年）]

　図表2-51　わいせつ事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-51　わいせつ事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）]


CASE

無職の女（25）らは、自宅等において、わいせつな行為をしている映像をインターネット上の動画配信サイトを利用してライブ配信して不特定の視聴者らに閲覧させた。令和元年6月、同女ら2人を公然わいせつ罪で逮捕した（警視庁）。



（3）人身取引事犯等への対策

①　検挙・保護の状況

警察では、平成26年に政府が策定した「人身取引対策行動計画2014」等に基づき、出入国在留管理庁等の関係機関と連携し、水際での取締りや悪質な経営者、仲介業者等の取締りを強化し、被害者の早期保護及び国内外の人身取引の実態解明を図っている。また、関係国の大使館、被害者を支援する民間団体等と緊密な情報交換を行っているほか、被害者の早期保護のため、警察等に被害申告するように多言語で呼び掛けるリーフレットを作成し、関係機関・団体等に配布するとともに、被害者の目に触れやすい場所に備え付けるなどの取組を行っている。

令和元年中の人身取引事犯の検挙人員は39人で、このうち風俗店等関係者が8人、仲介事業者が1人であった。また、警察で保護した人身取引事犯の被害者は44人で、その国籍の内訳は、日本（34人）、フィリピン（9人）及びブラジル（1人）であった。被害者の性別は、全て女性であった。

　図表2-52　人身取引事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-52　人身取引事犯の検挙状況の推移（平成27～令和元年）]

　図表2-53　人身取引事犯の被害者の保護状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-53　人身取引事犯の被害者の保護状況の推移（平成27～令和元年）]

　[image: 人身取引事犯対策の広報ポスター]
人身取引事犯対策の広報ポスター

　[image: 人身取引事犯の被害者向けリーフレット]
人身取引事犯の被害者向けリーフレット


CASE

キャバレー経営会社の役員の男（66）らは、平成31年2月から同年4月にかけて、同社が経営するキャバレーにおいて、興行の資格で入国したフィリピン国籍の女性6人を、客の接待等を行うホステスとして従事させた。令和元年5月、同男らを入管法（注）違反（不法就労助長）で逮捕した（新潟）。


注：出入国管理及び難民認定法





②　アダルトビデオ出演強要問題への対策

詐欺・脅迫的な言動によって、アダルトビデオへの出演を強要等される問題に対し、警察では、各都道府県警察で指定されたアダルトビデオ出演強要問題専門官を中核として、各種法令を適用した厳正な取締り、被害防止のための広報啓発、相談体制の充実等を推進している。

（4）銃砲刀剣類の適正管理と危険物対策

①　銃砲刀剣類の適正管理

令和元年末現在、銃刀法（注）に基づき、都道府県公安委員会から9万2,340人が、18万4,675丁の猟銃及び空気銃の所持許可を受けている。令和元年中、申請を不許可等とした件数は33件、所持許可を取り消した件数は52件であった。また、猟銃等の事故及び盗難を防止するため、毎年一斉検査を行うとともに、講習会等を通じて適正な取扱いや保管管理の徹底について指導を行う一方、危害予防上支障のない範囲で猟銃等の所持許可に伴う申請者の負担軽減を図るための措置を講じている。

警察では、銃刀法を厳正に運用し、銃砲刀剣類の所持許可の審査と行政処分を的確に行って不適格者の排除に努めるなど、銃砲刀剣類による事件・事故の未然防止に努めている。


注：銃砲刀剣類所持等取締法



　図表2-54　猟銃及び空気銃の許可所持者の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-54　猟銃及び空気銃の許可所持者の推移（平成27～令和元年）]

　図表2-55　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-55　猟銃及び空気銃の許可丁数の推移（平成27～令和元年）]

　図表2-56　猟銃等所持不適格者の排除状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-56　猟銃等所持不適格者の排除状況の推移（平成27～令和元年）]

②　危険物対策

火薬類、特定病原体等、放射性物質等の危険物の運搬に当たっては、火薬類取締法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、放射性同位元素等の規制に関する法律、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の規定に基づき、都道府県公安委員会にその旨を届け出ることとされている。

警察では、これらの危険物が安全に運搬されるよう、関係事業者に対して事前指導や指示等を行うとともに、これらの危険物の取扱場所への立入検査等により、その盗難、不正流出等の防止に努めている。

　図表2-57　運搬届出・立入検査の状況（令和元年）
[image: 図表2-57　運搬届出・立入検査の状況（令和元年）]

（5）環境事犯対策

①　廃棄物事犯（注）

令和元年中の廃棄物事犯の検挙事件数の約半数を、廃棄物の不法投棄事犯が占めている。

警察では、引き続き環境行政部局との人的な交流や情報交換を行うなどし、早期発見・早期検挙に努めている。


注：廃棄物の処理及び清掃に関する法律違反に係る事犯



　図表2-58　廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-58　廃棄物事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

②　動物・鳥獣関係事犯（注）

令和元年中の動物・鳥獣関係事犯の検挙事件数のうち、違法に捕獲等した鳥獣を飼養するなどの鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律違反や希少動物を違法に取引するなどの絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律違反等が約半数を占めている。また、犬、猫等を殺傷するなど、動物愛護管理法違反も引き続き検挙されている。


注：動物の愛護及び管理に関する法律（以下「動物愛護管理法」という。）、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律違反等に係る事犯



　図表2-59　動物・鳥獣関係事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-59　動物・鳥獣関係事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）]


CASE

無職の男（29）は、平成30年11月、神奈川県内の河川敷において、劇物を含有する殺虫剤を混入させた餌を摂取させて猫3匹を殺傷した。平成31年2月に、同男を動物愛護管理法違反（愛護動物の殺傷）で検挙した（神奈川）。



（6）探偵業の状況

令和元年中の探偵業法（注1）での検挙件数は6件、行政処分件数は33件（営業廃止2件、営業停止2件、指示処分29件）であった。警察では、探偵業法に基づき、探偵業者（注2）の業務実態を把握し、違法行為に対しては厳正に対処するとともに、業界の全国組織である一般社団法人日本調査業協会や認可法人全国調査業協同組合等との連携の下、研修会等を通じて、探偵業務の運営の適正化を図っている。


注1：探偵業の業務の適正化に関する法律

注2：探偵業の届出数（営業所数）は6,066件（令和元年末現在）








第2節　警察捜査のための基盤整備

1　捜査力の強化

（1）捜査手法、取調べの高度化への取組

警察庁では、犯罪を的確に検挙し、良好な治安の維持に資するため、捜査手法や取調べの高度化に向けた各種施策を推進している。また、取調べの録音・録画制度等を内容とする刑事訴訟法等の一部を改正する法律が令和元年（2019年）6月1日に全面施行されたことを受け、更なる証拠の収集方法の適正化及び多様化を図る必要があることも踏まえ、捜査手法、取調べの高度化への取組として以下の施策を推進している。

①　捜査手法の高度化の推進

警察庁では、取調べをめぐる環境の変化や科学技術の発達等に伴う犯罪の悪質化・巧妙化等に的確に対応し、客観証拠による的確な立証を図ることを可能とするため、DNA型鑑定及びDNA型データベースを効果的に活用するための取組を推進しているほか、証人保護プログラム等の新たな捜査手法の導入について検討を行っている。

②　取調べの高度化・適正化等の推進

警察庁では、取調べにおいて真実の供述を適正かつ効果的に得るための技術の在り方やその伝承方法について、時代に対応した改善を図るため、心理学的知見を取り入れた教本「取調べ（基礎編）」を作成しているほか、「取調べ技術総合研究・研修センター」を設置するなど、取調べの高度化・適正化等に向けた施策を推進している。

（2）初動捜査における客観証拠の収集

事件発生時には、迅速・的確な初動捜査を行い、犯人を現場やその周辺で逮捕し、又は現場の証拠物や目撃者の証言等を確保することが、犯人の特定や犯罪の立証、更には連続発生の防止のために極めて重要である。

都道府県警察では、機動的な初動捜査を行うため、機動捜査隊、機動鑑識隊（班）、現場科学検査班等を設置し、事件発生後、直ちに現場に臨場して迅速な客観証拠等の収集を徹底している。

また、犯人の検挙における防犯カメラ画像の有用性の高さが認識されているところ、防犯カメラ画像の中には、原記録が消去される可能性が高いものや、抽出等に技術的な困難を伴うものもあることから、防犯カメラ画像の抽出及び解析を支援する体制を整備するなどして、防犯カメラ画像の適切かつ確実な収集に努めている。

　図表2-60　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底
[image: 図表2-60　初動捜査態勢の整備と鑑識活動の徹底]

（3）国民からの情報提供の促進

警察では、犯罪捜査に不可欠な国民の理解と協力を得るため、国民に対し、都道府県警察のウェブサイトを活用して情報提供を呼び掛けるほか、様々な媒体を活用して、聞き込み捜査に対する協力、事件に関する情報の提供等を広く呼び掛けている。また、必要に応じ、被疑者の発見・検挙や犯罪の再発防止のため、被疑者の氏名等を広く一般に公表して捜査を行う公開捜査を行っている。

さらに、警察庁では、平成19年（2007年）度から、国民からの情報提供を促進し、重要犯罪等の検挙を図ることを目的として、公的懸賞金制度である捜査特別報奨金制度を導入し、警察庁ウェブサイト（注）等で対象となる事件等について広報している。


注：https://www.npa.go.jp/bureau/criminal/reward/index.html



（4）犯罪死の見逃し防止への取組

警察が取り扱った死体数（注1）は、令和元年中は約16万8,000体であった。

警察では、適正な死体取扱業務を推進して犯罪死の見逃しを防止するため、検視官（注2）を積極的に現場臨場させるとともに、死体取扱業務に携わる警察官に対する教育訓練の充実を図っている。

また、体液又は尿中の薬毒物の有無を確認することができる簡易検査キットや、検視官が現場に臨場することができない場合であっても、現場の映像等を送信し、検視官によるリアルタイムの確認を可能とする資機材の整備も行っている。

これらの資機材を効果的に活用することに加え、CT、MRI等による死亡時画像診断についても積極的に活用しながら、警察等が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律に規定された調査、検査等の措置を的確に実施するとともに、必要な解剖の確実な実施に努めている。


注1：交通関係及び東日本大震災による死者を除く。

注2：原則として、刑事部門における10年以上の捜査経験又は捜査幹部として4年以上の強行犯捜査等の経験を有する警視の階級にある警察官で、警察大学校における法医専門研究科を修了した者から任用される死体取扱業務の専門家



　[image: 警察官に対する教養の状況]
警察官に対する教養の状況

　図表2-61　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-61　死体取扱数及び検視官の臨場率の推移（平成22～令和元年）]

（5）緻密で適正な捜査の徹底

警察では、「警察捜査における取調べ適正化指針」（注）に基づき、取調べの一層の適正化を図るための各種施策を推進している。

また、平成2年5月に栃木県足利市内において発生した幼女誘拐殺人死体遺棄事件について、平成22年3月、再審公判において、無期懲役の刑に服していた男性に無罪判決が言い渡されたことなどを踏まえ、取調べ方法の指導・教育を充実させたほか、被疑者の供述と客観証拠、裏付け捜査等との関連の精査によって自白の信用性の十分な検討をするなど緻密で適正な捜査の一層の徹底を図っている。

さらに、警察捜査における捜査書類及び証拠品の適切な管理に努めている。


注：平成19年11月、警察捜査における取調べの一層の適正化を推進するため、国家公安委員会によって決定された「警察捜査における取調べの適正化について」に基づき、警察庁において、警察が当面取り組むべき施策を取りまとめたもの



①　的確な捜査指揮・管理の徹底

警察では、取調べに過度に依存することのない適正な捜査を推進するため、事件の全容を把握した上での適切な捜査方針の樹立、事件の性質に応じた組織的捜査の推進、証拠資料等に基づく取調べの方法についての必要な指示、指導等を徹底するなど、捜査幹部による的確な捜査指揮に努めている。

②　各種教育訓練の実施

警察では、適正捜査に関する教育訓練の充実を図る取組の一環として、警察大学校、管区警察学校等において取調べ専科等を実施し、捜査員の取調べの適正化についての見識の醸成、取調べ等に関する具体的手法の習得等を図っている。

また、捜査幹部による入念な指導教育により、適正な取調べに向けた個々の捜査員の意識改革を図るとともに、より実践的な教育訓練や熟練した捜査員等による技能指導を行うなど、若手捜査員等の取調べ技能の向上に努めている。

　[image: 取調べを想定した教育訓練]
取調べを想定した教育訓練

③　被疑者取調べ監督制度の実施

平成21年4月以降、取調べの一層の適正化に資するため、警察庁及び都道府県警察本部の総務又は警務部門に設置された被疑者取調べの監督業務を担当する所属の職員が、取調べの状況の確認、調査等必要な措置を行っている。

（6）捜査技能の伝承

近年、捜査の現場における世代交代が進んでいる中、特に地域の治安に責任を持つ警察署においては、捜査経験が豊富な捜査員が減少しており、犯罪の捜査に必要不可欠な捜査技能の伝承が課題となっている。

従来、捜査技能については、先輩や上司のやり方を見習わせ、実際に何度も経験させてみるなど、捜査経験が豊富な捜査員と共同して捜査に当たるオンザジョブトレーニングの方法により伝承されてきた。しかし、捜査員の世代交代が急速に進んだことから、この方法のみでは捜査技能の伝承が困難となっており、警察では、体系的に捜査技能が伝承されるよう、各種取組を進めている。

①　将来の警察組織を担うにふさわしい刑事捜査員等の育成

新たな捜査手法や最先端の科学技術を活用した捜査は、全ての捜査員が実際の事件で経験できるわけではない。他方で、こうした捜査手法等が必要となる事件は、時間や場所を問わず発生し得るものである。警察では、各捜査員の捜査技能の更なる向上を図るため、様々な教育訓練の場において、仮想の事件の模擬的な捜査を通じて、防犯カメラ画像、DNA型鑑定資料等の客観証拠の収集方法を含む様々な捜査手法全般を体験させるなどしている。

捜査幹部に対しては、警察大学校、管区警察局、管区警察学校等において教育訓練を行い、事件の全容を把握した上での適切な捜査方針の策定、事件の性質に応じた組織的捜査の推進、証拠資料等に基づく適正な取調べの方法、裏付け捜査の徹底等の捜査運営等、捜査幹部としての職務に必要な知識及び技能の向上を図っている。

　[image: 先輩捜査員による指導状況（足跡の検索）]
先輩捜査員による指導状況（足跡の検索）

　[image: 先輩捜査員による指導状況（指掌紋の採取）]
先輩捜査員による指導状況（指掌紋の採取）

②　警察庁指定広域技能指導官制度

警察庁では、平成6年から警察庁指定広域技能指導官制度の運用を開始し、卓越した専門技能又は知識を有する警察職員を警察庁長官が指定し、その職員を警察全体の財産として、都道府県警察の枠を越えて広域的に指導官として活用している。

令和2年4月13日現在、全国警察において、204人の警察職員が情報分析、強行犯捜査、性犯罪捜査、窃盗犯捜査、薬物事犯捜査、鑑識等の各分野（注）で広域技能指導官に指定され、各都道府県警察職員に対して警察活動上必要な助言や実践的指導を行うとともに、警察大学校、管区警察学校等において講義を実施している。


注：このほか、職務質問、交通鑑識、警衛・警護等の様々な分野において広域技能指導官を活用している。



（7）犯罪インフラ対策の推進

①　犯罪インフラに関する取組

犯罪インフラとは、犯罪を助長し、又は容易にする基盤のことをいい、本人確認書類を偽造して携帯電話やクレジットカード等の契約をするなどその行為自体が犯罪となるもののほか、それ自体は合法であっても、特殊詐欺等の犯罪に悪用されている各種制度やサービス等がある。犯罪インフラは、あらゆる犯罪の分野で着々と構築され、犯罪組織等がこれを利用して各種犯罪を効率的に敢行するなど、治安に対する重大な脅威となっている。

警察では、犯罪インフラに関連する情報を広範に収集・分析し、関係事業者等との連携を強化することによって、犯罪インフラの解体等を図るとともに、関係事業者が提供するサービス等に関する捜査に必要な情報の適時・円滑な確保を可能にすることにより、迅速かつ的確な捜査に資する捜査環境（捜査インフラ）を構築するための取組を推進している。

警察庁においては、関係省庁及び事業者と連携し、技術の発展等に伴う新たな制度やサービス等が犯罪に悪用されることを防止・解消するための取組を推進している。

②　特殊詐欺等に悪用される携帯電話への対策

特殊詐欺等を実行する犯行グループには、自己への捜査を免れるために不正に取得した携帯電話を悪用する実態が認められる。

特に近年では、MVNO（注）に対して偽造した本人確認書類を提示したり、本人確認書類に記載された者になりすまして契約したりするなどの方法により、不正に取得された架空・他人名義の携帯電話が特殊詐欺等に悪用される事例が目立っている。

また、レンタル携帯電話事業者の中には、携帯電話不正利用防止法で定められた貸与時の本人確認を適切に行わないものが存在するとともに、犯行グループの手に渡るまでに複数の事業者が介在している場合もあるなど、レンタル携帯電話の実際の利用者を特定することが困難となっている。

このような状況に鑑み、警察では、不正に取得された携帯電話について、携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否がなされるよう携帯電話事業者に情報提供を行うとともに、悪質なレンタル携帯電話事業者を検挙するなど、犯罪に悪用される携帯電話への対策を推進している。


注：Mobile Virtual Network Operatorの略。自ら無線局を開設・運用せずに移動通信サービスを提供する電気通信事業者



　図表2-62　携帯電話事業者における携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否の仕組み
[image: 図表2-62　携帯電話事業者における携帯電話不正利用防止法に基づく役務提供拒否の仕組み]






2　科学技術の活用

客観証拠による的確な立証を図り、犯罪の悪質化・巧妙化等に対応するため、警察では、犯罪捜査において、DNA型鑑定、プロファイリング等の科学技術の活用を推進している。

また、DNA型鑑定等のうち、特に高度な専門的知識・技術が必要となるものについては、都道府県警察からの依頼により、警察庁の科学警察研究所において実施している。

（1）DNA型鑑定

DNA型鑑定とは、ヒト身体組織の細胞内に存在するDNA（デオキシリボ核酸）（注）の塩基配列を分析することによって、個人を高い精度で識別する鑑定法である。


注：細胞核に存在する23対46本の染色体を構成する物質の一つで、長いらせんのはしご状（二重らせん）の構造をしている。



①　警察におけるDNA型鑑定

警察で行っているDNA型鑑定は、主に、STR型検査法と呼ばれるもので、STRと呼ばれる特徴的な塩基配列の繰り返し回数に個人差があることを利用し、個人を識別する検査法である（注）。


注：塩基の繰り返し配列について、その反復回数を調べて、その繰り返し回数を「型」として表記して個人識別を行う。



　図表2-63　警察におけるDNA型鑑定の概要
[image: 図表2-63　警察におけるDNA型鑑定の概要]

②　DNA型鑑定の犯罪捜査への活用

DNA型鑑定の実施件数の推移は、図表2-64のとおりであり、殺人事件等の凶悪事件のほか、窃盗事件等の身近な犯罪の捜査にも活用されている。

また、警察では、被疑者から採取した資料から作成した被疑者DNA型記録及び犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる資料から作成した遺留DNA型記録をデータベースに登録し、未解決事件の捜査をはじめとする様々な事件の捜査において犯人の割り出しや余罪の確認等に活用している。

　図表2-64　DNA型鑑定実施件数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-64　DNA型鑑定実施件数の推移（平成27～令和元年）]

③　身元確認のためのDNA型鑑定の活用

警察では、平成26年6月に閣議決定された「死因究明等推進計画」を踏まえ、平成27年4月から、身元不明死体の身元確認及び特異行方不明者（注）の速やかな発見に活用するため、身元不明死体に関する資料から作成した変死者等DNA型記録及び死体DNA型記録並びに特異行方不明者本人、その実子、実父又は実母に関する資料から作成した特異行方不明者等DNA型記録をデータベースに登録している。


注：犯罪や事故等に巻き込まれ、生命又は身体に危険が生じているおそれ等のある行方不明者



　図表2-65　DNA型データベースの運用状況（平成27～令和元年）
[image: 図表2-65　DNA型データベースの運用状況（平成27～令和元年）]

　図表2-66　身元確認のためのDNA型データベースの活用
[image: 図表2-66　身元確認のためのDNA型データベースの活用]


MEMO　「被害者の心に寄り添う」
（埼玉県警察本部刑事部鑑識課　井之上智子巡査部長）

平成27年4月、埼玉県警察では、全国で初めて女性警察官のみの機動鑑識班、通称「女性機動鑑識」班を編制しました。女性の被害者は、事件に遭った恐怖、不安、恥ずかしさ等から被害状況を説明することができないことがあります。そのような時、同じ女性として勇気をもって声をあげてくれた被害者の気持ちに寄り添い、被害者に安心感を与えるよう努めつつ、鑑識活動を行っています。辛く厳しいこともありますが、事件が解決し、被害者から感謝の気持ちを伝えられるなどしたときに、大きなやりがいを感じます。今後も、被害者の気持ちに寄り添い、班員相互で切磋琢磨し合いながら、鑑識活動を通じて犯罪捜査に貢献していきたいと思います。

　[image: 埼玉県警察本部刑事部鑑識課　井之上智子巡査部長]



（2）デジタル・フォレンジック（注）

電子機器等に保存されている情報を証拠化するためには、電子機器等から電磁的記録を抽出した上で、文字や画像等の人が認識できる形に変換するという電磁的記録の解析が必要であることから、警察では、デジタル・フォレンジックを活用している。

近年、新たな電子機器や情報通信サービスが次々と登場し、電磁的記録の解析が困難化する中、最新の技術を有する民間企業や研究機関との技術協力を推進し、技術情報を継続的に収集するとともに、国内外の関係機関・団体等との連携を強化し、電磁的記録の解析に係るノウハウや技術の蓄積に努めている。


注：犯罪の立証のための電磁的記録の解析技術及びその手続



　図表2-67　デジタル・フォレンジックの概要
[image: 図表2-67　デジタル・フォレンジックの概要]

（3）指掌紋自動識別システム

指掌紋は、「万人不同」及び「終生不変」の特性を有し、個人を識別するための資料として極めて有用であることから、明治44年（1911年）に警視庁において指紋制度が導入されて以来、現在に至るまで、犯罪の捜査に欠かせないものになっている。

警察では、被疑者から採取した指掌紋と犯人が犯罪現場等に遺留したと認められる指掌紋をデータベースに登録して自動照合を行う指掌紋自動識別システムを運用し、犯人の割り出し、余罪の確認等に活用している。

　[image: 被疑者の指掌紋の採取状況（被疑者は模擬）]
被疑者の指掌紋の採取状況（被疑者は模擬）

（4）情報分析支援システム（CIS-CATS（注））

警察では、様々な犯罪関連情報を迅速に系統化し、総合的な分析を可能とするシステムとして、情報分析支援システム（CIS-CATS）を運用している。同システムにおいては、犯罪発生状況のほか、犯罪手口、犯罪統計等の犯罪関連情報を地図上に表示し、その他の様々な情報とも組み合わせることで、犯罪の発生場所、時間帯、被疑者の特徴等を総合的に分析することが可能であり、同システムを活用した的確な捜査指揮や効率的な捜査の支援を行うことで、事件解決に役立てている。


注：Criminal Investigation Support-Crime Analysis Tool & Systemの略



　図表2-68　情報分析支援システム
[image: 図表2-68　情報分析支援システム]

（5）自動車ナンバー自動読取システム

自動車盗をはじめとする多くの犯罪では、犯行や逃走に自動車が悪用されていることから、被疑者の早期検挙を果たすためには、車両ナンバーに基づいて当該車両を発見・捕捉することが効果的である。このため、警察庁では、通過する自動車のナンバーを自動的に読み取り、手配車両のナンバーと照合する自動車ナンバー自動読取システムの整備に努めている。

（6）プロファイリング

プロファイリングとは、犯行現場の状況、犯行の手段、被害者等に関する情報や資料を、統計データや心理学的手法等を用い、また情報分析支援システム等を活用して分析・評価することにより、犯行の連続性の推定、犯人の年齢層、生活様式、職業、前歴、居住地等の推定や次回の犯行の予測を行うものである（注）。

プロファイリングは、連続して発生している性犯罪、窃盗、放火、通り魔事件等、犯行状況に関する情報量の多い事件や犯人の行動の特徴がつかみやすい事件において、特に効果が期待される。

警察では、より高度で効率的な捜査を推進するため、捜査員とプロファイリング担当者が情報を共有・連携し、聞き込み捜査等の従来の捜査の結果と科学的見地に基づくプロファイリングによる推定結果の双方から、犯人像の推定等を行っている。また、プロファイリングには、行動科学や統計分析に関する専門的知識が求められることから、警察庁では、全国警察から捜査員及び科学捜査研究所で勤務する職員を集め、科学警察研究所で研修を実施するなどして、プロファイリング担当者の育成を図る一方、全国警察における分析結果の集約、検証等を通じて分析技術の高度化について研究を進めている。


注：我が国では、平成6年に科学警察研究所においてプロファイリングに関する研究が開始され、平成12年には北海道警察が都道府県警察として初めて特異犯罪分析班を設置した。警察庁においては、平成18年に情報分析支援室が設置され、プロファイリングを担当することとなり、平成26年には、体制を充実させ、捜査支援分析管理官が設置された。それ以降、都道府県警察においても体制の整備を進めている。



　図表2-69　プロファイリング
[image: 図表2-69　プロファイリング]






3　新たな刑事司法制度に対応した警察捜査

令和元年6月1日に刑事訴訟法等の一部を改正する法律が全面施行された。これにより、取調べの録音・録画制度や合理化・効率化された通信傍受が導入された。警察では、これらの新たな制度へ対応するための取組等を推進している。

（1）取調べの録音・録画に係る取組

①　取調べの録音・録画制度の運用

令和元年6月1日から開始された取調べの録音・録画制度は、逮捕又は勾留されている被疑者を裁判員裁判対象事件等について取り調べる場合に、原則として、その全過程を録音・録画することを義務付けるものである。警察では、これまでの試行により蓄積された経験をいかし、同制度の下での適正かつ効果的な取調べを推進している。

また、逮捕又は勾留されている被疑者が精神に障害を有する場合（注）の取調べにおいても、必要に応じて、録音・録画を実施している。


注：被疑者が知的障害、発達障害、精神障害等、広く精神に障害を有する場合



②　取調べの録音・録画の実施状況

裁判員裁判対象事件等についての取調べの録音・録画の実施状況（注）は、図表2-70、精神に障害を有する被疑者に係る取調べの録音・録画の実施状況は、図表2-71のとおりである。


注：平成21年4月から、全ての都道府県警察において、裁判員裁判対象事件等についての取調べの録音・録画の試行を開始し、その後は、対象を拡大しつつ、令和元年5月末まで同試行を実施してきた。



　図表2-70　裁判員裁判対象事件等に係る取調べの録音・録画の実施件数の推移（平成21～令和元年度）
[image: 図表2-70　裁判員裁判対象事件等に係る取調べの録音・録画の実施件数の推移（平成21～令和元年度）]

　図表2-71　精神に障害を有する被疑者に係る取調べの録音・録画の実施件数の推移（平成24～令和元年度）
[image: 図表2-71　精神に障害を有する被疑者に係る取調べの録音・録画の実施件数の推移（平成24～令和元年度）]

（2）通信傍受の合理化・効率化

刑事訴訟法等の一部を改正する法律により、通信傍受法（注1）も改正され、平成28年12月から、特殊詐欺や組織窃盗、暴力団等の犯罪組織による殺傷事件等の一般国民に重大な脅威を与えている組織犯罪についても通信傍受が活用できることとなっている（注2）。

また、従来は、通信傍受を行う際、通信事業者職員等による立会いが義務付けられていたことに加え、通信事業者の施設において傍受を行うこととされていたため、多数の捜査員を相当期間派遣する必要があるなど、通信事業者、捜査機関双方に大きな負担が生じていたところ、令和元年6月1日からは、通信内容の暗号化等の技術的措置を講じることで通信傍受の適正性を担保しつつ、通信事業者による立会い・封印を不要とし、また、警察の施設での通信傍受を可能とする手続を新たに導入するなど、手続の合理化・効率化が図られている。

通信傍受は、他の捜査手法のみでは困難な組織的犯罪の全容解明や真に摘発すべき犯罪組織中枢の検挙に有用な捜査手法となり得ることから、警察では、引き続き通信傍受法の定める厳格な要件・手続に従いつつ、通信傍受の有効かつ適正な実施に努めていくこととしている。


注1：犯罪捜査のための通信傍受に関する法律

注2：新たに対象犯罪に追加されたのは、殺人、傷害、逮捕・監禁、略取誘拐、人身売買、窃盗、強盗、詐欺、恐喝、爆発物の使用、児童ポルノ等の不特定多数者への提供等。また、追加された犯罪で通信傍受を実施するためには、従来の実施要件に加え、一定の組織性（当該犯罪があらかじめ定められた役割の分担に従って行動する人の結合体により行われたと疑うに足りる状況があること）を有することを要する。



　図表2-72　通信傍受法改正後における通信傍受の概要
[image: 図表2-72　通信傍受法改正後における通信傍受の概要]

（3）その他

上記のほか、刑事訴訟法等の一部を改正する法律により、証拠の一覧表の交付手続の導入等を内容とする証拠開示制度の拡充、証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度、被疑者国選弁護制度の対象事件の拡大等を内容とする弁護人による援助の充実、ビデオリンク方式による証人尋問の拡充等を内容とする犯罪被害者等及び証人を保護するための措置等の新たな制度が導入されている。






第3節　地域住民の安全安心確保のための取組

1　交番・駐在所の活動

交番・駐在所では、パトロールや巡回連絡等の様々な活動を通じて、地域住民の意見・要望等に応えるべく、管轄する地域の実態を把握し、その実態に即した活動を行っている。また、昼夜を分かたず常に警戒体制を保ち、様々な警察事象に即応する活動を行うことにより、地域住民の安全と安心のよりどころとなり、国民の身近な不安を解消する機能を果たしている。

令和2年（2020年）4月1日現在、全国に交番は6,264か所、駐在所は6,241か所設置されている。

（1）パトロール、立番等

①　パトロール、立番等による警戒

地域警察官は、事件・事故の発生を未然に防ぐとともに、犯罪を取り締まるため、犯罪の多発する時間帯・地域に重点を置いたパトロールを行っている。パトロールに当たっては、不審者に対する職務質問、危険箇所の把握、犯罪多発地域の家庭や事業者に対する防犯指導、パトロールカード（注）による情報提供等を行っている。

また、交番の施設の外に立って警戒に当たる立番や、駅、繁華街等の人が多く集まる場所や犯罪が多発している場所において、一定の時間警戒する駐留警戒等を行っている。


注：パトロール中に気付いた防犯上の注意事項を伝えたり、空き巣等の被害者にパトロールを行っていることを知らせて安心してもらったりすることなどを目的として、地域警察官が管内の地域住民に配布するもので、交番名やパトロールを行った日時等が記載されている。



　[image: 立番]
立番


CASE

石川県警察では、地域住民の安心感の醸成等のため、移動交番車を活用し、防犯キャンペーンや相談の受理等を行っているほか、不審者情報等を踏まえ、小学校児童の下校時における見守り活動等を行うなどしている。

　[image: 児童の下校時における見守り活動]
児童の下校時における見守り活動



②　職務執行力の強化

警察では、地域警察官の職務執行力を強化するため、職務質問、書類作成等の能力の向上を目的とした研修・訓練を実施するとともに、卓越した職務質問の技能を有する者を選抜して、警察庁指定広域技能指導官又は都道府県警察の職務質問技能指導官等として指定し、実践的な指導等を通じて地域警察官全体の職務質問技能の向上に努めている。

令和元年中の地域警察官による刑法犯検挙人員は13万8,089人と、警察による刑法犯の総検挙人員の71.7％を占めている。


MEMO　交番等の安全確保に向けた取組

交番等勤務員に対する襲撃事件の発生等を受け、警察では装備資機材の高機能化、複数勤務体制の推進、実践的な訓練の実施に加え、防犯カメラの設置等、交番等のセキュリティを強化するなど、交番等の安全確保に向けた取組を推進している。

　[image: 遮蔽板を備えたカウンターの設置]
遮蔽板を備えたカウンターの設置



③　交番相談員の活用

令和2年4月1日現在、全国で約6,300人の交番相談員が配置されている。交番相談員は、警察官の身分を有しない非常勤の職員であり、地域住民の意見・要望等の聴取、拾得物・遺失届の受理、被害届の代書及び預かり、事件・事故発生時の警察官への連絡、地理案内等の業務に従事しており、その多くは、警察業務に関する知識や経験を有する退職警察官である。

　[image: 交番相談員]
交番相談員

（2）地域住民と連携した活動

①　巡回連絡

地域警察官は、担当する地域の家庭、事業所等を訪問し、犯罪や事故の防止等、地域住民の安全で平穏な生活を確保するために必要な事項の指導・連絡や、地域住民からの意見・要望等の聴取を行う巡回連絡を行っている。

　[image: 巡回連絡]
巡回連絡

②　交番・駐在所連絡協議会

令和2年4月1日現在、全国の交番・駐在所に約1万2,000の交番・駐在所連絡協議会が設置されている。そこでは、地域警察官が、地域住民と地域の治安に関する問題について協議したり、地域住民の警察に対する意見・要望等を把握したりすることにより、地域社会と協力して事件・事故の防止等を図っている。


CASE

埼玉県警察では、官民一体となった特殊詐欺被害防止対策を推進している。例えば、地域警察官等が、地域の実情に精通した交番連絡協議会委員と共に高齢者宅を中心とした戸別訪問活動を実施するなど地域社会と協力して被害の防止等を図っている。

　[image: 戸別訪問活動]
戸別訪問活動



（3）交番等における外国人への対応

①　機器等の整備及び活用

警察では、日本語を解さない外国人が各種届出等のために交番等を訪れた場合に、意思の伝達や手続が円滑に行えるよう、翻訳機能を備えた機器や外国語を併記した遺失届等の各種届出関係書類等の整備及び活用を図っている。

②　電話通訳の活用

警察では、外国人への対応のため通訳が必要となった場合、携帯型端末を利用するなどして電話通訳を行い、外国人との迅速・的確な意思の疎通を図っている。また、地域警察官に対し、電話通訳を行う手順や通訳を介した事情聴取の要領等に関する訓練を行っている。

③　外国語対応モデル交番の運用

警察では、外国人の来訪が多い観光地、繁華街・歓楽街、国際空港、大規模ターミナル駅等において、外国語で会話することが可能な職員を配置した外国語対応モデル交番を運用している。

外国語対応モデル交番では、外国語対応が可能であることを明示するなどして、日本語を解さない外国人からの各種届出、地理案内等に主に英語で対応している。

　[image: 外国語対応モデル交番]
外国語対応モデル交番

（4）遺失物の取扱い

警察では、拾得物を速やかに遺失者に返還するため、拾得物・遺失届の受理業務を行っている。令和元年中に届出のあった拾得物は、特例施設占有者保管分（注）を含め約2,975万点に上っている。

なお、警察に提出された拾得物のうち、通貨については約137億円が、物品については約1,106万点が遺失者に返還されている。


注：一定の公共交通機関又は都道府県公安委員会が指定した施設占有者（特例施設占有者）は、拾得物に関する事項を警察に届け出たときは、その物件を自ら保管することができる。



　図表2-73　拾得物・遺失届の取扱い状況の推移（平成27年（2015年）～令和元年）
[image: 図表2-73　拾得物・遺失届の取扱い状況の推移（平成27年（2015年）～令和元年）]

　図表2-74　遺失物の取扱いの流れ
[image: 図表2-74　遺失物の取扱いの流れ]






2　事件・事故への即応

交番、駐在所等の警察官は、事件、事故等が発生した際、直ちに現場に向かい、初動措置をとっている。警察では、警察官が迅速に現場に駆け付けられるよう、110番通報の受理や警察署等への指令を行うシステムを整備するとともに、パトカー等の活用による機動力の強化に努めている。

（1）110番通報

令和元年中の110番通報受理件数（注1）は、約910万件であり、約3.5秒に1回、国民約14人に1人から通報を受理したことになる。また、携帯電話等の移動電話からの110番通報が74.0％を占め、過去最高を記録した。

警察では、110番通報の適切な利用の促進のため、事件・事故等の緊急の対応を必要とする場合にはためらわずに110番通報を利用する一方、緊急の対応を必要としない相談等の通報については「♯（シャープ）9110」番（注2）や各種相談電話を利用するよう呼び掛けている。


注1：無応答、いたずら、かけ間違い等は計上していない。

注2：94頁参照



　図表2-75　110番通報受理件数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-75　110番通報受理件数の推移（平成22～令和元年）]

（2）通信指令

①　通信指令システム

110番通報に迅速かつ的確に対応するため、都道府県警察には通信指令室が設けられている。110番通報を受理した通信指令室では、直ちに通報内容を警察署等に伝え、地域警察官を現場に急行させるとともに、必要に応じて緊急配備（注1）の発令等を行っている。令和元年中の緊急配備の発令件数は、前年と比べ1,725件（22.4％）減少し、5,960件となった。

また、令和元年中に通信指令室で直接受理した110番通報に対するリスポンス・タイム（注2）の平均は、8分9秒であった。

警察では、増加する携帯電話等からの110番通報に的確に対応するため、携帯電話等で110番通報した際に、音声通話と同時に発信者の位置情報が通知されるシステム（位置情報通知システム）を全都道府県警察において運用するなど通信指令システムの高度化を図っている。


注1：重要事件等が発生した際に、迅速に被疑者を検挙するため、警戒員を配置して行う検問、張り込み等

注2：通信指令室が110番通報を受理し、パトカーに指令してから警察官が現場に到着するまでの所要時間



②　携帯型端末を活用した初動警察活動

警察では、音声通話機能及びデータ通信機能を有する携帯型端末を整備し、各都道府県警察において運用している。

同端末の活用により、通信指令室で受理した110番通報の内容、各種事案の現場で撮影した画像、GPSで測位された警察官の位置等の情報を、通信指令室、警察署及び現場の警察官が組織的に共有し、的確な初動警察活動に当たっている。

　図表2-76　携帯型端末の概要（代表例）
[image: 図表2-76　携帯型端末の概要（代表例）]

③　外国語による110番通報への対応

警察では、外国語に通じた警察官を通信指令室に配置するほか、通訳センター等の警察職員を含めた三者通話を行うなどして、日本語を解さない外国人からの110番通報に対応している。

④　聴覚障害者等からの110番通報への対応

警察では、聴覚障害者等、音声による110番通報が困難な方が、スマートフォン等を利用して、文字や画像で警察に通報できるシステムを整備し、各都道府県警察において運用している。

（3）初動警察活動の強化

①　通信指令を担う人材の育成強化

警察では、110番通報の受理、指令及び無線報告の技能を競う全国通信指令・無線通話技能競技会の開催、通信指令の知識・技能に関する検定制度の運用、卓越した通信指令の技能を有する者として選抜された警察庁指定広域技能指導官や都道府県警察の技能指導官等による実践的な指導等を通じ、組織的な人材育成に努めている。

②　実践的な訓練の実施

警察では、事案対応能力の更なる強化を図るため、無差別殺傷事件その他の重大事案の発生を想定した実践的な訓練を継続的に実施している。

（4）鉄道警察隊の活動

鉄道警察隊は、鉄道事業者等と連携し、警乗（注）、駅等の鉄道施設及びその周辺のパトロールや警戒警備を実施している。また、痴漢の被害者から相談を受理した場合は、被害者に同行して身辺の警戒を行うなどしている。

また、警察では、平成30年6月に発生した新幹線車内での殺傷事件を踏まえ、鉄道事業者との連携強化、効果的な警乗の実施、新幹線車内での事案対処能力の強化等の取組を実施している。


注：列車内における公安の維持を図るため、警察官が列車に乗務して、列車内における犯罪の予防、被疑者の検挙、事故の防止等に当たること



　[image: 駅構内の警戒]
駅構内の警戒

（5）パトカーの活用

警察では、全国の警察本部や警察署に配備したパトカーを活用して、管内のパトロールを行うとともに、事件・事故等の発生時における初動措置をとっている。

　[image: パトカー]
パトカー


CASE

令和元年5月、パトカーで警ら中に不審車両を発見し、運転手の男（44）及び助手席の男（51）に対する職務質問を行って、同男らの同意を得た上で同車両内の検索を実施したところ、同車両内に置かれていたバッグから拳銃2丁を発見したことから、同男らを銃刀法違反（拳銃複数所持）で逮捕した（大阪）。



（6）警察用航空機（ヘリコプター）及び警察用船舶の活用

警察では、ヘリコプターテレビシステムやホイスト救助装置（注）等の各種資器材が装備された警察用航空機（ヘリコプター）及び水難者救助用の各種資器材が装備された警察用船舶を全国に配備しており、通信指令室やパトカーと連携し、その機動力をいかしたパトロール、被疑者の追跡、災害や重大事件発生時における情報収集、被災者の救助等を行っている。


注：航空機の機外に装着した電動装置を用いて、ワイヤーで人や物を昇降させるための装置



　[image: 警察用航空機（ヘリコプター）]
警察用航空機（ヘリコプター）

　[image: 警察用船舶]
警察用船舶


CASE

令和元年10月、海岸沿いの岩場で磯釣りをしていた男性が満潮の影響で孤立する事案が発生したことから、警察用航空機（ヘリコプター）等が出動し、捜索活動により同男性を発見救助した（北海道）。



（7）山岳遭難及び水難に対する警察活動

令和元年中の山岳遭難の発生件数は2,531件、遭難者数は2,937人（うち死者・行方不明者は299人）であり、水難の発生件数は1,298件、水難者数は1,538人（うち死者・行方不明者は695人）であった。

警察では、パトロール、広報啓発活動等により遭難の防止を図るとともに、遭難救助訓練や研修会により救助技術の向上を図っているほか、遭難が発生した際には、関係機関・団体等と連携の上、ヘリコプターを活用するなどして、遭難者の捜索救助に当たっている。

　[image: 山岳における訓練状況]
山岳における訓練状況

　図表2-77　山岳遭難及び水難の発生件数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表2-77　山岳遭難及び水難の発生件数の推移（平成27～令和元年）]






3　相談業務の充実強化

（1）相談取扱いの現状

相談取扱件数の推移については、図表2-78のとおりである。令和元年中の相談取扱件数は220万4,251件と、前年（220万8,299件）に比べ、ほぼ横ばいであった。

　図表2-78　相談取扱件数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-78　相談取扱件数の推移（平成22～令和元年）]

（2）相談受理体制

警察では、国民から寄せられた相談に対し、迅速・確実に組織的な対応を行うことができるよう、都道府県警察本部及び各警察署の総・警務部門にそれぞれ相談の総合窓口を設置している。

総合窓口には、警察職員のほか、経験豊富な元警察職員等の警察安全相談員を配置し、体制の確保に努めている。

また、都道府県警察本部の総合窓口に全国統一番号の警察相談専用電話（「＃（シャープ）9110」番（注））を設置し、電話をかければ発信地を管轄する警察本部等の総合窓口に接続されるようにしているほか、都道府県警察のウェブサイト上でも相談を受け付けている。


注：携帯電話からも利用できる。なお、ダイヤル回線及び一部のIP電話では利用できないので、相談専用の一般加入電話番号を警察庁ウェブサイト等で広報している。



　[image: 「♯9110」番の広報活動]
「♯9110」番の広報活動

（3）相談内容に応じた適切な対応の推進

①　相談への組織的な対応

寄せられた相談に対しては、犯罪等の被害の発生の有無にかかわらず、相談内容に応じて、関係する部署が連携して対応し、指導、助言、他の専門機関の教示、相手方への警告、検挙等、相談者の不安等を解消するために必要な措置を講じている。

相談者等の生命又は身体に危害が及ぶおそれのあるものなど緊急の対応を要する相談事案を認知した場合には、直ちに幹部へ報告して対応するなど、迅速かつ組織的な対応を強化している。

②　相談に対応する職員への研修の実施

治安に関する多種多様な相談に適切に対応できる職員を育成するため、都道府県警察では、相談に対応する職員に対し、各部門の業務担当者による事案ごとの相談受理・対応要領の講義や様々な専門的知識を有する部外講師による講義等、実務に直結する研修を実施している。

　[image: 相談対応要領研修]
相談対応要領研修

③　関係機関・団体等との連携の推進

警察以外の機関・団体等で取り扱うことが望ましい相談や警察以外の機関・団体等との緊密な連携が必要な相談への適切な対応を図るため、関係機関・団体等との連絡会議を開催して意見交換を行うなど、関係機関・団体等との連携強化に努めている。

　[image: 関係機関・団体等との連絡会議]
関係機関・団体等との連絡会議






第4節　良好な治安確保のための基盤構築に向けた取組

1　犯罪防止に向けた取組

（1）地域社会との協働

良好な治安は、社会・経済の発展の礎であるが、その確保は、独り警察のみによって達せられるものではない。警察は、地域社会や関係機関・団体等との連携の下、社会全体で良好な治安が保たれるよう取り組んでいる。

①　社会の犯罪予防機能の高度化

ア　安全で安心なまちづくり

政府では、安全で安心なまちづくりのための地域の自主的な取組を支援し、官民連携した取組を全国に展開する「安全・安心なまちづくり全国展開プラン」（平成17年（2005年）6月犯罪対策閣僚会議・都市再生本部合同会議決定）や、「「世界一安全な日本」創造戦略」（平成25年12月閣議決定）等に基づき、関係機関・団体等と連携して、全国で安全で安心なまちづくりを推進している。

イ　安全で安心なまちづくりを推進する気運を高めるための取組

犯罪対策閣僚会議において定められた「安全安心なまちづくりの日」（毎年10月11日）の前後の期間を中心に、安全で安心なまちづくりの気運を高めるための様々な取組が行われており、政府では、その取組の一環として、安全で安心なまちづくりに関し、顕著な功績等があった個人又は団体を内閣総理大臣が表彰する「安全安心なまちづくり関係功労者表彰」を毎年実施している。

また、警察庁では、令和元年（2019年）10月、優れた活動を行う防犯ボランティア団体が取組内容を発表する「防犯ボランティアフォーラム2019」を開催し、全国的な自主防犯活動の活性化に取り組んでいる。

　[image: 安全安心なまちづくり関係功労者表彰]
安全安心なまちづくり関係功労者表彰

ウ　繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向けた総合対策の推進

警察では、健全で魅力あふれるまちづくりを推進するための施策を講じている。具体的には、繁華街・歓楽街の安全安心の確保に向け、商店街、商工会議所、商工会、地域住民、地方公共団体等と問題意識を共有し、地方公共団体が行うまちづくり事業に計画段階から積極的に関与するほか、客引きやスカウト行為、非行少年や不良行為者のい集、違法広告物の設置、ゴミや自転車の放置、違法駐車、落書き等の迷惑行為の取締り等を通じて街並みの改善を図っている。

また、繁華街・歓楽街において犯罪組織が暗躍することのないよう、雑居ビル、広告宣伝媒体等から犯罪組織を排除する取組を推進するとともに、違法風俗営業等の風俗関係事犯や不法就労、人身取引事犯、少年の健全育成を阻害する事犯、組織的な資金獲得犯罪等の取締りを推進している。

②　防犯ネットワークの整備と活用促進

警察では、地方公共団体、地域住民、事業者等の各主体を包括する防犯ネットワークを整備し、これを有効活用した積極的な情報交換や、地域住民による防犯パトロール等の防犯ボランティア活動、事業者による防犯に関するCSR（注）活動に対する支援等を行うことで、地域社会が一体となった犯罪対策の推進を図っている。


注：Corporate Social Responsibilityの略。企業の社会的責任と訳される。法令遵守、環境保護、地域貢献等、純粋に財務的な活動以外の分野において、企業が持続的な発展を目的として行う自主的取組



ア　防犯ボランティア団体の活動

令和元年末現在、警察が把握している防犯ボランティア団体は全国で4万6,135団体（注）であり、その構成員数は250万3,358人となっている。

多くの団体で防犯パトロールや通学路等における子供の見守り活動を行っているほか、最近の犯罪情勢を踏まえ、特殊詐欺の被害防止のため、警察と連携したATM利用者への注意喚起や高齢者の居宅の訪問を通じた防犯指導等を実施している団体もみられる。


注：平均月1回以上の活動実績（単に意見交換や情報交換のみを行う会議を除く。）があり、かつ、構成員が5人以上の団体




MEMO　「大切な自分たちの地域を守る。」自主防犯グループの取組
（足助（あすけ）レディースパトロールセキュリティ隊隊長　籔下順子）

「足助レディースパトロールセキュリティ隊」は、平成16年4月に愛知県で発足した自主防犯団体で、女性ならではの視点で地域に根付いた防犯活動を行っています。高齢者や子供が犯罪の被害者とならないよう、警察と連携し、声掛けやチラシ配布、手作りの紙芝居を用いた出前防犯教室を行い、特殊詐欺の新しい手口や対策に関する情報等を地域に発信するなど、大切な自分たちの地域を守るため、人とのふれあいを大切にしながら、地道に顔の見える活動を続けています。

　[image: 出前防犯教室の様子]
出前防犯教室の様子



イ　自主防犯活動に対する支援

警察では、防犯ボランティア団体に対し、犯罪情報の提供や合同パトロールの実施等の活動支援を行っているほか、自主防犯パトロールに使用する自動車に青色回転灯を装備することができる仕組みづくりを行い、令和元年末現在、全国で9,839団体、4万5,036台の青色回転灯装備車が活動している。

また、警察庁ウェブサイト上に「自主防犯ボランティア活動支援サイト」（注）を開設し、防犯ボランティア団体相互のネットワークづくりを推進している。


注：https://www.npa.go.jp/safetylife/seianki55/




CASE

山形県警察では、防犯協会や自治体等の関係機関と連携し、青色回転灯装備車を用いて防犯パトロールを行う防犯ボランティア団体を対象に、活動の支援及び情報交換と団体相互の交流による士気高揚を目的とした「青パトフォーラム」を、県内を4つの地区に分けて順次開催し、令和元年までに全地区で開催した。

　[image: 青パトフォーラム]
青パトフォーラム



ウ　犯罪情報や地域安全情報の提供

警察では、自主防犯活動の更なる活性化を図るため、地域住民に向けて、警察の保有する犯罪発生情報や防犯情報等を様々な手段・媒体を用いて適時適切に提供している。

（2）犯罪防止に配慮した環境設計

①　公共施設や住宅の安全基準の策定等

警察庁では、犯罪防止に配慮した環境設計による安全で安心なまちづくりを推進するため、住宅の防犯性能の向上や防犯に配慮した公共施設等の整備等に関する安全基準を策定し、その普及に努めている。

②　共同住宅や駐車場の防犯性能の認定・登録制度

警察では、関係団体と協力して、防犯に配慮した構造や設備を有するマンション、駐車場等を防犯優良マンション、防犯モデル駐車場等として登録又は認定する制度の普及を図っており、令和2年3月末現在、防犯優良マンション制度は25都道府県（注1）で、防犯モデル駐車場制度は13都府県（注2）で整備されている。


注1：北海道、宮城、埼玉、東京、千葉、神奈川、山梨、長野、静岡、福井、岐阜、愛知、三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、鳥取、広島、山口、愛媛、熊本、大分及び沖縄。令和2年3月末現在、2,732件の登録又は認定がされている。

注2：東京、千葉、神奈川、福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、鳥取、広島、愛媛、大分及び沖縄。令和2年3月末現在、282件の登録又は認定がされている。



③　街頭防犯カメラの設置

街頭防犯カメラは、被害の未然防止や犯罪発生時の的確な対応に有効である。警察では、令和2年3月末現在、32都道府県で2,043台の街頭防犯カメラを設置しているほか、民間事業者等による設置・運用について支援を行っている。

④　都市再構築の機会等を捉えた犯罪の起きにくいまちづくり

警察では、地方公共団体が主催する各種会議等に参画し、関係部門との意見調整等を継続的に行って、地方公共団体の安全で安心な都市整備に向けた主体的行動を促すとともに、復興、防災等の観点から行われる都市再構築の機会を捉えた犯罪の起きにくいまちづくりを推進している。

⑤　防犯設備関連業界との連携

警察では、最新の犯罪情勢や手口等を事業者に提供するなどして社会のニーズに応じた優良な防犯設備の開発を支援している。また、防犯設備に関する知識・技能を有する専門家として公益社団法人日本防犯設備協会が認定している防犯設備士等（注）と協働し、防犯設備の効果的な設置及び適正な管理に向けた取組を推進している。


注：防犯設備士（令和2年4月1日現在2万9,682人）、総合防犯設備士（同404人）




CASE

大阪府警察は、大阪府防犯優良戸建住宅認定制度の創設に取り組んだハウスメーカー等と共に、平成23年4月に住宅侵入犯罪等抑止対策協議会を発足させた。同協議会が、平成28年8月、新住宅市街地開発事業を行う10社共同企業体に対して、防犯カメラの効果的な配置、防犯性能に優れた戸建住宅の建設等の防犯に配慮したまちづくりの採用を提案した。この提案に基づき、大阪府警察、10社共同企業体及び同協議会の間において、安全安心なまちづくりに関する覚書が締結され、同開発事業において防犯環境整備の推進活動等が行われている。

　[image: 防犯に配慮したまちづくり]
防犯に配慮したまちづくり








2　警備業、古物営業及び質屋営業の状況

（1）警備業の状況

令和元年末現在、全国の警備業者数は9,908業者、警備員数は57万727人となっている。

警備業は、施設警備業務、雑踏警備業務、交通誘導警備業務、現金輸送警備業務、ボディガード等の様々の形態を有しており、各種センサー、非常通報装置等の警備業務用機械装置を使用して、住宅、事務所、店舗、駐車場等における盗難等の事故の発生を警戒し、防止する機械警備業務が広く普及するなど、国民に幅広く生活安全サービスを提供している。また、空港や原子力発電所等の重要施設での警備業務も行っているほか、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会において警備業者が実施することとなる施設警備業務等への期待が高まるなど、警備業に対する社会的な需要は増大している。

警察では、警備業が果たすこうした役割に鑑み、警備業法に基づき、警備業務の質の向上を図るとともに、警備業者に対する指導監督を行うなどして、警備業務の実施の適正を図っている。

　図表2-79　警備業者及び警備員数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-79　警備業者及び警備員数の推移（平成22～令和元年）]

（2）古物営業及び質屋営業の状況

古物商や質屋においては、その営業の中で古物や質物として盗品等を扱うおそれがあることから、古物営業法及び質屋営業法では、これらの営業に係る業務について事業者に対する必要な規制等を定め、窃盗その他の犯罪の防止を図っている。令和元年中、古物商及び質屋から都道府県警察に対する不正品の疑いがある旨の申告件数は255件であり、これらの業界団体は、各種防犯活動への参加や啓発活動等を行っている。警察では、古物営業法又は質屋営業法に基づく品触れ（注）や指導監督等により、盗品等の流通防止と被害の迅速な回復に努めている。


注：警察本部長等が盗品等の発見のために必要があると認めたときに、古物商等に対して被害品の特徴等を通知し、その有無の確認及び届出を求めるもの



　図表2-80　古物営業及び質屋営業許可件数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-80　古物営業及び質屋営業許可件数の推移（平成22～令和元年）]






3　少年非行防止に向けた取組

（1）少年非行の現状

①　少年非行情勢

令和元年中の刑法犯少年の検挙人員は1万9,914人と、前年より3,575人（15.2％）減少し、16年連続の減少となった。しかし、同年齢層の人口1,000人当たりの検挙人員は2.9人で成人（1.6人）と比べ、引き続き高い水準にある。

触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員は、いずれも減少傾向にある。

　図表2-81　刑法犯少年の検挙人員・人口比の推移（平成元～令和元年）
[image: 図表2-81　刑法犯少年の検挙人員・人口比の推移（平成元～令和元年）]

　図表2-82　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-82　触法少年（刑法）及び不良行為少年の補導人員の推移（平成22～令和元年）]

②　令和元年中の少年非行の主な特徴

ア　刑法犯少年

令和元年中に検挙した少年の包括罪種別検挙人員は、総数の約5割を占める窃盗犯が減少傾向にあり、全体の数値を引き下げている。

　図表2-83　刑法犯少年の包括罪種別検挙人員の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-83　刑法犯少年の包括罪種別検挙人員の推移（平成22～令和元年）]

イ　再犯者（注）

刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移は、図表2-84のとおりであり、再犯者数は16年連続の減少となったほか、刑法犯少年全体に占める再犯者の割合は34.0％と、前年比で低下した。


注：非行を犯した者であって、当該非行の以前に、非行を犯し、処分を受けたことのあるものをいう。処分の未決・既決は問わず、触法少年時に受けた処分や警察限りの扱いも含む。



　図表2-84　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-84　刑法犯少年の再犯者数・再犯者率の推移（平成22～令和元年）]

ウ　中学生及び高校生の検挙・補導人員（刑法）

中学生及び高校生の検挙・補導人員の推移は、図表2-85のとおりであり、いずれも減少した。また、前年に引き続き、高校生の検挙・補導人員が中学生を上回った。

　図表2-85　中学生・高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表2-85　中学生・高校生の検挙・補導人員（刑法）の推移（平成22～令和元年）]


CASE

平成30年11月、無職の少年（17）らは、金融庁職員等になりすまして女性に電話をかけ、同女性の自宅においてキャッシュカードをだまし取ろうとした。同女性からの相談を受理し、だまされた振り作戦を実施した結果、同少年を詐欺未遂罪で現行犯逮捕するとともに、平成31年2月から同年6月にかけて、少年2人及び成人1人を同罪で逮捕した（警視庁）。



（2）非行少年を生まない社会づくり

警察では、都道府県警察に少年サポートセンターを設置し、少年補導職員を中心に非行防止に向けた取組を行っている。また、少年の規範意識の向上及び社会との絆の強化を図るため、非行少年を生まない社会づくりに取り組んでいる。

①　少年相談活動

少年や保護者等の悩みや困りごとについて、専門的な知識を有する職員等が面接や電話、電子メール等で相談に応じ、指導・助言を行っている。

②　街頭補導活動

少年のい集する繁華街や公園等において、少年警察ボランティア等と共同で、喫煙や深夜はいかい等をしている少年に指導・注意を行う街頭補導活動を実施している。

③　継続補導・少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動

少年相談や街頭補導活動を通じて関わった少年に対し、本人や保護者等の申出に応じて指導・助言等を行う継続補導を実施している。また、問題を抱え非行に走る可能性がある少年及び保護者に対して警察から積極的に連絡し、継続的に声を掛けるほか、体験活動等への参加促進、修学・就労の支援等を行い、再び非行に走りかねない少年の立ち直りを支援する活動を推進している。

④　広報啓発活動

学校で非行防止教室、薬物乱用防止教室等を実施するなどして、地域の非行情勢や非行要因等について情報発信し、少年警察活動等についての理解を促している。

　[image: 非行防止教室]
非行防止教室

（3）学校その他関係機関との連携確保

①　学校と警察との連携

教育委員会等と警察の間で締結した協定等に基づき、非行少年等問題を有する児童・生徒に関する情報を学校と警察が相互に通知する学校・警察連絡制度が、全ての都道府県で運用されている。また、警察署の管轄区域、市町村の区域等を単位に、令和2年4月現在、全ての都道府県で約2,300の学校警察連絡協議会が設けられている。

②　スクールサポーター

退職した警察官等をスクールサポーターとして警察署等に配置し、学校からの要請に応じて派遣するなどして、いじめ等の学校における少年の問題行動等への対応、巡回活動、相談活動、児童の安全確保に関する助言等を行っている。令和2年4月現在、44都道府県で約860人が配置されている。

③　少年サポートチーム

個々の少年の問題状況に応じた的確な対応を行うため、学校、警察、児童相談所等の担当者から構成される少年サポートチームを編成し、それぞれの専門分野に応じた役割分担の下、少年等への指導・助言を行っている。

（4）少年警察ボランティアとの連携

警察では、令和2年4月現在、少年警察ボランティアとして、全国で少年補導員（注1）約5万人、少年警察協助員（注2）約230人及び少年指導委員（注3）約6,400人を委嘱しており、協力して少年の健全育成のための活動を推進している。また、同年3月現在、大学生ボランティア約7,000人が全国で活動しており、少年と年齢が近く、その心情や行動を理解しやすいなどの特性をいかし、学習支援活動や少年の居場所づくり活動等にも取り組んでいる。


注1：街頭補導活動をはじめとする幅広い非行防止活動に従事している。

注2：非行集団に所属する少年を集団から離脱させ、非行を防止するための指導・相談に従事している。

注3：風営適正化法に基づき、都道府県公安委員会から委嘱を受け、少年を有害な風俗環境の影響から守るための少年補導活動や風俗営業者等への助言活動に従事している。



　[image: 大学生ボランティアによる学習支援活動]
大学生ボランティアによる学習支援活動

（5）少年事件対策

警察では、集団的不良交友関係（注）に関する情報を収集・分析し、少年事件対策に活用するとともに、都道府県警察本部に少年事件指導官を置き、個々の少年の特性に応じた取調べや客観的証拠の収集等による非行事実の厳格な特定等に努めるよう、捜査員等に対して指導・教育を行うことにより、少年事件の厳正かつ的確な捜査・調査に努めている。


注：非行集団等及びその構成員又はこれに準じる2人以上の交友関係








警察活動の最前線


安全安心のための厳正な銃砲行政




熊本県警察本部生活安全部生活環境課許可等事務担当室第二係

宮﨑　義隆（みやざき　よしたか）

　[image: ゆっぴー]




日本では、猟銃等の銃砲所持は原則禁止されていますが、都道府県公安委員会から許可を受けた人については、猟銃等を所持することが許されています。

私は、現在、県内の猟銃等所持許可等の担当者として日々仕事に励んでいます。

以前、県内で猟銃所持者が元妻を監禁した上、猟銃を使用した殺人未遂事件が発生しました。私は現場で対応に当たりましたが、銃口を向けてくる猟銃所持者の姿を目の当たりにして猟銃の危険性を直接肌で感じました。猟銃が危険物となるのか、イノシシ等の有害鳥獣の駆除に有用な道具となるのかは、その銃を取り扱う人次第です。

銃砲所持許可に関する申請を受理した後、警察では様々な調査を行いますが、人の生命・身体を害するおそれがあれば、危害予防のため所持許可は与えられません。申請者のほとんどは善良な方ですが、中には実際に事件や事故を起こしかねない適格性に欠ける方が申請することもあります。猟銃等の使用による悲惨な事件や事故を起こさせないための重要な仕事ですので、今後も猟銃等の所持を希望される方には危険性をしっかりと伝えるとともに、その適格性に欠ける方については猟銃等を持たせないよう厳正に対応して、県民の安全と安心を守っていきたいと思います。

　[image: 熊本県警察本部生活安全部生活環境課許可等事務担当室第二係　宮﨑　義隆]




「犯人と闘う　被害者と共にある分析」




京都府警察本部刑事部刑事企画課捜査支援分析センター情報分析係

河原　美由紀（かわはら　みゆき）

　[image: ポリスまろん・ポリスみやこ]




今から約10年前、捜査第一課性犯罪担当の刑事として勤務していた頃、通常の捜査では犯人に辿り着けない性犯罪事件が発生し、とても悔しい思いをしました。

その時、犯行現場の状況や犯行手段、被害者等の情報を、統計データや心理学的手法を用いて分析し、犯人の人物像や次の犯行がいつどこで起こるのかを予測し犯人を追い込んでいく「犯罪者プロファイリング」という手法を知り、その技術・手法の習得に努めてきました。

現在、私は、犯罪者プロファイリングを専門的に行う部署で、京都府警独自の分析システム「犯罪防御システム」等を活用し、性犯罪のほか、窃盗や強盗等様々な事件の分析を行っています。

京都府警が犯人検挙に一丸となった連続コンビニ強盗事件では、犯人の人物像・居住地・次回犯行日時等の推定を行いました。捜査会議で情報共有した分析結果に基づいて張込警戒中の機動捜査隊員が犯人を発見・逮捕し、事件解決につながりました。

現場の刑事だった頃とは違い、直接、犯人を取り調べたり、被害者の方と関わることはなくなりましたが、これからも引き続き、犯人と闘い、被害者と共にある分析を行うことを念頭に、高度な分析結果を現場警察官に提供することで犯人の検挙につなげ、被害者の無念を晴らしていきたいと思います。

　[image: 京都府警察本部刑事部刑事企画課捜査支援分析センター情報分析係　河原　美由紀]








第3章　サイバー空間の安全の確保

第1節　サイバー空間の脅威

インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着し、今や、サイバー空間は国民の日常生活の一部となっている。こうした中、サイバー空間における脅威は深刻な情勢が続いている。

令和元年（2019年）中の警察によるサイバー犯罪の検挙件数は、過去最多となった。インターネットバンキングに係る不正送金事犯は、平成28年（2016年）以降、金融機関のセキュリティ対策の強化等により発生件数・被害額ともに減少傾向が続いていたが、令和元年9月から被害が急増し、発生件数・被害額のいずれも前年と比べて大幅に増加した。このほか、コード決済（注）不正利用事案等の国民に身近なサイバー犯罪が発生した。

また、サイバー攻撃も後を絶たない。国外においては、豪州連邦議会等に対するサイバー攻撃、アンチドーピング関連機関に対するサイバー攻撃等が発生した。国内においても、国際的ハッカー集団によるものとみられる地方自治体、民間企業等のウェブサイトの閲覧障害が発生したほか、大手電機会社が、不正アクセスを受け、情報が流出した可能性がある旨を公表した。警察庁が国内で検知したサイバー空間における探索行為等とみられるアクセスの件数も増加傾向にある。


注：バーコード又はQRコード®（株式会社デンソーウェブの登録商標）を用いたキャッシュレス決済



（1）サイバー犯罪の検挙状況

最近5年間のサイバー犯罪の検挙状況は、図表3-1のとおりである。

サイバー犯罪の検挙件数は増加傾向にあり、令和元年中の検挙件数は9,519件と、前年より479件（5.3％）増加し、過去最多を記録した。

①　不正アクセス禁止法（注）違反

令和元年中の不正アクセス禁止法違反の検挙件数は816件と、前年より252件（44.7％）増加した。また、検挙人員は234人と、前年より61人（35.3％）増加した。


注：不正アクセス行為の禁止等に関する法律



②　コンピュータ・電磁的記録対象犯罪（注）

令和元年中のコンピュータ・電磁的記録対象犯罪の検挙件数は436件と、前年より87件（24.9％）増加した。


注：刑法に規定されているコンピュータ又は電磁的記録を対象とした犯罪



③　その他

令和元年中の児童買春・児童ポルノ禁止法違反の検挙件数は2,281件と、前年より224件（10.9％）増加した。また、著作権法違反の検挙件数は451件と、前年より240件（34.7％）減少した。

　図表3-1　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成27年～令和元年）
[image: 図表3-1　サイバー犯罪の検挙件数の推移（平成27年～令和元年）]

（2）サイバー攻撃の情勢

重要インフラの基幹システムを機能不全に陥れ、社会の機能を麻痺させるサイバーテロ（注）や情報通信技術を用いて政府機関や先端技術を有する企業から機密情報を窃取するサイバーインテリジェンス（サイバーエスピオナージ）といったサイバー攻撃が世界的規模で発生している。


注：重要インフラ（「重要インフラの情報セキュリティ対策に係る第4次行動計画」（平成29年4月サイバーセキュリティ戦略本部決定、令和2年1月改定）において、情報通信、金融、航空、空港、鉄道、電力、ガス、政府・行政サービス（地方公共団体を含む。）、医療、水道、物流、化学、クレジット及び石油の14分野が指定されている。）の基幹システム（国民生活又は社会経済活動に不可欠な役務の安定的な供給、公共の安全の確保等に重要な役割を果たすシステム）に対する電子的攻撃又は重要インフラの基幹システムにおける重大な障害で電子的攻撃による可能性が高いもの



①　サイバーテロの情勢

情報通信技術が浸透した現代社会において、重要インフラの基幹システムに対する電子的攻撃はインフラ機能の維持やサービスの供給を困難とし、国民の生活や社会経済活動に重大な被害をもたらすおそれがある。我が国では、社会的混乱が生じるようなサイバーテロは発生していないものの、標的型メール攻撃等によるサイバー攻撃事案は発生しているほか、海外では、不正プログラムによって金融機関のシステムや原子力関連施設の制御システムの機能不全を引き起こす事案が発生している。

②　サイバーインテリジェンスの情勢

近年、情報を電子データの形で保有することが一般的となっている中、軍事技術への転用も可能な先端技術や、外交交渉における国家戦略等の機密情報の窃取を目的として行われるサイバーインテリジェンスの脅威が、世界各国で問題となっている。また、我が国に対するテロの脅威が継続していることを踏まえると、物理的なテロの準備行為として、重要インフラ事業者等のシステムに侵入し警備体制に関する情報を窃取するなどのサイバーインテリジェンスが行われるおそれがある。

③　サイバー攻撃の手口

サイバー攻撃に用いられる手口としては、セキュリティ上のぜい弱性を悪用するなどして攻撃対象のコンピュータに不正に侵入するもの、不正プログラムに感染させることにより管理者や利用者の意図しない動作をコンピュータに命令するものなどがある。また、不正プログラムに感染させる手口としては、業務に関連した正当なものであるかのように装った電子メールを介して、市販のウイルス対策ソフトでは検知できない不正プログラムに感染させるなどする標的型メール攻撃が代表的である。

　図表3-2　不正プログラムに感染させる手口
[image: 図表3-2　不正プログラムに感染させる手口]


CASE

令和元年6月、米国航空宇宙局（NASA）は、ジェット推進研究所（JPL）のネットワークが約10か月にわたって外部から侵入され、火星探査計画に関するデータを含む、約500メガバイトのデータが窃取されたとの報告書を発表した。








第2節　サイバー空間の脅威への対処

1　総合的なサイバーセキュリティ対策の強化

（1）警察におけるサイバーセキュリティ戦略

社会情勢等の変化に的確に対応しつつ、サイバー空間の脅威に先制的かつ能動的に対処するため、警察では、「警察におけるサイバーセキュリティ戦略」（平成27年（2015年）9月策定、平成30年9月改定）に基づき、警察における組織基盤の更なる強化を図るなど、警察組織の総合力を発揮した効果的な対策を推進している。

　図表3-3　改定後の警察におけるサイバーセキュリティ戦略の概要
[image: 図表3-3　改定後の警察におけるサイバーセキュリティ戦略の概要]

（2）サイバー空間の脅威への対処に係る組織基盤の強化

①　サイバー空間の脅威への対処に係る人材の確保・育成

警察では、サイバー空間の脅威への対処に係る人的基盤を強化するため、「サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成方針」（平成27年12月策定、平成31年4月改定）に基づき、職員の採用・登用、教育・研修、キャリアパスの管理等を部門横断的かつ体系的に実施している。

また、サイバー空間の脅威への対処に関する知識及び技能のレベルごとに警察職員の育成数の目標等を定め、計画的な人材育成を推進することにより、警察全体のサイバー空間の脅威への対処能力の向上を図ることとしている。

　図表3-4　サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成
[image: 図表3-4　サイバー空間の脅威への対処に係る人材育成]


MEMO　サイバーセキュリティコンテストの開催

警察庁では、各都道府県警察の捜査員等を対象に、サイバー空間の脅威への対処に関する知識・技能を競うサイバーセキュリティコンテストを開催している。同コンテストでは、実際の事案を想定したシナリオを使用し、捜査員等の知識・技能の向上を図っているほか、全国の優秀な人材の発掘に取り組んでいる。

　[image: サイバーセキュリティコンテストの状況]
サイバーセキュリティコンテストの状況



②　サイバー犯罪捜査等に関する教養

警察大学校に設置されているサイバーセキュリティ対策研究・研修センター（注）には、解析研究室と並んで捜査研修室が置かれており、同研修室では、各都道府県警察においてサイバー犯罪対策やサイバー攻撃対策に従事する幹部職員及び捜査員をはじめ、全部門の警察職員を対象に、より高度な技術的知見等を修得させるための研修を実施している。

例えば、サイバー犯罪・サイバー攻撃対策に関する専門的な知識を有する捜査員を対象に、実際の事案を想定した演習等を通じて、犯罪捜査の観点からより高度な技術的知見を修得させることにより、各都道府県警察においてサイバー犯罪等の捜査の中核として活躍する人材を育成するための研修を実施しているほか、サイバー犯罪対策やサイバー攻撃対策に従事する幹部職員を対象に、サイバー空間の脅威に先制的かつ能動的に対処するため、適切な捜査方針を樹立する上で必要となる知識等を修得させるための研修を実施している。


注：サイバーセキュリティ対策研究・研修センターにおける研究及び研修の内容については、28頁（トピックスII　科学捜査を支える取組）参照



　[image: 捜査研修室における研修の様子]
捜査研修室における研修の様子






2　技術支援と解析能力の向上

（1）犯罪の取締りへの技術支援

情報化社会の進展は、匿名性が高く、追跡が困難なサイバー空間を利用した様々な犯罪の敢行を容易にさせており、こうした犯罪の取締りにおいては、高度な技術的知見が必要となっている。

このため、警察では、警察庁及び地方機関に情報技術解析課を設置し、都道府県警察に対して、捜索差押え現場でコンピュータ等を適切に差し押さえるための技術的な指導や、押収したスマートフォン等から証拠となる情報を取り出すための解析を実施する技術支援を行っている。

また、警察庁に設置された高度情報技術解析センターでは、高度で専門的な知識及び技術を有する職員を配置するとともに、高性能な解析用資機材を整備し、破損した電磁的記録媒体からの情報の抽出・可視化、コンピュータ・ウイルス等の不正プログラムの解析等を行っている。

　図表3-5　犯罪の取締りへの技術支援
[image: 図表3-5　犯罪の取締りへの技術支援]

（2）解析能力向上のための取組

近年、コンピュータ・ウイルス等の不正プログラムを悪用したサイバー犯罪・サイバー攻撃が多発する中、その手口の巧妙化・多様化により、不正プログラム解析には極めて高い技術力が求められている。また、IoT機器をはじめとする新たな電子機器やそれに関連するサービスの社会への定着、スマートフォン等のアプリの多様化・複雑化、自動運転システムの実現に向けた技術開発等が進む中、警察捜査を支えるためには、最新の技術に対応した解析能力の向上を図っていく必要がある。

そのため、警察では、解析手法の開発や資機材の整備、高度な解析技術を持つ職員の育成のほか、犯罪に悪用され得る最先端の情報通信技術の調査・研究（注）を推進している。


注：サイバーセキュリティ対策研究・研修センターにおける研究の内容については、28頁（トピックスII　科学技術を支える取組）参照




MEMO　国内外研究機関への職員派遣

警察では、電子機器の解析やサイバー犯罪・サイバー攻撃への対策に資する最先端の研究を行っている国内外の研究機関に職員を派遣し、不正プログラムの解析手法や、今後悪用され得るネットワークを利用したサービス等に関する調査を実施し、解析能力の向上に努めている。

　[image: 調査内容の発表状況]
調査内容の発表状況








3　サイバー犯罪への対策

（1）不正アクセス対策

①　発生状況等

令和元年（2019年）における不正アクセス行為の認知件数（注）は2,960件であり、これを不正アクセス行為後の行為別にみると、「インターネットバンキングでの不正送金等」が1,808件（61.1％）と最多であった。

また、検挙した不正アクセス禁止法違反に係る不正アクセス行為の手口は、「利用権者のパスワードの設定・管理の甘さにつけ込んだもの」が310件（39.4％）と最多であった。


注：不正アクセス被害の届出を受理した場合のほか、余罪として新たな不正アクセス行為の事実を認知した場合、報道を踏まえて事業者等に不正アクセス行為の事実を確認した場合その他関係資料により不正アクセス行為の事実を確認することができた場合において、被疑者が行った犯罪構成要件に該当する行為の数をいう。



　図表3-6　不正アクセス行為後の行為別認知件数（平成30年及び令和元年）
[image: 図表3-6　不正アクセス行為後の行為別認知件数（平成30年及び令和元年）]

　図表3-7　検挙した不正アクセス禁止法違反に係る不正アクセス行為の犯行手口の内訳（平成30年及び令和元年）
[image: 図表3-7　検挙した不正アクセス禁止法違反に係る不正アクセス行為の犯行手口の内訳（平成30年及び令和元年）]


CASE

カザフスタン国籍の男（27）は、平成30年9月、ポイントサービス運営会社のサーバに不正アクセスし、他人のポイントを自らが作成したアカウントに移動させた上、店舗にて不正使用し、飲食物をだまし取ったほか、平成31年1月、複数の他人のID・パスワードを不正に保管した。同年5月までに、同男を不正アクセス禁止法違反（不正アクセス行為・識別符号保管）、詐欺罪等で逮捕した（千葉）。




CASE

中国国籍の男（29）は、令和元年7月、不正に入手したID・パスワードを使用して、国内のコード決済サービス運営会社のサーバに不正アクセスし、コンビニエンスストアにおいて、電子タバコカートリッジをだまし取った。同年11月までに、同男を不正アクセス禁止法違反（不正アクセス行為）及び詐欺罪で逮捕した（熊本）。



②　不正アクセス防止対策に関する官民連携

不正アクセス防止対策に関する官民意見集約委員会（注1）における「不正アクセス防止対策に関する行動計画」に基づき、情報セキュリティに関する情報を掲載した情報セキュリティ・ポータルサイト「ここからセキュリティ！」（注2）を公開するなど、不正アクセスを防止するための官民連携した取組を実施している。


注1：平成23年から、警察庁、総務省及び経済産業省が主体となって、社会全体としての不正アクセス防止対策の推進に当たって必要となる施策に関して、現状の課題や改善方策について官民の意見を集約するため、民間事業者等と共に開催している委員会

注2：https://www.ipa.go.jp/security/kokokara/



（2）インターネットバンキングに係る不正送金事犯への対策

①　発生状況

令和元年における不正送金事犯の発生件数は1,872件、被害額は約25億2,100万円と、発生件数は過去最多であった平成26年に次ぐ件数であり、被害額も前年から大幅に増加したが、その被害の多くは、金融機関を装ったフィッシングサイトへ誘導するショートメッセージや電子メールを用いた手口によるものと考えられる。また、銀行口座を不正送金先とする従来の手口のほか、電子マネーを購入する手口等が確認された。

　図表3-8　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の発生件数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表3-8　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の発生件数の推移（平成27～令和元年）]

　図表3-9　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の被害額の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表3-9　インターネットバンキングに係る不正送金事犯の被害額の推移（平成27～令和元年）]

②　不正送金事犯に対処するための取組

ア　不正送金事犯に関与した者の検挙状況

警察では、令和元年中、不正送金事犯に関連して、他人に利用させる意図を隠して口座を開設した者、口座を譲渡した者、不正に送金された資金を引き出した者等合計46人を検挙した。

イ　金融機関と連携した抑止対策

警察では、金融機関等に対し、モニタリング（注1）の強化、ワンタイムパスワード（注2）及び二経路認証（注3）の利用、本人確認の徹底等の被害防止対策の強化を要請している。


注1：金融機関等が、顧客があらかじめ登録した口座以外への送金等について、不正なものであるかどうかを確認すること

注2：インターネットバンキング等における認証用パスワードであって、認証のたびにそれを構成する文字列が変わるもの。これを導入することにより、識別符号を盗まれても次回の利用時に使用できないことになる。

注3：インターネットバンキング等において、コンピュータ（第一経路）で振り込み等の取引データを作成した後、スマートフォン等（第二経路）で承認を行うことで取引を成立させる認証方式



ウ　インターネットバンキングに係る不正送金被害の急増に関する注意喚起

警察庁では、インターネットバンキングの不正送金被害の急増を受けて、令和元年10月、一般財団法人日本サイバー犯罪対策センター（JC3（注））と連携し、それぞれのウェブサイトにおいて、被害防止の注意喚起を実施した。

また、全国銀行協会と手口や被害状況等に関する情報共有を行うとともに、同年12月、同協会と連携し、それぞれのウェブサイトにおいて、被害防止の注意喚起を実施した。


注：117頁参照



（3）不正プログラム対策

警察では、不正指令電磁的記録に関する罪の取締りを実施するとともに、民間事業者と連携した不正プログラムによる被害拡大防止のための対策を講じている。

警察庁では、犯罪捜査の過程で警察が把握した新たな不正プログラムに関する情報をウイルス対策ソフト事業者等に提供し、当該不正プログラムによる被害の拡大防止を図るための枠組み（注）を構築している。


注：116頁参照




CASE

無職の男（54）らは、平成29年3月、アダルト動画を再生しようとした男性のパソコンで、有料動画配信サービスの利用契約が完了した旨及び料金の支払を求める旨のウインドウが繰り返し表示されるプログラムを実行させ、契約が成立し、利用料金を支払う義務があるものと誤信した男性から7万円をだまし取った。令和元年5月までに、同男らを不正指令電磁的記録供用罪、詐欺罪等で逮捕した（茨城、宮城、愛知、静岡、石川、愛媛、鹿児島）。



（4）インターネット上の違法情報・有害情報対策

インターネット上には、児童ポルノ、規制薬物の広告に関する情報等の違法情報や、違法情報には該当しないが、犯罪や事件を誘発するなど公共の安全と秩序の維持の観点から放置することができない有害情報が多数存在している。

①　インターネット・ホットラインセンターにおける取組

警察庁では、一般のインターネット利用者等から、違法情報等に関する通報を受理し、警察への通報、サイト管理者への削除依頼等を行うインターネット・ホットラインセンター（IHC）を運用している。令和元年中、IHCでは1,617件の違法情報の削除依頼を行っており、そのうち1,482件（91.7％）が削除された。また、神奈川県座間市における殺人事件（注1）を受け、IHCでは、平成30年1月から、他人を自殺に誘引・勧誘する情報等（以下「自殺誘引等情報」という。）を受理したときは、警察庁を介さずにサイト管理者へ削除依頼等を直接行うとともに、緊急の対応を要する場合には当該情報を都道府県警察に通報することとしている。令和元年中、IHCでは2,560件の自殺誘引等情報の削除依頼を行っており、そのうち1,758件（68.7％）が削除された。

IHCに通報された違法情報等の中には、外国のサーバにそのデータが蔵置されているものがある。このうち児童ポルノについては、各国のホットライン相互間の連絡組織であるINHOPE（注2）の加盟団体に対して、削除に向けた措置を依頼している。


注1：平成29年10月、神奈川県座間市において、SNS上に自殺願望を投稿するなどした者が、言葉巧みに誘い出された上、殺害されたもの

注2：現在の名称はInternational Association of Internet Hotlinesであるが、旧名称のInternet Hotline Providers in Europe Associationの略称を現在も使用している。平成11年（1999年）に設立され、平成31年1月末現在、IHCを含む52団体（47の国・地域）から構成される国際組織



　図表3-10　インターネット・ホットラインセンターにおける取組
[image: 図表3-10　インターネット・ホットラインセンターにおける取組]

②　効果的な違法情報等の取締り

警察では、サイバーパトロール等により違法情報・有害情報の把握に努めるとともに、効率的な違法情報の取締り及び有害情報を端緒とした取締りを推進している。

また、合理的な理由もなく違法情報の削除依頼に応じないサイト管理者については、検挙を含む積極的な措置を講じている。

（5）サイバー防犯ボランティアに対する支援

サイバーパトロールにより発見した違法情報・有害情報をIHC、サイト管理者等に通報する取組やインターネット利用者に対する講演活動等を行うサイバー防犯ボランティアの団体数及び団体構成員数は、図表3-11のとおりであり、警察では、研修会を開催するなどして、こうした活動を行う団体の拡大と取組の活性化を図っている。

　図表3-11　サイバー防犯ボランティア団体数及び団体構成員数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表3-11　サイバー防犯ボランティア団体数及び団体構成員数の推移（平成27～令和元年）]


MEMO　サイバー防犯ボランティアの活動に対する内閣総理大臣表彰

文教大学サイバー防犯ボランティア（神奈川県茅ヶ崎市）では、研究・開発したシステムを活用して多くの違法情報・有害情報を効率的に発見し、IHC等に通報を行い、サイバー空間における犯罪防止に大きく貢献したほか、他の大学生防犯ボランティアと積極的に意見交換を実施し、サイバーパトロール実施要領を伝える研修会を開催するなど、活動の裾野拡大を推進した功績により、令和元年安全安心なまちづくり関係功労者内閣総理大臣表彰を受賞した。

　[image: 文教大学サイバー防犯ボランティアによる小学校でのサイバー防犯教室の様子]
文教大学サイバー防犯ボランティアによる小学校でのサイバー防犯教室の様子



（6）民間事業者、外国捜査機関等と連携した被害防止対策

サイバー犯罪における手口が悪質・巧妙化する中、被害防止対策の重要性が高まっていることから、警察では、民間事業者、外国捜査機関等と連携し、都道府県警察が相談等で把握した海外の偽サイト等（注）に関する情報をウイルス対策ソフト事業者等に提供するなど、積極的な被害防止対策を推進している。


注：海外のサーバに開設された、実在する企業のウェブサイトを装ったウェブサイトや、インターネットショッピングを利用した詐欺や偽ブランド品の販売を目的とするウェブサイト等








4　サイバー攻撃への対策

警察庁及び各都道府県警察では、サイバー攻撃対策を担当する組織を設置しているほか、各部門が連携し、サイバー攻撃の実態解明や被害の未然防止等を推進している。また、各国治安情報機関との捜査や情報収集に関する協力を強化したり、民間事業者等との協力関係を確立して被害の未然防止を図ったりするなど、サイバー攻撃をめぐる新たな情勢に対処するための対策に取り組んでいる。

（1）サイバー攻撃対策の推進体制

警察庁では、サイバー攻撃対策室が、都道府県警察が行う捜査に対する指導・調整、官民連携や各国治安情報機関との情報交換に当たるとともに、サイバー攻撃対策室長を長とするサイバー攻撃分析センターにおいて、サイバー攻撃に係る情報の集約・分析を実施している。

また、政府機関、重要インフラ事業者、先端技術を有する事業者等が多く所在する14都道府県警察には、サイバー攻撃特別捜査隊を設置している。サイバー攻撃特別捜査隊は、サイバー攻撃に係る捜査に関する専門的な知識、技能及び経験をいかし、設置された都道府県におけるサイバー攻撃対策のみならず、他の都道府県警察に対して技能・技術・体制面の支援を行うことにより、サイバー攻撃事案に対する警察全体の捜査能力の向上を図っている。このほか、情報収集活動の推進や民間事業者等との協力関係の確立においても、中核的な役割を果たしている。

さらに、警察庁及び地方機関の情報通信部門（注）にサイバーフォースを設置しており、都道府県警察のサイバー攻撃対策部門に対する技術支援を実施している。また、警察庁のサイバーフォースセンターは、全国のサイバーフォースの司令塔の役割を担っており、サイバー攻撃発生時においては被害状況の把握、被害拡大の防止、証拠保全等の技術支援を行う拠点として機能するほか、24時間体制でのサイバー攻撃の予兆・実態把握、標的型メールに添付された不正プログラム等の分析、全国のサイバーフォースに対する指示等を行っている。


注：管区警察局情報通信部（四国警察支局情報通信部を含む。以下同じ。）、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部（四国警察支局の管轄区域内の県情報通信部を含む。以下同じ。）及び方面情報通信部



　図表3-12　サイバー攻撃対策の推進体制
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（2）サイバー攻撃の予兆・実態の把握

①　実態解明の推進

警察では、違法行為に対する捜査を推進するとともに、サイバー攻撃を受けたコンピュータやサイバー攻撃に使用された不正プログラムを解析し、その結果や犯罪捜査の過程で得た情報等を総合的に分析するなどして、攻撃者及び手口に関する実態解明を進めている。また、各国治安情報機関との情報交換を行うとともに、ICPO（注）を通じるなどして、外国捜査機関との間で国際捜査協力を積極的に推進している。


注：International Criminal Police Organization（国際刑事警察機構）の略



②　リアルタイム検知ネットワークシステム

サイバーフォースセンターでは、インターネットとの接続点に設置したセンサーにおいて検知したアクセス情報等を集約・分析することで、DoS（注）攻撃の発生や不正プログラムに感染したコンピュータの動向等の把握を可能とするリアルタイム検知ネットワークシステムを24時間体制で運用している。このシステムにより分析した結果をインターネット観測結果として重要インフラ事業者等への情報提供に活用するほか、警察庁ウェブサイト「＠police」で広く一般に公開している。


注：Denial of Serviceの略。特定のコンピュータに対し、大量のアクセスを繰り返し行い、コンピュータのサービス提供を不可能にするサイバー攻撃




MEMO　令和元年中のインターネット観測結果

サイバーフォースセンターでは、令和元年中に、インターネットとの接続点に設置したセンサーにおいて、一つのセンサー当たり約20秒に1回の割合という高い頻度で世界中から不審なアクセスが行われていることを観測した。

　図表3-13　1つのセンサーに対する1日当たりの不審なアクセス件数の推移（平成27～令和元年）
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令和元年5月中旬にマイクロソフト社から、同社が提供するOSの遠隔操作に使用されるリモートデスクトップサービス（注1）について、攻撃に成功すると外部から管理者権限で任意の操作が実行可能となるぜい弱性に関する緊急の修正プログラムが公開された。警察では、この情報を受けてリアルタイム検知ネットワークシステムにおいて観測したアクセス情報を分析した結果、同年3月下旬から同年5月下旬にかけて、同サービスを標的とした広範囲の宛先ポート（注2）に対するアクセスが急増していることを確認したことから、同サービスの利用者に対し、適切なセキュリティ対策を講じるよう注意喚起を行った。


注1：職場等に設置されたコンピュータのデスクトップ環境を、別の場所に設置されたコンピュータ等から閲覧・操作等できるサービス

注2：TCP・UDP/IP通信において、利用するサービスを識別するためのインターフェースであり、0から65535までの番号が割り当てられている。










5　国際連携の推進

（1）国際捜査共助

国境を越えて行われるサイバー犯罪・サイバー攻撃について、国内における捜査で犯人を特定できない場合は、外国捜査機関の協力を求める必要がある。

警察庁では、サイバー犯罪に関する条約（注1）、刑事共助条約（協定）（注2）、ICPO、サイバー犯罪に関する24時間コンタクトポイント（注3）等の国際捜査共助の枠組みを活用し、国境を越えて行われるサイバー犯罪・サイバー攻撃に対処している。


注1：サイバー犯罪から社会を保護することを目的として、コンピュータ・システムに対する違法なアクセス等一定の行為の犯罪化、コンピュータ・データの迅速な保全等に係る刑事手続の整備、犯罪人引渡し等に関する国際協力等につき規定している。平成24年に我が国について発効した。

注2：205頁参照

注3：平成9年（1997年）12月のG8司法内務閣僚会合で策定された「ハイテク犯罪と闘うための原則と行動計画」等に基づき設置されたもので、平成31年2月現在、86の国・地域に設置されている。



（2）外国捜査機関等との連携の推進

警察庁では、多国間における情報交換や協力関係の確立等に積極的に取り組んでおり、令和元年中は、G7ローマ／リヨン・グループ（注1）に置かれたハイテク犯罪サブグループ、ICPO及びEUROPOL（注2）が共催するサイバー犯罪会議等の国際会議に参加した。また、FBI（注3）による米国内外の捜査機関等の職員を対象としたサイバー犯罪対策等に関する研修や、ICPO等が主催するワークショップに我が国の警察職員を派遣するなど、サイバー空間の脅威に関する情報の共有や、国際捜査共助に関する連携強化等を推進している。

さらに、情報技術解析に関する知識・経験等の共有を図るため、ICPO加盟国の法執行機関に加えて、国外の民間企業や学術機関が参加するICPOデジタルフォレンジック専門家会合に平成28年から参加しているほか、情報セキュリティ事案に対処する組織の国際的な枠組みであるFIRST（注4）に平成17年から加盟しており、組織間の情報共有を通じ、適切な事案対処に資する技術情報の収集を行っている。


注1：昭和53年（1978年）にボン・サミットを契機に発足したG8テロ専門家会合（G8ローマ・グループ）と平成7年（1995年）にハリファクス・サミットで設置されたG8国際組織犯罪対策上級専門家会合（G8リヨン・グループ）が、平成13年（2001年）の米国における同時多発テロ事件以降合同で開催されているもので、国際組織犯罪対策やテロ対策等について検討している。なお、平成26年（2014年）3月より、G7として実施している。

注2：European Union Agency for Law Enforcement Cooperationの略。欧州連合（EU）の法執行機関であるが、捜査権限はなく、加盟国間の情報交換の促進や収集した情報の分析等が主な任務である。

注3：Federal Bureau of Investigation（米国司法省連邦捜査局）の略

注4：Forum of Incident Response and Security Teamsの略
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ハイテク犯罪サブグループ

（3）国際協力の推進

警察庁では、サイバー空間の脅威への諸外国の対処能力の向上を図るとともに、外国捜査機関等との協力関係を強化することを目的として、外務省や独立行政法人国際協力機構（JICA）と連携して外国捜査機関等に関する支援を行っている。平成26年度からは、外国捜査機関等のサイバー犯罪対策等に従事する職員を招へいし、サイバー空間の脅威への対処に関する知識・技術を習得させることなどを目的とした研修を実施しているほか、平成29年度からは、ベトナム公安省の職員を受け入れて、サイバーセキュリティ対策等に関する知識・技術の習得を目的とした研修を行っている。






6　官民連携の推進

（1）サイバーテロ対策協議会

警察では、各都道府県警察とサイバー攻撃の標的となるおそれのある重要インフラ事業者等とで構成するサイバーテロ対策協議会を全ての都道府県に設置し、サイバー攻撃の脅威や情報セキュリティに関する情報提供、民間の有識者による講演、参加事業者間の意見交換や情報共有を行っているほか、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練等を行っている。


CASE

埼玉県警察では、令和元年11月、「埼玉県サイバーテロ対策協議会第10回総会」を開催した。同協議会では、警察の取組報告、民間の有識者によるサイバー攻撃の情勢及び対策に関する講演、事案発生時を想定した演習等を行った。演習では、ウェブサーバに保存されている各種ログファイルの解析等を通して、事案発生時における各種対応について確認した。

　[image: サイバーテロ対策協議会]
サイバーテロ対策協議会



（2）サイバーインテリジェンス情報共有ネットワーク

警察では、情報窃取の標的となるおそれの高い先端技術を有する事業者等との間で、情報窃取を企図したとみられるサイバー攻撃に関する情報共有を行うサイバーインテリジェンス情報共有ネットワークを構築しており、このネットワークを通じて事業者等から提供された情報を集約するとともに、これらの事業者等から提供された情報及びその他の情報を総合的に分析し、事業者等に対し、分析結果に基づく注意喚起を行っている。

（3）不正プログラム対策協議会

警察では、警察庁とウイルス対策ソフト提供事業者等とで構成する不正プログラム対策協議会において、不正プログラム対策に関する情報共有を行っている。特に、警察からは、市販のウイルス対策ソフトで検知できない新たな不正プログラムに関する情報や未知のぜい弱性に関する情報を提供し、情報セキュリティ対策の向上を図っている。

（4）不正通信防止協議会

警察では、警察庁とセキュリティ監視サービス又はセキュリティ事案に対処するサービスを提供する事業者とで構成するサイバーインテリジェンス対策のための不正通信防止協議会において、標的型メール攻撃等に利用される不正プログラムの接続先等の情報を共有することにより、我が国の事業者等が不正な接続先へ通信を行うことを防止している。

（5）共同対処協定の締結

サイバー犯罪の潜在化の防止、捜査活動の効率化及び再発防止を図るため、警察では、民間事業者等との共同対処協定の締結を推進している。事業者と信頼関係を構築し、サイバー犯罪の警察への通報の促進等を図るため、令和元年末までに、金融機関や暗号資産交換業者等、全国で577事業者・団体と本協定を締結している。

（6）高度な研究開発等を行う大学に対するサイバー攻撃への対策の推進

近年、高度な研究開発を行う大学に対するサイバー攻撃が発生していることから、警察では、当該サイバー攻撃に関する情報収集・分析を強化するとともに、大学と連携し、サイバー攻撃をめぐる最新の情勢や被害防止対策等に関する情報共有、サイバー攻撃の発生を想定した共同対処訓練を実施することなどにより、高度な研究開発を行う大学に対するサイバー攻撃への対処能力の強化を図っている。

（7）事業者等における自主的な被害防止対策の推進

事業者やインターネット利用者等がサイバー犯罪・サイバー攻撃の被害に遭わないよう、警察では、商工会議所、学術機関、地方公共団体等と連携し、事業者等に対して自主的な被害防止対策を促すための広報啓発活動等を実施している。

（8）日本サイバー犯罪対策センターとの連携

我が国における新たな産学官連携の枠組みとして平成26年から業務が開始された一般財団法人日本サイバー犯罪対策センター（JC3（注））においては、産学官の情報や知見を集約・分析し、その結果等を還元することで、脅威の大本を特定し、これを軽減及び無効化することにより、以後の事案発生の防止を図ることとしている。警察では、捜査関連情報等をJC3において共有し、産学におけるサイバーセキュリティに関する取組に貢献するとともに、JC3において共有された情報を警察活動に迅速・的確に活用している。


注：Japan Cybercrime Control Centerの略



　図表3-14　日本サイバー犯罪対策センター（JC3）の概要
[image: 図表3-14　日本サイバー犯罪対策センター（JC3）の概要]






警察活動の最前線


サイバー攻撃対策の重要性




北海道警察情報通信部情報技術解析課支援分析係

朝野　奈輝（あさの　だいき）

　[image: 北海道警察庁ワッペン]




私は、サイバー空間の脅威への対処について考えてもらうため、重要インフラ事業者等に対するサイバーセキュリティに関するセミナーや、サイバー攻撃共同対処訓練等を実施しています。

その一つに、「社内CSIRTを発足しているが、サイバーセキュリティインシデントが発生した際の行動や対応について理解を深めるため、セミナーを開催してほしい」という相談を受けて実施したものがありました。

CSIRTとは、サイバー攻撃を受けた場合や情報通信システム等の不具合が発生した場合に、原因の究明や被害拡大防止のため対応する組織の総称であり、サイバーセキュリティインシデントが発生した場合に迅速かつ的確な対応が求められます。セミナーでは、CSIRTの社内における位置付けや、パソコンが不正プログラムに感染した際の原因究明の手掛かりとして重要な揮発性情報の保全方法等、CSIRTに必要な知識を様々な側面から伝えることができました。

サイバー攻撃の手口は日々巧妙化し、その脅威は私たちの近くに潜んでいるかもしれません。サイバー空間の脅威から組織や個人の情報を守るためには、一人一人の技術力や情報リテラシーを向上させることが重要です。これからもセミナーを通じて、サイバー空間の脅威から身を守る術を伝えていきたいです。

　[image: 北海道警察情報通信部情報技術解析課支援分析係　朝野　奈輝]




指揮官の何げない一言に着想を得た情報技術解析




広島県警察本部生活安全部サイバー犯罪対策課サイバー犯罪捜査第三係（現　広島県福山北警察署生活安全課長）

伊藤　直也（いとう　なおや）
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私は平成17年に情報技術解析の任に就き、以来捜査経験をいかした解析のあり方を模索してきました。

ある殺人事件の解析に従事した時のことです。捜査は難航を極め、逮捕状請求の決め手がないまま、捜査会議ではギブアップが喉元まで出ていました。

その時、捜査の指揮を執っていた参事官がある映像を指して「これは何で真っ黒なんだ。カメラに袋でも被せたのか？」と何げなく一言。

それは犯行現場を撮影したはずの、被疑者方の防犯カメラの復元映像でした。

「袋を被せるくらいなら電源を切るでしょう」正直私はそう思いました。しかし何かが引っ掛かる。なぜ黒い？

膨大なデータと格闘し、捜査員総出で何百回と再現を繰り返した結果、その映像が撮影される条件は「夜間、照明を消した屋内に設置のカメラで」「カメラの前にあったカーテンを開いた時」以外にないことが分かったのです。

実際に殺人が起こった時にその場所で、照明を消し息を潜めて被害者を待ち構えていたなど、襲撃を狙った人物以外にあり得ません。

こうして逮捕状の発付を受けることができたのです。

解析とはともすればデータを出力する作業だと考えがちです。しかし捜査は被疑者の行動を疎明することであり、この解析も被疑者の行動を「データで解釈」した結果でした。

捜査は機械でなく人が判断するものと再認識したエピソードです。

今後も捜査の柱のひとつとして、サイバー的手法で貢献したいと考えています。
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第4章　組織犯罪対策

第1節　暴力団対策

暴力団は、繁華街や住宅街における拳銃を使用した凶悪な犯罪や、自らの意に沿わない事業者を対象とする、報復・見せしめ目的の襲撃等事件を敢行したり、組織の継承等をめぐって銃器を用いた対立抗争事件を引き起こしたりするなど、自己の目的を遂げるためには手段を選ばない凶悪性がみられ、依然として社会にとって大きな脅威となっている。

また、暴力団は覚醒剤取締法違反、恐喝、賭博及びノミ行為等（注1）（以下「伝統的資金獲得犯罪」という。）に加え、近年では、詐欺を多数敢行するなど、多種多様な資金獲得活動を行っている。

警察では、社会経済情勢の変化にも留意しつつ、暴力団犯罪の取締り、暴力団対策法（注2）の効果的な運用及び暴力団排除活動を推進している。


注1：公営競技をめぐって施行者以外の第三者が行う勝馬投票等類似行為等の競馬法、自転車競技法、小型自動車競走法及びモーターボート競走法違反

注2：暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律



1　暴力団情勢

（1）暴力団構成員及び準構成員等（注1）の推移

暴力団構成員及び準構成員等の過去10年間の推移は、図表4-1のとおりであり、その総数は平成17年（2005年）以降一貫して減少し、令和元年（2019年）末には初めて3万人を下回り、暴力団対策法が施行された平成4年以降最少となった。この背景としては、近年の暴力団排除活動の進展や暴力団犯罪の取締りに伴う資金獲得活動の困難化等により、暴力団からの構成員の離脱が進んだことなどが考えられる。

また、平成26年末の時点では、六代目山口組の暴力団構成員及び準構成員等の数は総数の半数弱を占める一極集中の状態にあったが、平成27年8月の分裂以降その割合は約3割に低下した。他方、六代目山口組からの分裂組織を含む主要団体等（注2）の暴力団構成員及び準構成員等の総数に占める割合は、令和元年末も7割を超えており、寡占状態は継続している。


注1：暴力団構成員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの、又は暴力団若しくは暴力団構成員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するもの

注2：平成26年までは、六代目山口組、稲川会及び住吉会を「主要3団体」と、平成27年以降は、神戸山口組を含む4団体を「主要団体」と、平成30年以降は、絆會（任侠山口組から改称）を含む5団体を「主要団体等」という。



　図表4-1　暴力団構成員及び準構成員等の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表4-1　暴力団構成員及び準構成員等の推移（平成22～令和元年）]

（2）暴力団の解散・壊滅

令和元年中に解散・壊滅した暴力団の数は101組織であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は361人である。このうち主要団体等の傘下組織の数は73組織（72.3％）であり、これらに所属していた暴力団構成員の数は270人（74.8％）である。

（3）暴力団の指定

令和2年6月1日現在、暴力団対策法の規定に基づき24団体が指定暴力団として指定されている。令和元年中は、13団体（注）が10回目の指定を受けたほか、神戸山口組が2回目の指定を受けた。また、令和2年2月には浪川会が5回目の指定を受けたほか、同年3月には三代目俠道会及び太州会が、同年5月には九代目酒梅組がそれぞれ10回目の指定を受けた。


注：六代目山口組、稲川会、住吉会、五代目工藤會、旭琉會、七代目会津小鉄会（代表者金元）、六代目共政会、七代目合田一家、四代目小桜一家、五代目浅野組、道仁会、二代目親和会及び双愛会



　図表4-2　指定暴力団一覧表（24団体）
[image: 図表4-2　指定暴力団一覧表（24団体）]






2　暴力団犯罪の取締り

（1）検挙状況

暴力団構成員及び準構成員その他の周辺者（以下「暴力団構成員等」という。）の検挙人員は、図表4-3のとおりであり、近年減少傾向にある。暴力団構成員等の総検挙人員のうち、伝統的資金獲得犯罪の検挙人員が占める割合は3割程度で推移しており、特に覚醒剤取締法違反の割合が大きく、依然として覚醒剤が暴力団の有力な資金源となっているといえる。他方、平成元年以降の検挙人員の罪種別割合をみると、図表4-4のとおりであり、恐喝、賭博及びノミ行為等の割合が減少しているのに対し、詐欺の検挙人員が占める割合が増加傾向にあるなど、暴力団が資金獲得活動を変化させている状況もうかがわれる。

　図表4-3　暴力団構成員等の検挙人員（伝統的資金獲得犯罪）の推移（平成21〜令和元年）
[image: 図表4-3　暴力団構成員等の検挙人員（伝統的資金獲得犯罪）の推移（平成21〜令和元年）]

　図表4-4　暴力団構成員等の検挙人員の罪種別割合（平成元年、11年、21年及び令和元年）
[image: 図表4-4　暴力団構成員等の検挙人員の罪種別割合（平成元年、11年、21年及び令和元年）]

（2）暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件（注）

近年の暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件、対立抗争事件等の発生状況は、図表4-5のとおりである。これらの事件の中には、銃器が使用されたものもあり、市民生活に対する大きな脅威となるものであることから、警察においては、重点的な取締りを推進している。


注：暴力団構成員、暴力団準構成員、総会屋、政治活動標ぼうゴロ、社会運動標ぼうゴロ、会社ゴロ、新聞ゴロ等が、その意に沿わない活動を行う企業（株式会社等の会社、信用組合、医療法人、学校法人、宗教法人その他の法人をいう。）その他の事業者に対して威嚇、報復等を行う目的で、当該事業者又はその役員、経営者、従業員その他の構成員若しくはこれらの者の家族を対象として敢行したと認められる事件のうち、次のいずれかに該当するもの
1　殺人、殺人未遂、傷害、傷害致死、逮捕及び監禁、逮捕及び監禁致死傷又は暴行
2　上記1に該当しない次の事件
（1）銃器の使用　（2）実包（薬きょうを含む。）の送付　（3）爆発物の使用（未遂を含む。）
（4）放火（未遂を含む。）　（5）火炎瓶の使用（未遂を含む。）
（6）上記（1）から（5）までに掲げるもののほか、車両の突入によるなど人の生命又は身体に重大な危害を加えるおそれがある建造物損壊、器物損壊又は威力業務妨害



　図表4-5　暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件の発生件数等の推移（平成27〜令和元年）（注1）
[image: 図表4-5　暴力団等によるとみられる事業者襲撃等事件の発生件数等の推移（平成27〜令和元年）]


CASE

工藤會傘下組織の組長の男（57）らは、平成24年8月、暴力団員の立入りを禁止する標章を掲示していた飲食店の従業員を、凶器で襲撃し、傷害を負わせた。令和元年10月、同男ら8人を傷害罪で逮捕した（福岡）。



（3）資金獲得犯罪

暴力団は、企業や行政機関を対象とした恐喝・強要、強盗、窃盗等のほか、特殊詐欺、各種公的給付制度を悪用した詐欺等、時代の変化に応じて様々な資金獲得犯罪を行っている。近年では、金地金の密輸事犯等、新たな資金獲得犯罪が出現しているほか、繁華街における飲食店等からのみかじめ料の徴収といった伝統的な資金獲得犯罪も、依然として暴力団の有力な資金源となっている。

また、暴力団は、実質的にその経営に関与している暴力団関係企業を利用し、又は共生者（注1）と結託するなどして、その実態を隠蔽しながら、一般の経済取引を装った貸金業法違反、労働者派遣法（注2）違反等の資金獲得犯罪を敢行している。

警察では、巧妙化・不透明化する暴力団の資金獲得活動に関する情報を収集・分析するとともに、社会経済情勢の変化に応じた暴力団の資金獲得活動の動向にも留意しつつ、暴力団や共生者等に対する取締りを推進している。


注1：暴力団に利益を供与することにより、暴力団の威力、情報力、資金力等を利用し自らの利益拡大を図る者

注2：労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律




CASE

六代目山口組傘下組織の幹部の男（43）らは、平成29年3月、孫を装って高齢者に電話をかけ、「至急現金を必要としている。代わりに行く者に現金を渡してもらいたい」などと虚偽の事実を告げるなどして、現金100万円をだまし取った。令和元年8月、同男ら2人を詐欺罪で逮捕した（警視庁）。








3　暴力団対策法の運用

指定暴力団員がその所属する暴力団の威力を示して暴力的要求行為（注）を行った場合等において、都道府県公安委員会は、暴力団対策法に基づき、中止命令等を発出することができる。

また、対立する指定暴力団等の間に凶器を使用した一連の暴力行為（対立抗争）が発生した場合、都道府県公安委員会は、同法に基づき、事務所使用制限命令を発出することができるほか、対立抗争に係る暴力行為が人の生命又は身体に重大な危害を加える方法によるものであり、更に同様の暴力行為が行われるおそれがある場合には、当該対立抗争に係る指定暴力団等を特定抗争指定暴力団等として指定するものとしている。

中止命令等の発出件数の推移は、図表4-6のとおりである。


注：指定暴力団の暴力団員が指定暴力団の威力を示して行う不当な金品等の要求行為




CASE

神戸山口組傘下組織の構成員が、みかじめ料名目の金銭の支払を拒絶した飲食店経営者に暴行を加え負傷させた強盗致傷事件について、被害を受けた飲食店経営者が神戸山口組組長（71）らに対し提訴した損害賠償請求訴訟に関し、令和元年11月、兵庫県公安委員会等は、同組長らに対し、請求者に不安を覚えさせるような方法で請求を妨害することなどをしてはならない旨を命じた（福井、兵庫）。



　図表4-6　暴力団対策法に基づく中止命令等の発出件数の推移（平成27〜令和元年）
[image: 図表4-6　暴力団対策法に基づく中止命令等の発出件数の推移（平成27〜令和元年）]


MEMO　山口組の分裂と暴力団対策法の効果的な活用

1　山口組の分裂

平成27年8月末、六代目山口組傘下の直系組長13人が離脱して神戸山口組を結成し、平成28年4月には、兵庫県公安委員会が暴力団対策法に基づき、神戸山口組を指定暴力団として指定した。また、六代目山口組と神戸山口組が対立抗争状態にある中、平成29年4月には、神戸山口組傘下組織の一部が任侠山口組の結成を表明し、平成30年3月、兵庫県公安委員会が同法に基づき、任侠山口組を指定暴力団として新たに指定（令和2年2月、絆會と改称）したことで、3つの指定暴力団が対立することになった。

2　対立抗争の激化

六代目山口組と神戸山口組の間では、平成31年4月以降、拳銃使用の殺人事件等が相次いで発生するなど、対立抗争が激化する状況が認められた。


CASE

六代目山口組傘下組織の構成員の男（56）らは、神戸市内の路上において、殺意をもって、神戸山口組傘下組織の組長に対して刃物を突き刺すなどし、負傷させた。平成31年4月、同男らを殺人未遂罪で逮捕した（兵庫）。




CASE

神戸山口組傘下組織の組長の男（60）は、令和元年8月、神戸市内の路上において、殺意をもって、六代目山口組傘下組織の構成員に対して拳銃を発射し、負傷させた。同年12月、同男を殺人未遂罪等で逮捕した（兵庫）。




CASE

六代目山口組傘下組織の構成員の男（68）は、神戸市内の神戸山口組傘下組織事務所付近において、殺意をもって、神戸山口組傘下組織の構成員2人に対して拳銃を発射し、殺害した。令和元年10月、同男を殺人未遂罪で逮捕した（兵庫）。



3　事務所使用制限命令の発出

対立抗争の激化を受け、令和元年10月、兵庫県警察、岐阜県警察、愛知県警察及び大阪府警察が、暴力団対策法に基づき、両団体本部事務所等について、当該事務所を多数の指定暴力団員の集合の用に供すること、対立抗争のための謀議、指揮命令又は連絡の用に供することなどの禁止を命じる事務所の使用制限の仮の命令を発出した。これに続いて同年11月、各事務所について本命令に係る意見聴取の手続を経て、これら4府県の公安委員会が、同法に基づき、事務所使用制限命令を発出した。

4　特定抗争指定暴力団等の指定

その後も、自動小銃を使用した殺人事件が発生するなど、六代目山口組と神戸山口組に関連する凶器を使用した殺傷事件が続発し、地域社会に大きな不安を与えた。こうした状況を受け、令和元年12月、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府及び兵庫県の公安委員会が、暴力団対策法に基づき、3か月の期間を定め、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市等を特に警戒を要する区域（以下「警戒区域」という。）として、両団体を「特定抗争指定暴力団等」に指定することを決定し、令和2年1月、その効力が発生した。同指定により、警戒区域内での事務所の新設、対立組織の構成員に対するつきまとい、対立組織の構成員の居宅及び事務所付近のうろつき、多数での集合、両団体の事務所への立入り等が禁止されることとなった。

同年4月、特定抗争指定の期限を3か月延長するなど、対立抗争等の情勢に応じた措置を講じている。

　[image: 警戒区域内の事務所への標章貼付の状況]
警戒区域内の事務所への標章貼付の状況


CASE

六代目山口組傘下組織の元構成員の男（52）は、令和元年11月、尼崎市の路上において、殺意をもって、神戸山口組幹部に対して自動小銃を発射し、殺害した。同月、同男を殺人罪等で逮捕した（兵庫、京都）。



5　今後の取組

対立抗争の激化は、一般市民の安全を脅かすとともに、暴力団が威力を高め、その資金獲得力の強化につながることから、今後も引き続き、必要な警戒、取締りの徹底に加え、暴力団対策法を効果的に活用して、市民生活の安全確保並びにこれらの団体の弱体化及び壊滅に向けた取組を推進していく。








4　暴力団排除活動の推進

（1）国及び地方公共団体における暴力団排除活動

国及び地方公共団体は、犯罪対策閣僚会議の下に設置された暴力団取締り等総合対策ワーキングチーム（以下「ワーキングチーム」という。）における申合せ等に基づき、警察と連携して、受注業者の指名基準や契約書に暴力団排除条項（注）（下請契約、再委託契約等に係るものを含む。）を盛り込むほか、受注業者に対して、暴力団等に不当に介入された場合の警察への通報等を義務付けるなどの取組を推進している。また、民間工事等に関係する業界及び独立行政法人に対しても同様の取組が推進されるよう所要の指導・要請を行っている。


注：法令、規約及び契約書等に設けられている条項であって、許可を取得する者、事務の委託の相手方、契約等の取引の相手方等から暴力団員等の暴力団関係者又は暴力団関係企業を排除する旨を規定する条項



（2）各種事業・取引等からの暴力団排除

①　各種事業からの暴力団排除

近年、各種事業から暴力団関係企業等を排除するため、法令等において暴力団排除条項の整備が進んでおり、警察では、暴力団の資金源を遮断するため、関係機関・団体と連携して、貸金業、建設業等の各種事業からの暴力団排除を推進している。

②　各種取引からの暴力団排除

近年、暴力団の資金獲得活動が巧妙化・不透明化していることから、企業が、取引先が暴力団関係企業等であると気付かずに経済取引を行ってしまうことを防ぐため、「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（注）及びワーキングチームにおける申合せに基づき、警察では、関係機関・団体と連携を強化し、各種取引からの暴力団排除を推進している。


注：平成19年の犯罪対策閣僚会議幹事会における申合せ。企業が反社会的勢力による被害を防止するための基本的な理念や具体的な対応について取りまとめたもの



（3）地域住民等による暴力団排除活動

警察では、暴力追放運動推進センター（以下「暴追センター」という。）及び弁護士会と緊密に連携し、適格暴追センター制度（注）も活用しながら、事務所撤去訴訟等に対する支援を実施するなどして、地域住民等による暴力団排除活動を支援している。

また、暴力団対策法における指定暴力団の代表者等の損害賠償責任に関する規定も効果的に活用しながら、暴力団犯罪に係る損害賠償請求訴訟に対する支援を実施するなどして、暴力団の不当要求による被害の防止、暴力団からの被害の救済等に努めている。


注：国家公安委員会から適格暴追センターとして認定を受けた暴追センターが、指定暴力団等の事務所の付近住民等から委託を受けて、自己の名をもって事務所使用差止請求を行うことができる制度



　[image: 暴力団追放決起大会の状況]
暴力団追放決起大会の状況


CASE

令和元年10月、適格暴追センターの認定を受けた暴力団追放兵庫県民センターが、任侠山口組傘下組織事務所の付近住民等から委託を受け、神戸地方裁判所に対し、同センターの名をもって同事務所の使用禁止等の仮処分命令の申立てを行ったところ、同年12月、同命令が決定された（兵庫）。




CASE

工藤會幹部らにより危害を加えられ、重症を負ったとして、福岡県警察の元警察官らが工藤會総裁らに対して損害賠償を求めた民事訴訟について、平成31年4月、福岡地方裁判所は、同総裁らに対し、合計約6,400万円の支払を命じた。警察では、同訴訟に関し、福岡県弁護士会と連携し、情報提供等の支援を実施するなどした（福岡）。



（4）地方公共団体における暴力団排除に関する条例の運用

各都道府県は、地方公共団体、住民、事業者等が連携・協力して暴力団排除に取り組む旨を定め、暴力団排除に関する基本的な施策、青少年に対する暴力団からの悪影響排除のための措置、暴力団の利益になるような行為の禁止等を主な内容とする暴力団排除に関する条例の運用に努めている。

各都道府県では、条例に基づき、暴力団の威力を利用する目的で財産上の利益の供与をしてはならない旨の勧告等を実施している。令和元年中における実施件数は、事業者が正月用飾り等の購入名目で暴力団員に現金を供与したなどとして勧告又は指導を実施した事例が69件、暴力団員が暴力団排除特別強化地域の飲食店経営者に対し営業を認める対償として金員の供与を要求したなどとして中止命令を発出した事例が15件、暴力団員が立入禁止標章（注）の掲示店舗に立ち入ったことにつき中止命令を発出していたが、他の標章掲示店舗に対しても同様の行為を行ったなどとして再発防止命令を発出した事例が3件、暴力団員が暴力団排除特別強化地域において風俗営業を営む者からその営業を認める対償として現金を受け取ったなどとして検挙した事例が14件となっている。


注：暴力団員の立入りが禁止された特定の営業所に掲示される標章




CASE

住吉会傘下組織の幹部の男（49）らは、平成30年8月頃から31年1月までの間、栃木県暴力団排除条例に定める暴力団事務所の運営の禁止区域において、暴力団事務所を運営した。同月、同男らを同条例違反（暴力団事務所の運営の禁止）で逮捕した（栃木）。




CASE

住吉会傘下組織の幹部の男（50）は、令和元年10月、東京都暴力団排除条例に定める暴力団排除特別強化地域において、風俗営業を営む者から、その営業を認める対償として、現金4万円の供与を受けた。同年11月、同男を同条例違反（暴力団の禁止行為）で逮捕した（警視庁）。



（5）暴力団員の社会復帰対策の推進

暴力団を壊滅するためには、構成員を一人でも多く暴力団から離脱させ、その社会復帰を促すことが重要である。警察庁では、平成29年に閣議決定された「再犯防止推進計画」等に基づき、関係機関・団体と連携して、暴力団関係者に対する暴力団からの離脱に向けた働き掛けの充実を図るとともに、構成員の離脱・就労、社会復帰等に必要な社会環境及びフォローアップ体制の充実に関する効果的な施策を推進している。


CASE

刑務所服役中に警察の支援により指定暴力団を離脱した元構成員から警察に対し、「組織と関わりたくないので、地元以外で就労したい」旨の相談がなされたことから、警察、暴追センター、関係機関・団体等から構成される社会復帰対策協議会において就労支援を行った結果、令和元年8月、同人はその居住地ではない都道府県で就労するに至った。








第2節　薬物銃器対策

1　薬物情勢

令和元年（2019年）中の薬物事犯の検挙人員は1万3,364人と、引き続き高い水準にあり、覚醒剤の大量密輸入事犯が相次いで検挙されたほか、大麻事犯の検挙人員が警察庁が保有する昭和33年（1958年）以降の統計で最多となるなど、我が国の薬物情勢は依然として厳しい状況にある。

　図表4-7　薬物事犯の検挙人員（令和元年）
[image: 図表4-7　薬物事犯の検挙人員（令和元年）]

（1）各種薬物事犯の状況

①　覚醒剤事犯

令和元年中、覚醒剤事犯の検挙人員は前年より減少したが、全薬物事犯の検挙人員の64.2％を占めている。また、押収量は2,293.1キログラムと、前年より1,154.5キログラム増加し、警察庁が保有する昭和31年以降の統計で最多となった。覚醒剤事犯の特徴としては、検挙人員のうち約4割を暴力団構成員等が占めていることのほか、30歳代以上の検挙人員が多いことや、他の薬物事犯と比べて再犯者の占める割合が高いことが挙げられる。

②　大麻事犯

大麻事犯の検挙人員は6年連続で増加しており、覚醒剤事犯に次いで検挙人員の多い薬物事犯である。大麻事犯の特徴としては、他の薬物事犯と比べて、検挙人員のうち初犯者や20歳代以下の若年層の占める割合が高いことが挙げられる。

　図表4-8　各種薬物事犯の検挙状況の推移（平成27年（2015年）～令和元年）
[image: 図表4-8　各種薬物事犯の検挙状況の推移（平成27年（2015年）～令和元年）]

（2）薬物密輸入事犯の状況

令和元年中の薬物密輸入事犯の検挙件数は463件と、前年より139件（42.9％）増加し、検挙人員は498人と、前年より186人（59.6％）増加した。

覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移は、図表4-9のとおりである。令和元年中は、洋上取引による覚醒剤の大量密輸入事犯を検挙したほか、航空機を利用した覚醒剤密輸入事犯も多数検挙した。

これらの背景には、我が国に覚醒剤に対する根強い需要が存在していることのほか、国際的なネットワークを有する薬物犯罪組織が、アジア・太平洋地域において覚醒剤の取引を活発化させていることがあるものと考えられる。

　図表4-9　覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表4-9　覚醒剤密輸入事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）]


CASE

中国（香港等）人の男（33）らは、令和元年6月、小型船で覚醒剤を密輸入した。同月、同男らを覚醒剤取締法違反（営利目的所持）で逮捕し、覚醒剤約1,018キログラムを押収した（警視庁、静岡、福岡）。

　[image: 押収された覚醒剤]
押収された覚醒剤



（3）薬物犯罪組織の動向

①　薬物事犯への暴力団の関与

令和元年中の暴力団構成員等による覚醒剤事犯の検挙人員は3,738人と、前年より907人（19.5％）減少したものの、覚醒剤事犯の総検挙人員の43.5％を占めていることから、依然として覚醒剤事犯に暴力団が深く関与していることがうかがわれる。また、暴力団構成員等による大麻事犯の検挙人員は780人と、総検挙人員の18.1％を占めており、前年より18人（2.4％）増加したこと及び大麻栽培事犯の検挙事犯の検挙人員も42人と前年より17人（68.0％）増加していることなどから、暴力団が大麻事犯への関与を強めていることがうかがわれる。

②　来日外国人による薬物事犯

令和元年中の来日外国人による薬物事犯の検挙人員は749人と、前年より141人（23.2％）増加した。このうち、覚醒剤の営利目的輸入事犯の検挙人員は223人であり、国籍・地域別でみると、タイ、マレーシアの比率が高く、合わせて全体の40.4％を占めている。また、令和元年中の来日外国人による覚醒剤の密売関連事犯（注）の検挙人員は33人と、前年より10人（43.5％）増加した。国籍・地域別でみると、イラン、香港の比率が高く、合わせて全体の48.5％を占めている。


注：営利目的所持、営利目的譲渡し及び営利目的譲受け








2　薬物対策

（1）供給の遮断

我が国で乱用されている薬物の大半が海外から流入していることから、警察では、これを水際で阻止するため、税関、海上保安庁等の関係機関との連携を強化するとともに、国際捜査共助等の積極的な実施や国際会議への参加を通じた情報交換等による国際捜査協力を推進している。令和2年2月には、警察庁のODA事業として、27の国及び2国際機関の参加を得て、第25回アジア・太平洋薬物取締会議（ADEC）を東京都で開催し、薬物情勢、捜査手法及び国際協力に関する討議を行った。

また、薬物犯罪組織の壊滅を図るため、通信傍受等の組織犯罪の取締りに有効な捜査手法を積極的に活用し、組織の中枢に迫る捜査を推進している。さらに、薬物犯罪組織に資金面から打撃を与えるため、麻薬特例法（注1）の規定に基づき、業として行う密輸・密売等（注2）やマネー・ローンダリング事犯の検挙、薬物犯罪収益の没収（注3）・追徴（注4）等の対策を推進している。

このほか、インターネットを利用した薬物密売事犯対策として、サイバーパトロールやインターネット・ホットラインセンター（IHC）（注5）からの通報等により薬物密売情報の収集を強化し、密売人の取締りを推進している。


注1：国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律

注2：通常の密輸・密売等より重く処罰することができ、また、一連の行為を集合犯としてとらえ、その間の薬物犯罪収益総体が没収・追徴の対象となる。

注3：財産を剥奪して国庫に帰属させる処分を内容とする財産刑

注4：財産の全部又は一部を没収することができない場合に、その価額の納付を強制する処分

注5：111頁参照



（2）需要の根絶

薬物乱用は、乱用者自身の精神や身体をむしばむばかりでなく、幻覚、妄想等により、乱用者が凶悪な事件や重大な交通事故等を引き起こすこともあるほか、薬物の密売が暴力団等の犯罪組織の資金源となることから、社会の安全を脅かす重大な問題である。

警察では、薬物乱用者を厳しく取り締まるとともに、広報啓発活動を行い、社会全体から薬物乱用を排除する気運の醸成を図っている。

また、薬物事犯で検挙された者やその家族等の希望に応じて、薬物乱用防止のための相談先等を記載した資料を配付するなど、薬物再乱用防止に向けた相談活動の充実を図っている。

（3）危険ドラッグ（注）対策

ハーブ、アロマ等と称して販売される危険ドラッグは、平成26年頃には、乱用者本人の健康被害やその影響とみられる事件・事故が相次いで発生するなど深刻な社会問題となっていた。こうした状況を受け、政府一丸となって徹底的な対策を講じた結果、平成26年3月時点で215店舗存在した危険ドラッグ販売店舗を平成27年7月に全滅させた。また、危険ドラッグ事犯の検挙人員は平成27年にピークを迎えた後、令和元年には182人と、4年連続で減少した。警察では、引き続き医薬品医療機器等法をはじめとする各種法令を駆使して危険ドラッグ事犯の取締りを徹底するとともに、国内外の関係機関との情報共有や乱用防止に向けた広報啓発活動を行っている。


注：規制薬物（覚醒剤、大麻、麻薬、向精神薬、あへん及びけしがらをいう。）又は指定薬物（医薬品医療機器等法第2条第15項に規定する指定薬物をいう。）に化学構造を似せて作られ、これらと同様の薬理作用を有する物品をいい、規制薬物及び指定薬物を含有しない物品であることを標ぼうしながら規制薬物又は指定薬物を含有する物品を含む。



　図表4-10　危険ドラッグ事犯の検挙人員の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表4-10　危険ドラッグ事犯の検挙人員の推移（平成27～令和元年）]






3　銃器情勢とその対策

（1）銃器情勢

令和元年中の銃器情勢は、暴力団等によるとみられる銃器発砲事件が繁華街や住宅街において相次いで発生し、銃器使用事件（注）も93件発生するなど、引き続き警戒が必要である。


注：銃砲及び銃砲様の物を使用した事件。「銃砲様の物」とは、銃砲らしい物を突き付け、見せるなどして犯行に及んだ事件において、被害者、参考人等の供述等により、銃砲と推定されるものをいう。



　図表4-11　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表4-11　銃器発砲事件の発生状況の推移（平成22～令和元年）]

　図表4-12　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表4-12　銃器発砲事件による死傷者数の推移（平成22～令和元年）]

（2）銃器対策

拳銃の押収丁数の推移は、図表4-13のとおりである。近年、押収丁数全体及び暴力団からの押収丁数（注）は、増減を繰り返しながら、ほぼ横ばいで推移している。

銃器に対する厳しい規制は、我が国の良好な治安の根幹を支えるものであるところ、警察では、犯罪組織の武器庫の摘発や拳銃の密輸・密売事件等の摘発に重点を置いた取締りを行うとともに、関係機関と連携した活動等により、銃器犯罪の根絶と違法銃器の排除を広く国民に呼び掛け、国民の理解と協力の確保に努めるなど、総合的な銃器対策を推進している。


注：暴力団が管理している拳銃と認められるものの押収丁数



　図表4-13　拳銃押収丁数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表4-13　拳銃押収丁数の推移（平成22～令和元年）]






第3節　来日外国人犯罪対策

1　来日外国人犯罪の情勢

（1）全般的傾向

来日外国人犯罪の検挙状況の推移は、図表4-14のとおりである。平成の初期から増加傾向にあった来日外国人犯罪は、検挙件数については平成17年（2005年）を、検挙人員については平成16年をピークにそれぞれ減少傾向が続き、近年はほぼ横ばいで推移している。

令和元年（2019年）について、刑法犯の検挙状況をみると、検挙件数・検挙人員ともに前年より減少した。検挙件数が減少した主な要因としては、ブラジル人、韓国人等による窃盗犯が減少したことが挙げられ、検挙人員が減少した主な要因としては、ベトナム人による窃盗犯が減少したことが挙げられる。一方、特別法犯の検挙状況をみると、検挙件数・検挙人員ともに前年より増加し、その主な要因としては、ベトナム人による入管法違反が増加したことが挙げられる。

　図表4-14　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成元～令和元年）
[image: 図表4-14　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成元～令和元年）]

　図表4-15　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表4-15　来日外国人犯罪検挙状況の推移（平成22～令和元年）]

（2）国籍・地域別検挙状況

令和元年中の来日外国人犯罪の検挙状況を国籍・地域別にみると、図表4-16のとおりである。検挙人員は、ベトナムが中国を上回り、最も高い割合となっている。また、刑法犯検挙件数（罪種別）をみると、侵入窃盗及び万引きではベトナムが最も高い割合を占めているほか、自動車盗ではブラジルが最も高い割合を占めている。

　図表4-16　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（令和元年）
[image: 図表4-16　来日外国人犯罪の国籍・地域別検挙状況（令和元年）]






2　国際犯罪組織の動向

（1）来日外国人犯罪の組織化の状況

令和元年中の来日外国人による刑法犯の検挙件数に占める共犯事件の割合は31.5％と、日本人（10.3％）の約3.1倍に上り（注）、極めて高い割合となっている。罪種別にみると、住宅を対象とした侵入窃盗で78.0％と、日本人（16.4％）の約4.8倍に上る。

このように、来日外国人による犯罪は、日本人によるものと比べて組織的に敢行される傾向がうかがわれる。


注：来日外国人と日本人の共犯事件については、主たる被疑者の国籍・地域により、来日外国人による共犯事件であるか、日本人による共犯事件であるかを分類して計上している。



　図表4-17　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（令和元年）
[image: 図表4-17　来日外国人と日本人の刑法犯における共犯率の違い（令和元年）]

（2）日本で活動する国際犯罪組織の特徴

国際犯罪組織のうち、来日外国人で構成される犯罪組織についてみると、出身国や地域別に組織化されているものがある一方で、より巧妙かつ効率的に犯罪を敢行するため、様々な国籍の構成員が役割を分担するなど、構成員が多国籍化しているものもある。このほか、面識のない外国人同士がSNSを通じて連絡を取り合いながら犯行に及んだ例や、暴力団と連携した例もみられる。

また、犯罪行為や被害の発生場所等の犯行関連場所についても、日本国内にとどまらず複数の国に及ぶものがある。特に近年は、他国で敢行された詐欺事件による詐取金の入金先口座として日本国内の銀行口座を利用し、詐取金入金後にこれを日本国内で引き出してマネー・ローンダリングを敢行するといった事例があるなど、世界的な展開がみられる。

さらに、これらの犯罪組織の中には、短期滞在の在留資格により来日し、犯行後は本国に逃げ帰る形態（ヒット・アンド・アウェイ型）の犯罪を敢行するものもある。

（3）国際犯罪組織に利用される犯罪インフラ（注1）の実態

国際犯罪組織は、犯罪インフラを利用して各種犯罪を効率的に敢行している。国際犯罪組織が関与する犯罪インフラ事犯には、地下銀行（注2）による不正な送金、偽装結婚、偽装認知、不法就労助長（注3）、旅券・在留カード等偽造（注4）等がある。


注1：82頁参照

注2：地下銀行は、不法滞在者等が犯罪収益等を海外に送金するために利用されており、近年は、送金依頼を受けた資金で日本国内で流通している商品を購入し、正規の貿易を装って輸出して現地で換金するなど手口が巧妙化している。

注3：偽装結婚、偽装認知、不法就労助長は、不法滞在者等に在留資格を不正取得させたり、就労の機会を提供することで不法滞在等の犯罪を助長しており、これを仲介して利益を得るブローカーや、暴力団が関与するものがみられる。また近年では、在留資格の不正取得や不法就労を目的とした難民認定制度の悪用が疑われる例も発生している。

注4：偽造された旅券・在留カード等は、身分偽装手段として利用されるほか、違法に資金を得るために国際犯罪組織が偽造に関与し、不法滞在者等に販売されることもある。




CASE

ベトナム人の男（28）は、平成30年9月、SNS上で知り合った不法残留者に偽造在留カードを販売した。平成31年2月までに、同男を入管法違反（偽造在留カード提供）で、偽造在留カードを購入するなどしていたベトナム人の男（30）ら4人を入管法違反（偽造在留カード所持等）で逮捕した（沖縄）。








3　国際組織犯罪に対処するための取組

（1）国内関係機関との連携

警察では、事前旅客情報システム（APIS）（注）等を活用して関係機関と連携した水際対策を行っている。出入国在留管理庁との間では、被疑者が国外に逃亡するおそれのある場合の手配や、偽装滞在者等に対する合同摘発を行うなど連携を図っている。また、税関との間では、不正輸出入を防止するための合同摘発を行うなど連携を図っている。


注：Advance Passenger Information Systemの略。航空機で来日する旅客及び乗員に関する情報と関係省庁が保有する要注意人物等に係る情報を入国前に照合するシステム



（2）外国捜査機関等との連携

複数の国・地域において犯罪を敢行する国際犯罪組織に対処するためには、関係国の捜査機関等との情報交換、捜査協力等が不可欠であり、警察では次のような取組を進めている。

①　ICPOを通じた国際協力

ICPOは、各国の警察機関を構成員とし、犯罪の捜査における国際的な協力を目的とした機関であり、令和元年末現在、我が国を含む194の国・地域が加盟している。ICPOでは、国際犯罪に関する情報の収集と交換、犯罪対策のための国際会議の開催や国際手配書の発行等が行われている。警察庁は、捜査協力の実施のほか、ICPOが開催する国際組織犯罪対策に関連する様々な会合への参加、事務総局等への職員の派遣、分担金の拠出等により、ICPOの活動に貢献している。

　[image: 第88回ICPO総会（©INTERPOL）]
第88回ICPO総会（©INTERPOL）


CASE

日本人の男（62）は、令和元年5月、現に人が居住する家屋に放火した。同男は日本国外に逃亡していたが、ICPOを通じて国際手配を行ったところ、同年7月、タイ王国警察から、同男を同国国内法に基づき拘束し、退去強制とする旨の情報を得たため、同月、同男を現住建造物等放火罪で逮捕した（秋田）。



②　外国捜査機関との捜査協力

警察庁では、ICPOルートのほか、外交ルート、刑事共助条約（協定）（注）及び国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約等を活用して、外国捜査機関に対して捜査協力を要請するなどしている。

また、外国捜査機関との間で開催される二国間協議等に積極的に参加し、連携の強化を図っている。


注：205頁参照



（3）国外逃亡被疑者等（注1）の追跡

国外逃亡被疑者等の数の推移は、図表4-18のとおりである。

警察では、被疑者が国外に逃亡するおそれがある場合には、出入国在留管理庁に手配するなどして、出国前の検挙に努めている。また、被疑者が国外に逃亡した場合には、関係国の捜査機関との捜査協力を通じ、被疑者の所在確認等を行っており、所在が確認された場合には、犯罪人引渡条約（注2）等に基づき被疑者の引渡しを受けるなどして、確実な検挙に努めている。

このような取組の結果、令和元年中は、出国直前の被疑者39人（うち外国人38人）のほか、国外逃亡被疑者84人（うち外国人46人）を検挙した。

このほか、事案に応じ、国外逃亡被疑者等が日本国内で行った犯罪に関する資料等を逃亡先国の捜査機関に提供するなどして、逃亡先国における国外犯処罰規定の適用を促し、犯罪者の「逃げ得」を許さないための取組を進めている。


注1：日本国内で犯罪を行い、国外に逃亡している者（以下「国外逃亡被疑者」という。）及びそのおそれのある者

注2：205頁参照



　図表4-18　国外逃亡被疑者等数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表4-18　国外逃亡被疑者等数の推移（平成22～令和元年）]






第4節　犯罪収益対策

1　犯罪収益移転防止法に基づく活動

暴力団等の犯罪組織を弱体化させ、壊滅に追い込むためには、犯罪収益の移転を防止するとともに、これを確実に剝奪することが重要である。警察では、犯罪収益移転防止法、組織的犯罪処罰法（注1）及び麻薬特例法を活用し、関係機関、事業者、外国のFIU（注2）等と協力しながら、総合的な犯罪収益対策を推進している。


注1：組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律

注2：Financial Intelligence Unit（資金情報機関）の略。疑わしい取引に関する情報を集約・分析して捜査機関等に提供する機関として各国が設置している。我が国のFIUは、国家公安委員会が担当している。



（1）犯罪収益移転防止法の適切な履行を確保するための措置

国家公安委員会では、関係機関と連携し、犯罪収益移転防止法に基づいて、顧客等の本人確認、疑わしい取引の届出等を行う特定事業者（注）に対する研修会等を実施している。また、特定事業者が同法上の義務に違反していると認めた場合、当該特定事業者に対して報告を求めるなどの必要な調査を行うとともに、当該特定事業者を所管する行政庁に対して、是正命令等を行うべき旨の意見陳述を行っている。


注：犯罪収益移転防止法第2条第2項で規定されている事業者



（2）疑わしい取引の届出

犯罪収益移転防止法に定める疑わしい取引の届出制度（注）により特定事業者がそれぞれの所管行政庁に届け出た情報は、国家公安委員会が集約して整理・分析を行った後、都道府県警察、検察庁をはじめとする捜査機関等に提供され、各捜査機関等において、マネー・ローンダリング事犯の捜査等に活用されている。

疑わしい取引の届出の年間受理件数は、図表4-19のとおりであり、おおむね増加傾向にある。


注：特定事業者のうち金融機関等、ファイナンスリース事業者、クレジットカード事業者、宅地建物取引事業者、宝石・貴金属等取扱事業者、郵便物受取サービス業者、電話受付代行業者及び電話転送サービス事業者は、業務で収受した財産が犯罪収益である疑いがあると判断した場合等に所管行政庁へその旨を届け出ることが義務付けられている。



　図表4-19　疑わしい取引の届出状況の推移（平成27年（2015年）～令和元年（2019年））
[image: 図表4-19　疑わしい取引の届出状況の推移（平成27年（2015年）～令和元年（2019年））]

　図表4-20　捜査において活用された疑わしい取引に関する情報の件数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表4-20　捜査において活用された疑わしい取引に関する情報の件数の推移（平成27～令和元年）]


MEMO　暗号資産に関する犯罪収益移転防止法等の改正

近年の情報通信技術の進展に伴う金融取引の多様化に対応し、金融の機能に対する信頼の向上及び利用者等の保護等を図るため、令和元年6月、情報通信技術の進展に伴う金融取引の多様化に対応するための資金決済に関する法律等の一部を改正する法律が公布され、令和2年5月1日に施行された。この改正により、犯罪収益移転防止法に規定する「仮想通貨交換業者」の用語が「暗号資産交換業者」に変更されるなどしたほか、暗号資産の交換等を伴わず、他人のために暗号資産の管理を行う暗号資産交換業者等が特定事業者に追加された。

また、FATF（注）の要請を踏まえ、国際的に協調してマネー・ローンダリング対策を行う観点から、同年4月、同法における取引時確認等の対象となる暗号資産の交換等のしきい値を現行の200万円から10万円に引き下げることなどを内容とする資金決済に関する法律施行令等の一部を改正する政令が公布され、同年5月1日に施行された。


注：Financial Action Task Force（金融活動作業部会）の略










2　マネー・ローンダリング関連事犯の検挙状況

マネー・ローンダリングとは、一般に犯罪によって得た収益を、その出所や真の所有者が分からないようにして、捜査機関による収益の発見や検挙を逃れようとする行為である。我が国では、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法において、マネー・ローンダリングが罪として規定されている。

マネー・ローンダリング事犯の検挙事件数は、図表4-21のとおりであり、令和元年中は528件（前年比24件（4.8％）増加）であった。前提犯罪（注）別にみると、主要なものとしては窃盗に係るものが206件、詐欺に係るものが167件、電子計算機使用詐欺に係るものが30件、ヤミ金融事犯に係るものが28件となっている。

令和元年中におけるマネー・ローンダリング事犯の検挙事件数のうち、暴力団構成員等が関与したものは51件で、全体の9.7％を占めている。前提犯罪別にみると、主要なものとしては詐欺に係るものが16件、ヤミ金融事犯に係るものが10件、賭博事犯に係るものが7件、窃盗及び恐喝に係るものがそれぞれ6件あり、暴力団構成員等が多様な犯罪に関与し、マネー・ローンダリング事犯を敢行している実態がうかがわれる。

また、令和元年中における来日外国人が関与したマネー・ローンダリング事犯は71件で、全体の13.4%を占めている。前提犯罪別にみると、主要なものとしては詐欺に係るものが28件、窃盗に係るものが14件、入管法違反に係るものが13件、電子計算機使用詐欺に係るものが11件あり、日本国内に開設された他人名義の口座を利用したり、偽名で盗品等を売却するなど、様々な手口を使ってマネー・ローンダリング事犯を行っている実態がうかがわれる。


注：不法な収益を生み出す犯罪であって、その収益がマネー・ローンダリングの対象となるもの



　図表4-21　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表4-21　マネー・ローンダリング事犯の検挙状況の推移（平成22～令和元年）]


CASE

自称グラフィックデザイナーの女（41）は、平成29年12月、同女らが同年10月から同年11月にかけて、複数回にわたり、他人からだまし取るなどしたキャッシュカードを使用して現金自動預払機から引き出した窃取金等の現金約3,700万円を、運搬役を利用して日本国内の空港からタイ王国に向かう航空機に荷物として積み込み、国外に持ち出そうとした。平成31年2月、同女を組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿未遂罪）で検挙した。また、持ち出そうとした現金に対して、同法の規定に基づく起訴前の没収保全命令が発出された（山形）。








3　犯罪収益の剝奪

犯罪収益が、犯罪組織の維持・拡大や将来の犯罪活動への投資等に利用されることを防止するためには、これを剝奪することが重要である。警察では、没収・追徴の判決が裁判所により言い渡される前に犯罪収益の隠匿や費消等が行われることのないよう、組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法に定める起訴前の没収保全措置を積極的に活用して没収・追徴の実効性を確保している。

（1）没収・追徴の状況

第一審裁判所において行われる通常の公判手続における組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況は、図表4-22のとおりである。

　図表4-22　組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況の推移（平成26～30年）
[image: 図表4-22　組織的犯罪処罰法及び麻薬特例法の没収・追徴規定の適用状況の推移（平成26～30年）]

（2）起訴前の没収保全

令和元年中における起訴前の没収保全命令は、組織的犯罪処罰法で賭博事犯、窃盗、風営適正化法違反、入管法違反、詐欺、売春防止法違反等に関して169件（前年比37件（18.0％）減少）発出され、麻薬特例法で8件（前年比9件（53.0％）減少）発出されている。

　図表4-23　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表4-23　起訴前の没収保全命令の発出状況の推移（平成27～令和元年）]


CASE

賭博店経営者の男（45）らは、平成30年5月から31年1月にかけて、不特定多数の顧客を相手にルーレット賭博店を営んでいた。同年2月、同男ら10人を常習賭博罪で逮捕するとともに、押収した現金のうち約1,030万円に対して、組織的犯罪処罰法の規定に基づく起訴前の没収保全命令が発出された。また、同年6月、同男らが保有する預貯金債権等約590万円に対して、同法の規定に基づく追徴保全命令が発出された（福岡）。








4　国際連携

国境を越えて敢行されるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を防止するためには、各国が連携して対策を講ずることが不可欠である。このため、国際社会においては、FATF、APG（注）、エグモント・グループ等の枠組みの下、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策の国際的基準の策定、普及等が行われており、警察庁もこれらの活動に積極的に参画している。


注：Asia/Pacific Group on Money Laundering（アジア・太平洋マネー・ローンダリング対策グループ）の略



（1）FATFの活動と警察庁の参画状況

FATFは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策に関する国際協力を推進するため設置されている政府間会合であり、令和元年末現在、我が国を含む37の国・地域及び2国際機関が参加している。FATFは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策として、各国が法執行、刑事司法及び金融規制の各分野において講ずるべき措置を、「FATF勧告」として示している。また、参加国における勧告の遵守の徹底のため、順次、各国に審査団を派遣して相互審査を実施しており、我が国に対しても過去に3回にわたって審査が実施された。4回目の審査については、令和元年10月から同年11月にかけて、審査団による現地調査が行われたところであり、令和2年10月の全体会合において審査結果報告書の討議・採択が実施される予定である。

警察庁では、全体会合等に職員を派遣し、マネー・ローンダリング対策等のための新たな枠組みづくりに向けた議論に積極的に参画している。

（2）APGの活動と警察庁の参画状況

APGは、アジア・太平洋地域のFATF非参加国・地域におけるマネー・ローンダリング対策等を強化・促進するために設置された機関であり、マネー・ローンダリング対策等に取り組む国・地域に対する支援等を行っている。令和元年末現在、我が国を含む41の国・地域が参加している。警察庁では、年次会合に職員を派遣し、最新のマネー・ローンダリングの手口・傾向等についての議論に参画している。

（3）エグモント・グループの活動と警察庁の参画状況

エグモント・グループは、各国のFIU間の情報交換、研修、専門知識に関する協力等を目的として設置された機関であり、令和元年末現在、我が国を含む164の国・地域のFIUが参加している。警察庁では、年次会合及び作業部会にそれぞれ職員を派遣し、FIU間の情報交換に係る行動規範等に関する議論に参画している。

（4）外国のFIUとの情報交換

国境を越えて行われるマネー・ローンダリングやテロ資金供与を発見するためには、各国のFIUが保有する情報の積極的な交換が必要であることから、国家公安委員会は、外国のFIUとの連携を強化し、活発な情報交換を実施している。

また、令和元年末現在、107の国・地域のFIUとの間で情報交換のための枠組みを設定している。

　[image: アンゴラFIUとの情報交換枠組みの設定]
アンゴラFIUとの情報交換枠組みの設定






警察活動の最前線


銃器事犯の根絶に向けて




香川県警察本部刑事部組織犯罪対策課薬物・銃器犯罪特別捜査係（現　香川県警察本部生活安全部通信指令課通信指令係）

鎌田　英樹（かまだ　ひでき）

　[image: ヨイチ]




現在も、分裂した暴力団組織による対立状態が続いており、公共の場所で拳銃等を使った凶悪事件が発生するなど、日常生活の安全が脅かされている現状にあります。

ただ、そうした事件に遭遇するケースは稀であり、銃器を身近に感じる人は少ないのではないかと思います。

私は、銃器と薬物の捜査を担当していました。

以前、とある施設に滞在中であった薬物事件の被疑者の部屋を捜索した時のことです。

令状を示した途端、被疑者が慌てた様子で机の上に置いたバックを抱え込んで抵抗を始めたのです。

なんとかバックを取り上げて、その中身を確認すると、そこには覚醒剤のほか、実弾入りの拳銃1丁が入れられていました。拳銃は、いつでも実弾が発射できる状態でした。

「何を持っとんや！」

危険な場面に遭遇することは常に想定していますが、騒然とする現場で、思わず大きな声が出てしまいました。

その部屋を一歩出れば、そこは多くの人が行き来している公共の場所であるのですが、そんな身近な場所にでも拳銃を所持した危険な被疑者が潜んでいるのです。

銃器に関係する犯罪は減少傾向にありますが、拳銃等の銃器は、毎年のように押収されています。

危険な銃器事犯を徹底的に取り締まり、安全で安心な社会を実現することが私たちの使命です。

今後も地域の方の協力を得ながら、1丁でも多くの銃器を押収して、銃器事犯の根絶に取り組んでいきたいと思います。

　[image: 香川県警察本部刑事部組織犯罪対策課薬物・銃器犯罪特別捜査係（現　香川県警察本部生活安全部通信指令課通信指令係）　鎌田　英樹]




「国際犯罪捜査はワンチーム」




山口県警察本部刑事部組織犯罪対策課国際組織犯罪第三係

竹島　啓悟（たけしま　けいご）

　[image: ふくまるくん]




「被疑者が航空券を買った。母国に逃げるぞ」

この班長の言葉に捜査員全員が「絶対に捕まえてやる」と一致団結し、空港に急いだことを昨日のことのように思い出します。

これは、私が他都県警察との合同捜査において、ベトナム人犯罪組織による国際的な地下銀行事件の捜査に従事した時のことです。

捜査員が血眼になって捜査しても、全く居所が掴めなかった現金引き出し役のベトナム人被疑者が、母国に逃亡するための航空券を購入したことが判明。出発空港を管轄する県警察や出入国在留管理局等が部門の垣根を越えて連携し、約20人がワンチームとなって、国外逃亡直前の被疑者を正にテレビドラマのように検挙することができ、国際捜査の醍醐味を味わえた事案でした。

私たち国際捜査係の使命は、部門の垣根を越え、他の都道府県警察や関係機関と連携しながら、ワンチームで外国人犯罪者を検挙し続けることだと思います。

そして、私自身も「犯罪は絶対に許さない」、「逃げ得はさせない」という強い気持ちを持ち続けながら、外国人犯罪から県民を守るため、これからも国際捜査に全力で取り組んでいきます。

　[image: 山口県警察本部刑事部組織犯罪対策課国際組織犯罪第三係　竹島　啓悟]








第5章　安全かつ快適な交通の確保

第1節　交通事故情勢

1　交通事故の現状

（1）令和元年（2019年）の概況

令和元年中の交通事故による死者数（以下単に「死者数」という。）は3,215人と、4年連続で減少し、前年に引き続き、警察庁が統計を保有する昭和23年（1948年）以降の最少を更新した。また、交通事故発生件数及び負傷者数は、15年連続で減少した。

　図表5-1　交通事故の概況（令和元年）
[image: 図表5-1　交通事故の概況（令和元年）]

（2）過去10年間の死者数等の推移

平成22年（2010年）と比較して、令和元年中の死者数は全年齢層で35.0％、65歳以上で28.4％減少し、人口10万人当たり死者数は全年齢層で34.5％、65歳以上で41.6％減少した。

他方、令和元年中の65歳以上の人口10万人当たり死者数は全年齢層の約2倍、死者数全体に占める65歳以上の割合は55.4％と、いずれも引き続き高い水準となっており、更なる高齢者の交通事故防止対策が重要となっている。

　図表5-2　死者数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表5-2　死者数の推移（平成22～令和元年）]

　図表5-3　人口10万人当たり死者数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表5-3　人口10万人当たり死者数の推移（平成22～令和元年）]

　図表5-4　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成22～令和元年）
[image: 図表5-4　死者数全体に占める65歳以上の割合（平成22～令和元年）]

（3）状態別・類型別の特徴

状態別人口10万人当たり死者数をみると、歩行中、自動車乗車中、二輪車乗車中、自転車乗用中の順に多いが、令和元年中は、前年と比べていずれも減少した。

また、類型別人口10万人当たり死亡事故件数をみると、令和元年中は、正面衝突等（注）、歩行者横断中、出会い頭衝突の順に多い。


注：正面衝突、路外逸脱又は工作物衝突



　図表5-5　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表5-5　状態別人口10万人当たり死者数の推移（平成22～令和元年）]

　図表5-6　類型別人口10万人当たり死亡事故件数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表5-6　類型別人口10万人当たり死亡事故件数の推移（平成22～令和元年）]

（4）時間帯別・月別の特徴

最近5年間における時間帯別死亡事故件数をみると、17時台から19時台に多く発生している。

また、薄暮時間帯（注）の死亡事故は、7月以降に増加し、10月から12月にかけて特に多く発生している。


注：日没前後1時間以内



　図表5-7　時間帯別死亡事故件数（平成27～令和元年の合計）
[image: 図表5-7　時間帯別死亡事故件数（平成27～令和元年の合計）]

　図表5-8　薄暮時間帯の月別死亡事故件数（平成27～令和元年の合計）
[image: 図表5-8　薄暮時間帯の月別死亡事故件数（平成27～令和元年の合計）]






第2節　交通安全意識の醸成

1　交通安全教育と交通安全活動

（1）交通安全教育

国家公安委員会は、地方公共団体、民間団体等が適切かつ効果的に交通安全教育を行うことができるようにするとともに、都道府県公安委員会が行う交通安全教育の基準とするため、交通安全教育指針を作成し、公表している。

警察では、関係機関・団体等と連携し、同指針を基準として、教育を受ける者の年齢、心身の発達段階や通行の態様に応じた体系的な交通安全教育を実施している。

（2）交通安全活動

①　全国交通安全運動

広く国民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付けるとともに、国民自身による道路交通環境の改善に向けた取組を推進することにより、交通事故防止の徹底を図ることを目的として、全国交通安全運動を毎年春と秋の2回実施している。

②　シートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底

令和元年（2019年）中の後部座席同乗中死傷者（注1）のシートベルト着用者率は、一般道路で67.3％、高速道路（注2）で90.3％であった。また、令和元年に実施された全国調査（注3）では、幼児のチャイルドシートの使用率は70.5％であった。

警察では、関係機関・団体等と連携し、衝突実験映像等を用いたシートベルトの着用効果を実感できる参加・体験・実践型の交通安全教育を行うほか、幼稚園・保育所等において、保護者に対し、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等に適合したチャイルドシートの使用の呼び掛けや正しい取付方法の指導をすることなどにより、これらの適正な着用・使用の徹底を図っている。


注1：乗用車、貨物車、特殊車の運転席及び運転席横の座席以外の座席（バスの座席及び貨物車の寝台席を除く。）に乗っていた死傷者をいう。

注2：高速自動車国道及びこれと類似の性格や機能を有するもので国家公安委員会が指定する自動車専用道路

注3：警察庁と一般社団法人日本自動車連盟（JAF）の合同調査で令和元年6月に実施されたもの



③　反射材用品等の着用促進

薄暮時・夜間に歩行者及び自転車利用者が被害に遭う交通事故を防止するため、反射材用品、LEDライト等の視認効果、使用方法等について理解を深める参加・体験・実践型の交通安全教育や関係機関・団体等と連携した広報啓発活動を実施するなど、反射材用品等の着用促進を図っている。


MEMO　交通安全は地道な地域の活動から
（赤坂交通安全協会会長　土橋武雄）

赤坂交通安全協会は、昭和21年（1946年）の創立以来、赤坂警察署等と連携して、新入学期の児童等への交通安全教育、広報車を用いた啓発活動等を行っています。また、全国交通安全運動期間中には、テレビ局等とも連携して「赤坂交通安全運動のつどい」を開催しており、地域住民の交通安全意識の高揚に取り組んでいます。

私は、このような地道な地域活動が交通安全の実現につながっていくと信じていますし、交通安全が街全体を発展させていくと考えています。これからも悲惨な交通事故を1件でも減らせるよう、交通事故抑止に向けた活動を続けていきたいと思っています。

　[image: 「赤坂交通安全運動のつどい」の様子]
「赤坂交通安全運動のつどい」の様子








2　子供の安全確保

（1）子供が関係する交通事故の状況

令和元年中の15歳以下の子供の死者数は52人であり、同年齢層の人口10万人当たりの死者数は、全年齢層に比べて大幅に少なく、過去10年間の減少率も大きい。

しかし、平成27年（2015年）から令和元年までの期間において、人口10万人当たりの歩行中死傷者数を年齢別にみると7歳が最も多く、7歳をピークにして6歳から9歳までの死傷者数が特に多くなっている。

幼児及び小学生の死者・重傷者数の推移をみると、ともに減少傾向にあるが、うち約6割が歩行中の事故となっている。

　図表5-9　15歳以下の人口10万人当たり死者数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表5-9　15歳以下の人口10万人当たり死者数の推移（平成22～令和元年）]

　図表5-10　年齢別人口10万人当たり歩行中死傷者数（平成27～令和元年平均）
[image: 図表5-10　年齢別人口10万人当たり歩行中死傷者数（平成27～令和元年平均）]

　図表5-11　幼児の状態別死者・重傷者数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表5-11　幼児の状態別死者・重傷者数の推移（平成22～令和元年）]

　図表5-12　小学生の状態別死者・重傷者数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表5-12　小学生の状態別死者・重傷者数の推移（平成22～令和元年）]

（2）子供の交通安全教育

警察では、心身の発達段階に応じた体系的な交通安全教育を推進している。

幼児に対しては、チャイルドシートの使用等の幼児に特有の内容のほか、自らの判断で行動する歩行者となるために基本となる交通ルールや交通マナー等を習得させるため、幼稚園・保育所及び保護者等と連携して、腹話術や紙芝居等の視聴覚に訴える教育手法を取り入れた交通安全教室等を実施している。

児童に対しては、歩行者及び自転車利用者として必要な技能・知識を習得させるとともに、道路交通における危険を予測し、これを回避して安全に通行する意識及び能力を高めるため、小学校、PTA等と連携した交通安全教育を実施している。

　[image: 保育所と連携した交通安全教育]
保育所と連携した交通安全教育






3　自転車の安全利用の促進

（1）自転車関係交通事故の状況

自転車関係交通事故件数は減少傾向にあり、令和元年中の自転車乗用中死者数（注）も、433人と、前年より20人（4.4％）減少した。しかし、自転車側の約8割に何らかの法令違反があり、中でも安全不確認及び運転操作不適が多い。


注：第1・2当事者以外の当事者を含む。



　図表5-13　自転車乗用中死者（第1・2当事者）数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表5-13　自転車乗用中死者（第1・2当事者）数の推移（平成22～令和元年）]

（2）良好な自転車交通秩序の実現のための対策

①　自転車通行環境の確立

警察では、歩行者、自転車及び自動車のいずれも安全かつ適切に通行できるよう、道路管理者と連携して、自転車専用の走行空間（自転車専用通行帯（注1）及び自転車道（注2））を整備するとともに、普通自転車（注3）の歩道通行を可能とする交通規制の実施場所の見直し（注4）等を通じて自転車と歩行者の安全確保を図っている。


注1：交通規制により指定された自転車専用の車両通行帯

注2：縁石線や柵等の工作物によって分離された自転車専用の走行空間

注3：車体の大きさと構造が一定の基準に適合する二輪又は三輪の自転車で、他の車両をけん引していないもの

注4：道路交通法では、普通自転車は車道通行が原則とされているところ、道路標識等により歩道通行を可能とする交通規制を実施することができるが、幅員3メートル未満の歩道においては、歩行者の通行量や保育施設等の存在といった沿道環境等を総合的に勘案し、当該交通規制を原則廃止する方針に基づく見直しを実施している。



②　自転車利用者に対するルール等の周知徹底

警察では、地方公共団体、学校、自転車関係事業者等と連携し、「自転車安全利用五則」（注）を活用するなどして、全ての年齢層の自転車利用者に対して、自転車通行ルール等の周知を図っている。

また、ルールを守らなかった場合の罰則や交通事故発生の危険性等を周知するとともに、ヘルメットの着用や幼児を自転車に乗車させる場合のシートベルトの着用促進を図っている。


注：「自転車は、車道が原則、歩道は例外」、「車道は左側を通行」、「歩道は歩行者優先で車道寄りを徐行」、「安全ルールを守る（飲酒運転・二人乗り・並進の禁止、夜間はライトを点灯及び交差点での信号遵守と一時停止・安全確認）」、「子供はヘルメットを着用」を内容とし、平成19年7月に中央交通安全対策会議（交通安全対策基本法により、内閣府に置かれ、内閣総理大臣を会長とし、関係する大臣等を委員とする会議）交通対策本部で決定された「自転車の安全利用の促進について」において、自転車の通行ルールの広報啓発に当たって活用することとされたもの



　[image: 広報啓発ポスター]
広報啓発ポスター

③　自転車安全教育の推進

警察では、関係機関・団体等と連携して、児童・生徒や高齢者等に対する自転車安全教育を推進している。令和元年中、児童・生徒や高齢者等を対象に、自転車シミュレーターを活用するなどした参加・体験・実践型等の自転車教室を全国で約4万1,000回開催し、約441万人が受講した。

④　自転車利用者に対する指導取締りの推進

警察では、自転車指導啓発重点地区・路線（注）を中心に、自転車利用者の無灯火、二人乗り、信号無視、一時不停止等に対し、指導警告を行うとともに、悪質・危険な交通違反に対しては検挙措置を講じるなど、厳正に対処している。

また、交通の危険を生じさせるおそれのある一定の違反行為を反復して行った自転車の運転者を対象とする自転車運転者講習を実施しており、令和元年中は328人が受講した。


注：自転車が関係する交通事故の発生状況、地域住民の苦情・要望等を踏まえ、全国1,894か所（令和元年末現在）を指定



　図表5-14　自転車利用者に対する指導取締り状況（令和元年）
[image: 図表5-14　自転車利用者に対する指導取締り状況（令和元年）]






4　飲酒運転の根絶に向けた警察の取組

（1）飲酒運転の根絶に向けた規範意識の確立

令和元年中の飲酒運転による交通事故件数は3,047件と、19年連続で減少し、このうち飲酒運転による死亡事故件数は176件と、前年より22件（11.1％）減少した。

飲酒運転の死亡事故率（注1）は5.78％と、飲酒なしの場合（0.73％）と比べて約7.9倍も高く、飲酒運転は極めて危険性が高い悪質な犯罪行為である。

警察では、飲酒運転の危険性、飲酒運転による交通事故の実態等について積極的に広報するとともに、飲酒が運転等に与える影響について理解を深める交通安全教育を推進している。

また、酒類の製造・販売業、酒類提供飲食業等の関係業界に対して飲酒運転を防止するための取組を要請しているほか、一般財団法人全日本交通安全協会等が推進している「ハンドルキーパー運動」（注2）への参加を国民に呼び掛けるなど、関係機関・団体等と連携して「飲酒運転をしない、させない」という国民の規範意識の確立を図っている。


注1：交通事故発生件数に占める死亡事故件数の割合

注2：自動車によりグループで酒類提供飲食店に来たときには、その飲食店の協力を得て、グループ内で酒を飲まず、ほかの者を自宅まで送る者（ハンドルキーパー）を決め、飲酒運転を根絶しようという運動



（2）飲酒運転根絶の受け皿としての運転代行サービスの普及促進

飲酒運転根絶の観点からは、その受け皿としての運転代行サービスの普及促進を図っていく必要がある。警察庁では、国土交通省と共に策定した「安全・安心な利用に向けた自動車運転代行業の更なる健全化対策」に基づき、自動車運転代行業の健全化及び利用者の利便性・安心感の向上を図るための施策を推進している。

　図表5-15　自動車運転代行業の認定業者数等の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表5-15　自動車運転代行業の認定業者数等の推移（平成27～令和元年）]

（3）飲酒運転の取締り

飲酒運転の根絶に向け、警察では引き続き厳正な取締りを推進するとともに、車両等提供、酒類提供及び要求・依頼しての同乗に対する罰則規定の適用を推進している。

　図表5-16　飲酒運転の取締り件数（令和元年）
[image: 図表5-16　飲酒運転の取締り件数（令和元年）]


MEMO　飲酒死亡事故の特徴

令和元年中の飲酒運転による死亡事故件数を発生時間帯別にみると、深夜0時台から1時台が最も多く、次いで深夜2時台から3時台が多い。また、飲酒運転の死亡事故率を発生時間帯別にみると、2時台から3時台が突出して高くなっている。警察では、これらの状況について周知に努めるとともに、発生状況を踏まえた効果的な取締りを推進するなど、広報啓発等と指導取締りを組み合わせた諸活動を推進している。

　図表5-17　飲酒運転事故の時間帯死亡事故件数及び死亡事故率（令和元年）
[image: 図表5-17　飲酒運転事故の時間帯死亡事故件数及び死亡事故率（令和元年）]








第3節　きめ細かな運転者施策による安全運転の確保

1　運転者教育

（1）運転者教育の体系

運転者教育の機会は、運転免許を受ける過程及び運転免許を受けた後における各段階に体系的に設けられており、その流れは図表5-18のとおりである。

　図表5-18　運転者教育の体系
[image: 図表5-18　運転者教育の体系]

（2）運転免許を受けようとする者に対する教育の充実

運転免許を受けようとする者は、都道府県公安委員会の行う運転免許試験を受けなければならないが、指定自動車教習所（注1）の卒業者は、このうち技能試験が免除される。

指定自動車教習所は、初心運転者教育の中心的役割を担うことから、警察では教習指導員の資質の向上を図るなどして、指定自動車教習所における教習の充実に努めている。

全国で令和元年（2019年）末現在1,314か所ある指定自動車教習所の卒業者で、令和元年中に運転免許試験に合格した者の数は、152万7,955人となっている。

また、運転免許を受けようとする者は、その種類に応じ、安全運転に関する知識や技能等を習得するための講習（取得時講習）を受講することが義務付けられているところであるが、指定自動車教習所又は特定届出自動車教習所（注2）を卒業した者はこれと同内容の教育を受けているため、受講が免除される。


注1：職員、施設及び運営方法が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した自動車教習所

注2：届出自動車教習所（所在地を管轄する都道府県公安委員会に対して、名称や所在地等の届出を行った自動車教習所）のうち、職員、施設、教習方法等が一定の基準に適合するものとして都道府県公安委員会が指定した教習課程を行う自動車教習所



　図表5-19　取得時講習の実施状況（令和元年）
[image: 図表5-19　取得時講習の実施状況（令和元年）]

（3）運転免許取得後の教育の充実

①　きめ細かな更新時講習の実施

更新時講習は、運転免許証の更新の機会に定期的に講習を行うことにより、安全な運転に必要な知識を補い、運転者の安全意識を高めることを目的としている。この講習は、受講対象者を法令遵守の状況等により優良運転者、一般運転者、違反運転者及び初回更新者に区分して実施している。

　図表5-20　更新時講習の実施状況（令和元年）
[image: 図表5-20　更新時講習の実施状況（令和元年）]

②　危険運転者の改善のための教育

道路交通法等に違反する行為をし、累積点数が一定の基準に該当した者や行政処分を受けた者に対しては、その危険性の改善を図るための教育として、初心運転者講習、取消処分者講習、停止処分者講習及び違反者講習を実施している。

特に、飲酒運転者対策として、飲酒運転違反者に対する一層効果的な教育を目的とした、AUDIT（注1）、ブリーフ・インターベンション（注2）等の飲酒行動の改善のためのカリキュラムを盛り込んだ取消処分者講習（飲酒取消講習）を全国で実施し、受講者の飲酒行動の改善や飲酒運転に対する規範意識の向上を図っている。また、停止処分者講習等において、飲酒運転違反者を集めて行う飲酒学級を設け、運転シミュレーターを活用した飲酒運転の疑似体験や飲酒ゴーグルを活用した飲酒状態の疑似体験等を実施して、飲酒運転の危険性を理解させるなど、教育内容の充実を図っている。


注1：Alcohol Use Disorders Identification Testの略。世界保健機関（WHO）がスポンサーになり、数か国の研究者によって作成された「アルコール使用障害に関するスクリーニングテスト」で、面接又は質問紙により、その者が危険・有害な飲酒習慣を有するかどうかなどを判別するもの

注2：受講者に、自身が設定した日々の飲酒量等に関する目標の達成状況を一定期間記録させた上で、その記録内容に基づき、受講者ごとに問題飲酒行動及び飲酒運転の抑止のための指導を行うもの



　図表5-21　危険運転者の改善のための教育の実施状況（令和元年）
[image: 図表5-21　危険運転者の改善のための教育の実施状況（令和元年）]

③　自動車教習所における交通安全教育

自動車教習所は、ペーパードライバー教育をはじめとする運転免許保有者に対する交通安全教育も行っており、地域における交通安全教育センターの役割を果たしている。都道府県公安委員会は、認定制度により、こうした教育の水準の向上と普及を図っている。






2　様々な運転者へのきめ細かな対策

（1）運転者の危険性に応じた行政処分の実施

警察では、道路交通法違反を繰り返し犯す運転者や重大な交通事故を起こす運転者を道路交通の場から早期に排除することによって交通の安全を図るため、運転免許の行政処分を厳正かつ迅速に実施している。

また、近年、一般の運転者に危険を感じさせるような悪質・危険な運転行為がいわゆる「あおり運転」として社会問題化しており、このような運転を行う者について、積極的に行政処分を行うこととしている（注）。


注：32、33頁（トピックスIV　いわゆる「あおり運転」（妨害運転）に対する警察の取組）参照



　図表5-22　運転免許の行政処分件数の推移（平成27年（2015年）～令和元年）
[image: 図表5-22　運転免許の行政処分件数の推移（平成27年（2015年）～令和元年）]

（2）安全運転相談（注1）の充実等

警察では、加齢に伴う身体機能の低下等のため自動車等の安全な運転に不安のある高齢運転者やその家族、身体の障害や一定の症状を呈する病気等のため自動車等の安全な運転に支障のある者等からの相談を受け付けるため、安全運転相談窓口を設けている。例えば、身体の障害について相談があった場合には、具体的な症状を聞き運転免許の条件付与に関する説明等を行うほか、必要に応じてシミュレーター等により運動機能を確認して運転免許の条件を付与するなどしている。

この窓口では、看護師の資格を有する警察官等の医療系専門職員（注2）をはじめとする専門知識の豊富な職員を配置し、適切な相談場所を確保するなどして、相談者のプライバシー保護のために特段の配慮をしているほか、全国統一の専用相談ダイヤル「＃8080（シャープハレバレ）」の導入や、職員による町内会への訪問、警察署への巡回等によって相談を受け付けるなど、運転者等が相談しやすい環境の整備に努めている。

また、相談終了後も運転者等に連絡して継続的な対応を図ったり、患者団体や医師会等と密接に連携し、必要に応じて相談者に専門医を紹介したりするなど、安全運転相談の充実を図っている。

さらに、ポスターの掲示、ウェブサイトの活用等により、安全運転相談窓口の周知徹底を図っている。


注1：これまでの運転適性相談の名称を、より親しみやすくなるよう改めたもの（17頁参照）

注2：令和2年4月現在、41都道府県で72人の医療系専門職員が配置されている。



　[image: 安全運転相談の状況]
安全運転相談の状況

　図表5-23　安全運転相談の受理件数の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表5-23　安全運転相談の受理件数の推移（平成27～令和元年）]

（3）国際化への対応

警察では、日本語を解さない外国人が運転免許を取得するなどし、安全に自動車等を運転することができるよう、外国語による学科試験の実施、更新時講習等における外国語版教本の活用等を推進している。

また、外国等の行政庁等の運転免許証を有する者については、一定の条件の下に運転免許試験の一部を免除できる制度があり、令和元年中の同制度による運転免許証の交付件数は4万6,983件であった。

　図表5-24　外国等の行政庁等の運転免許証を有する者に対する運転免許試験の一部免除の流れ
[image: 図表5-24　外国等の行政庁等の運転免許証を有する者に対する運転免許試験の一部免除の流れ]


MEMO　訪日外国人運転者に対する広報

訪日外国人運転者に対して交通ルール等を周知するため、安全教育の充実を図るとともに、レンタカー等を運転する訪日外国人向けに、安全運転啓発動画を作成したり、基本的な交通ルールの注意点を掲載したリーフレットを作成して都道府県警察を通じて配布したりするなど、関係機関・団体の協力を得ながら各種取組を推進している。



（4）運転免許手続等の利便性の向上と国民負担の軽減

警察では、運転免許証の更新に係る利便性の向上と国民の負担の軽減のため、更新免許証の即日交付、日曜日の申請受付、警察署における更新窓口の設置等の施策を推進している。

令和元年中は、全国で1,089か所の運転免許証の更新窓口において、1,838万5,297件の更新免許証を交付しており、このうち即日交付は1,476万6,364件であった。

また、障害者の利便性向上のため、試験場施設のバリアフリー化等の施設の整備・改善、漢字に振り仮名を付けた学科試験の実施、身体障害者用に改造された持込車両を用いた技能試験の実施等を推進するとともに、指定自動車教習所等に対して、障害者の教習体制の充実等を指導している。

（5）運転者の特性に応じた運転者標識

運転者は、自動車を運転するときに、一定の条件に該当する場合は、それぞれの条件に応じて、車両の前面及び後面に初心運転者標識、高齢運転者標識（注）又は聴覚障害者標識を表示することが義務付けられているほか、表示義務がない場合であっても、身体の状態が自動車の運転に影響を及ぼすおそれがあるときなどは、高齢運転者標識又は身体障害者標識を表示するよう努めなければならないこととされている。これらの標識は、他の車両の運転者に注意を喚起するとともに、標識を表示した自動車を保護することなどによって交通事故防止を図るものであり、これらの標識を表示した自動車に対する幅寄せや割込みは禁止されている。


注：高齢運転者標識は、平成23年に様式が変更されたが、変更前の標識（「もみじマーク」）についても、当分の間、表示することができる。
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第4節　交通環境の整備

1　交通実態を踏まえた交通環境の整備

（1）交通安全施設等整備事業の推進

警察では、交通の安全と円滑を確保するため、信号機や道路標識をはじめとする交通安全施設等の整備を進めている。

交通安全施設等の整備については、昭和41年（1966年）以降、多発する交通事故を緊急かつ効果的に防止するため、交通安全施設等整備事業長期計画に即して推進してきたが、平成15年（2003年）以降は、交通安全施設等、道路、港湾等の社会資本の整備に関して従来の事業分野別の長期計画を統合した「社会資本整備重点計画」に即して推進している。

平成27年度から令和2年（2020年）度においては、当該期間を計画期間とする第4次社会資本整備重点計画に即して、重点的、効果的かつ効率的に交通安全施設等の整備を推進することとしている。

　図表5-25　主な交通安全施設等整備状況
[image: 図表5-25　主な交通安全施設等整備状況]

　図表5-26　警察の整備する交通安全施設等
[image: 図表5-26　警察の整備する交通安全施設等]

　図表5-27　第4次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）
[image: 図表5-27　第4次社会資本整備重点計画の概要（警察関連部分）]

一方、整備後長期間が経過した信号機等の老朽化対策が課題となっており、警察庁では、平成25年11月にインフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議において策定された「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、平成27年3月、警察関連施設の維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにする「警察庁インフラ長寿命化計画」を策定した。警察では、同計画等に即して、交通安全施設等の整備状況を把握・分析した上で、中長期的な視点に立った老朽施設の更新、交通環境の変化等により効果が低下した施設の撤去、施設の長寿命化等による戦略的なストック管理、ライフサイクルコストの削減等に努めている。

　図表5-28　老朽化した交通安全施設
[image: 図表5-28　老朽化した交通安全施設]

（2）交通管制システムの整備

都市部では道路交通が複雑化・過密化し、交通渋滞、交通公害及び交通事故の一因となっているため、警察では、交通管制システムにより、道路交通を効率的に管理して、交通の安全と円滑の確保を図っている。

具体的には、車両感知器等から収集した交通量や走行速度等の情報を分析し、交通状況に即応した信号の制御を行うことで、車両の流れをコントロールしているほか、収集した交通情報を交通情報板や光ビーコン（注）等を活用して提供することで、交通流・交通量の誘導及び分散を図るなどの対策を講じている。


注：通過車両を感知して交通量等を測定するとともに、車載装置と交通管制センターの間のやり取りを媒介する路上設置型の赤外線通信装置



　図表5-29　交通管制システム
[image: 図表5-29　交通管制システム]

（3）交通実態の変化等に即した交通規制

警察では、地域の交通実態を踏まえ、速度、駐車等に関する交通規制や交通管制の内容について常に点検・見直しを図るとともに、道路整備、地域開発、商業施設の新設等による交通事情の変化に対しても、これを的確に把握してソフト・ハード両面での総合的な対策を実施することにより、安全で円滑な交通流の維持を図っている。

このうち、速度規制については、平成25年12月に有識者懇談会において取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」を踏まえ、一般道路（注1）において、実勢速度（注2）、交通事故発生状況等を勘案しつつ、規制速度の引上げ、規制理由の周知等を計画的に推進している。平成26年度から28年度にかけて実施した最高速度規制の見直しについて分析した結果、規制速度が引き上げられた多くの路線で実勢速度の上昇傾向や交通事故の増加傾向はみられなかった。

また、平成26年から、交通事故の減少や被害の軽減、交差点における待ち時間の減少、災害時の対応力の向上等の効果が見込まれる環状交差点の適切な箇所への導入を推進しており、令和元年度末までに101か所で導入された。

さらに、信号制御については、歩行者・自転車の視点で、信号をより守りやすくするために、横断実態等を踏まえた信号表示の調整等の運用の改善を推進している。


注1：生活道路において推進している速度抑制対策については、155頁参照

注2：例えば、ある区間を走行する100台の自動車の走行速度を低いものから順に並べた場合、85番目のものの速度



　[image: 環状交差点（岡山県加賀郡吉備中央町）]
環状交差点（岡山県加賀郡吉備中央町）

（4）交通管理等による環境対策

警察では、沿道地域の交通公害の状況や道路交通の実態に応じて、通過車両の走行速度を低下させてエンジン音や振動を抑えるための最高速度規制、エンジン音や振動の大きい大型車を沿道から遠ざけるための中央寄り車線規制等の対策を実施している。

また、エコドライブ（環境負荷の軽減に配慮した自動車の使用）は、環境保全効果だけでなく交通事故防止にも一定の効果が期待されることから、「エコドライブ10のすすめ」を活用し、毎年11月をエコドライブ推進月間に設定して、エコドライブの普及を促進している。

さらに、交通状況に即応した信号の制御により、交差点における車両の停止・発進回数を低減させることで、騒音、振動及び排出ガスの発生を抑え、交通公害の低減を図っている。

（5）警察による交通情報提供

警察では、交通管制システムにより収集・分析したデータを交通情報板やVICS（注1）等を通じて交通情報として広く提供し、運転者が混雑の状況や所要時間を的確に把握して安全かつ快適に運転できるようにすることにより、交通流を分散させ、交通渋滞や交通公害の緩和を促進している。

また、関係団体の協力の下、警察が保有するリアルタイムの交通情報をカーナビゲーション装置等にオンラインで提供するシステムを構築するなど、民間の交通情報提供事業の高度化を支援するとともに、交通情報の提供に関する指針を定め、当該事業が交通の安全と円滑に資するものとなるよう働き掛けている。さらに、民間事業者が保有するプローブ情報（注2）を活用しつつ、災害時に通行実績情報等の交通情報を提供するためのシステムを整備・運用している。

このほか、平成29年3月から交通規制情報及び断面交通量情報（注3）を、平成30月3月からは交差点制御情報（注4）を、関係団体のウェブサイトを通じて提供している。


注1：Vehicle Information and Communication System（道路交通情報通信システム）の略。光ビーコン等を通じてカーナビゲーション装置に対して交通情報を提供するシステムで、時々刻々変動する道路交通の状況をリアルタイムで地図画面上に表示することができるほか、図形・文字でも分かりやすく表示することができる。

注2：カーナビゲーションに蓄積された走行履歴情報

注3：道路上の特定の地点を単位時間当たりに通過する車両台数情報

注4：サイクル（信号機の灯火が青色、黄色、赤色と一巡する時間）、スプリット（1サイクル時間のうち、各現示（信号機が設置された交差点を通過する交通流のうち、同時に通行権を与えられている交通流の一群をいう。）に割り当てられる時間の割合）等に関する実行履歴情報



　[image: VICS対応型カーナビゲーション装置の画面表示例]
VICS対応型カーナビゲーション装置の画面表示例


MEMO　災害に伴う交通の危険等の防止と信号機電源付加装置の整備

大規模災害発生直後から道路の復旧までの期間には、信号表示の調整、警察官による交通整理、ラジオ、テレビ等の各種広報媒体等を活用した迂（う）回路の指示や交通情報の提供等により、交通容量が大幅に減少した道路における交通の危険防止及び混雑緩和のための措置を実施している。

また、信号機の滅灯による道路交通の混乱を防止するため、各都道府県の主要幹線道路や災害応急対策の拠点に連絡する道路等における信号機電源付加装置（注）の整備を推進し、大規模災害発生時における交通の安全と円滑を確保するとともに、信号機が滅灯した交差点で交通整理に割かなければならない警察官の数を削減している。


注：停電に起因する信号機の機能停止による道路交通の混乱を防止するため、信号機に備え付ける予備電源



　図表5-30　信号機電源付加装置のイメージ
[image: 図表5-30　信号機電源付加装置のイメージ]








2　道路交通環境の整備による歩行者等の安全通行の確保

（1）ゾーン30の整備の推進

警察では、市街地等の生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、道路管理者と連携して、ゾーン30の整備を推進している。ゾーン30とは、区域（ゾーン）を設定して、最高速度30キロメートル毎時の区域規制や路側帯の設置・拡幅を実施するとともに、その区域の道路交通の実態に応じた通行禁止等の交通規制の実施やハンプ（注）の設置等の対策により、区域内における速度を規制し、通過交通の抑制・排除を図るものであり、令和元年度末までに全国で3,864か所を整備した。


注：車両の低速走行等を促すための道路に設ける盛り上がり（凸部）



　図表5-31　「ゾーン30」の整備イメージ
[image: 図表5-31　「ゾーン30」の整備イメージ]


MEMO　未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路の安全確保

子供が犠牲となる事故等の発生を受け、令和元年6月、「昨今の事故情勢を踏まえた交通安全対策に関する関係閣僚会議」において、「未就学児等及び高齢運転者の交通安全緊急対策」が決定された。警察では、幼稚園、保育所、認定こども園等のほか、その所管機関や道路管理者等と連携し、未就学児を中心に子供が日常的に集団で移動する経路の緊急安全点検を実施するとともに、この結果を踏まえ、必要な対策を推進している。

また、可搬式速度違反自動取締装置を活用した取締りやゾーン30の入口での交通安全指導等を通じて子供の交通安全の確保に取り組んでいる。

　[image: 可搬式速度違反自動取締装置を活用した交通指導取締り状況]
可搬式速度違反自動取締装置を活用した交通指導取締り状況



（2）バリアフリー対応型信号機等の整備の推進

警察では、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づき、高齢者、障害者等が道路を安全に横断できるよう、音響により信号表示の状況を知らせる音響式信号機、信号表示面に青時間までの待ち時間及び青時間の残り時間を表示する経過時間表示機能付き歩行者用灯器、歩行者等と車両が通行する時間を分離して交通事故を防止する歩車分離式信号等のバリアフリー対応型信号機を整備している。

また、自動車の前照灯の光を反射しやすい素材を用いるなどして見やすく分かりやすい道路標識・道路標示を整備するとともに、横断歩道上における視覚障害者の安全性及び利便性を向上させるエスコートゾーンを整備している。

　図表5-32　バリアフリー対応型信号機等
[image: 図表5-32　バリアフリー対応型信号機等]






3　総合的な駐車対策

（1）違法駐車の状況

違法駐車は、交通渋滞を悪化させる要因となるほか、歩行者や車両の安全な通行の妨げとなったり、緊急自動車の活動に支障を及ぼしたりするなど、地域住民の生活環境を害し、国民生活全般に大きな影響を及ぼしている。

（2）駐車対策の推進

警察では、必要やむを得ない駐車需要への対応が十分でない場所を中心に、地方公共団体や道路管理者に対し、路外駐車場や荷さばきスペースの整備等を働き掛けるとともに、きめ細かな駐車規制、違法駐車の取締り、広報啓発活動等を行うなどの対策を推進している。

①　きめ細かな駐車規制

地域住民の意見・要望等を十分に踏まえつつ、駐車規制の点検・見直しを実施しており、物流の必要性や自動二輪車の駐車需要等にも配慮し、地域の交通実態等に応じた規制の緩和を行うほか、必要性が十分に認められないパーキングメーター等を撤去するなど、きめ細かな駐車規制を推進している。

②　違法駐車の取締り

違法駐車の取締りについては、地域住民の意見・要望等を踏まえてガイドラインを策定・公表し、悪質性・危険性・迷惑性の高いものに重点を置いて実施している。当該ガイドラインについては、定期的に見直しを行い、常に警察署管内における駐車実態を反映したものとなるよう努めている。また、放置車両の確認事務については、警察署長から委託を受けた法人の駐車監視員や警察官等により適正に運用されている。

　[image: 駐車監視員の活動状況]
駐車監視員の活動状況

　図表5-33　確認事務の民間委託の状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表5-33　確認事務の民間委託の状況の推移（平成27～令和元年）]

　図表5-34　放置車両確認標章の取付け状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表5-34　放置車両確認標章の取付け状況の推移（平成27～令和元年）]

③　保管場所の確保対策

道路が自動車の保管場所として使用されることを防止するため、自動車の保管場所の確保等に関する法律に基づき、保管場所証明書の交付、軽自動車の保管場所に係る届出受理等を行うとともに、青空駐車（注1）や車庫とばし（注2）の取締りを行っている。

また、国民の負担軽減を図るため、保管場所証明申請手続等をオンライン化するワンストップサービスシステムの全国的な整備に向けた取組を推進している。


注1：道路を自動車の保管場所として使用する行為

注2：自動車の使用の本拠の位置や保管場所の位置を偽って保管場所証明を受ける行為




MEMO　貨物集配中の車両に係る駐車規制の見直し

平成29年8月に「トラック・バス・タクシーの働き方改革「直ちに取り組む施策」」に「貨物集配中の車両に係る駐車規制の見直し」が盛り込まれたことを踏まえ、令和2年3月末現在で28都府県において、駐車規制の対象から貨物自動車を除外するなどの措置を189区間で実施した。

　[image: 物流に配慮した交通規制]
物流に配慮した交通規制








4　高速道路における交通警察活動

（1）高速道路ネットワークと交通事故の状況

令和元年末現在、高速道路は209路線であり、その総延長距離は1万3,000キロメートルを超えている。令和元年中の高速道路における死者数は163人と、前年より10人（5.8％）減少した。

　図表5-35　高速道路における交通事故発生件数・死者数の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表5-35　高速道路における交通事故発生件数・死者数の推移（平成22～令和元年）]

（2）高速道路における交通の安全と円滑の確保

①　道路管理者と連携した交通安全対策

警察では、交通事故の発生状況を詳細に分析し、死亡事故等の発生地点や交通事故の多発地点等における現場点検を道路管理者と共同して実施し、必要な対策を協議・検討するとともに、パトロール等を強化している。特に、逆走が原因となる交通事故や、中央帯がなく、往復の方向別に分離されていない区間における対向車線へのはみ出しによる交通事故が後を絶たないことから、道路管理者と連携し、誤進入防止のための道路交通環境の改善や、対向車線へのはみ出しを防止するための道路の中央部へのワイヤロープの設置等を推進している。また、渋滞発生時には、的確な臨時交通規制を実施するほか、迅速に道路管理者と情報共有を行い、道路情報板や後尾警戒車の活用等による渋滞区間における追突事故の防止を図っている。

②　安全利用のための広報啓発及び交通安全教育

警察では、高速道路の安全利用のため、関係機関・団体等と連携して、交通事故の発生状況や逆走の危険性等に関する広報啓発活動を行うとともに、車両故障や交通事故等により運転が困難となった場合の措置等に関する参加・体験・実践型の交通安全教育を行っている。

③　交通事故抑止に資する交通指導取締り

警察では、著しい速度超過や飲酒運転、車間距離不保持、通行帯違反等の悪質性・危険性の高い違反に重点を置いた取締りを推進している。また、全ての座席でのシートベルトの着用及びチャイルドシートの使用の徹底を図るため、サービスエリア等における貸切バスの乗客等へのシートベルト着用を促す声掛けや、関係機関・団体等と連携した普及啓発活動を推進するとともに、令和元年中はシートベルト装着義務違反を15万2,673件取り締まった。

④　高規格の高速道路における規制速度の引上げ

平成28年3月に学識経験者等から構成される調査研究委員会において取りまとめられた「高規格の高速道路における速度規制の見直しに関する提言」では、構造適合速度（注）が120キロメートル毎時の高規格の高速道路のうち、交通事故の発生状況や車両の走行速度等に関する一定の条件を満たす区間については、規制速度を100キロメートル毎時を超える速度に引き上げることが可能であるとされた。これを踏まえ、平成29年11月には新東名高速道路の新静岡インターチェンジから森掛川インターチェンジまでの区間において、同年12月には東北自動車道の花巻南インターチェンジから盛岡南インターチェンジまでの区間において、それぞれ規制速度を110キロメートル毎時へ引き上げる試行を実施した後、平成31年3月には両区間の規制速度を120キロメートル毎時へ引き上げる試行を開始した。今後は、交通事故実態、車両の走行速度の変化等について検証した上、他の路線又は区間の規制速度の引上げについても検討を行う予定である。


注：道路の構造等を基に、数キロメートル単位の区間ごとに算出した道路の設計速度に相当する値








5　ITSの推進と自動運転の実現に向けた取組

（1）ITS（注1）の推進

①　UTMS（注2）の開発・整備によるITSの推進

警察では、最先端の情報通信技術等を用いて交通管理の最適化を図るため、光ビーコン等の機能を活用したUTMSの開発・整備を行うことによりITSを推進し、安全・円滑かつ快適で環境負荷の低い交通社会の実現を目指している。


注1：Intelligent Transport Systems（高度道路交通システム）の略

注2：Universal Traffic Management Systems（新交通管理システム）の略



　図表5-36　主なUTMSの概要（令和2年4月末現在）
[image: 図表5-36　主なUTMSの概要（令和2年4月末現在）]

②　ITSに関する国際協力の推進

警察では、令和元年（2019年）10月、シンガポールで開催された第26回ITS世界会議（注1）及び同年11月に東京で開催されたSIP-adus Workshop2019（注2）において、各種発表を通じてUTMSの先進的な技術を紹介するとともに、各国とITSに関して情報交換を行うなどして協力関係を深めた。

また、警察庁では、令和2年1月、米国運輸省道路交通安全局との会議を米国で開催し、両国が推進するITSに関する施策等について情報交換を行った。


注1：ITSに関する3つの団体が共同で開催する、ITSの研究・実用化を推進するための会議

注2：SIP第2期「自動運転（システムとサービスの拡張）」の成果発表や国際連携を推進するための会議。SIPはCross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program（戦略的イノベーション創造プログラム）の略



（2）自動運転の実用化に向けた警察の取組

自動運転の技術は、交通事故の削減や渋滞の緩和等に不可欠なものと考えられ、警察としても、我が国の道路交通環境に応じた自動運転が早期に実用化されるよう、その進展を支援すべく積極的に取組を進めている（注）。


注：自動運転システムの解析に関する研究については、28頁（トピックスII　科学捜査を支える取組）参照



①　法制度面を含む各種課題の検討

警察庁では、平成30年5月から、有識者を交えた委員会を開催し、自動運転の実用化を見据えた道路交通法の在り方の検討を行った。同委員会における検討結果等を踏まえ、令和元年5月、第198回国会において、自動運行装置（注1）を使用する運転者の義務や作動状態記録装置（注2）による記録に関する規定の整備等を内容とする道路交通法の一部を改正する法律が成立した。また、自動運転関係の規定については、令和2年4月に施行された。

この改正により、SAEレベル3（注3）の自動運転について、国土交通大臣が付する自動運行装置の使用条件を満たさなくなる場合等には、運転者が自動運行装置から運転操作を確実に引き継ぐことが求められる。運転者はこれに適切に対処することができる必要があり、警察では、自動運行装置を使用した運転上の留意事項等について広報啓発に努めている。また、警察庁では、関係機関・団体と連携して、自動運行装置を使用中の自動車に係る事故原因の究明に必要な取組を進めている。

また、令和元年9月には、「遠隔型自動運転システムの公道実証実験に係る道路使用許可の申請に対する取扱いの基準」を見直し、「自動運転の公道実証実験に係る道路使用許可基準」を新たに策定・公表した。同基準は、自動運転による移動サービスの事業化を見据えて安全対策等を充実させるとともに、手動による運転時は通常のハンドル・ブレーキと異なる特別な装置で操作する自動車の実験について新たに規定するものとなっている。


注1：プログラムにより自動的に自動車を運行させるために必要な装置であって、当該装置ごとに国土交通大臣が付する条件（使用条件）で使用される場合において、自動車を運行する者の操縦に係る認知、予測、判断及び操作に係る能力の全部を代替する機能（以下「代替機能」という。）を有するもの

注2：自動運行装置の代替機能の作動状態の確認に必要な情報を記録するための装置

注3：「自動運転に係る制度整備大綱」等で採用されている、SAE（Society of Automotive Engineers）InternationalのJ3016における運転自動化レベルのうち、システムが全ての動的運転タスク（操舵、加減速、運転環境の監視、反応の実行等、車両を操作する際にリアルタイムで行う必要がある機能）を、システムが機能するよう設計されている特有の条件内で実施するが、システムの作動継続が困難な場合は、システムの介入要求等に対して、運転者の適切な応答が期待されるもの



　[image: 広報・啓発リーフレット]
広報・啓発リーフレット

②　国際的な議論への参画

我が国が締約しているジュネーブ条約（注1）では、第8条第1項において「一単位として運行されている車両又は連結車両には、それぞれ運転者がいなければならない」と規定されている一方で、システムが完全に運転操作を実施する自動運転もあり得ることなどから、近年、自動運転と国際条約との関係の整理等に関し、国際連合経済社会理事会の下の欧州経済委員会内陸輸送委員会に置かれたWP.1（注2）において議論が行われており、警察庁としても、これら議論に参画している。


注1：昭和24年（1949年）にスイス・ジュネーブにおいて作成された道路交通に関する条約の通称

注2：Global Forum for Road Traffic Safety（道路交通安全グローバルフォーラム）の通称



③　自動運転システムの実用化に向けた研究開発

平成30年から開始されたSIP第2期「自動運転（システムとサービスの拡張）」では、自動運転システムの実用化に向け、令和元年10月から、産官学連携の下、東京臨海部の公道で国内外の自動車メーカー等による実証実験が実施されている。

警察庁においても、ITS無線路側機（注）による信号情報の提供の高度化を目指し、自動車メーカー等と自動運転の実用化に有用な信号情報の提供方法等について検討を行い、これら信号情報を提供できるITS無線路側機を東京臨海部に整備するなど、実証実験に向けた準備を進めた。また、ITS無線路側機からの直接の通信以外の手法による信号情報の提供に係る各種課題についての技術的な検討を行っている。

今後、警察では、道路交通法に関連する課題の検討を更に進めるなど、交通の安全と円滑の確保の観点から、必要な取組を引き続き推進することとしている。


注：信号制御機や車両感知器等と接続し、設置されている交差点における信号灯火、横断歩行者等の有無といった周辺の交通状況等を、700MHz帯の周波数を利用して広範囲に提供する路上設置型の無線通信装置



　図表5-37　ITS無線路側機による信号情報の提供
[image: 図表5-37　ITS無線路側機による信号情報の提供]






第5節　道路交通秩序の維持

1　交通事故防止に資する交通指導取締り

（1）交通事故分析に基づく交通指導取締り

警察では、平成25年（2013年）12月に取りまとめられた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等の在り方に関する提言」を踏まえ、交通事故の発生実態等を分析し、取締りを実施する時間、場所等の交通指導取締りに関する方針を策定した上で、計画的に取締りを実施するなどして交通事故防止に資する交通指導取締りを推進している。

また、交通指導取締りの必要性について国民の理解を深めるため、最高速度違反に起因する交通事故の発生状況や地域住民からの要望等を踏まえた速度取締りに関する指針を策定し、速度取締りを重点的に実施する路線や時間帯をウェブサイト等により公表している。

（2）悪質性・危険性・迷惑性の高い運転行為への対策

警察では、交通街頭活動を推進し、違法行為の未然防止に努めるとともに、無免許運転、飲酒運転、著しい速度超過、交差点関連違反等の交通事故に直結する悪質性・危険性の高い違反及び駐車違反等の迷惑性の高い違反に重点を置いた取締りを推進している。

また、近年、スマートフォン等の画面を注視していたことに起因する交通事故が増加傾向にある情勢等を踏まえ、携帯電話使用等に起因する悲惨な交通事故を防止するため、第198回国会において成立した道路交通法の一部を改正する法律により、運転中の携帯電話使用等に対する罰則が引き上げられ、令和元年（2019年）12月から施行された。運転中に携帯電話等を使用することは重大な交通事故につながり得る極めて危険な行為であることから、警察では、関係機関・団体等と連携し、運転者等に対して広報啓発を推進するとともに、携帯電話使用等の交通指導取締りを推進している。

さらに、いわゆる「あおり運転」として大きな社会問題となっている悪質・危険な運転行為を防止するため、交通指導取締りの強化をはじめとした諸対策を推進している（注）。

令和元年中は、571万1,488件の道路交通法違反を取り締まっている。


注：32、33頁（トピックスIV　いわゆる「あおり運転」（妨害運転）に対する警察の取組）参照



　[image: 悪質・危険な運転行為への交通指導取締り対策]
悪質・危険な運転行為への交通指導取締り対策

　図表5-38　主な道路交通法違反の取締り状況（令和元年）
[image: 図表5-38　主な道路交通法違反の取締り状況（令和元年）]

（3）使用者等（注）の責任追及等

事業活動に関して行われた過労運転、過積載運転、放置駐車、最高速度違反等の違反やこれらに起因する交通事故事件について、運転者の取締りにとどまらず、使用者に対する指示や自動車の使用制限命令を行っているほか、これらの行為を下命・容認していた使用者等を検挙するなど、使用者等の責任も追及している。

また、タクシーやトラック等の事業用自動車の運転者が、その業務に関して行った道路交通法等に違反する行為については、運輸支局等に通知して所要の行政処分等を促し、事業用自動車による交通事故防止を図っている。

さらに、自動車整備業者等による車両の不正改造等、事業者による交通の安全を脅かす犯罪に対しても、取締りを推進している。


注：使用者のほか、安全運転管理者その他自動車の運行を直接管理する地位にある者を含む。




MEMO　訪日外国人旅行者を対象としたいわゆる「白タク行為」対策

平成30年の訪日外国人旅行者数は、初めて3,000万人を突破するなど、6年連続で過去最高を更新している中、増加する訪日外国人旅行者を対象とした「白タク行為」がみられる。

「白タク行為」は、道路運送法に違反して旅客の運送を行う行為であり、利用者の安全確保の観点からも問題があることから、警察では、関係機関・団体と連携して、その実態把握に努めるとともに、平成29年から令和元年までに同法違反で40件61人を検挙するなど、「白タク行為」の取締強化と未然防止に向けた各種対策を推進している。



（4）暴走族等対策

暴走族は、減少傾向にあるものの、いまだ各地において散発的な暴走行為が認められ、地域住民や道路利用者に多大な迷惑を及ぼしている。

警察では、共同危険行為等禁止違反、騒音関係違反（注）、車両の不正改造に関する違反等の取締りを推進するとともに、家庭、学校、保護司等と連携し、暴走族から離脱させるための措置をとるなど、総合的な暴走族対策を推進している。

また、元暴走族等が中心となって結成された「旧車會」と呼ばれる集団の中には、暴走族風の車両に改造した旧型の自動二輪車等を連ねて、景勝地等に向けた大規模な集団走行を行うなど、迷惑性の高いものもあることから、都道府県警察間での情報共有を図りながら、関係機関と連携して騒音関係違反等に対する指導取締りを行っている。


注：道路交通法違反のうち、近接排気騒音に係る整備不良、消音器不備及び騒音運転等をいう。



　[image: 旧車會に対する取締り]
旧車會に対する取締り

　図表5-39　暴走族等の人員及び検挙人員の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表5-39　暴走族等の人員及び検挙人員の推移（平成27～令和元年）]






2　適正かつ緻密な交通事故事件捜査

（1）交通事故事件の検挙状況

令和元年中の交通事故事件の検挙件数は、図表5-40のとおりである。

　図表5-40　交通事故事件の検挙状況（令和元年）
[image: 図表5-40　交通事故事件の検挙状況（令和元年）]

（2）適正かつ緻密な交通事故事件捜査

警察では、一定の重大・悪質な交通事故事件の発生に際しては、交通事故事件捜査の豊富な経験を有する交通事故事件捜査統括官等が現場に臨場して、初動段階から捜査を統括するとともに、科学的な交通事故解析の研修を積んだ交通事故鑑識官が現場で鑑識活動等を指揮するなど、組織的かつ重点的な捜査を推進している。

特に、飲酒運転、信号無視、無免許運転等が疑われるものについては、一般的に交通事故に適用される過失運転致死傷罪より罰則の重い危険運転致死傷罪や過失運転致死傷アルコール等影響発覚免脱罪等の立件を視野に入れた捜査を推進している。

また、ひき逃げ事件については、交通鑑識資機材や常時録画式交差点カメラ、ドライブレコーダー等の有効活用による被疑者の早期検挙を図っており、令和元年中の死亡ひき逃げ事件の検挙率は、100.8％であった。

（3）交通事故事件捜査の科学化・合理化

緻密で科学的な交通事故事件捜査を推進するため、警察庁では、交通鑑識に携わる都道府県警察の警察職員を対象とした研修を行っている。研修内容は、様々な状況を想定した車両の衝突実験を行い、衝突後の状況のみを見分させた上で交通事故の発生時における車両の状況や速度を究明させるなど、実践的・専門的なものとなるよう工夫している。

また、客観的な証拠に基づいた事故原因の究明を図るとともに、交通事故当事者の負担を軽減するため、常時録画式交差点カメラや3Dレーザースキャナ（注）をはじめとする各種の機器の活用を図っている。

他方で、重大な交通事故事件の捜査に集中することができるよう、軽微な交通事故に関しては、検察庁への送致書類の簡素化を図るなど、業務の合理化も進めている。


注：次頁参照



　[image: 3Dレーザースキャナによる測定状況]
3Dレーザースキャナによる測定状況


MEMO　3Dレーザースキャナの活用

3Dレーザースキャナは、レーザー光線を周囲に照射することで、事故現場の路面における道路構造上の痕跡、遺留品の散乱状況等を自動的かつ正確に計測し、三次元点群データを作成する機器であり、計測したデータは、専門のシステムにより三次元画像処理や図化ができる。警察では、ひき逃げ事件等の被疑者の早期検挙を図るため、各種交通鑑識資機材に加え、3Dレーザースキャナ等の装備資機材の整備を進めるなど、客観的な証拠に基づいた科学的な交通事故事件捜査を推進している。

　[image: 3Dレーザースキャナによる三次元画像]
3Dレーザースキャナによる三次元画像



（4）交通事故被害者等（注1）の支援

警察では、「警察庁犯罪被害者支援基本計画」（注2）に基づき、交通事故被害者等の要望や心情に配意した捜査に努めるとともに、被害者連絡実施要領（注3）等に基づき、ひき逃げ事件、死亡又は全治3か月以上の重傷の被害が生じた交通事故事件、危険運転致死傷罪の適用が見込まれる事件等を中心として、交通事故被害者等に対して、捜査への支障の有無等を勘案しつつ、できる限り、交通事故事件の概要、捜査経過、被疑者の検挙や運転免許の停止・取消処分等に関する情報を提供するよう努めている。

また、交通事故被害者等に対して、「被害者の手引」等を活用して、刑事手続の流れ、交通事故によって生じた損害の賠償を求める手続、ひき逃げ事件や無保険車両による交通事故の被害者に国が損害を填補する救済制度、各種相談窓口等について説明を行うとともに、交通事故被害者等からの要望を聴取するなど、その心情に配慮した相談活動を推進している。

さらに、都道府県警察本部の交通事故事件捜査担当課に配置され、交通事故被害者等への連絡を総括する被害者連絡調整官等を効果的に運用し、組織的かつ適切な交通事故被害者等の支援を推進するとともに、交通事故被害者等の心情に配意した適切な対応がなされるよう交通捜査員等に対する教育を強化している。

このほか、交通事故被害者等が深い悲しみやつらい体験から立ち直り、回復に向けて再び歩み出すことができるよう、交通事故被害者等の権利及び利益の保護を図ることを目的とする交通事故被害者サポート事業が、平成28年に内閣府から警察庁に業務移管され、同事業の一環として、交通事故被害者等の支援に携わる関係者の意思疎通を図るための意見交換会等を開催している。


注1：交通事故事件の被害者及びその家族又は遺族

注2：平成28年4月に第3次犯罪被害者等基本計画が閣議決定されたことを受け、令和2年度末までの5年間において、警察庁が講ずべき具体的な取組内容等について定められている。

注3：犯罪被害者等に捜査状況等を確実に連絡するために制定されたもので、連絡対象となる事件、連絡内容等について定めている。








警察活動の最前線


働くママは白バイ隊員




警視庁第九方面交通機動隊

谷　舞子（たに　まいこ）

　[image: ピーポくん]




「ママだからって諦めることはない。自分の好きな仕事をしなよ」

結婚、出産、育児と人生の岐路に立つたび、白バイ乗務員を諦めようとした私に、夫が掛けてくれた言葉です。縁あって、交通機動隊で勤務することになりましたが、当時は白バイに乗務できる喜び以上に、1歳の息子の子育てをしながら勤務することに不安を抱えていました。

着任当初は慣れない勤務の中、慌ただしく過ごしていましたが、周囲の支えもあって少しずつ余裕ができ、今では白バイ乗務が天職と思えるほど、やりがいを持って仕事をしています。

交通違反取締りの現場では、単に違反を告知するだけではなく、可能な限り安全運転に関するアドバイスをし、運転者に交通事故防止への意識を高めてもらえるよう努めています。以前、信号無視の取締りを行った際、最初は不機嫌な態度だった相手から、最後は笑って感謝と激励の言葉を掛けてもらったことがあります。取締りによる効果に加え、運転者のマナー向上につながればという願いを込め、今後も続けていきたいと思います。

交通事故は、誰もが当事者になり得る身近に潜む危険といえます。私は白バイ隊員として、今後も悲惨な交通事故の減少に貢献できるように努め、家事・育児においても手を抜くことなく、公私において任務遂行できるよう頑張っていきたいと思います。

　[image: 警視庁第九方面交通機動隊　谷　舞子]




今、求められる交通事故分析の高度化




滋賀県警察本部交通部交通企画課統計分析係

後藤　寛（ごとう　ひろし）

　[image: けいたくん]




交通事故を減らすために今日まで様々な施策が執られ、全国的に交通事故死者数は着実に減少していますが、このような施策の基となるのが交通事故分析です。今後も交通事故死者数の減少傾向を維持するには、真に事故抑止につながる的を射たエビデンスとしての分析結果が求められます。

滋賀県では、平成29年以来、GIS（地理情報システム）を活用して事故多発ゾーン（路線）を特定し、交通指導取締り・交通安全教育・道路環境整備等を集中的に行うという活動を実施し、毎年これを検証しながらPDCAサイクルを回しています。昨年は多発ゾーンにおける交通事故を25％減少させることができました。

このような活動を、主に交通関係団体のシンポジウム等において紹介させていただく機会を何度か得ましたが、いずれの場においても「警察はここまで深く考えて活動しているのですね」などと賞賛とともに励ましの声をいただきました。

このような声を励みに、今後は、高齢ドライバーを中心とした車両の走行履歴や運転者の挙動データを集積し、産学官の連携により交通事故との相関を分析することにチャレンジするなど、更なる交通事故分析の高度化に取り組んでまいります。

　[image: 滋賀県警察本部交通部交通企画課統計分析係　後藤　寛]








第6章　公安の維持と災害対策

第1節　国際テロ情勢と対策

1　国際テロ情勢

（1）イスラム過激派

①　ISIL（注1）及びAQ（注2）の動向

ISILは、平成26年（2014年）にカリフ制国家の樹立を宣言した後、その過激思想に影響を受けた多くのイスラム教徒を世界中から引き付け、一時はイラク及びシリアにおいて広大な地域を支配していたものの、諸外国の支援を受けたイラク軍、シリア軍等の攻撃により、現在は両国における支配地域を失ったとされている。

しかし、ISILの残存勢力は、依然として攻撃を行う能力を有しているとみられ、令和元年（2019年）9月には、指導者アブー・バクル・アル・バグダーディの声明が発出され、攻撃や情報発信を含むあらゆる活動を強化するよう改めて支持者に呼び掛けた。同年10月27日には、米国の作戦により、バグダーディが死亡したと発表されたが、同月31日に、ISILは新指導者を発表した。

ISILは、従前より、「対ISIL有志連合」に参加する欧米諸国等に対してテロを実行し、その実行の際に爆発物や銃器が入手できない場合には刃物、車両等を用いるよう呼び掛けている。令和元年（2019年）中も、ISIL等の過激思想に影響を受けたとみられる者によるテロ事件が発生した。

イラク及びシリアにおけるISILの支配地域が失われたことにより、両国における戦闘員及びその家族の一部は同地を離れているとされる。平成27年（2015年）11月のフランス・パリにおける同時多発テロ事件の実行犯や、平成28年（2016年）3月のベルギー・ブリュッセルにおける連続テロ事件の実行犯については、シリアへの渡航歴があるとされており、今後も、外国人戦闘員（注3）が、母国又は第三国に渡航してテロを行うことなどが懸念される。

AQ及びその関連組織について、AQ結成時の指導者オサマ・ビンラディンの子とされるハムザ・ビンラディンは、インターネットを通じて、世界中のイスラム教徒に向けてテロの実行を呼び掛けていたところ、米国の作戦により死亡したとされるものの、現指導者のアイマン・アル・ザワヒリが、反米・反イスラエル的思想を繰り返し主張している。また、中東、アフリカ、南西アジア等において活動するAQ関連組織が、政府機関等を狙ったテロを行っているほか、オンライン機関誌等を通じて欧米諸国におけるテロの実行を呼び掛けるなど、AQ及びその関連組織の脅威は継続している。

これらの事情に鑑みれば、国際テロ情勢は依然として厳しい状況にあるといえる。


注1：Islamic State of Iraq and the Levantの頭字語。いわゆる「イスラム国」

注2：Al-Qaeda（アル・カーイダ）の略

注3：テロ行為を準備・計画・実行することやそのための訓練を受けることなどを目的として、居住国又は国籍国以外の国や地域に渡航する者



　[image: アブー・バクル・アル・バグダーディ（AFP＝時事）]
アブー・バクル・アル・バグダーディ（AFP＝時事）

　図表6-1　令和元年（2019年）中に発生した主なテロ事件
[image: 図表6-1　令和元年（2019年）中に発生した主なテロ事件]

②　我が国を標的とする国際テロの脅威

平成25年（2013年）1月の在アルジェリア邦人に対するテロ事件、平成31年（2019年）4月のスリランカにおける連続爆破テロ事件等、邦人や我が国の関連施設等の権益がテロの標的となる事案等が現実に発生していることから、今後も邦人がテロや誘拐の被害に遭うことが懸念される。

ISILは、オンライン機関誌「ダービク」等において、我が国や邦人をテロの標的として繰り返し名指ししている。

AQについても、平成24年（2012年）5月に米国が公開したオサマ・ビンラディン殺害時の押収資料により、「韓国のような非イスラム国の米国権益に対する攻撃に力を注ぐべき」と同人が指摘していたことが明らかになった。また、米国で拘束中のAQ幹部の供述によれば、我が国に所在する米国大使館を破壊する計画等に同人が関与したことも明らかになっている。こうした資料や供述は、米軍基地等の米国権益が多数存在する我が国に対するイスラム過激派組織によるテロの脅威の一端を明らかにしたものといえる。

また、過去にはICPO国際手配被疑者の不法入国事件も発生しており、過激思想を介して緩やかにつながるイスラム過激派組織のネットワークが我が国にも及んでいることを示している。

これらの事情に鑑みれば、我が国に対するテロの脅威は継続しているといえる。

　[image: スリランカにおける連続爆破テロ事件（NurPhoto）]
スリランカにおける連続爆破テロ事件（NurPhoto）

（2）日本赤軍と「よど号」グループ

①　日本赤軍

日本赤軍は、平成13年4月、最高幹部・重信房子（注）が日本赤軍の「解散」を宣言し、後に組織も「解散」を表明した。しかし、いまだに、過去に引き起こした数々のテロ事件を称賛していること、現在も7人の構成員が逃亡中であることなどから、「解散」はテロ組織としての本質の隠蔽を狙った形だけのものに過ぎず、テロ組織としての危険性がなくなったとみることはできない。

警察では、国内外の関係機関と連携を強化し、逃亡中の構成員の検挙及び組織の活動実態の解明に向けた取組を推進している。


注：平成12年11月に潜伏先の大阪府内で逮捕され、平成22年8月、懲役20年の刑が確定した。



　[image: 国際手配中の日本赤軍]
国際手配中の日本赤軍

②　「よど号」グループ

昭和45年（1970年）3月、共産主義者同盟赤軍派の故田宮高麿ら9人が、東京発福岡行き日本航空351便、通称「よど号」をハイジャックし、北朝鮮に入境した。現在、北朝鮮には、ハイジャックに関与した被疑者5人及びその妻3人がとどまっているとみられており（注）、このうち3人については、日本人を拉致した容疑で逮捕状の発付を得ている。

警察では、「よど号」犯人らを国際手配し、外務省を通じて北朝鮮に対して身柄の引渡し要求を行うとともに、「よど号」グループの活動実態の全容解明に努めている。


注：ハイジャックに関与した被疑者1人及びその妻1人は死亡したとされているが、真偽は確認できていない。



　[image: 国際手配中の「よど号」グループ]
国際手配中の「よど号」グループ

（3）北朝鮮

①　北朝鮮による拉致容疑事案等

ア　拉致容疑事案等に関する現在の取組

警察では、令和元年末現在、日本人が被害者である拉致容疑事案12件（被害者17人）及び朝鮮籍の姉弟が日本国内から拉致された事案1件（被害者2人）の合計13件（被害者19人）を北朝鮮による拉致容疑事案と判断するとともに、拉致に関与したとして、北朝鮮工作員等11人について逮捕状の発付を得て国際手配を行っている。

また、拉致容疑事案以外にも、北朝鮮による拉致の可能性を排除できない事案（注）について、関係機関との連携を図りつつ、全国警察において徹底した捜査・調査を進めており、同事案の真相を解明するために警察庁に設置されている特別指導班が、都道府県警察を巡回・招致して、捜査・調査を担当する職員への具体的な指導、同事案の実地調査、都道府県警察間の協力体制の構築等を行っている。

さらに、将来、北朝鮮から拉致被害者に関連する資料が出てきた場合に、本人確認に役立ち得るなどの観点から、御家族の意向等を勘案しつつ、積極的にDNA型鑑定資料の採取を実施してきているほか、広く国民から情報提供を求めるため、御家族の同意を得られたものについては、事案の概要等を各都道府県警察及び警察庁のウェブサイトに掲載している。


注：警察が把握している北朝鮮による拉致の可能性を排除できない方は、令和2年5月末現在、878人である。



　図表6-2　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）
[image: 図表6-2　日本人が被害者である拉致容疑事案（12件17人）]

　図表6-3　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）
[image: 図表6-3　日本人以外が被害者である拉致容疑事案（1件2人）]

　図表6-4　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）
[image: 図表6-4　国際手配被疑者（拉致容疑事案関係）]

イ　拉致容疑事案等をめぐる動向

日本政府は、拉致問題の解決は最重要課題であり、その重要性について各国の支持と協力を得ることが不可欠であるとして、各種国際会議をはじめ、あらゆる外交上の機会を捉え、拉致問題を提起している。令和元年（2019年）8月、フランス・ビアリッツで開催されたG7ビアリッツ・サミットにおいては、安倍首相が北朝鮮に関する議論をリードし、拉致問題の早期解決に向けた理解と協力を呼び掛け、各国首脳の賛同を得た。

ウ　今後の取組

北朝鮮による拉致容疑事案は、我が国の主権を侵害し、国民の生命・身体に危険を及ぼす治安上極めて重大な問題である。

日本政府は、全ての拉致被害者の一日も早い帰国を実現するため、政府一体となって取り組んでいるところであり、警察では、被害者や御家族のお気持ちを十分に受け止め、全ての拉致容疑事案等の全容解明に向けて、関係機関と緊密に連携を図りつつ、関連情報の収集、捜査・調査に全力を挙げることとしている。

②　北朝鮮による主なテロ事件

北朝鮮は、朝鮮戦争以降、南北軍事境界線を挟んで韓国と軍事的に対峙（じ）しており、これまで、韓国に対するテロ活動の一環として、工作員等によるテロ事件を世界各地で引き起こしている。例えば、昭和62年（1987年）に大韓航空機爆破事件が発生したが、同事件は、日本人を装った工作員により実行されたものであった。






2　国際テロ対策

我が国に対するテロの脅威が継続している中、平成27年2月、改めて我が国に対するテロの未然防止及びテロへの対処体制の強化に取り組むための諸対策を検討・推進することを任務とする警察庁国際テロ対策推進本部を設置した。その後、警察庁では同推進本部を中心に諸対策の検討を行い、同年6月、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催までのおおむね5年程度を目途として推進していくべき施策を、「警察庁国際テロ対策強化要綱」として取りまとめ、決定・公表した。

警察では、同要綱等に基づき、情報収集・分析、水際対策、警戒警備、事態対処、官民連携といったテロ対策を強力に推進している。

（1）テロの未然防止のための具体策

①　官民一体となったテロ対策の推進

テロを未然に防止するためには、警察による取組のみでは十分ではなく、関係機関、民間事業者、地域住民等と緊密に連携してテロ対策を推進することが望まれる。このため、警察では、テロ対策に関する様々な官民連携の枠組みに参画している。

例えば、東京都では、平成20年、「テロ対策東京パートナーシップ推進会議」を発足させた。同会議には、警視庁、東京都等の関係機関に加え、電力、ガス、情報通信、鉄道等の重要インフラに関わる事業者や、大規模集客施設を営む事業者等が加入し、不特定多数の者が集まる大規模集客施設や公共交通機関等が諸外国においてテロの標的とされる中、「テロを許さない社会づくり」というスローガンの下、テロに対する危機意識の共有や大規模テロ発生時における協働対処体制の整備等が行われている。

また、不特定多数の者が集まる各種イベントや施設等において、制服を着用した警察官による巡回の実施やパトカーの活用等による「見せる警戒」を実施するとともに、大型商業施設において施設管理者と連携し、テロの未然防止に向けた合同訓練を実施するなど、各種管理者対策を推進し、テロへの警戒を強化している。

さらに、テロリストが武器を入手できないようにするための取組も官民の連携により推進されている。警察では、銃砲刀剣類や火薬類を取り扱う個人や事業者に対し、銃刀法や火薬類取締法に基づく規制や指導を行っているほか、爆発物の原料となり得る化学物質を販売する事業者に対し、関係省庁と協力して、販売時の本人確認を徹底するよう指導したり、不審な購入者への対処要領を教示したりしている。

このほか、旅館、インターネットカフェ、レンタカー、賃貸マンション、住宅宿泊事業等の事業を営む者に対しても、顧客に対する本人確認の徹底等の働き掛けを行い、テロリストによる悪用の防止を図っている。

　[image: テロ対策東京パートナーシップ]
テロ対策東京パートナーシップ

　[image: 公共交通機関における警戒]
公共交通機関における警戒

　[image: 警察と薬局従業員とのロールプレイング型訓練]
警察と薬局従業員とのロールプレイング型訓練

②　核物質、特定病原体等の防護対策の強化

NBCテロ（注）の発生を未然に防止するため、警察では、核物質や特定病原体等を取り扱う事業所等に警察職員が定期的に立入検査を行うなどして、事業者の講じる防護措置や盗難防止措置が適正なものとなるよう指導している。


注：N（Nuclear：核）B（Biological：生物）C（Chemical：化学）物質を使用したテロの総称



③　国際協力の推進

国際テロ対策を推進するためには、我が国一国のみの努力では限界があり、世界各国との連携・協力が必要不可欠であることから、警察庁では、諸対策に関する国際会議等に積極的に参加している。令和元年7月には、アフリカ諸国から治安情報機関幹部を招へいして東京で地域テロ対策協議を開催し、協力関係を強化した。

④　テロ資金対策

大規模なテロの実行やテロ組織の維持・運営には、そのための資金が必要であることから、テロを未然に防止するためには、テロリストの資金源を絶つことが重要である。我が国では、テロ資金提供処罰法（注1）に基づき、テロリストに対するテロ資金の提供等を規制しており、また、犯罪収益移転防止法に基づき、顧客等の本人特定事項等の取引時確認、疑わしい取引の届出等を特定事業者に対し求めている。さらに、外為法（注2）及び国際テロリスト財産凍結法（注3）に基づき、令和2年5月末現在、402個人、120団体の国際テロリストを財産の凍結等の措置をとるべき者として公告している。


注1：公衆等脅迫目的の犯罪行為のための資金等の提供等の処罰に関する法律

注2：外国為替及び外国貿易法

注3：国際連合安全保障理事会決議第千二百六十七号等を踏まえ我が国が実施する国際テロリストの財産の凍結等に関する特別措置法



　図表6-5　国際テロリスト財産凍結法の概要
[image: 図表6-5　国際テロリスト財産凍結法の概要]

⑤　小型無人機対策

警察では、小型無人機等飛行禁止法（注）等を適切に運用するなど、小型無人機を使用したテロ等の未然防止に努めている。具体的には、重要施設等の周辺において警戒を実施することにより不審者の発見に努めたり、操縦者が利用するおそれのあるビルの屋上や敷地等の管理者に対して、出入口の施錠の徹底を働き掛けたりするなどの対策を進めている。また、上空に対する警戒を行い、飛行している小型無人機の早期発見に努めるほか、違法に飛行している小型無人機を発見した場合には、資機材を有効に活用するなどして、その危害を防止することとしている。


注：重要施設の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する法律



（2）テロ対処体制の強化

①　テロ対処部隊

ア　特殊部隊（SAT（注））

特殊部隊（SAT）は、北海道、警視庁、千葉、神奈川、愛知、大阪、福岡及び沖縄の8都道府県警察に設置されている。全国で約300人の体制で、自動小銃、サブマシンガン、ライフル銃、特殊閃（せん）光弾、ヘリコプター等が配備されており、ハイジャック、重要施設占拠事案等の重大テロ事件、銃器等の武器を使用した事件等に出動し、被害者や関係者の安全を確保しつつ、被疑者を制圧・検挙することを任務としている。


注：Special Assault Teamの略



　[image: SATの訓練]
SATの訓練

イ　銃器対策部隊

銃器対策部隊は、各都道府県警察の機動隊等に設置されている。全国で約2,100人の体制で、サブマシンガン、ライフル銃、防弾衣、防弾帽、防弾盾等が配備されており、銃器等を使用した事案への対処を主たる任務とし、重大事案が発生した場合に、SATが到着するまでの第一次的な対処に当たるとともに、SATの到着後は、その支援に当たることとなる。

　[image: 銃器対策部隊の訓練]
銃器対策部隊の訓練

ウ　NBCテロ対応専門部隊等

NBCテロ対応専門部隊は、北海道、宮城、警視庁、千葉、神奈川、愛知、大阪、広島及び福岡の9都道府県警察の機動隊等に設置されており、全国で約200人の体制で、NBCテロ対策車、化学防護服、生物・化学剤検知器、放射線測定器等の高度な装備資機材が配備されている。また、その他の府県警察の機動隊等には、全国で約400人の体制で、NBCテロ対策部隊が設置されている。これらの部隊は、NBCテロが発生した場合に迅速に出動して、関係機関と連携を図りながら、原因物質の検知・除去、被害者の救出救助、避難誘導等に当たることを任務としている。

　[image: NBCテロ対策部隊の訓練]
NBCテロ対策部隊の訓練

エ　爆発物対応専門部隊等

爆発物対応専門部隊又は爆発物対策部隊は、各都道府県警察の機動隊等に設置されている。全国で約1,000人の体制で、X線透視装置、爆発物収納筒、防護服、防爆盾、遠隔操作式爆発物処理用具等が配備されており、爆発物使用事案が発生した場合に、迅速かつ的確に爆発物の現場処理に当たり、爆発による被害の発生を防止するとともに、証拠を保全することを任務としている。

　[image: 爆発物対応専門部隊の訓練]
爆発物対応専門部隊の訓練

②　スカイ・マーシャルの運用

航空機のハイジャックを未然に防止し、またハイジャックが発生した際に航空機内での犯人の制圧・検挙を可能とするため、警察では、国土交通省や航空会社等と緊密に連携して、警察官が航空機に警乗するスカイ・マーシャルを運用している。

③　職員の現地派遣

警察では、邦人や我が国の関連施設等の権益に関係する重大テロが国外で発生した場合には、情報収集や現地治安機関に対する捜査支援等のため、職員を現地に派遣することとしている。

④　自衛隊等との共同訓練の推進

警察では、平素から防衛省・自衛隊と緊密な情報交換を行うほか、武装工作員等による不法行為が発生したという想定の下、自衛隊との共同訓練を実施しており、令和元年中は、実動訓練を34回、図上訓練を5回実施した。また、内閣官房や都道府県が主催する国民保護法（注）に基づく関係機関との共同訓練に参加し、テロ等に対する対処能力の向上や関係機関との連携強化を図った。


注：武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律



　[image: 自衛隊との共同実動訓練]
自衛隊との共同実動訓練

　[image: 国民保護共同実動訓練]
国民保護共同実動訓練

（3）原子力関連施設におけるテロ対策

①　テロ関連情報の収集・分析等

警察では、原子力関連施設に対するテロを未然に防止するため、各国治安情報機関等との緊密な情報交換、関係省庁等との連携による水際対策、不審な人物や組織に関する情報の収集・分析等を実施している。

②　原子力関連施設における警戒警備

原子力関連施設に対する銃器を使用したテロ事案、爆発物使用事案、NBCテロ事案等への対処を行うため、自動小銃、サブマシンガン、ライフル銃、耐爆・耐弾仕様の車両、爆発物処理用具、防護服等を装備した原発特別警備部隊が、24時間体制で原子力関連施設の警戒警備に当たっている。

　[image: 原子力関連施設の警戒]
原子力関連施設の警戒

③　関係機関等との連携

警察では、平成23年11月に国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部において決定された「原子力発電所等に対するテロの未然防止対策の強化について」を踏まえ、海上保安庁との合同訓練を定期的に実施しているほか、一般の警察力だけでは対応することができないと認められる事案が発生した場合を想定し、平成24年以降、原子力発電所の敷地を利用した自衛隊との共同実動訓練を実施している。

④　警察庁職員による立入検査

原子力事業者との間では、警察庁職員が事業所等に定期的に立入検査を行うとともに、治安当局の立場から自主警戒に関する指導を行うことなどにより、事業者による防護措置が実効あるものとなるよう努めている。






第2節　外事情勢と諸対策

1　対日有害活動の動向と対策

北朝鮮、中国及びロシアは、様々な形で対日有害活動を行っており、警察では、平素からその動向を注視し、情報収集・分析等を行っている。

（1）北朝鮮の動向

①　核・ミサイル開発をめぐる動向と対外情勢

北朝鮮は、平成31年（2019年）4月及び同年8月に最高人民会議を開催し、2度にわたって憲法改正を行った。これらの改正では、国務委員会委員長について、「国家を代表する朝鮮民主主義人民共和国の最高領導者」と明記したほか、「国務委員会委員長は全朝鮮人民の総意によって最高人民会議で選挙する」と規定するなど、国務委員会委員長の権限を強化し、金正恩（キムジョンウン）委員長（注）の権威をより一層高めた。

外交面では、金正恩委員長が、同年2月、ベトナム・ハノイで、トランプ・米国大統領と2回目の米朝首脳会談を行ったものの、同会談で合意には至らず、事実上の決裂に終わった。その後、同年6月の板門店での両首脳の面会を経て、同年10月にはスウェーデン・ストックホルムで実務協議を開催したものの、北朝鮮が「決裂」と発表するなど、依然として米朝間の立場は隔たりが大きい。

米朝協議が膠（こう）着状態にある中、北朝鮮は、中国、ロシア等との積極的な外交を展開し、金正恩委員長が同年4月にロシア・ウラジオストクでプーチン大統領と首脳会談を行ったほか、同年6月には、中国の習近平（しゅうきんぺい）総書記を国賓として北朝鮮に招いて首脳会談を行った。

一方、北朝鮮は、同年5月から同年11月にかけ、新たに開発したとみられる弾道ミサイル等の発射を13回にわたって行った。これらに関して北朝鮮は、「通常兵器の開発措置」などと正当化する一方、「米国と南朝鮮当局が繰り広げた合同軍事演習に適切な警告を送る機会になる」と、米韓両国を非難した。また、同年10月2日に発射された潜水艦発射弾道ミサイルは、島根県隠岐諸島島後沖の我が国の排他的経済水域内に落下したとみられるが、北朝鮮は、「周辺国家（複数）の安全にささいな否定的影響も与えなかった」などと主張した。北朝鮮は、こうした弾道ミサイル等の発射を重ねることによって、弾道ミサイル関連技術や運用能力の向上を図っていると考えられる。


注：金正恩国務委員会委員長兼朝鮮労働党委員長



　[image: 板門店で行われた米朝首脳による面会（朝鮮通信＝時事）]
板門店で行われた米朝首脳による面会（朝鮮通信＝時事）

　[image: 5月に発射された短距離弾道ミサイル（朝鮮通信＝時事）]
5月に発射された短距離弾道ミサイル（朝鮮通信＝時事）

②　我が国における諸工作

北朝鮮は、我が国においても、潜伏する工作員等を通じて活発に各種情報収集活動を行っているとみられる。

朝鮮総聯（れん）（注）の許宗萬（ホジョンマン）議長は、令和元年（2019年）6月に行われた総聯中央委員会第24期第2回会議において、朝鮮学校への高校授業料無償化制度の適用等をめぐる問題等について、取組の強化を指示した。今後も朝鮮総聯は、各種宣伝活動や要請行動を行うなど、我が国における親朝世論を形成するための活動等を行うものとみられる。

警察では、北朝鮮による我が国における諸工作に関する情報収集・分析に努めるとともに、違法行為に対して厳正な取締りを行うこととしており、令和元年までに53件の北朝鮮関係の諜報事件を検挙している。


注：正式名称を在日本朝鮮人総聯合会という。



（2）中国の動向

①　中国国内の情勢等

令和元年（2019年）10月、天安門広場において、建国70周年記念祝賀式典と軍事パレードが行われた。同式典において習近平国家主席は、70年間にわたる中国共産党の指導の下における国家の発展を自賛するとともに、「いかなる勢力も我々の偉大な祖国の地位を揺るがすことはできない」と様々な問題で対立する米国をけん制した。また、過去最大規模となった軍事パレードでは、米国本土を射程に収める新型大陸間弾道ミサイル「東風（DF）41」を初公開するなどして、軍事力を誇示した。

外交面では、依然として継続する米中貿易摩擦の影響を受け、米国との対立が続いている。米国は、中国に対し、「中国製造2025」（注）や中国政府による国有企業への産業補助金の見直し等を求めているものの、中国は「内政干渉に等しい要求」などと強く反発している。また、米国は、中国の通信機器等に関する規制を強めており、平成30年（2018年）に成立した国防権限法に基づき、令和元年（2019年）8月、米国政府機関に対し「華為技術（ファーウェイ）」等の中国企業5社から製品を調達することを禁止したほか、同年11月、一部の民間通信事業者にも中国企業2社からの調達を禁止する規制を決定し、令和2年（2020年）1月に発効した。

軍事面では、令和元年（2019年）7月、4年ぶりに「国防白書」が発表され、平成27年（2015年）から進める軍の組織改革を「強軍の歴史的歩みを踏み出した」などと評価するとともに、引き続き経済の発展に合わせて国防費を増加させ、今世紀半ばまでに「世界一流の軍隊」を建設する目標を掲げた。

このほか、平成31年（2019年）4月に香港の立法会が逃亡犯罪人条例等改正案の審議を開始して以降、民主活動家等が中国本土への引渡し対象になるおそれがあるとして、香港市民の間で同改正案に対する危機感が強まり、長期間にわたり大規模なデモが頻発している。同年9月、林鄭月娥（りんていげつが）行政長官が、同改正案の完全撤回を表明したものの、デモは継続しており、収束のめどは立っていない。


注：平成27年（2015年）5月に中国政府が策定した、製造業の高度化を目指す10年間の行動計画。特に重要な産業として、情報通信技術（ICT）産業、ロボット、航空・宇宙用機器等の10分野を指定している。



　[image: 軍事パレードに登場した東風（DF）41（新華社／共同通信イメージズ）]
軍事パレードに登場した東風（DF）41（新華社／共同通信イメージズ）

②　我が国との関係をめぐる動向

安倍首相は、令和元年（2019年）6月、G20大阪サミットに出席するため国家主席就任後初めて訪日した習近平国家主席と日中首脳会談を行った。会談では、日中関係が正常な軌道に戻り、新たな発展を得つつあることを確認するとともに、長期的に安定した日中関係を構築することで一致した。

一方、平成24年（2012年）9月に日本政府が尖閣諸島の一部の島について所有権を取得して以降、尖閣諸島周辺海域で中国公船の出現が常態化するとともに、中国公船が我が国の領海に侵入する事案が度々発生している。警察では、関係機関と連携しつつ、情勢に応じて部隊を編成するなどして、不測の事態に備えている。

　[image: 日中首脳会談の状況（Avalon/時事通信フォト）]
日中首脳会談の状況（Avalon/時事通信フォト）

③　我が国における諸工作等

中国は、諸外国において活発に情報収集活動を行っており、我が国においても、先端技術保有企業、防衛関連企業、研究機関等に研究者、技術者、留学生等を派遣するなどして、巧妙かつ多様な手段で各種情報収集活動を行っているほか、政財官学等の関係者に対して積極的に働き掛けを行っているものとみられる。警察では、我が国の国益が損なわれることがないよう、平素からその動向を注視し、情報収集・分析に努めるとともに、違法行為に対して厳正な取締りを行うこととしている。

（3）ロシアの動向

令和元年（2019年）中、日露間の対話は継続しており、同年1月にはロシア・モスクワ、同年6月には大阪、同年9月にはロシア・ウラジオストクと相次いで日露首脳会談を行った。同月の会談では、平和条約の締結に向けた交渉について未来志向で作業することを再確認し、双方が受け入れられる解決策を見付けるための共同作業を進めていくことで一致した。

一方、同年8月にメドヴェージェフ首相（当時）が択捉島を訪問し、同年9月の日露首脳会談の直前に、プーチン大統領が、ロシア企業が色丹島に新設した大規模水産加工施設の稼働式にテレビ中継で参加するなど、我が国の立場と相容れない動向がみられた。

ロシア情報機関は、世界各地において依然として活発に活動しており、米国は、同年3月、いわゆる「ロシア疑惑」（注）をめぐる捜査を終結したが、約1年10か月の捜査ではロシア軍参謀本部情報総局（GRU）の情報機関員ら合計34人が起訴された。

ロシア情報機関は、我が国においても活発に情報収集活動を行っている。警察では、ソ連崩壊以降、令和2年5月までに10件の違法行為を摘発しており、今後もロシアの違法な情報収集活動により我が国の国益が損なわれることのないよう、厳正な取締りを行うこととしている。


注：平成28年（2016年）の米国大統領選挙に、ロシア政府やその関係者が、様々な手段を通じて介入したとされる疑惑




CASE

大手通信関連会社の元従業員の男（48）は、同社に在職中の平成31年2月及び3月、ロシアの情報機関員とみられる在日ロシア通商代表部代表代理（当時）（52）から唆され、同社の営業秘密である機密情報等計3点を不正に領得した。令和2年5月までに両人を不正競争防止法違反（営業秘密の領得）等で検挙した（警視庁）。








2　大量破壊兵器関連物資等の不正輸出等の取締り

（1）大量破壊兵器関連物資等の不拡散についての国際的な取組

警察では、大量破壊兵器関連物資等の拡散が国際社会における安全保障上の重大な脅威となっている情勢を踏まえ、PSI（注）に平成15年（2003年）の発足当初から参画しており、令和元年7月には、韓国が主催した訓練「Eastern Endeavor 19」に職員を派遣するなど、国際的な取組にも積極的に参加している。


注：Proliferation Security Initiative（拡散に対する安全保障構想）の略。国際社会の平和と安定に対する脅威である大量破壊兵器関連物資等の拡散を阻止するために、国際法及び各国国内法の範囲内で、参加国が共同してとり得る移転及び輸送の阻止のための措置を検討・実践する取組のことで、107か国（平成31年2月末現在）がPSIの基本原則や目的に対する支持を表明している。



（2）技術情報等の流出防止

我が国は、世界中で利用されている先端技術に関する情報や最先端の高性能製品を数多く有しており、これらの技術情報等の中には、使用方法によっては軍事用途に転用可能なものも含まれる。警察では、官民連携等による技術情報等の流出防止に向けた取組を積極的に行っているほか、令和元年12月までに、36件の大量破壊兵器関連物資等の不正輸出事件を検挙しており、その中には、軍用の化学兵器の製造や核・ミサイルの開発に用いられるおそれがある物質の不正輸出事件等も含まれている。これらの事件においては、第三国を経由した迂回輸出の実態や摘発逃れを目的とした輸出名義人の偽装等の悪質・巧妙な手口が確認されており、警察では、国内外の関係機関との緊密な連携等を通じて、違法行為に対する取締りを更に徹底することとしている。

（3）対北朝鮮措置に関係する違法行為の取締り

我が国は、北朝鮮による拉致、核、ミサイルといった諸懸案を包括的に解決するため、国際連合安全保障理事会決議に基づく対北朝鮮措置（武器等の輸出入の禁止、人的往来の禁止等）のほか、我が国としての措置（北朝鮮籍船舶の入港禁止措置、北朝鮮との間の全ての品目の輸出入禁止等）を実施している。警察では、対北朝鮮措置の実効性を確保するため、対北朝鮮措置に関係する違法行為に対し、徹底した取締りを行っており、令和元年12月までに40件の事件を検挙している。


CASE

無職の少年（19）は、平成18年10月14日から北朝鮮を原産地又は船積地域とする貨物の輸入禁止措置がとられていたにもかかわらず、平成30年10月、経済産業大臣の承認を受けないで、北朝鮮を原産地とするビールを中国から輸入した。令和元年7月、同少年を外為法違反（無承認輸入）で検挙した（福岡、富山）。




CASE

元貿易会社経営者の男（61）は、平成21年6月18日から北朝鮮を仕向地とした全ての貨物の輸出禁止措置がとられていたにもかかわらず、平成29年1月、経済産業大臣の承認を受けないで、家具等を中国・香港及び大連を経由して北朝鮮に輸出した。令和元年8月、同男を外為法違反（無承認輸出）で検挙した（大阪、沖縄）。








第3節　公安情勢と諸対策

1　オウム真理教の動向と対策

（1）オウム真理教の動向

オウム真理教（以下「教団」という。）は、現在、「Aleph（アレフ）」をはじめとする主流派と、「ひかりの輪」を名のる上祐派が活動している。麻原彰晃こと松本智津夫が確立した教義は、依然として教団の基盤となっており、その中には、殺人さえも教団のいう救済活動として善行となる場合があるとする反社会的なものもある。教団は、こうした教義に基づいて、松本サリン事件、地下鉄サリン事件等の数々の凶悪事件を引き起こし、多くの犠牲者を出した。

このため、平成12年（2000年）2月以降、教団に対し、無差別大量殺人行為に及ぶ危険性があるなどとして、団体規制法（注）に基づき、公安調査庁長官の観察に付する処分が行われており、平成30年1月には、6回目となる処分の期間更新決定（令和3年（2021年）1月末まで）がなされた。

また、警察では、一連の凶悪事件に対する捜査を徹底し、平成7年5月に松本を逮捕したほか、平成8年末までに400人以上を逮捕するとともに、17年に及ぶ捜査の末、平成24年には、逃亡を続けていた被疑者を相次いで逮捕したことにより、一連の凶悪事件の被疑者全員の検挙に至った。さらに、平成30年7月には、松本をはじめとする13人の死刑確定者全員の刑が執行された。

しかし、主流派は依然として、地下鉄サリン事件等の凶悪事件の首謀者であった松本を、死刑執行後も教祖として絶対的帰依の対象とし、反社会的な内容を含む教義に沿った活動を続けている。一方、上祐派は、かつて松本が上祐史浩（現「ひかりの輪」代表）に対し教団を維持するために別の宗教団体を作るよう指示したことや、新たな団体の設立については主に当時教団の幹部であった同人に任されていたことが判明しているにもかかわらず、外形上、松本の影響から脱した危険性のない団体であるかのように装い活動している。


注：無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律



（2）オウム真理教対策の推進

教団は、15都道府県に32か所の拠点施設を有しているが、拠点施設が所在する地域においては、教団の活動に対する不安感が強く、教団の進出に反対する地域住民が対策組織を結成している地域もある。警察では、教団施設周辺における警戒警備活動を行うとともに、教団の現状や警察の取組について、地域住民や地方公共団体に向けた広報活動を行うことにより、安心感の醸成を図っている。

また、教団は、一連の凶悪事件を知らない若い世代を主な対象として、教団名を隠した勧誘活動を行っている。警察では、こうした勧誘活動に伴う違法行為に対する積極的な取締りを実施しており、令和元年12月には、ヨーガ教室の運営に使用するための預金口座であるにもかかわらず、利用目的を偽って口座を開設し、預金通帳の交付を受けたとして、主流派在家信者ら2人を詐欺罪で逮捕した（京都）。警察では、巧妙な勧誘活動の手口について、各種機会を通じ、学校等に対して広報している。

　図表6-6　オウム真理教の拠点施設等（令和元年末現在）
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2　極左暴力集団の動向と対策

（1）極左暴力集団の動向

暴力革命による共産主義社会の実現を目指す極左暴力集団は、依然として「テロ、ゲリラ」の実行部隊である非公然組織を擁するとともに、組織の維持・拡大をもくろみ、暴力性・党派性を隠して大衆運動や労働運動に取り組んでいる。

令和元年中、極左暴力集団は、天皇陛下の御即位に伴う儀式等のほか、トランプ・米国大統領の来日やG20大阪サミットへの抗議活動を行った。また、その暴力性・党派性を隠しながら、憲法改正への反対運動、反戦・反基地運動や反原発運動に取り組み、これらを通じて同調者や支持者の獲得を図った。

革マル派（注1）は、同派創始者である故黒田寛一前議長の思想等を学ぶための「格好の入門書」と位置付ける書籍を刊行し、同書を活用した学習を機関紙で呼び掛けるなど、黒田前議長が提唱した理論の継承に引き続き取り組んだ。また、同派が相当浸透しているとみられる全日本鉄道労働組合総連合会（JR総連）及び東日本旅客鉄道労働組合（JR東労組）は、定期大会において、引き続き、同派設立時の副議長であった故松嵜明元JR東労組会長が提唱した労働運動理論に基づき組合活動を進めていく方針を決定した。

中核派（注2）は、昭和46年（1971年）に発生した警察官殺害事件（渋谷暴動事件）により殺人罪等で無期懲役が確定した同派活動家が令和元年5月に死亡したことを受け、「獄中44年、不屈・非転向」を貫いた同活動家の遺志の継承を訴えた。また、同年9月、平成27年以降の指導に誤りがあったとして、新たな執行部を選出したものの、労働運動を通じて組織拡大を図る「階級的労働運動路線」を堅持し、引き続き労働運動や大衆運動に介入する中で勧誘活動に取り組んだ。このほか、平成31年4月の東京都杉並区議会議員選挙に女性活動家を擁立し、同活動家は、「若者と女性で社会を変えよう」などと訴えて初当選した。

革労協主流派（注3）及び革労協反主流派（注4）は、同年の年頭の機関紙において、非公然組織「革命軍」のアピール文をそれぞれ発し、武装闘争の飛躍や発展を主張した。


注1：正式名称を日本革命的共産主義者同盟革命的マルクス主義派という。

注2：正式名称を革命的共産主義者同盟全国委員会という。

注3：正式名称を革命的労働者協会（社会党社青同解放派）という。

注4：正式名称を革命的労働者協会（解放派）という。



　[image: 米国大統領の来日に対する抗議活動（5月、東京）]
米国大統領の来日に対する抗議活動（5月、東京）

（2）極左暴力集団対策の推進

警察では、極左暴力集団による「テロ、ゲリラ」を未然に防止するための諸対策を推進しており、その過程で明らかになった違法行為は、厳正に取り締まっている。平成31年2月には、爆発物を製造及び使用した犯人をかくまった革労協反主流派非公然幹部活動家1人を爆発物取締罰則違反（犯人蔵匿）で逮捕するとともに、同派の非公然アジトを摘発した（警視庁、埼玉、神奈川）。また、同年5月には、ビラを配布する目的で京都大学の構内に無断で侵入した中核派活動家1人を建造物侵入罪で逮捕した（京都）。






3　右翼等の動向と対策

（1）右翼の動向と対策

右翼は、近年、領土問題、歴史認識問題等に関し、関係国や日本政府等を批判している。

令和元年中、韓国をめぐっては、同年2月の韓国国会議長による天皇陛下に関わる発言、竹島の不法占拠及び旧朝鮮半島出身労働者問題を捉えた抗議活動を行った。ロシアをめぐっては、メドヴェージェフ首相（当時）による択捉島訪問や日露首脳会談で北方領土問題の進展がみられなかったことを捉えた抗議活動を行った。中国をめぐっては、中国公船が尖閣諸島周辺領海に繰り返し侵入していることを捉え、北朝鮮をめぐっては、弾道ミサイル等が繰り返し発射されたことを捉え、それぞれ抗議活動を行った。

右翼が上記の街頭宣伝活動等に動員した団体数、人数及び街頭宣伝車数は、図表6-7のとおりである。

　[image: 右翼の街頭宣伝活動（8月、東京）]
右翼の街頭宣伝活動（8月、東京）

　図表6-7　右翼による街頭宣伝活動等に伴う動員数（令和元年）
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CASE

右翼団体構成員の男（29）は、平成31年3月、韓国大使館に抗議する目的で、抗議文を同大使館の郵便受けに投函後、同郵便受けを殴打して損壊させたことから、同男を器物損壊罪で現行犯逮捕した（警視庁）。



警察では、右翼による悪質な違法行為に対し、様々な法令を適用した取締りを行っており、令和元年中、右翼運動に伴う事件（注）の検挙件数は94件、検挙人員は112人であった。

右翼団体の中には、幹部の多くが暴力団員又は元暴力団員であるものや、暴力団が右翼団体を標榜しているものなど、反社会的勢力と密接な関係を有するものが数多くあり、資金獲得を目的とした恐喝事件や詐欺事件等の違法行為を引き起こしているが、このような恐喝事件や詐欺事件等の検挙件数は89件、検挙人員は104人であった。

また、国民の平穏な生活に影響を及ぼす悪質な街頭宣伝活動に対しては、その内容や形態に応じた取締りを行っており、令和元年中は、暴行罪等で20件20人を検挙した。

さらに、警察では、右翼及びその周辺者からの銃器摘発に努めた結果、令和元年中、拳銃3丁（前年同期：8丁）を押収した。


注：右翼が街頭宣伝活動、抗議活動等を行う過程で引き起こした事件



　[image: 街頭宣伝活動に対する取締り状況（8月、滋賀）]
街頭宣伝活動に対する取締り状況（8月、滋賀）


CASE

右翼団体代表（54）らは、資金獲得目的で、交通事故による保険金収入を得たにもかかわらず、これを福祉事務所に届け出ず、生活保護法に基づく生活扶助等の名目で現金をだまし取った。また、同代表らは、交通事故に遭ったことを利用して、同代表が実質的に経営する会社から給与の支払を受けていないにもかかわらず、同事故により休業したため給与の支払を受けられなかった旨の虚偽の内容が記載された休業損害証明書等を保険会社に提出し、休業損害金をだまし取った。令和元年6月末までに、関係事件を含め、同代表ら4人を詐欺罪等で逮捕した（愛知）。




CASE

右翼団体代表の男（44）は、平成31年2月、埼玉県内において、街頭宣伝車を停車して街頭宣伝活動を行っていた際、音量を下げるよう申し入れた男性の足等に同車前部を衝突させるなどの暴行を加えたことから、同年5月、同男を暴行罪で逮捕した（埼玉）。



（2）右派系市民グループをめぐる情勢と警察の対応

令和元年中、極端な民族主義・排外主義的主張に基づき活動する右派系市民グループは、韓国や北朝鮮との問題等を捉えたデモや街頭宣伝活動等に各地で取り組み、全国におけるデモは約20件に及んだ。

また、右派系市民グループの活動に対して抗議する勢力が、参加者による過激な言動について、「ヘイトスピーチ」であると批判するなどして、抗議行動を行った。

警察では、平成28年に施行された本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律を踏まえ、引き続き、右派系市民グループとその活動に対して抗議する勢力とのトラブルに起因する違法行為の未然防止の観点から、厳正公平な立場で必要な警備措置を講じ、違法行為を認知した場合には、法と証拠に基づき厳正に対処するとともに、警察職員に対する必要な教育を推進することとしている。

　[image: 右派系市民グループのデモ（5月、東京）]
右派系市民グループのデモ（5月、東京）


CASE

右派系市民グループ関係者の男（54）は、平成30年8月、神奈川県内において、演説会の開催に抗議していた男性の首を絞めるなどした。平成31年1月、同男を傷害罪で逮捕した（神奈川）。








4　日本共産党の動向

（1）第28回党大会成功を目指す党勢拡大大運動

日本共産党は、党員と機関紙購読者の数が減少傾向にあり、近年、党勢拡大に力を入れている。同党は、令和元年9月、党員数が約28万人、機関紙購読者数が100万人を割り込んだと公表した上で、「第28回党大会（注）成功をめざす党勢拡大大運動」を提起し、令和2年1月末までに、平成29年の前回大会時（党員数約30万人、機関紙購読者数約113万人）を上回ることを目標に、党勢拡大に取り組むこととした。


注：日本共産党第28回大会は、令和2年1月14日から同月18日までの5日間開催され、同大会において、日本共産党綱領が一部改定された。



　図表6-8　日本共産党の党員数及び機関紙購読者数の推移
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（2）第25回参議院議員通常選挙での野党共闘

日本共産党は、国政選挙の選挙協力を中心とした野党共闘を推進し、野党連合政権の樹立を目指している。令和元年7月の第25回参議院議員通常選挙では、1人区での野党統一候補擁立の実現と、同選挙区での勝利を目標として掲げ、平成27年以降の過去2回の国政選挙（注1）と同様に、野党統一候補の擁立を優先し、自党の候補者を取り下げるなどした。

その結果、選挙区における野党統一候補は32の1人区全てに擁立されたが、獲得議席は10議席にとどまり、平成28年の第24回参議院議員通常選挙で獲得した11議席を下回った（注2）。

日本共産党は、今回の選挙を通じた野党共闘について、「相互に支援しあう共闘に前進した」などと評価した。


注1：第24回参議院議員通常選挙（平成28年7月10日施行）及び第48回衆議院議員総選挙（平成29年10月22日施行）

注2：日本共産党は、第25回参議院議員通常選挙において、選挙区16人（無所属での立候補者2人を含む。）、比例代表26人の候補を擁立し、改選前比1議席減の7議席の獲得にとどまった。



（3）関係団体との連携

日本共産党は、将来の担い手である若者の獲得のため、原則として15歳から30歳までの者で構成される日本民主青年同盟（以下「民青」という。）の組織拡大を「共同の事業」と位置付け、民青に対する援助を強めている。民青は、令和元年11月、第43回全国大会を開催し、平成30年11月の前回大会以降、1,078人の同盟員を獲得したと公表した。この大会では、同党の志位和夫委員長が講演し、「一部改定案を含む日本共産党綱領を、学び、大いに語り、日本のたたかいを世界的視野にたって前進させる糧にしていただきたい」と呼び掛けた。

他方、日本共産党は、労働者への影響力の拡大に向け、同党の指導・援助により結成された全国労働組合総連合（以下「全労連」という。）との連携を図っている。平成31年1月、同党の小池書記局長は、全労連の年始行事である新春旗開きに出席し、「昨年、皆様の団結した力によって安倍改憲を提案させることは阻止しました」、「今年は一緒に、これを諦めさせる年にしていきましょう」などと訴え、憲法改正をめぐる問題における全労連との連携を強調した。また、全労連においても、同年7月の第58回評議員会において、平成30年の第29回定期大会で打ち出した憲法第9条の改正阻止の取組を強化するとの方針の継続を決定した。






5　大衆運動への警察の対応

警察は、公共の安全と秩序の維持に当たるという警察の責務を遂行するため、大衆運動に伴う違法行為や事故を未然に防止するために必要な警備措置を講じるとともに、違法行為が発生した際には、捜査等の必要な措置を講じることとしている。

（1）近年の大衆運動

近年の大衆運動では、平成23年の福島第一原子力発電所事故を契機に、反原発運動が幅広い年齢層の多数の市民が参加する運動へと発展し、また、平成27年には、平和安全法制等に反対する運動に諸団体が連携して取り組む抗議行動が行われるようになった。

こうした中で、国会議事堂周辺等において、毎週金曜日には、反原発を訴える抗議行動が、毎月19日には、諸団体が連携してその時々の政治課題を捉えた抗議行動が、それぞれ継続して行われるようになった。

（2）沖縄県内の反基地運動

沖縄県では、普天間飛行場の危険の除去と返還に向けて名護市辺野古への移設工事が進められているが、これに反対する諸団体等が、移設先であるキャンプ・シュワブや埋立用の資材を搬出する港の周辺等において、工事関係車両への立ち塞がり、道路での座込みといった危険な妨害活動を繰り返している。

警察では、令和元年中、同県内のこうした反基地運動に伴い、警備に当たる警察官に暴行を加えた公務執行妨害罪等で8件、13人を検挙した。

（3）反グローバリズム運動

近年、経済のグローバル化が貧富の差の拡大や環境破壊といった社会問題を発生させているなどとする考え方に基づき、国際会議や国際機関等に対して抗議行動を行う反グローバリズム運動が国際的に展開されている。

国内の反グローバリズムを掲げる勢力は、令和元年6月、G20大阪サミットの開催に抗議する集会やデモを行ったほか、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、集会の開催や関係者の海外派遣等を通じ、国内外の諸勢力との連携を図った。

　[image: G20大阪サミットに対する抗議行動（共同通信）]
G20大阪サミットに対する抗議行動（共同通信）






第4節　災害等への対処と警備実施

1　自然災害等への対処

（1）自然災害の発生状況と警察活動

①　自然災害の発生状況（注）

令和元年（2019年）中は、地震、大雨、台風等により、死者・行方不明者141人、負傷者1,354人等の被害が発生した。平成27年（2015年）から令和元年にかけての自然災害による主な被害状況は、図表6-9のとおりである。


注：数値は、いずれも令和2年4月末現在のもの



　図表6-9　自然災害による主な被害状況の推移（平成27～令和元年）
[image: 図表6-9　自然災害による主な被害状況の推移（平成27～令和元年）]




令和元年中は、29個の台風が発生し、うち5個が日本に上陸した。

②　山形県沖を震源とする地震（注）

令和元年6月18日午後10時22分、山形県沖を震源とするマグニチュード6.7の地震が発生し、新潟県村上市で震度6強を観測した。この地震により交通障害等の被害が発生した。

新潟県警察及び山形県警察をはじめとする関係県警察では、被災状況についての情報収集、被災者の避難誘導及び救出救助、交通対策等の活動を実施した。


注：数値は、いずれも令和元年7月31日現在のもの



　[image: 行方不明者の捜索活動（山形）]
行方不明者の捜索活動（山形）

③　令和元年8月の前線に伴う大雨（注）

令和元年8月26日から同月29日にかけて、前線の影響により、九州北部地方を中心に記録的な大雨となり、河川の氾濫、浸水害、土砂災害等が発生した。

特に、増水した河川に流されるなどして、死者4人等の被害が発生した。

佐賀県警察及び福岡県警察をはじめとする関係県警察では、被災状況についての情報収集、被災者の避難誘導及び救出救助、交通対策等の活動を実施した。


注：数値は、いずれも令和元年9月24日現在のもの



④　令和元年房総半島台風（台風第15号）（注）

令和元年9月7日から同月9日にかけて、令和元年房総半島台風の影響により、関東地方を中心とした各地で暴風を伴った大雨となった。この暴風等により、千葉県等において多数の電柱の倒壊や損傷等による長期間にわたる大規模な停電が発生した。

また、強風にあおられるなどして死者1人等の被害が発生した。

千葉県警察をはじめとする関係都県警察では、被災状況についての情報収集、被災者の避難誘導及び救出救助、交通対策、被災地域の警戒警ら等の活動を実施した。


注：台風第15号は「令和元年房総半島台風」と名称が定められた（令和2年2月19日気象庁報道発表）。数値は、いずれも令和元年10月7日現在のもの



　[image: 避難所における相談活動（千葉）]
避難所における相談活動（千葉）

⑤　令和元年東日本台風（台風第19号）（注）

令和元年10月10日から同月13日にかけて、令和元年東日本台風の影響により、関東地方、東北地方等の各地で暴風を伴った大雨となった。この大雨等により、広い範囲で河川の氾濫が相次いだほか、浸水害、土砂災害等が発生した。

特に、大雨により生じた土砂崩れに巻き込まれるなどして、関東地方及び東北地方を中心に死者84人、行方不明者3人等の被害が発生した。

警察では、2管区34都道府県警察から広域緊急援助隊等の警察災害派遣隊延べ約4,400人及び17都道府県警察から警察用航空機（ヘリコプター）延べ119機を宮城県警察、福島県警察、長野県警察等に派遣し、被災状況についての情報収集、被災者の避難誘導及び救出救助、行方不明者の捜索、交通対策、被災地域の警戒警ら、情報通信対策、被災地における各種犯罪への対策等の活動を実施した。


注：台風第19号は「令和元年東日本台風」と名称が定められた（令和2年2月19日気象庁報道発表）。数値は、いずれも令和2年4月10日現在のもの



⑥　低気圧等による大雨（注）

令和元年10月24日から同月26日にかけて、低気圧等の影響により、関東地方から東北地方の太平洋側を中心に各地で大雨となった。これにより、河川の氾濫、浸水害及び土砂災害等が発生した。

特に、大雨により生じた土砂崩れに巻き込まれるなどして、死者13人等の被害が発生した。

千葉県警察及び福島県警察をはじめとする関係都県警察では、被災状況についての情報収集、被災者の避難誘導及び救出救助、行方不明者の捜索、交通対策等の活動を実施した。


注：数値は、いずれも令和元年11月6日現在のもの



　[image: ボートによる行方不明者の捜索活動（福島）]
ボートによる行方不明者の捜索活動（福島）

（2）大規模災害への備え

①　危機管理体制の構築

警察では、東日本大震災をはじめとした大規模災害における反省、教訓を踏まえ、災害に関する危機管理体制を構築するため、組織横断的な取組を行っている。

各都道府県警察においては、災害対処能力の向上や初動態勢の確立のための取組を計画的に進めているほか、南海トラフ地震、首都直下地震等の被害想定や局地的な豪雨による土砂災害等最近における災害の特徴を踏まえつつ、各都道府県の地理的特性に応じた災害対策を推進している。

また、災害対処能力の向上を図るため、初動対処や救出救助訓練、都道府県警察間での合同訓練等を実施しているほか、各種装備資機材の整備を進めている。

　[image: 広域緊急援助隊合同訓練（富山）]
広域緊急援助隊合同訓練（富山）

②　今後の災害対策の見直し

警察では、今後発生が懸念される南海トラフ地震及び首都直下地震はもとより、その他のいかなる大規模災害にも的確に対処できるよう、従前の取組内容を不断に見直し、平素の業務における災害に関する危機管理体制の点検及び構築を持続的に推進するとともに、災害警備に資する先端技術を積極的に取り入れ、一層の災害対処能力の向上を目指していくこととしている。






2　警備実施

（1）大規模行事における警備諸対策の推進

令和元年は、天皇陛下の御即位に伴う儀式等をはじめ、トランプ・米国大統領夫妻の来日、我が国で初の開催となる金融・世界経済に関する首脳会合（G20サミット）、アジアで初の開催となるラグビーワールドカップ、38年ぶりとなるローマ教皇の来日等の大規模行事が相次いだ一年であった。警察では、地域住民、事業者等の理解と協力を得ながら、これらの行事の安全かつ円滑な進行の確保に向け、全国警察からの部隊派遣により所要の体制を確立して総合的な警備諸対策を推進した。

　[image: ローマ教皇来日に伴う警護警備]
ローマ教皇来日に伴う警護警備

（2）警衛・警護警備

①　警衛警備

警察では、皇室と国民との親和に配意した警衛警備を実施し、御身辺の安全確保と歓送迎者の雑踏等による事故防止を図っている。

令和元年中は、天皇陛下の御即位に伴う儀式等に伴う一連の警衛警備を実施した。また、国内での主な行幸啓は図表6-10、主なお成りは図表6-11のとおりである。海外へは、同年6月に秋篠宮皇嗣同妃両殿下がポーランド及びフィンランドを御訪問になるなど、皇族方が合計10回御訪問になった。

　[image: 第70回全国植樹祭に伴う警衛警備（6月、愛知）]
第70回全国植樹祭に伴う警衛警備（6月、愛知）

　図表6-10　主な行幸啓（平成31年・令和元年）
[image: 図表6-10　主な行幸啓（平成31年・令和元年）]

　図表6-11　主なお成り（令和元年）
[image: 図表6-11　主なお成り（令和元年）]

②　警護警備

警察では、テロ等違法事案の発生が懸念される厳しい警護情勢の下、的確な警護警備に向けた取組を推進し、要人の身辺の安全を確保している。

令和元年中の首相の主な海外訪問は図表6-12、主な外国要人の来日は図表6-13のとおりである。

　[image: G20大阪サミットに伴う警護警備（6月、大阪）]
G20大阪サミットに伴う警護警備（6月、大阪）

　図表6-12　首相の主な海外訪問（平成31年・令和元年）
[image: 図表6-12　首相の主な海外訪問（平成31年・令和元年）]

　図表6-13　主な外国要人の来日（平成31年・令和元年）
[image: 図表6-13　主な外国要人の来日（平成31年・令和元年）]

（3）機動隊の活動

都道府県警察には、集団警備力によって有事即応体制を保持する常設部隊として機動隊が設置されているほか、管区機動隊、第二機動隊等が設置されている。

また、専門的な知見・能力が求められる様々な事案に対応できるよう専門部隊が設置されており、その能力をいかし、各種活動に従事している。

　[image: 機動隊の訓練]
機動隊の訓練

　図表6-14　機動隊の概要
[image: 図表6-14　機動隊の概要]

　図表6-15　機動隊の活動
[image: 図表6-15　機動隊の活動]

（4）雑踏警備

祭礼等の行事に際して多数の人が集まることにより事故が発生するおそれがある場合には、雑踏事故の未然防止を図るため、警察ではあらかじめ行事の主催者や施設の管理者に対して必要な安全対策をとるよう要請しているほか、警察部隊の投入が必要と判断される場合には、所要の体制を確立し雑踏警備を行っている。

　図表6-16　雑踏警備の流れ
[image: 図表6-16　雑踏警備の流れ]

　[image: ハロウィーンの際の渋谷駅前交差点における雑踏警備の状況（10月、東京）]
ハロウィーンの際の渋谷駅前交差点における雑踏警備の状況（10月、東京）






警察活動の最前線


祝賀御列の儀側車儀衛に従事して




皇宮警察本部護衛部護衛第一課

澤野　祐司（さわの　ゆうじ）

　[image: 皇宮標章]




令和元年11月10日、立冬を過ぎた日とは思えないほど暖かい日差しの下、皇居宮殿の東庭にオーケストラの華やかな演奏が響く中、天皇陛下が広く国民に御即位を披露され、祝福を受けられる祝賀御列の儀が執り行われました。私は、歴史的な儀式に携わっていることへの緊張と高揚した気持ちを感じながら、サイドカーによる儀衛に従事しました。同儀式は29年ぶりに行われることから、前回の儀式を参考に、儀衛の編成はどうあるべきか、サイドカー6台を等間隔で走行させるにはどういった訓練が有効か、同僚と知恵を出し合いながら事前に訓練を繰り返しました。

また、本番1ヶ月前の10月6日に実施されたリハーサルの結果を踏まえ、宮内庁職員や警視庁警察官と走行位置等について何度も調整を行いました。

全行程約4.6キロメートル、約30分間の走行でしたが、当日は、沿道や上空への警戒をしつつも天皇皇后両陛下が乗車されたオープンカーに合わせた走行に注意し、終了後には、これまでの訓練や調整が実を結び、無事に任務を完遂できたことに大きな達成感を得ることができました。

沿道で日の丸の小旗を振りながら祝意を表す約12万の人々を目の当たりにし、皇室に向けられた敬愛の気持ちに胸を打たれるとともに、皇室の方々のお側で護衛に従事する皇宮護衛官の任務の重さを再認識しました。今後も誇りと使命感を胸に、自身の任務の完遂に向け努力を続けていきたいと思います。

　[image: 皇宮警察本部護衛部護衛第一課　澤野　祐司]




警察官としての使命感を胸に




新潟県新潟東警察署地域課署長直轄隊

関口　美明（せきぐち　みあき）

　[image: ひかるくん]




昨年10月の令和元年東日本台風（台風第19号）（注）に伴う災害において、私たち新潟県警察広域緊急援助隊警備部隊は、とりわけ甚大な被害に見舞われた福島県へ出動しました。

福島県に入ると、道路には土砂が流れ込み、道端には壊れて使えなくなったであろう電化製品が山積みにされており、道中、部隊のバスから見えた光景だけでもただ事ではないことが分かりました。

私はいわき市内の夏井川付近で、行方不明となった高齢女性を捜索する任務に就きましたが、河川付近は氾濫した水と生い茂った藪（やぶ）の影響で、私の前を進む隊員の姿すら目視できず、声を頼りに捜索を続ける状況にあり、捜索は困難を極めました。

捜索2日目、1日目と同じ藪の中を諦めず捜索するという小隊長の指揮により、私と分隊長は、声を出して他の隊員と連携を取りながら捜索を続けました。その結果、藪をかき分けて突き進んだ先で行方不明者を発見することができましたが、残念ながらその方は既に亡くなっていました。身元確認に来られた親族の方が、御遺体に向かって「ごめんね、ごめんね」と泣きながら謝っている姿を見て、胸が締め付けられる思いでした。

この先、部隊活動の現場で出会う人が少しでも悲しい思いをしなくて済むように、警察官としての使命感を胸に、これからも精進していきたいと思います。


注：185頁参照



　[image: 新潟県新潟東警察署地域課署長直轄隊　関口　美明]








第7章　警察活動の支え

第1節　警察活動の基盤

1　警察の体制

（1）定員

警察庁や都道府県警察の職員は、警察官、皇宮護衛官及び一般職員で構成されている。

　図表7-1　警察職員の定員（令和2年（2020年）度）
[image: 図表7-1　警察職員の定員（令和2年（2020年）度）]

（2）警察力強化のための取組

地方警察官については、平成13年（2001年）度から29年度までの間に合計3万1,811人の増員を行ってきた。刑法犯認知件数が平成14年以降17年連続して減少するなど、地方警察官の増員は、他の施策と併せ、犯罪の増勢に歯止めを掛け、治安の回復に効果をもたらしていると考えられる。

しかし、我が国の治安は、刑法犯認知件数等の指標が改善する一方で、人身安全関連事案は後を絶たず、高齢者を中心に大きな被害が生じている特殊詐欺の認知件数については依然として高い水準にあるほか、国際テロやサイバー空間における脅威が続くなど課題が山積していることなどから、引き続き、時代に合わせて警察力の強化に努める必要がある。このため、警察では、次のような警察力強化のための取組を強力に推進し、依然として予断を許さない状況にある治安情勢に的確に対応することとしている。

①退職警察職員の積極的活用

交番相談員、捜査技能伝承官等の非常勤職員を拡充し、また、再任用制度を積極的に活用することで、即戦力たる退職警察職員により現場執行力を補完するとともに、経験豊富な警察職員の優れた技能を若手警察職員に伝承している。

②優秀な人材確保のための採用募集活動の強化

警察庁では、警察官という職業の魅力をアピールするため、合同企業説明会への参加、警察庁ウェブサイトやSNSを活用した情報発信等を行い、都道府県警察の採用募集活動を支援している。

（3）女性警察官の採用・登用の拡大


警察では、女性警察官の採用に積極的に取り組んでいる。毎年度1,000人を超える女性警察官を採用し、女性警察官数は年々増加している。令和元年度には1,609人（新規採用者総数に占める比率は18.5％）の女性警察官が採用された。



女性が被害者となる性犯罪や配偶者からの暴力事案等の捜査、被害者支援等、女性警察官の能力や特性をいかした分野のほか、強行犯捜査、知能犯捜査等の捜査全般、暴力団対策、警衛・警護等の分野でも活躍するなど女性警察官の職域は全ての分野に拡大しており、警察署長をはじめとする幹部への登用も進んでいる。

また、警察庁及び都道府県警察では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行動計画をそれぞれ策定し（注）、女性がその個性と能力を十分に発揮して活躍できるよう様々な取組を推進している。


注：警察庁においては、「警察庁におけるワークライフバランス等の推進のための取組計画」を策定している（https://www.npa.go.jp/news/other/2019torikumikeikaku.pdf参照）。



　図表7-2　都道府県警察の女性警察官数及び地方警察官に占める女性警察官の割合の推移（平成23～令和2年度）
[image: 図表7-2　都道府県警察の女性警察官数及び地方警察官に占める女性警察官の割合の推移（平成23～令和2年度）]

　図表7-3　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成23～令和2年度）
[image: 図表7-3　都道府県警察で採用された女性警察官のうち警部以上の人数の推移（平成23～令和2年度）]

（4）教育訓練

警察職員には、適正に職務を執行するため、良識と確かな判断能力や実務能力が必要とされる。警察学校や警察署等の職場では、誇りと使命感に裏打ちされた高い倫理観と職務執行能力を兼ね備えた警察職員を育成するため、教育訓練の充実強化を図っている。

①警察学校における教育訓練

都道府県警察の警察学校、警察庁の管区警察学校、警察大学校等では、採用時及び昇任時の教育訓練のほか、特定の業務の分野に関する高度な専門知識及び技能を修得させるための教育訓練を実施している。

②職場における教育訓練

警察署等の職場では、個々の警察職員の能力又は職務に応じた個人指導や研修会の開催等により、職務執行能力の向上を図っているほか、経験豊富な警察官や退職警察官の講義等を通じ、専門的な知識及び技能の伝承に努めている。また、職務執行の際に求められる高い倫理観を培うため、有識者による講習会等を行っている。

③術科訓練の充実強化

凶悪犯罪に的確に対処できる精強な執行力を確保するため、柔道、剣道、逮捕術、拳銃等の術科訓練を実施している。特に、様々に変化する状況に的確に対応する能力を培うため、映像射撃シミュレーター（注）等による拳銃訓練をはじめ、実際の現場で発生する可能性の高い事案を想定した実践的な訓練の充実強化を図っている。


注：スクリーン投影した映像に向け、レーザー光線で射撃を行う訓練装置



　[image: 実践的な訓練]
実践的な訓練

（5）警察職員の殉職・受傷

警察官は、個人の生命、身体及び財産を保護し、公共の安全と秩序の維持に当たるため、自らの身の危険を顧みず職務を遂行し、その結果、不幸にして殉職・受傷する場合がある。

警察では、殉職・受傷した警察職員又はその家族に対して、公務災害補償制度による公的補償のほか、賞じゅつ金の支給等の措置をとっている。また、特記すべき職務執行に対しては、警察庁長官名による表彰を行っている。






2　警察の予算と装備

（1）警察の予算

警察の予算は、警察庁予算と都道府県警察予算から成る。このうち、警察庁予算には、国庫が支弁する都道府県警察に要する経費と補助金が含まれる。

令和元年度警察庁予算では、テロ対策と緊急事態への対処、サイバー空間の脅威への対処に要する経費等を、補正予算では、大規模災害対策の推進に要する経費等を措置した。

令和元年度の国民一人当たりの警察予算は約2万9,000円であった。

　[image: ①　警察庁予算②　都道府県警察予算]

　図表7-4　警察庁予算（令和元年度最終補正後）
[image: 図表7-4　警察庁予算（令和元年度最終補正後）]

　図表7-5　都道府県警察予算（令和元年度最終補正後）
[image: 図表7-5　都道府県警察予算（令和元年度最終補正後）]

（2）警察の装備

①車両の整備

警察用車両として、パトカー、白バイ等が全国に約4万2,600台整備されている。

令和元年度は、要人の身辺の安全を確保するために必要な車両等を増強した。

②装備品の整備

令和元年度は、テロ対策、大規模災害対策、暴力団対策等の推進を重点として、各種装備品を整備した。

　[image: 警護警備用車両]
警護警備用車両






3　犯罪被害者支援

（1）警察による犯罪被害者支援

①基本施策

犯罪被害者及びその遺族又は家族（以下「犯罪被害者等」という。）は、犯罪によって直接、身体的、精神的又は経済的な被害を受けるだけでなく、様々な二次的被害を受ける場合がある。そこで、警察では図表7-6のとおり、様々な側面から犯罪被害者支援の充実を図っている。また、各都道府県警察において、あらかじめ指定された警察職員が事件発生直後に犯罪被害者支援を行う指定被害者支援要員制度（注）が導入されている。


注：令和元年末現在の要員総数　3万6,363人



　図表7-6　犯罪被害者支援に関する主な施策
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②犯罪被害給付制度・国外犯罪被害弔慰金等支給制度

警察では、犯罪被害者等の経済的・精神的負担の軽減に資するため、犯罪被害給付制度及び国外犯罪被害弔慰金等支給制度を運用している。

　図表7-7　犯罪被害給付制度
[image: 図表7-7　犯罪被害給付制度]

犯罪被害給付制度は、通り魔殺人等の故意の犯罪行為により不慮の死亡、重傷病又は障害という重大な被害を受けたにもかかわらず、公的救済や損害賠償を得られない犯罪被害者等に対し、犯罪被害者支援法（注）に基づき、国が一定の給付金を支給するものである。この制度は、昭和56年（1981年）1月に開始され、犯罪被害等の早期の軽減に重要な役割を果たしている。

国外犯罪被害弔慰金等支給制度は、日本国外において行われた人の生命又は身体を害する故意の犯罪行為により死亡した日本国籍を有する者（日本国外の永住者を除く。以下同じ。）の第一順位遺族（日本国籍を有せず、かつ、日本国内に住所を有しない者を除く。）に国外犯罪被害弔慰金として被害者一人当たり200万円を、当該犯罪行為により障害等級第1級相当の障害が残った日本国籍を有する者に国外犯罪被害障害見舞金として一人当たり100万円を、それぞれ支給するものであり、平成28年11月から開始された。


注：犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律



③犯罪被害者等の特性に応じた施策

犯罪類型等によって犯罪被害者等には異なる特性があることから、警察では、性犯罪被害者、交通事故被害者（注1）、配偶者からの暴力事案の被害者（注2）、ストーカー事案の被害者（注3）、被害少年（注4）、暴力団犯罪被害者等について、その特性に応じた施策を推進している。


注1：163頁参照

注2：53頁参照

注3：53頁参照

注4：62頁参照



　図表7-8　性犯罪被害者の特性に応じた施策
[image: 図表7-8　性犯罪被害者の特性に応じた施策]

④関係機関・団体との連携

犯罪被害者等が支援を必要とする事柄は、生活、医療、公判等多岐にわたるため、全ての都道府県で、警察のほか、検察庁、弁護士会、医師会、臨床心理士会、地方公共団体の担当部局や相談機関等の関係機関・団体から構成される「被害者支援連絡協議会」が設立され、犯罪被害者支援のための相互の連携を図っている。

また、個々の事案において、犯罪被害者等の具体的なニーズを把握した総合的支援を行うために、警察署等を単位とした連絡協議会「被害者支援地域ネットワーク」が構築されている。

さらに、よりきめ細かな犯罪被害者支援を行うため、全ての都道府県において、犯罪被害者支援法に基づき、都道府県公安委員会が犯罪被害等の早期の軽減に資する事業を適正かつ確実に実施できる団体を犯罪被害者等早期援助団体として指定している。同団体では、犯罪被害者等の支援に関する広報啓発活動、犯罪被害等に関する相談への対応、犯罪被害者等給付金の裁定の申請の補助及び物品の供与又は貸与、役務の提供その他の方法による犯罪被害者等の援助を行っており、都道府県警察では、同団体に対し、犯罪被害者等の同意を得て、犯罪被害の概要に関する情報を提供することで、犯罪被害者等が同団体による支援を受けやすくなるよう努めている。


MEMO　「大切な命を守る」全国中学・高校生作文コンクール

犯罪被害者等が再び平穏な生活を営むことができるようにするためには、犯罪被害者等の心情や抱えている問題について理解を深め、社会全体で思いやり、支えていくことが重要となる。

各都道府県警察では、次世代を担う中学生や高校生を対象に「命の大切さを学ぶ教室」を開催し、犯罪被害者等への配慮や協力意識のかん養に努めている。こうした意識を更に高めるため、警察庁では、これまで教室の受講生を対象とした作文コンクールを開催してきたが、令和元年度からは、犯罪被害者等への理解を更に深め共感を生む効果を高めるため、教室の受講生に限らず、全国の中学生や高校生を対象に、命の大切さに関する自らの考えや意見等についての作文を募る「「大切な命を守る」全国中学・高校生作文コンクール」を開催している。

警察では、こうした取組を通じて、社会全体で被害者を支え、被害者も加害者も出さない街づくりに向けた気運の醸成を図っている。



（2）第3次犯罪被害者等基本計画の推進

犯罪被害者等基本法において、政府は、犯罪被害者等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、犯罪被害者等のための施策に関する基本的な計画を定めなければならないこととされている。

これに基づき、平成17年には犯罪被害者等基本計画が、平成23年には第2次犯罪被害者等基本計画がそれぞれ策定されていたところ、平成28年4月、それまでの基本計画の推進による成果を踏まえつつ、平成28年度から令和2年度までの5年間を計画期間とする第3次犯罪被害者等基本計画が策定された。

犯罪被害者等基本計画の作成及び推進に関する事務を担う警察庁では、関係府省庁が推進する具体的施策について、その進捗状況を定期的に確認するとともに、年次報告（犯罪被害者白書）等を通じて公表するなど、第3次犯罪被害者等基本計画の確実な推進を図っている。

　図表7-9　第3次犯罪被害者等基本計画の概要
[image: 図表7-9　第3次犯罪被害者等基本計画の概要]


MEMO　地方公共団体における総合的対応窓口の設置及び地域住民に対する周知の促進

警察庁は、地方公共団体に対して、犯罪被害者等に適切な情報提供等を行う総合的対応窓口の設置を要請していたところ、平成31年4月現在、全ての地方公共団体で総合的対応窓口が設置された。

今後は、その機能の充実を促進し、犯罪被害者等の生活支援を効果的に行うことが課題であり、地方公共団体に対して、研修会等の様々な機会を通じ、総合的対応窓口の機能の充実等を要請している。また、新たな取組として、総合的対応窓口に関するポスター等の作成・配布をはじめ、ウェブサイトやSNSを利用した広報を実施しており、犯罪被害者等のみでなく、一般の方々に対する総合的対応窓口の周知を促進している。

　[image: 総合的対応窓口ポスター]
総合的対応窓口ポスター








4　警察の情報通信

（1）警察活動を支える警察情報通信

警察では、事件、事故又は災害がどこでどのように発生しても対応できるよう、各種の情報通信システムを開発し、それらを全国に整備するとともに、システムの高度化に努めている。

具体的には、独自に整備・維持管理している無線多重回線、電気通信事業者の専用回線、衛星通信回線等により構成される全国的なネットワークにより、警察庁、管区警察局、警察本部、警察署、交番等を結ぶほか、車載通信系（警察本部を中心に警察署、パトカー、警察用航空機等を結ぶ無線通信系）、署活系（警察署を中心に所属する警察官を結ぶ無線通信系）、携帯通信系（機動隊による部隊活動等、局所的な警察活動での無線通信系）といった各種の移動通信システムを構築することにより、警察業務を遂行する上で不可欠な情報の伝達を実現している。

また、指名手配被疑者、行方不明者、盗難車両等に関する情報を警察庁に登録することにより、第一線の警察官からの照会に即時に回答したり、運転免許に関する情報を全国一元管理することにより、適切な行政処分を実施したりするための警察情報管理システムを全国に構築することで、第一線の警察活動を支えるとともに、迅速な警察行政に貢献している。

これら警察情報通信の円滑な運営を図るため、国の機関である全国の情報通信部（注）に、情報通信に関する専門的な技術を有した職員を配置している。


注：管区警察局情報通信部、東京都警察情報通信部、北海道警察情報通信部、府県情報通信部及び方面情報通信部



　図表7-10　警察活動を支える警察情報通信
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（2）機動警察通信隊の活動

全国の情報通信部には、機動警察通信隊が設置されており、現場の警察活動の基盤となる通信を確保するための様々な活動を行っている。具体的には、警衛・警護警備の実施時や事件、事故又は災害発生時に、警察本部と現場警察官との間の指揮命令や連絡等が円滑に行われるよう、無線の不感地帯対策のほか現場映像の伝送等の各種情報通信対策を講じている。

令和元年は、天皇陛下の御即位に伴う儀式等、6月のG20大阪サミット等の大規模行事に伴う警備の際や、10月の「令和元年東日本台風」（注）等の災害発生時等に出動した。


注：185頁参照




MEMO　新たな無線通信システムの導入

警察では、既存システムの老朽化に伴い、車載通信系のIPR形警察移動無線通信システム（以下「IPRシステム」という。）（注1）の導入を進めている。

また、スマートフォンやタブレット端末で構成されるPIII（ポリストリプルアイ）（注2）を整備し、平成31年4月から全国で運用を開始しており、これらのデータ端末とIPRシステムの無線機をペアリングすることで、警察無線のエリアを更に広げることができる。


注1：Integrated Police Radioの略。警察が独自に整備・維持管理している耐災害性に優れた移動通信システムであり、通常では警察無線が届かない地域や災害現場においても、パトカー等に搭載された無線機が、その周囲の無線機の通信を臨時に中継することで、現場警察官同士の無線通話を可能にする機能等を有している。

注2：Police Integrated Info-communication Infrastructure（高度警察情報通信基盤システム）の略。画像・映像伝送機能、グループ通話機能等を利用できるほか、訪日外国人との円滑な意思疎通を支援するため、多言語翻訳機能を導入している。



　図表7-11　新たな無線通信システムの概要
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（3）情報管理の徹底

警察では多くの機密情報を取り扱っていることから、警察庁は、警察情報セキュリティポリシー（注1）の策定・改正等により、情報セキュリティの向上のための総合的な対策を進め、厳格な情報管理に努めている。

具体的には、警察内部ネットワークの外部ネットワークからの分離、外部記録媒体の利用制限等の情報流出等を防ぐための技術的環境を整備するとともに、警察職員の情報の取扱いに係る規範意識の向上のための取組を推進している。

また、警察庁及び全都道府県警察にCSIRT（注2）を設置し、警察情報管理システム等において情報セキュリティインシデント（注3）が発生した場合に、迅速かつ的確な情報の集約・分析、被害拡大を防止するための措置等を実施することとしている。

さらに、これらの取組の実効性等を検証するため、都道府県警察等を対象とした情報管理業務監査及び情報セキュリティ監査を継続的に実施している。


注1：警察情報セキュリティに関する規範の体系

注2：Computer Security Incident Response Team の略

注3：不正プログラム感染事案等情報セキュリティの維持を困難とする事案








5　留置施設の管理運営

（1）留置施設の管理運営

平成31年4月1日現在、留置施設は全国で1,128施設（収容基準人員（注）2万1,605人）設置されている。警察では、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律に基づき、捜査と留置の分離を徹底しつつ、被留置者の人権に配慮した処遇及び施設の改善を推進しており、月に2回の健康診断の実施、健康に配慮した食事の提供、冷暖房装置の整備等のほか、次のような取組を行っている。


注：留置施設の定員数



①女性被留置者に対する適切な処遇

警察では、女性被留置者に対してより適切な処遇を行うという観点から、女性被留置者のみを留置し、女性警察官が常時看守業務に従事する女性専用留置施設の設置を推進している。また、留置施設への女性警察職員の配置を進めるなど、物的及び人的基盤の整備を進めている。

　図表7-12　女性専用留置施設数の推移（平成27～31年）
[image: 図表7-12　女性専用留置施設数の推移（平成27～31年）]

　図表7-13　留置業務に従事している女性警察職員数の推移（平成27～31年）
[image: 図表7-13　留置業務に従事している女性警察職員数の推移（平成27～31年）]

②外国人被留置者に対する適切な処遇

警察では、外国人被留置者向けに、複数の言語の告知書（注）を用意しているほか、被留置者の信仰する宗教を踏まえた食事の提供を行うなど、言語や宗教等の違いに配慮した処遇に努めている。


注：留置の開始に際し、留置施設での処遇について説明するための書面



③留置施設に対する巡察

警察庁では、被留置者の処遇を全国的に斉一にするため、毎年度全ての都道府県警察の留置施設に対し計画的な巡察を実施している。

④留置施設視察委員会

留置施設の運用状況の透明性を高めるため、警察部外の第三者から構成される機関として、留置施設視察委員会（以下「委員会」という。）が、都道府県警察本部及び方面本部に設置されている。委員会は、弁護士等の法律関係者や医師、地域住民等の委員で構成されている。各委員は、留置施設を実際に視察し、被留置者と面接するなどして留置施設の実情を把握した上で、委員会として留置業務管理者（警察署長等）に意見を述べるものとされており、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、委員会からの意見及びこれを受けて警察が講じた措置の概要を公表することとされている。

　図表7-14　留置施設視察委員会委員の職業別割合（令和2年1月1日現在）
[image: 図表7-14　留置施設視察委員会委員の職業別割合（令和2年1月1日現在）]

（2）被留置者の収容状況

平成22年から令和元年にかけて、被留置者の年間延べ人員は減少傾向にあり、留置施設の収容率（注）も低下傾向で推移している。一方で、一時的に過剰な収容状態となる場合が依然としてあることから、警察では、警察署の新築時等に十分な規模の留置施設を整備したり、拘置所等刑事施設への早期の移送を要請したりするなどして、収容力の確保を図っている。


注：留置施設の定員数に対する被留置者の割合



　図表7-15　被留置者延べ人員の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表7-15　被留置者延べ人員の推移（平成22～令和元年）]

留置施設の整備に当たっては、被留置者の居室を並列に配置し、居室前面の一部に遮蔽板を設けたり、留置施設内の風通しや採光に配慮したりするなど、被留置者のプライバシー保護や人権に配慮した設計を取り入れている。

　図表7-16　留置施設の収容基準人員の推移（平成22～31年）
[image: 図表7-16　留置施設の収容基準人員の推移（平成22～31年）]

　図表7-17　留置施設の収容率の推移（平成22～令和元年）
[image: 図表7-17　留置施設の収容率の推移（平成22～令和元年）]

　[image: 留置施設内（居室区画）の状況]
留置施設内（居室区画）の状況

　[image: 留置施設内（浴室）の状況]
留置施設内（浴室）の状況






6　管区警察局の活動

（1）管区警察局の役割

警察庁には、その地方機関として6つの管区警察局、東京都警察情報通信部及び北海道警察情報通信部が設置されている。

事務を能率的に処理するため、管区警察局は、警察庁の事務の一部を分担して所掌している。東京都と北海道の区域は、管区警察局の管轄外とされ、必要に応じ、警察庁が直接に指揮監督等を行う。

　図表7-18　管区警察局の管轄区域
[image: 図表7-18　管区警察局の管轄区域]

（2）管区警察局の主な業務

管区警察局では、主として次のような業務を行っている。

①府県警察に対する監察

管区警察局の監察機能は、平成12年以降の警察改革の一環として、各管区警察局に総務監察部（注）を設置することにより強化されている。総務監察部門が管区内の府県警察に対する監察を実施することで、警察事務の能率的運営と規律の保持に努めている。


注：東北管区警察局、中部管区警察局及び中国四国管区警察局は総務監察・広域調整部を設置している。



②府県の枠を越えた広域調整、災害対応

広域的な対処を必要とする重要事件の合同捜査・共同捜査、高速道路における広域的な交通規制、交通取締り等の実施等に関し、府県警察に対する指導・調整を行っている。

また、一府県警察のみでは対処が困難な大規模災害の発生時には、被災状況等に関する情報の収集・分析に当たるとともに、警察災害派遣隊の派遣等に関する調整を行うことで、国としての危機管理機能を発揮している。


CASE

中部管区警察局では、愛知県をはじめとする管区内の複数の県において遠隔型自動運転システムの公道実証実験が行われていることから、これまでの成果を基に、自動運転に関する正しい知識と認識の共有を図ることを目的とした自動運転関連業務担当者実戦塾を開催した。

　[image: 実戦塾における遠隔監視・操作室の見学状況]
実戦塾における遠隔監視・操作室の見学状況



③情報通信における全国警察の連携の確保、府県警察への技術支援

管区警察局情報通信部では、府県情報通信部と連携して、警察庁や都道府県警察を結ぶネットワークの整備、管理等を行い、全国警察の有機的連携の確保に努めている。

また、府県警察の行う捜索差押え等の現場に臨場し、記録媒体内の電磁的記録の損壊防止、コンピュータの設定状況等の確認、証拠となる電磁的記録の抽出等の技術支援を行っている。

④府県警察職員を対象とした教育訓練

管区警察局に附置された管区警察学校では、主として警部補及び巡査部長の階級にある府県警察の職員を対象とした昇任時教育、専門教育等を実施している。






7　研究機関の活動

（1）警察政策研究センター

警察大学校に置かれている警察政策研究センターは、様々な治安上の課題に関する調査研究を進め、政策提言を行うとともに、警察と国内外の研究者等との交流の拠点として活動している。

①フォーラムの開催

関係機関・団体等と連携し、国内外の研究者・実務家を交えて社会安全等に関するフォーラムを開催している。

　[image: フォーラムの開催]
フォーラムの開催

　図表7-19　フォーラムの開催状況（令和元年度）
[image: 図表7-19　フォーラムの開催状況（令和元年度）]

②大学関係者との共同研究の推進

大学関係者と共同して研究活動を行っている。これまでに、例えば、慶應義塾大学大学院法学研究科との間で、テロ等の各種治安事象への対策を講じるに当たり、憲法学的見地から、国民の自由と安全をいかにバランスよく保障していくかについて共同研究を行っている。

③大学・大学院における講義の実施

警察政策に関する研究の発展及び普及のため、東京大学公共政策大学院、京都大学法科大学院・公共政策大学院、一橋大学国際・公共政策大学院、早稲田大学法科大学院、中央大学法学部・総合政策学部、首都大学都市教養学部、法政大学法学部等に職員を講師として派遣している。

　[image: 大学・大学院での講義]
大学・大学院での講義

④警察に関する国際的な学術交流

海外で開催される国際的な学術会議に参加し、日本警察に関する情報発信を行っている。また、韓国警察庁警察大学治安政策研究所、フランス高等治安・司法研究所、及びドイツ・フライブルク大学安全・社会センターとの間で協定を締結し、警察に関する国際的な学術交流を実施している。

⑤海外調査研究員の派遣

海外調査研究員を海外の大学・大学院や行政機関等に1年間派遣し、警察に係る外国の法制度等について調査研究を行っている。平成30年から令和元年にかけて、6人を米国等に派遣し、薬物犯罪組織の情勢及び対策をはじめとする最新の海外の取組について調査研究を行った。

（2）警察情報通信研究センター

警察大学校に置かれている警察情報通信研究センターでは、警察に関する情報通信に関する研究を行っており、その成果は、犯罪捜査の効率化や警察における情報通信システムの整備に活用されている。

例えば、犯罪捜査等の効率化のため、防犯カメラ等に記録された低照度・低画質な画像の鮮明化技術、多数の画像から人物や車両等を識別し画像を効率的に抽出する技術、画像から人物等を特定する識別技術等の画像処理に関する研究を行っている。

　[image: 画像処理に関する研究]
画像処理に関する研究






第2節　国民の期待と信頼に応えるための警察運営

1　国民の期待と信頼に応える警察

（1）積極的かつ合理的な組織運営

警察では、人口減少や高齢化の進展、科学技術の発展に伴って変化していく日本社会の情勢や治安上の課題に適応し、警察機能を最大限に発揮できる、高い規律と士気を有する組織を確立するため、各種取組を推進している。

例えば、先端技術等の活用による警察活動の質的向上に取り組んでいるほか、IT技術等の積極的活用、不適正な取扱いを契機とした業務の仕組みの見直し、情報管理システムの合理化・高度化等の業務の効率化に向けた取組を積極的に進めるとともに、第一線で活動する職員を支えるため、職務執行に関する相談・照会に応じる体制の整備、装備品の機能向上等を進めている。

また、超過勤務の縮減や休暇取得の促進、男性職員の育児休業の取得や育児休業からの円滑な職場復帰に向けた支援といった仕事と子育て・介護の両立支援等のワークライフバランス等の向上にも努めている。

（2）監察の実施と苦情を活用した業務改革の推進

①監察

警察庁及び都道府県警察では、その能率的な運営及び規律の保持に資するために、国家公安委員会が定める監察に関する規則に基づき、厳正な監察を実施している。

令和元年（2019年）度中、警察庁においては、都道府県警察等に対して監察を実施し、警察施設の安全確保等に向けた取組の推進状況について指導するなど業務改善を図った。

　図表7-20　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）
[image: 図表7-20　監察に関する規則（平成12年国家公安委員会規則第2号）]

②苦情を活用した業務改革の推進

都道府県警察では、職員の職務執行に対する苦情に誠実に対応するとともに、個々の苦情やその傾向を踏まえて業務改善を図るなど、苦情を活用した組織的な業務改革を推進している。

（3）適正な予算執行の確保

警察では、適正な予算執行を確保するため、次のような取組を行っている。

①警察が行う会計監査

国家公安委員会が定める会計の監査に関する規則に基づき、警察庁長官、警視総監、道府県警察本部長及び方面本部長は、監査手法に改善・工夫を加えながら、一層適正な会計経理を推進するため、会計監査を実施している。

令和元年度中、警察庁においては、警察庁内部部局、附属機関、地方機関及び都道府県警察のうち、78部署を対象に会計書類の点検を行うとともに、捜査費の執行に直接携わった捜査員790人を含む1,781人に対して聞き取りを実施するなどした。

②会計業務の改善に係る取組

警察庁では、会計業務の改善に関する各種取組を全庁を挙げて推進するため、関係職員から構成される「警察庁会計業務改善委員会」及び外部有識者から構成される「警察庁会計業務検討会議」を開催して、行政事業レビュー、調達改善の取組等を通じ、会計業務の改善に努めている。






2　国民に開かれた警察活動

（1）警察署協議会

警察は、地域の犯罪や交通事故を防止するなどの様々な活動を行うに際して、地域住民の意見、要望等を十分に把握するとともに、地域住民の理解と協力を得ることが必要である。

このため、原則として全国の全ての警察署に警察署協議会が置かれており、警察署長が地域住民の意見を聴くとともに、理解と協力を求める場として活用されている。


MEMO　地域の力で安全安心への取組
（京都府川端警察署協議会会長　繁田彰）

川端警察署協議会は7人で構成され、平素から地域の声が警察活動に反映されるための活動を行っています。

管内には、平安神宮や大文字山等の観光名所が多数あり、また、管内の京都大学では多くの外国人留学生が学んでいることから、外国人旅行者や外国人留学生の安全安心の確保に向けた取組を要望しています。

例えば、大文字山の登山における遭難を防止するための英語表記の看板設置、外国語表記の万引き防止ポスターの掲示、外国語による自転車盗被害防止の啓発等を要望し、実施していただいたところ、事件事故が減少するなど、私たちの意見が地域の安全安心に貢献できたことはうれしく思います。

これからも地域と警察を結ぶ諸活動を行い、より一層安全安心で住みよい街づくりに努めていきます。

　[image: 平安神宮において外国人旅行者に対する防犯指導を実施している状況]
平安神宮において外国人旅行者に対する防犯指導を実施している状況



（2）情報公開制度

警察庁では、警察庁訓令・通達公表基準に基づいて、訓令及び施策を示す通達を原則として公表することとし、ウェブサイトに掲載している。また、窓口を設置し、行政機関の保有する情報の公開に関する法律に基づく開示請求を受け付けるとともに、警察白書や統計、報道発表資料等の文書を一般の閲覧に供している。

　図表7-21　令和元年度中の開示請求等の件数（情報公開）
[image: 図表7-21　令和元年度中の開示請求等の件数（情報公開）]

（3）個人情報保護

警察庁では、警察庁における個人情報等の管理に関する訓令を制定し、個人情報の管理体制を定めるなどして保有する個人情報の適正な取扱いに努めている。また、窓口を設置し、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に基づく開示請求を受け付けている。

　図表7-22　令和元年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）
[image: 図表7-22　令和元年度中の開示請求等の件数（個人情報保護）]

（4）政策評価

国家公安委員会及び警察庁は、「国家公安委員会及び警察庁における政策評価に関する基本計画」を策定し、同計画に基づき策定した政策評価実施計画に従って、毎年度、政策評価を実施し、評価書等を警察庁ウェブサイト（注）において公表している。

令和元年度は、5の業績目標について目標管理型の政策評価を実施したほか、平成20年（2008年）11月に成立した銃砲刀剣類所持等取締法の一部を改正する法律等の施行に伴い新設された規制について、事後評価を実施した。

また、政策評価の実施に当たっては、警察庁政策評価研究会を開催し、政策評価や警察行政に知見を有する有識者の専門的な意見を取り入れることで、客観性の確保に努めている。


注：https://www.npa.go.jp/policies/evaluation/index.html








第3節　外国治安機関等との連携

（1）国際的な犯罪に対する外国治安機関等との連携

①　ASEAN加盟国、G7各国等との連携

警察庁では、国際テロ対策、サイバーセキュリティ対策等の分野において、ASEAN加盟国等の外国治安機関等との協力関係の強化に取り組んでいる。

令和元年（2019年）9月にはベトナムにおいて、第39回ASEAN警察長官会合（ASEANAPOL）（注1）が開催されたほか、同年11月にはタイにおいて、第10回ASEAN＋3国際犯罪閣僚会議（注2）及び第5回日・ASEAN国際犯罪閣僚会議が開催され、我が国からはそれぞれ警察庁幹部が出席した。また、同年10月にはフランスにおいて、G7ローマ／リヨン・グループ会合が開催され、国際組織犯罪対策やテロ対策について積極的に議論に参加した。また、平成30年（2018年）12月に警察庁とEUROPOLとの間において策定した協力関係構築に係る実務取決めに基づき、EUROPOLへの連絡担当官を派遣しており、EUROPOLに加え、EU加盟国や連絡担当官を派遣している他の国との二国間協力の強化を図っている。

　[image: 第39回ASEAN警察長官会合の様子]
第39回ASEAN警察長官会合の様子

　[image: 第10回ASEAN＋3国際犯罪閣僚会議及び第5回日・ASEAN国際犯罪閣僚会議の様子]
第10回ASEAN＋3国際犯罪閣僚会議及び第5回日・ASEAN国際犯罪閣僚会議の様子


注1：東南アジア地域の警察機関相互の交流促進を目的として昭和56年（1981年）に結成されたもので、我が国は、中国、韓国等と共に議決権のない参加資格である「ダイアログ・パートナー」として参加している。

注2：ASEAN加盟国に日本、中国及び韓国を加えた治安機関の閣僚が参加する会議



②　二国間等の連携

警察では、国際的な犯罪対策において我が国と関わりの深い国の治安機関との間で協議を行うなどして協力関係を深めている。令和2年（2020年）1月にはフランスにおいて、国家公安委員会委員長が、フランス内務大臣及びICPO事務総長と会談を行い、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の警備への協力を依頼するなど、外国治安機関等との協力関係を強化した。

　[image: 国家公安委員会委員長とフランス内務大臣による会談の様子]
国家公安委員会委員長とフランス内務大臣による会談の様子

　[image: 国家公安委員会委員長とICPO事務総長による会談の様子]
国家公安委員会委員長とICPO事務総長による会談の様子

（2）治安に関係する国際約束の締結

刑事共助条約（協定）は、捜査共助の実施を条約上の義務とすることで捜査共助の一層確実な実施を期すとともに、捜査共助の実施のための連絡を外交当局間ではなく、条約が指定する中央当局間で直接行うことにより、手続の効率化・迅速化を図るものである。これまでに米国、韓国、中国、香港、EU及びロシアとの間で締結している。また、犯罪人引渡条約は、日本で犯罪を犯し国外に逃亡した犯罪人等を確実に追跡し、逮捕するため、一定の場合を除き、犯罪人の引渡しを相互に義務付けるものであり、これまでに米国及び韓国との間で締結している。このほか、米国との間では、日米査証免除措置の下で安全な国際的渡航を一層容易にしつつ、日米両国国民の安全を強化するために、重大な犯罪を防止し、及び捜査することを目的として、相互に必要な指紋情報等を交換するための枠組みを定めたPCSC協定（注）を締結している。


注：重大な犯罪を防止し、及びこれと戦う上での協力の強化に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の協定（Agreement between the Government of Japan and the Government of the United States of America on Enhancing Cooperation in Preventing and Combating Serious Crime）の略称



（3）国際協力の推進

①　海外の警察に対する支援

警察庁では、我が国の警察の知見や特質をいかせる分野において、外務省やJICAと協力し、専門家の派遣や研修員の受入れを通じた海外の警察に対する支援を行っている。令和元年中には、5人の専門家を新たに派遣した。

ア　インドネシア国家警察改革支援プログラム

平成13年以降、インドネシア国家警察改革支援プログラムを実施しており、国家警察長官アドバイザー兼プログラム・マネージャーを含む専門家を派遣している。平成24年以降、市民警察活動を全国展開させるため、交番制度、現場鑑識活動等に関するこれまでの協力の成果の一層の定着・展開を支援している。

イ　研修員の受入れ

警察では、知識・技術の移転及び諸外国との情報交換の促進を図るため、都道府県警察における実地研修、警察大学校国際警察センターにおけるセミナー等を行っている。令和元年中には、14回の研修でインドネシア、ベトナム、ミャンマー、東ティモール等各国の警察幹部を含む169人の研修員を受け入れた。

　[image: 福岡県警察でのインドネシア警察官への研修の様子]
福岡県警察でのインドネシア警察官への研修の様子

②　国際緊急援助活動

我が国は、外国で大規模な災害が発生し、被災国政府又は国際機関の要請があった場合、被災地に国際緊急援助隊を派遣しており、警察も国際緊急援助隊の救助チームの一員として国際緊急援助活動を行っている。警察では、国際緊急援助隊の派遣に関する法律が施行された昭和62年以降、延べ290人の隊員を延べ16の国・地域に派遣し、被災者の捜索・救助等を行った。

　[image: メキシコでの国際緊急援助活動の様子（写真提供：JICA）]
メキシコでの国際緊急援助活動の様子（写真提供：JICA）






警察活動の最前線


「明日を生きる」お手伝いを




佐賀県警察本部警務部広報県民課犯罪被害者支援室

藤　仁美（とう　ひとみ）

　[image: ごろうくん]




平成から令和に移り変わるのと時期を同じくして、私は、精神科病院から佐賀県警察に臨床心理士として参りました。前職では、カウンセリングや心理検査のほかに、加害者支援を行っていました。現在は佐賀県警察職員の一員として、犯罪被害者支援に携わるようになり、これまでの経験をいかして、被害に遭われた方々に接しています。

「人生に一度起こるか起こらないかの最悪の出来事」

ある犯罪被害に遭われた方が、自身の被害をそう表現されました。日常が崩れる絶望、悲しみ、憤り。被害に遭われた方々は、体験したことがない強いストレスに晒されることから、身体的にも精神的にも不調が伴います。それゆえ、被害に遭われた方々の劇的な回復は難しいものです。目に見えない変化かもしれませんが、少しずつ若葉が芽吹くように、被害に遭われた方々が明日を生きる力を育んでいけるようなお手伝いをすることが私の責務です。現場の警察官や他機関と連携して、これからも一人一人に寄り添った支援に努めていきます。

また、警察職員として働く中で、警察官の職務の過酷さを目の当たりにし、臨床心理士として自分を労る時間を持つことの大切さも広めていきたいと思っています。被害に遭われた方だけでなく、被害に遭った方々の支援を行う警察官の支えにもなっていきたいです。

　[image: 佐賀県警察本部警務部広報県民課犯罪被害者支援室　藤　仁美]




教官心、親心




福井県警察学校教務第一係（現　福井県警察本部警務部警務課企画室企画第一係）

島﨑　智恵（しまさき　ともえ）

　[image: リュウピー君・リュウミーちゃん]




「厳しくも愛情を持って接すること」「頑張ったときは褒めてあげること」

私がこれまで3人の息子を育ててきた中で、必ず心掛けてきたことです。

そして現在、教官として学生を指導するときにも、常にこの思いを実践するように心掛けています。

入校当初、ランニング等の訓練についていけず、すぐに倒れ込む学生がいました。体力がなければ、警察官として現場任務をこなすことはできません。彼女が弱気を見せるたびに「自分に甘えたらあかん」と厳しく指導しました。彼女は涙ぐみながら、来る日も来る日も訓練に必死についていっていました。

ある日、いつの間にかランニングを完走できるようになっていた彼女に「よく頑張ってるね」と声を掛けました。彼女は少しはにかんだ様子で嬉しそうでした。ひとつ自信がついたからか、何事にも積極性が出て、前向きに取り組み始めました。

この学生に限らず、警察学校の学生は皆、時にはくじけそうになりながらも一人前の警察官になるために頑張っています。そんな学生たちが晴れて迎えた卒業式では、入校当初と比べて顔つきも精悍になり、保護者の方々に敬礼しながら退場する姿を見送る際には、喜び半分、寂しさ半分、自然と目頭が熱くなります。

厳しい現場でも決してくじけることなく、警察官として活躍してくれることを願うばかりです。

　[image: 福井県警察学校教務第一係（現　福井県警察本部警務部警務課企画室企画第一係）　島﨑　智恵]








資料編

1　令和元年中の組織改正と法令の制定

主な組織改正
[image: 主な組織改正]

主な法律の制定（警察関係）
[image: 主な法律の制定（警察関係）]

主な政令の制定（警察関係）
[image: 主な政令の制定（警察関係）]






2　令和元年中の主な出来事

　[image: 2　令和元年中の主な出来事（1）]

　[image: 2　令和元年中の主な出来事（2）]

　[image: 2　令和元年中の主な出来事（3）]






3　令和元年都道府県別統計資料

　[image: 3　令和元年都道府県別統計資料（1）]

　[image: 3　令和元年都道府県別統計資料（2）]
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